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序章
1 本論文 の 目的
本論文は ､ 韓国の集合住宅の 建替え及 びリ モ デリ ン グに関する法制度の 問題点を検討 し
て ､ 韓国の ある べ き法制度を探求 し､ 提示する こ･とを目的として い る｡
本論 文では ､ 集合住宅の建替え及び リモデリ ン グに関す る韓国関連法規 を検討するにあ
たり ､ 日本法との 比較を念頭 に置い た｡
2 日本法と の比較
韓国の ｢集合建物 の所有及び管理に関す る法律+(以下 ､ 集合建物法とい う) は､ 区分所
有者 の数の 多い 集合住宅の 敷地の 登記簿が膨大複雑に なる こ と､ 及び ､ 従来の 牲制で は区
分所有関係 の 複雑さに伴う現実的問題 を規律する こ とが できない こ となどを背景と して ､
1984年に制定された｡
こ の 韓国の集合建物法は ､ 1983年の 日本の ｢建物の 区分所有等に関する法律+(以下､ 区
分所有法とい う) を継受したもの で あり ､ それ以降も ､ 集合住宅に 関する 日本の 法律及び
政策が ､ 韓国の 政策 ･ 立法が進め られる過程にお いて ､ モ デル となり参考とされた｡
私法分野では ､ 一 般的に は ､ 韓国におい て も､･ドイ ツ ､ フ ラン ス ､ イギリ ス ､ 近年で は
アメ リカ が比 較研究の 対象となるが ､ 本論文の テ ー マ にお い て舷､ 上記の 点か ら日本法と
の 比較法的考察が最も重要 ･ 適切で あると思われた た め ､ 韓国の 集合建物関連法に 関する
検討を本題と しつ つ ､ 日本法 を参考と した｡
3 本テ ー マ に関す る韓国における研究状況
本テ ー マ に関す る韓国で の先行業績は ､ その 大部分が建築 ･ 都市計画的側面か らの も
の で あり､ 法律学の 分野で の本格的な理論的 ･ 体系的検討はなされて い ない ｡ 日本法を
視野に入れた論文は皆無で あると言 っ て よい ｡
本論文は ､ 日本と韓国の 近年 の 法改正 を含めて考察を行 っ て い る ことか らも､ 本分野
にお い て 一 定の 先駆的役割を果たすもの と思われる｡
4 本論文 の構成
本論文の構成は ､ 次の 通りで ある｡
先ず､ 第1章にお いて は ､ 韓国の集合住宅 関連の 法令を､ 日本の 1983年の 改正 区分所
有法 を母法とす る集合建物法 ､ 建替え事業法ゐ性質を有す る住宅建設促進法 ､ 住宅建設
促進法を2003年に改編 した都市及び住居環境整備法､ 及 び ､ 管理 ･ リ モ デリ ン グに関す
る住宅法の 順に概観 して ､ 集合住 宅の管理の 現状に 関す る問題点に つ い て検討 した｡
第 2章及び第3章で は ､ 建替えを扱う｡
第2章にお い ては ､ 住宅 の総数の 50%以上が集合住宅で あるこ とや建替えの 件数が約
10 0件弱で ある こ となど韓国 の集合住宅の 現状を示すと共 に ､ 集合建物法､ 都市及 び住
居環境整備法などの建替え関連法律 に つ い て考察を行 っ た｡ また ､ 建替え制度に関す る
も の ､ 特に ､ 建替え参加者 の建替え不参加者に対する売渡請求 につ き合意 の判断を した
も の な ど､ 韓国の 憲法裁判所の 謀判決 につ い て検討 した｡
第3章にお い て は ､ 建替え事業の流れを示 し､ それぞれ の 場面で どう い っ た紛争が 実
際発生 して い るの かを､ 集合建物法及 び都市及び住居環境整備法の 条文を具体的に検討
しつ つ ､ 明らかに した o そ の 際 ､ 日本の マ ン シ ョ ン建替え円滑化法と の比 較を適宜行 い ､
特 に ､ 売渡請求に つ い ては ､ 詳細 に検討した｡
第 4章及 び第 5章で は ､ リ モ デリ ン グを扱う｡
第4章にお い て は ､ 先ず､ 中高層住宅 の老朽化 ､ 平均 17年間とい う集合住宅の 短 い寿
命 ､ 等価交換方式に よる建替え事業の稀有性 ､ 及び ､ 建替え - の合意 の 困難性な どを克
服す るた め に導入 されたリ モ デリン グ関連法制度の概要 を示す ｡ それを踏まえて ､ リモ
デリ ン グ事業施行過程にお ける売渡請求権の 行使や ､ 特別修繕積立金 の リ モ デリ ン グ事
業施行時 - の 使用 などの 問題 に関 して考察を行 っ た ｡
第 5 章にお い て は ､ リ モ デリ ン グに関する個別的問題 をリモ デリ ン グと増築に分けて
考察 したo リ モ デリ ン グに つ い て は ､ 棟内の 一 部世帯の リ モ デリン グ､ 棟別リモ デリ ン
グ､ 団地全体の リモ デリ ン グなどの 類型 に 区分 して ､ その プ ロ セ ス や施行要件などを検
討 しつ つ ､ い く つ か の 問題点に つ い て 考察を行 っ た｡ 増築に つ いて は､ 増築部分の既存
建物 - の 附合の成否 の 問題 を中心 にそ の考察を行 っ た｡ そ こ にお い て は ､ 日本 にお い て
なされ た議論 を大い に参考に した｡
第6章にお い て は ､ 以上 の検討を踏まえて ､ 韓国の 立法 を評価す るとともに ､ 韓国に
お ける集合住宅の ある べ き建替え及 びリモ デリン グに関 し､ 若干の 政策的 ･ 立法的な提
案を行 っ た｡
第1章 韓国の集合住宅管理の現状とそ の合理化方案
(韓国の現状か らの 示唆)
第1節 は じめ に
集合住宅の 形態は戸建住宅と大きく異なり､ そ の建物の構造上 ･ 利用上の 特殊性 の ほか ､
共 同で管理を行 わなけれ ばならない 困難さが ある｡ 集合住宅 は ､ 各所有権が密接に 関連 し
て い る私有財産で あるが､ 多数の 住民が共同で生活を営むという点から､ 社会性を有 して
い る｡ 従 っ て ､ 集合住宅の 管理の 目的は ､ 最小限の 費用 をも っ て効率的な管理を行い 居住
者の 便利 な居住生活を確保するこ と ､ 居住者の蛮産を積極的に保全 ･ 維持させる こ と､ 集
合住宅 の 敷地内で起 こ りうる様々 な事故 を防止 する こ と､ 住民相互間の 紛争予 防と調停を
す る ことに より ､ 最終的には居住者の生活の質的向上 を目指す ことにある｡
日本で は ､ 集合住宅の 管理問題 - の接近方式 につ いて は私的自治原則を基本と しつ つ も､
集合住宅の 管理に つ い て 一 層の 適正化を図るため の ｢マ ン シ ョ ン管理の適正 化の推進に 関
する法律(平成12年12 月 8 日法律第149号)+ (略称､ マ ン シ ョ ン 管理適正化法) が施行さ
れ て い る｡ 一 方 ､ 日本と集合住宅の管理形態が類似 して い る韓国におい ても ､ 集合住宅の
管理問題 に関す る社会的関心 が高まりつ つ あり ､ 集合住宅管理の 合理化に関する研究が活
発 に行われて い る ｡
集合住宅が抱 えて い る問題 を若干紹介すると ､ まず､ 第 一 に ､ ｢集合住宅の ス トッ ク の増
大+ を概観 しなけれ ばならない ｡ 現在､ 韓国の住宅の 総数(2000年の 統計)は 1100 万戸 ある
が ､ そ の うち集合住宅 の数は約 600万戸あまり (うち､ 賃貸は 75万戸 ､ 残りは分譲) で あ
り ､ 集合住宅の 数は ､ 住宅総数の 50% を超えて い る｡ 日本でも ､ 約 385 万戸の 分譲集合住
宅が あり約 1000 万人が居住 してい る｡ また ､ 集合住宅の 管理 面で の 問題と しては ｢入居者
の 管理 - の 関心不 足+ が挙げられる｡ 集合住宅での 居住には ､ 1棟の 建物を区分所有する こ
とに よる権利関係 の複雑さ､ 区分所有者間の 意思決定の 難 しさ､ 計画的な修繕を適時適切
に実施す るこ との 難 しさなどの 問題が現に あり ､ そ の 制度的､ 法律的な解決策を社会か ら
求められて い るの が現状で ある｡
そ して第二 に ､ 韓国だけの 問題 に限定 しては ､ 韓国では ､ 集合住宅が ｢財産増殖の 手段+
化 した結果 ､ 強い 建替え - の 志向と頻繁な財産権変動が 一 般化 したo この 現状は ､ 集合住
宅 - の管理認識 の 不足 と ､ さらに集合住宅の 寿命の 短縮と老朽化の 促進に つ なが っ て しま
っ て い る｡ 韓国の集合住宅の 平均寿命は､ 早期建替えの影響を受 け 17年に過ぎない ｡ なお ､
現存 して い る集合住宅に つ い ては ､建築後5年以下の 集合住宅は 41･5%､10年以内は73･5%､
21年以上 の物は 4.0%とな っ て い る｡
高層集合住宅の 建替えの 可能性に関 して は ､ その議論は活発だが､ 実現性は不透明とな
り つ つ あるo こ れは 日韓両学界とも
一 致する結論で あるo 従 っ て管理問題 は ､ 当然､ 集合
住宅にお い て の重要課題と して扱う べ きで ある し､ また扱わ ざる を得なく なりつ つ あるo
本 章の 目的は ､ 日本と韓国の 以上 の ような現状 を踏まえて ､ 集合住宅 に関す る管理制度
の 現況 と問題点を分析 し､ 集合住宅管理の 効率化とその 改善方案を模索す る こ とにある ｡
すで に ､ 住宅 の量的拡大で なく現 に ある集合住宅 の管理 の 重要性を認識 し集合住宅の 管
理体系 の 改編を検討すべ き時点が到来して い る｡ 今後 ､ 集合住宅の 適正 な維持管理や入居
者間 の適正な使用関係 ､ そ して修繕積立金な どの 費用負担関係 の適正化などに関する研 究
は重要 で ある ｡
第2節 韓国の典同住宅関係法令の 体系
まず､ 共同住宅とは ､ 敷地及 び建物の 壁 ･廊下 ･階段そ の他設備 などの 全部または
一 部を共
同で使用する各世帯が ､ 一 つ の 建築物の 中で各々 独立 した生活 を営為するこ とができ る構
造とな っ た住宅(住宅建設促進法第 3 条第 3 項)を言 い ､ ア パ ー ト､連立住宅 ､ 多世帯住宅と
区分され る
'
o ア パ ー トとは 5 階以上 の住宅 ､ 連立住宅とは棟当たり延建築面積が 660m
2
を
超 える 4階以下の住宅 ､ 多世帯住宅とは棟当たり延建築面積が 660m
2
以下で 4階以下の 住
宅 の こ とをいうo
韓国政府にお ける本格的な住宅政策と関連す る法律は ､ ｢公営住宅法(1963年11月 30 日
制定)､ 法 21条文 ･施行令 10条文 ･施行規則 10条文+ がその 始発 となる ｡ 公営住宅法 は､
国民 の住居生活 の 安定と公共福利 の増進 を目的 に ､ 低所得者を対象と して ､ 政府の 資金の
支援下で 地方自治団体と大韓住宅公社が住宅 を建設 ､ 供給する内容を規定 して い る｡ また
そ こ に は ､ 公営住宅及び福祉施設 の 管理基準が 定め られて い る o
Ⅰ . 韓国の 集合建物法(19 84年 4月 10日制定)
1 . 法制定 の経緯
建物 の 区分所有に関 しては ､ 韓国民法第 215条 【建物の 区分所有】 で その 規定を定めて
い るo 本条は ､ ｢1.数人が 一 つ の 建物を区分 してそ の各々 の部分を所有 した ときは ､ 建物と
そ の付属物 の中で共用する部分はそ の 共有と推定する 2. 共用部分の 保存に関する費用その
他の 負担は各自の 所有価額 の所有部分 の価額に比例 して分担する+ の 内容で ある ｡
本条は ､ 昭和 37年削除されて い る ､ フラ ン ス 民法第64 4条を採用 した日本の 民法第20 8
条､ を受け入れたもの で ある｡
従 っ て ､ 日本民法 の 第 20 8粂の ､ 縦断的で棟密約 建物に適用され ､ 横断的で階層的建物
へ の 区分所有制度の 適用は不可能で あっ た問題が ､ 日本の 旧民法を採用 して使 っ た､ 韓国
で い うい わゆる ｢依用民法+ の第215条にも同 じく発生 して しま っ た の で ある｡
さらに ､ 韓国の 大法院も ､ ｢審按す るに ､ 現行民法及 び不動産登記法上 ､ 高層建物の横的
区分権､ すなわ ち､ 層別所有が認 められて お らず ･ -+ 】と判示 しており ､ 階層別 区分所有権
を否認す るまで に い た っ て い た｡
第2 15条が区分所有権に関 して詳細な規定をおい て い ない理由につ い て､ 当時は ､｢元来 ､
現行民法第2 8条は (韓国旧民法第2 08条)2は､ 左右に長 い建物を縦的に分割 した場合を予
想 した規定で あろう｡ しか し､ 第 2 次世界大戦後 ､ 日本や ドイツで は ､ 建物不足 の ために
高層建物の 各室 を区分所有す る ことが 一 般とな っ た ｡ そ の ような場合は ､ 現行民法第 20 8
条だけでは適切 な規制 を行う ことはでき ない ｡ ドイ ツで は∴｢住居所有権及び断続的居住権
に関す る法律+ により それを規制 してお り ､ 日本では ､ 各室を売り渡すときの 契約で詳細
に定め て い る｡ わが国 でも､ 将来 ､ それと同 じような現状が発達する可能性 は充分予想さ
れ る｡ しか し､ まだ､ それ に関する 立法的規制が切実に要請されて い るもの でもなく ､ ま
た ､ これか らそ の よう な現状が普及 され ると しても将来起 こ る様々 な問題をどう規律する
の が妥当で あるか を予想す る ことは難しい ｡ 故に ､ その 間題 の立 法的規制はそ の 現状が普
及され慣習に よ る規制が確 立 した後にも遅く ない ｡+ 3との意見が支配的で あ っ た｡
これ には当時の 韓国の 事情があ っ た｡ 第 一 ､ 当時の 韓国の 建築事情で は西洋式の 階層的
区分所有が認め られ る建物を建築するこ とは困難で あっ たこと ､ 第二 ､ 当時 の建物を所有
1 韓国大法院 ､ 1960.8.18[4292T'd せ]仮建物撤去など請求事件
2 韓国 旧民法 (依用民法) は 日本の 旧民法と同 一 である
8 『民法案意見書』 (金曾漢の 見解)､ 民事法研究会､ - 潮閣 ､ 1957.3､ p .86
する ほとん どの 人 の意識構造が独立 した家屋 の 所有を要求 し共同住宅で の居住を避 けて い
た こと､ で ある ｡ 4
19 60年以降､ 集合建物の急激 な増加は ､ 一 棟の 建物に数 十 数百の 区分所有権を発生させ
るが ､ 第 215条の ｢数人が 一 つ の 建物を区分し各々 が其の
- 部分を所有 した時は ､ その 付
属物で共同す る部分は そ の 共有と推定す る ②共用部分の保 存に関す る費用そ の他 の 負担
は各 自の 所有部分の価額に比 例 して 分担する+ とい う建物 の 区分所有に 関す る
一 般的成立
規定と共 同所有に関する原則的規定だけで 臥 集合建物の 所有者らの発 生す る新 しい法律
関係 を究明するこ とは不可能で あ っ たため ､ これ らの 問題 をより具体的に規律する こ とを
目的 として新 しい法律案の 論議が始ま っ たの で あるD
集合建物関係 の法制定問題は ､ 1981年､ 政府が成長発展阻害要因改善審議委員会 を設置
して 国政全般に かか る改善意思を明らか に し､ その 後開催された民事法学会の ｢民法改 正
シ ン ポジウム+ にて本格的に論議され始め た｡ 5
韓国法務部は ､ 民法特別審議委員会を設置 し､ 6人起草小委員会におい て その 基礎作業が
始まり､ 1年 の 作業を経て原案を作成するに至 る｡ しか し､ 政府案に対する､ 国会法制司法
委員会 か らの ､ ｢政府案では集合建物の 複雑な共同生活関係 を効果的 に規律す る ことはで き
ない+ と の判断により ､ 国会法制 司法委員会に より代案が作成され ､ こ の 代案が最終的 に
集合建物法と して公布され るこ とになる｡
- 方 ､ 韓国大法院は ､ 既 に ､ 1974年に ､ 集合建物内の 住居生活 の調整
･ 保護に関する実
態法 の制定方向を提示する ため の試案を作成 し政府に提出 して い る｡ 集合建物法は ､ 政府
原案に対 し大法院の試案を導入 したもの で ある｡
こ こ で ､ 集合建物法 に関する政府原案と最終的に制定され た集合建物法の 比較を行うと ､
政府案は 4 5箇条附則 9箇条とな っ て い る ことに対 し､ 集合建物法は 66 箇条附則 6箇条と
な っ て い るo 両者の 間には盤つ か の 決定的違い がある o 第
一
､ 政府案で は建物に対する管
理所有制度を採択 して い るが ､ 集合建物法で は これを削除 して い る｡ 第二 ､ 政府案で は敷
地に対する管理所有制度を認 めて い るが ､ 集合建物法で は敷地権制度を新設 して い る ｡ 第
三 ､ 政府案で は共用部分の 割り当て面積を区分建物登記簿 の 表題部に 明示 して い る が､ 集
合建物法で はそ の表示を しな い で い る ､ 点 などである｡ 6
4 全乗翼 『区分所有権法』 - オ ル ム 出版社､ 1997.12､ p ･3 9
5 金容漢 ｢集合建物法 の制定と内容+『改正民事法解説』､ 司法行政学会 ､ 1985､ p･94
6 金容摸 ｢集合建物法の制定と内容+ 『考試界』1984.5､ p. 145
大韓民国国会事務処 ､ 第119回 ｢国会法制司法小委員会会議録+ p･2
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2 . 法の構成と適用範囲
総論的 に ､ 韓国の 集合建物法は ､ 他の 国の 関連類似法規と比 べ て ､ 主に日本の 区分所有
法の 影響を受けて い るとい うこ とができ る｡ 韓国の集合建物法は､
箇条と構成されて い る｡ そ の 構造をみ ると ､
第1章 一 区分所有
第4個章66箇条附則6
第1節 - 総則
第2節 - 共用部分
第3節 - 敷地使用権
第4節 - 管理団及び管理人
第5節 - 規約集会
第6節 一 義務違反者に対する措置
第7節 - 建替え ･ 復旧に関する規定
第2章 - 団地
第3章 一 区分建物の 家屋台帳
第4 章 一 罰則
と ､ な っ て い る｡
同法規定の 主要な内容 をみ ると､ 第 1 節 - 総則で は ､ 共用部分の 対象と範囲 (§3)､ 区
分所有者 の 権利義務 (§5)､ 建物の 設置 ･ 保存上 の戦痕推定 (§6)､ 区分所有権の売渡 し
請求権(§7)､ 敷地共有者の分割請求の 禁止 (§8)､ 建物分譲者の担保責任 (§9) を置き､
第2節 - 共用部分セは ､ 共用部分の 帰属と使用 (§10 ･ ll)､ 共有者持分権と処分の 一 体性
(§12･ 13)､ 共用部分の 管理 ･ 変更及び共用部分の 分割 ･ 収益 (§14･ 15 ･ 16･ 17)､ 共
用部分に 関し発生 した債権の 効力 (§18) を､ 第 3 節で は ､ 専有部分と敷地使用権の + 体
悼 (§20)､ 専有部分の処分に伴う敷地使用権の 比率 (§2 1)､ 第 4 節は ､ 管理主体と して
の 管理 団の設立 と管理団の 選任 (§23･ 24)､ 管理人の権限 ･ 義務 (§25 ･ 2 6)､ 管理団債
務に対す る区分所有者の 責任 (§2 7)､ 第5節は､ 規約事項と規約の 設定 ･ 変更 ･ 廃止 (§
28 ･ 29) 規約の保管及び閲覧(§30)､ 集会の 権限 ･ 集会の 種類と集会の手続(§31- 35)､
決議事項と議決権の 行使 (§36 - 38)､ 集会の 議長と議事録 (§39)､ 占有者の 意見陳述権
(§40)､ 書面に よ る決議 ( §41)､ 規約及び集会決議の効力 (§42)､ 第6節は､ 義務違反
者に対す る措置手続､ そ して 第 7 節は ､ 建物 の老朽ま たは 一 部滅失に よる建替え ･ 復旧の
手続を定めて い るo その 他の 章で は ､ 団地管理らキ関す る規定を特別 に定めて い る o 以上の
規定らはすべ て 民法規定に対する特別補充または排斥規定で あっ て ､ 集合建物の 所有及 び
管理 に関 して は当然､ 民法規定に補充または優先 して 適用され る ｡
Ⅱ . 住宅建設促進法7
19 72年12月 30 日には､ ｢住宅建設促進法(駄39条文 ･施行令37条文)+ が登場するo 住
宅建設促進法 は､ 無住宅国民に対する計画性の ある住宅供給とそ の ため の 資金 の調達
･運用
並 び に堅実な住宅用建築資材 の 生産 ･供給に 関する 必要な事項を定め国民の 住居生活 の安
定を図る こ とを目的 と し､ 民間の 住宅建設を支援 して住宅 の 量を確保する内容 の 法律で あ
る｡ つ まり住宅建設促進法が制定 された根本的な理由は ､ 住宅の 量的不足問題 を共同住宅
の 建設 を奨励す る政策によ り解決 しようとする韓国政府の 政策的な判断に ある｡ 住宅建設
促進法は ､ 制定当時 (第3 次経済開発 5 カ年計画) の 住居状況 ､ つ まり住宅の 絶対的不足
を根拠に ､ 住宅建設促進及 び供給拡大にそ の 焦点が 置かれて いた o 特 に ､ 国民の住居安定
は住宅建設が促進 される こ とに よ っ て解決 され るという ､ 生産
･供給 を主とする政策指向的
な特別事業法的性格を内包 して い る ｡ また公共 と民間部分の 住宅建設関連全て の 部分を網
羅す る政策分野 を含めてお り ､ 基本法的性格だけで なく ､ 管理法的性格の 特性まで混在す
る特徴をも っ て い るo 従 っ て ､ 住宅建設促進法 臥 住宅 の建設
･ 供給 ･ 管理 ､ 住宅資金の
確保 ･ 支援､ 宅地開発 ､ 再 開発 ､ 建替えな ど様々 の部分 に関 して規定 して い る ､ 多様な機
能 を有する法律とい える｡
住宅建設促進法に より事業計画承認 を受けた場合に 臥 都市計画法 ､ 建築法などを含む
10 個法 21種類の認 ･ 許可を受ける必要が ない ように し ､ 住宅事業者の 膨大な手続き による
業務的不便が軽減される ｡ ま た ､ 住宅建設事業を効率的に 実施するた め の 国民住宅基金 の
新設 ､ 共同住宅の管理 ､ 住宅管理士 の業務､ 建替えなどに 関する条項も設 けて い るo
住宅建設促進法の 主要内容は ､ 住宅建設計画等の 作成 ･示達 ､ 住宅政策審議委員会の 設置､
住宅建設支援､ 事業計画承認 ､ 住宅資材生産 ､ などで ある｡ 本住宅建設促進法は ､ 1972年
の 制定以降､ 1977年12月 の全文改正 を含め ､ 200 年1月 まで全部で 33回の 改正が行わ
れた｡ また､ 住宅建設促進法(住宅建設促進法施行令と住宅建設促進法施行規則を含む)とは
7 住宅建設促進法は､ 2003年､ 住宅法に改正 されるが ､ 住宅法 に つ い て は後詳細に調 べ る
こ とにする｡
別 に ｢共同住宅管理令 ･ 規則+ を大統領令で定めて運用 して い る｡
1972年制定初期の住宅建設促進法と 200年の 住宅建設促進法の その 内容を比 べ ると､
まず目的にお い ては ､ 72 年法は ､ 無住宅国民に対する計画性の ある住宅供給と ､ そ のため
の 資金の 調達 ･ 運用並びに堅実な住宅用建築資材の 生産 ･ 供給に関する必要な事項を定め ､
国民 の住居生活 の 安定を図る ことを目的と して い るが ､ 20 0年法は､ 無住宅国民の住居生
活安定を図るこ とを目的と して い て ､ 住宅の 供給か ら住居水準の 向上 に ､ 住宅建設促進法
の 追求す ると ころが転換されたことがわか る｡
管理主体や組合に関する概念も ､ 72年住宅建設促進法はその 概念の 定義が不存在であっ
たが ､ 2000年住宅建設促進法にお いて は､ 管理主体を自治管理機構 ･事業主体 ･住宅管理業
者と明確に して い る｡ 管理主体の概念が明確にされたと いうことの意義は ､ やは り ､ 共同
住宅 の 管理責任を強化するように住宅建設促進紡が展開されつ つ ある こ とで あろう｡
《表 1》 住宅建設促進法の 主要内容
構成 主要内容
住宅政策及び政府の役割 法制定目的､ 関連用語 ､ 政府の役割
住宅建設綜合計画
住宅政策の 協議
住宅 の建設 住宅建設事業の 計画 ､ 施行 ､竣工段階
別途 の 住宅建設基準な どに関する 宅地確保支援
規定及 び規則運営 マ ン シ ョ ン地区開発
幹線施設
建替え
工業化住宅
住宅建設事業者関連 住宅建設事業者資格及び義務
住宅組合
住宅償還私債
住宅事業者団体
住宅 の供給 住宅の供給
別途の 住宅供給に関する規則運営
住宅 の 品質 住宅の 建設基準
住宅の 設計 ､ 施行 ､ 監理
大韓住宅保証 (樵)
住宅 の 管理 共同住宅 の管理
別途の 共同住宅管理令運営 特別修繕積立金
住宅管理業
住宅管理士
住宅関連資金 国民住宅基金 の 設置及び助成
国民住宅基金 の 管理及び運営
農村住宅 関連
そ の他 抵当権設定な ど
罰則及 び過怠料 罰則及び過怠料など
Ⅲ . 共同住 宅管理令
韓国 の共同住宅､ 特に管理 ､ に関する法体系は ､ ｢住宅建設促進法+ とそれ を母法とす る
｢共 同住宅管理令+､ そ して ｢集合建物の 所有及び管理に 関する法律+ とで構成 して い る ｡
｢共同住宅管理令(1 9 79年 11月 制定)､ 全文38条+ は ､ 増えつ つ ある共同住宅の 供給 ･需要
に対 して ､ 事業主体の義務管理期間新設 ､ 用途変更などの 行為制限 ､ 特別修繕充当金 の 積
立義務化 ､ 自治会構成などを内容とする ､ より体系的で効率的な共同住宅管理 の 専門化 を
図 るため に作 られ た法制度で ある ｡ 共同住宅管理令は ､ 198 1年の全文改定以降 13 回の 改
定が 行われた o 81 年の 全文改定にお い ては ､ 安全管理技術者確保の 義務化 ､ 塀庇補修手続
きの 強化 ､ 管理規約の 制定及び改定手続き の具体化と い っ た規定が中心 となるo 83年の 改
定 にお い て は､ 公認会計士 の会計監査義務化､ 畢期修繕計画樹立 の義務化 ､ 特別修繕充当
金算出方法及 び使用手続き ､ 自治管理機構の構成方法な どの規定が改定され ､ また 84年 に
お い て は ､ 共同住宅の 長期修繕に関す る基準が改定され るなど､ 長期修繕計画 の 作成や対
象施設 ､ 標準修繕周期及び修繕率 ､ 算定方法 ､ 充当金 預置機関などが 明確された｡ 89年の
改 定にお い て は ､ 住宅管理士試験に 関する根拠が整 えられ ､ 行為許可 ､ 住宅管理業免許登
録及 び取消 し､ 住宅管理士試験 などの 規定が設 けられ た｡ また 93年と 94年 の 共同住宅管
理令の 改定にお い ては ､ 住宅管理士補試験 にお い て経歴者に対する特例 ･住宅管理業者の 業
務地域制限廃止 ､ 事業主体の 長期修繕計画樹立提 出義務化 ､ 特別修繕充当金の 預置及 び使
用 を入居者代表会議に - 任な どの規定が設 けられたo
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Ⅳ . 集合建物法 と住宅建設促進法との 関係 に関する観察
集合建物法が ､ 集合建物 の所有 ･ 管理 に関する私法的特別法で ある ことに対 し､ 住宅建
設促進法 (1977年 12月 31 日制定) は ､ 同 一 目的物に対す る公法的規制として位置付けら
れて い る｡
両法 の関係 を細部的に観察したい ｡ 住宅建設促進法の 第1 条 ･ 第2 条で規定 して い る目
的 ･ 基本原則 をみ ると､ 目的は ､ 住宅の ない国民の 住居生活の 安定を図り ､ すべ て の 国民
の 住居水準の 向上を期する ために住宅の 建設 ･ 供給及びそ の ための 資金 の調達 ･ 運用など
に関 して 必要な事項 を規定す る こ とにあり (第1条)､ 国家の国民住居生活 の安定と向上を
保障するため に施 策を総合的 に計画 ･ 実施する ことを基本原則とす る (第2粂) と規定 し
て い る｡ 従 っ て住宅建設促進法は､ 集合建物の 管理だけを主な目的と規定した法律で はな
く ､ 住宅 の建設 ･ 供給とこれ の ため の 資金 の調達 ･ 運用などに関して必要な事項を規制 し
て い るが ､ 一 方 ､ これ に限らず､ 住居生活 の安定と生活水準の 向上を期す ることにもその
目的を置い て い る こ とが ､ 集合建物法 の 内容と最も異なるとこ ろで ある｡ つ まり ､ 韓国に
おける共 同住宅 の維持及び管理は ､ 前述 して い る ように ､ まずそ の 基本法 ･ 一 般法と して
の 民法と､ 民法 に対する特別法で ある集合建物法が存在し､ 維持及 び管理 に関 して より具
体的で細部的な部分は ､ 住宅建設促進法と共同住宅管理令そ して管理規約に串 っ て運営さ
れて い る ことがわか る｡
ll
《表2》 共同住宅関連制度の 変遷8
1963.ll 公営住宅法制定 公 営住宅及び福祉施設 の管理基準
1 972.12 ･住宅建設促進払制定 入居者の 管理義務
1977.12 住宅建設促進法全面改正
住宅管理人制度新設
管理規約制定義務
19 79.ll 共 同住宅管理令制定
事業主体の 義務管理期間新設(竣工
検査 日か ら1年間 - 1999.10削除)､
■現在は ､ 入居者 の数が過半数に達す
るまで ､ 事業主体が管理
特別修繕積立金 の 義務化 一 便用範
囲は ､ 共用部分 と付帯施設
1981.4 住宅建設促進法改正
入居者代表会議 の 法制化
管理規約制定･ 改定手続きの 具体化
1983.6 共同住宅管理令改正
長期修繕計画 樹 立 の 義務化 - しか
し､ 強制力が ない ため罰則規定は な
し
修繕積立金の 額も少なく ､ また各集
合住宅によ っ て その額は様々 で あ
る
1984.4
集合建物 の 所有及び管理に閲す 建物 の 区分所有関係設定
る法律制定 管理団の設立及 び管理人の 選定
1987.12 住宅建設促進法改正
住宅管理士制度導入 一 日本の管理
業務主任士に 当た るo99年度 の 改正
で ､ 500世帯未満 の 共同住宅には住
宅管理士補また は住宅管理士 を､
500世帯以上の共 同住宅に は住宅管
理士 を管理責任者として配置す墨
こ とが義務っ けられる｡
『共同住宅管理制度改善の ための政策討論会』(社)韓国建設政策研究院､ 1996､ p.4参
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照
第3節 住宅建設促進披か ら､ 都市及び住居環境整備駄(建替えト 住宅法(管理 ･ リモデリ ン
グ)-
Ⅰ . 都市住居整備紘
1 . 制定背景
1970年代以降､ 産業化 ･ 都市化の 過程におい て大量供給された住宅等が老朽化するに つ
れ ､ これらを体系的で 効率的に整備する必要性 が増大 しつ つ あるが ､ 現行再開発 ･ 建替え
事業及 び住居環境改善事業がそれぞれ個別法と して規定され ､ これ に関する制度的支援が
充分で はない の で ､ こ れを補完 し - 貫性 ･ 体系性を有する単 一 ･ 統合法を制 定す る ことが
都市住居整備法 の制定目的である｡ 9
現行 ､ 住居環境を整備する制度で ある ､ 再開発､ 建替え､ 住居環境改善事業は ､ それぞ
れ ､ 都市再開発法 ､ 集合建物法 ･ 住宅建設促進法､ 都市低所得住民の 住居環境改善の た め
の 臨時措置法な ど､ 以上の 法律によ っ て規定されて おり､ 事業推進の ための 一 貫性と計画
的管理 の制度的支援が 不十分で あると指摘されてきた｡
韓国政府は ､ 以上 の 問題点を改善するた め の研究を1999年 9月 か ら実施 した ｡ 数回にわ
たる専門家に よる検討過程を経て ､ 2002年 11月 には ､ 国会にお い て議決されるまで に至
っ たの で ある｡ こ の都市住居整備 法は､ 2003年 7月 1 日か ら施行されて い る｡
2 . そ の 主要内容
都市住居整備 法にお ける建替え関連規定に関する細部的な観察を行う前に ､ そ の 全体的
概観を紹介する｡
第 一 ､ 特別市長 ･ 広域市長または 市長は ､ 都市 ･ 住居環境改善事業 ･ 住宅再開発事
業 ･ 住宅建替え事業及び都市環境整備事業の 基本方向､ 計画期間､ 概略的な整
備 区域の 範囲などの 内容 が含まれた都市･･ 住居環境整備基本計画 を樹立する ｡
【第 3条】
第二 ､ 一 定基準に該当す る地域で住居環境整備事業を施行 し ようとす る場合は ､
｢都 市及び住居環境整備法案検討報告書+ 建設交通委員会 ､ 2002.10
13
市 ･ 道知事が都市計画決定手続きにより整備区域に指定し ､ 土地所有者の個別
的に行 われてきた事業を都市管理次元で総合的に検討を行う｡ 【第4粂】
第三 ､ 住宅再開発事業及 び住宅建替え事業は ､ 組合単独 で施行 ､ または ､ 地方自治
団体 ･ 大韓住宅公社な どと共同で施行 し､ 施 工者は事業施行認可以後､ 競争入
札を通 じて選定する｡ 【第8条】
第四 ､ 整備事業の推進委員会を制度化 し､ 組合の設立 などの事業推進準備を行 い 【第
13条､ 組合の 設立及 び推進委員会の構成】､ そ の役割を明確に規定 し事業推進と
関連の ある紛争要因を除去する｡ 【第15条】
第五 ､ 組合の 定款及び管理処分計画に整備事業費と組合員の 負担費用な ど事業施行
に関す る事項 を具体的に明示 し､組合と施 工者間の紛争を予防する｡【第20免】､
【第48条】
第六 ､ 整備事業に参加す る施 工者か ら施行保証を義務的に受け､ 施工者の 不渡り時､
組合員 の被害を最小化す る｡ 【第 5 1条】
Ⅱ . 住宅法
1 . 改正理由
韓国故府は ､2002年10月 15日 ､住宅建設促進法を全面改正す るための 国務会議 を開き ､
以下 の 内容を主要骨子 とする ｢住宅法案+ を政府案と して確定した｡ そ して ､ 住宅法は ､
.
2003年 4月 30 日､ 国会本会議におい て議決され ､ 住宅法が公布 されてか ら6 ケ月経過後
となる 2003年の 11月 か ら正式 に施行され るこ とになる｡
韓国は ､ 近年まで ､ 住宅供給 を中心 とする住宅政策を展開 してきた｡ 従前の住宅政策は ､
少 ない 住宅の 数を解消す るために 住宅の 量的拡大に重点をお き ､ 新規住宅建設促進 を住宅
政策におい て の最優先課題と して い た｡ 本政策の 樹立 により ､韓国政府は ､1988年か ら1992
年ま での 5年間､ 200万戸 の 住宅 を建設する内容を有する ｢200万戸建設計画+ の政策を展
開 し､ 実際 ､ こ の期間中に 271.7 万戸 の住宅 を新たに建設 ･供給するこ とに成功 し､ 本政策
に よ り住宅の 量的不足 の 問題の かなりの部分は解決されたと い われて い る｡
しか し､ 1980年代か ら始ま っ た新規住宅建設 の その ほとん どが､ 分譲を目的 とする高層
マ ン シ ョ ン がその 中心とな っ て い た こと ､ 無計画的な開発に より住居環境が悪化 された こ
と､ 老朽住宅の 管理が適切 に行われて い ない こ となどの 理由か ら､ 今日で は ､ 今まで の住
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宅量的拡大政策か ら脱皮して ､ 住居水準の 向上 ､ 既存住宅の適正 な維持 ･管理を主力とすべ
きで あるとする要請が社会に広がり つ つ ある｡ また､ 住宅建設促進法は ､ 法体系が複雑で､
国民はもちろ ん行政機 関も理解す るの に困難があ
■
ると指摘もあ っ た0
ソウル市共同住宅現況調査資料(2000年)に よると､ ソウル 市の 典向住宅は ､ 1,884団地､
ll,500棟､ 972,145世帯に至 っ て い る｡ こ の中､ 1980年以前に建築された共同住宅は 244
団地 ､ 2,503棟 ､ 140,109世帯で ソウル 市全体世帯数の 約 14.5%､ 1981年以降に建築され
た共同住宅は 85 %を占めてお り ､ 80年代以降か ら共同住宅の本格的な建築が 行われたこと
がわかる｡ 10
韓国建設交通部が発表 して いる枕計資料によると､ 2000.12現在､ 全国共同住宅世帯数は
5
,
5 15
,
945､ こ の うち賃貸は 712,017世帯で 12.9 %､ 分譲4,803,928世帯で 87.1%を占めて
い る｡ 分譲共同住宅の うち､ 5階以上の いわゆるアパ ー トは4,581,032世帯(5階 - 19.4 %､
6階か ら10階 - 6.1 %､11回か ら15階 - 40.9%､16階か ら20階 - 21.8%､21階以上 - ll.8 %)
で ､ 分譲住宅総数の 9 5.36%を占めて い る｡ ll
日本 の 共同住宅 ス ト ッ クは ､ 全国で約 400 万戸である ｡ 日本の 人 口の 半分にも満たない
韓国で あるが ､ 共同住宅の 数値は 日本の それを越えて い るこ とがわかる ｡
また韓国の ､ 5階以上 の ア パ ー トだけを対象と して調べ ると ､ 使用検査 日を基準とする使
用年数は ､5年以下が 1,854,940世帯で 38.6% ､ 6年から10年が 1,625,4声7世帯で 31.8 %ヾ
11年か ら15年 が739,229世帯で 15.4 %､ 16年か ら20年が 471,368世帯で 9.8 %､ 20年以
上が 2 12
,
9 0 4世帯で 4.4% である｡ 共同住宅が継続して増加 して い るこ とがわか る｡ 12
以上の 時代の 要請に よる新しい住宅政策を展開 して い くためには ､ 韓国政府は ､ 特別法
的性格の 住宅建設促進法には運営上の 限界が あると羅識 し､ 住宅建設の 他に ､ 住居福祉､
住居管理 ､ 住居環境などの 部分を補う､ 新たな住宅政策に 関する基本法的性格の ｢住宅法+
を制定するこ とに したの である｡
特 に ､ 住宅法 は ､ 別称 ｢リ モ デリン グ法+ と睦ばれて い るくらい ､ 共同住宅の リモ デリ
ン グに関す る細部的規定を設けて い るこ とが そ の特徴で ある｡
中高層住宅の 老朽化 ､ 等価交換に よ る建替え事業の 不可能化 ､ 建替え - の 区分所有者の
合意の 困難､ 平均 17年とい う共同住宅の 短い 寿命､ などの 問題点を改善するために ､ 住宅
法 は ､･リモ デリ ン グに 関す る新 しい法規定を取り入れてい るの である｡
10 キ ム ･ ドニ ヨ ン 『ソウル市与件に適合した共同住宅リ モ デリン グ適用方案研究』 ソウル
市政開発研究院 ､ 2001､ p.43
11韓国建設交通部 ホ ー ム ペ ー ジ の共同住宅統計資料参照､ 由 ､ 2003.3
12 韓国建設交通部ホ ー ム ペ - ジ の共同住宅統計資料参照､ 空 地 ､ 2003.3
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住宅建設促進法 臥 住宅 の大量供給をも っ て国民住居生活安定を図る ことを目的と して ､
1972年 ､ 制定された 法律で ある ｡ 住宅建設促進法の 施行 により ､ 19 70年初 ､ 74･5%に過 ぎ
なか っ た住宅普及率が 現在は 94 %にまで達す るようにな っ て い るo
しか し､ 住宅建設促進法は ､ 住宅普及率は上昇させたもの の ､ 無住宅者
･ 低所得層な ど
の 社会的弱者の ための住居福祉政策と住居水準向上及び既存住宅の 効率的な維持
･ 管理と
い う問題 には適正 な政策を実践せずにきた ｡ 従 っ て ､ 住宅 の 建設 を促進 し､ 住宅 の 円滑な
供給に より国民住居生活の 安定化 を目的と して制定
･ 運営されてきた住宅建設促進法を､
変化 しつ つ ある経済的 ･ 社会的環境に合わせ て住居福祉及び住宅管理 などの 部分を補強 し､
現行 制度の 運営過程の 中の 一 部問題点を改善 ･ 補完す る こ とを､ ｢住宅法+ はそ の提案理由
と して い る ｡
2 . そ の 主要内容
住宅法の 主な内容 は ､ 大きく 5 つ に分けて概観する こ とができる o
第 一 ､ 国家な どは変化 しつ つ ある環境に合わせて低所得者
･ 無住宅者など社会的弱者
に優克的に住宅供給が行われ るよう努め るなど､ 国家及び地方自治体の義務を明
示する 【第3条】
第二 ､ 建設交通部長官は ､ 住宅建設 ･ 住居福祉 ･ 住居環境及び住宅管理などの 内容 を
含む住宅総合計画を樹立 ･ 施行する 【第7条】
第三 ､ 住宅建設事業などの 登録 ､ 住宅建設事業計画な どの 承 臥 住宅建設工事の 監理
者指定 など､ 現在建設交通部長官の 権限の中の
- 部を地方自治団体の 長に移譲す
る 【第9条､ 第16条､ 第24 条】
第四 ､ リ モ デ リ ン グを推進す るた めの 基準 ･ 手続きな どを定めて ､ 国民住宅の リモ デ
リ ン グに対 して は 国民住宅基金か ら支援でき るよう にそ の 根拠 を設ける 【第 42
条､ 第63条】
第五 ､ 共同住宅 の 管理 を強化するため に大統領令で ある共同住宅管理令で運営して い
た共同住宅管理規約 ､ 長期修繕計画 ､ 安全管理計画 ､ 安全教育､ 安全点検な どに
関す る重要事項を､ 法律をも っ て直接定め る 【第44 条､ 第47条､ 第 49条､ 第
50条】
また こ の ほかに も､ リモ デリ ン グと関連 して住宅法が 有す る重要な内容は ､
第 一 ､ 住宅総合計画 の樹 立対象にリ モ デリン グを含める こ とで ､ 政府の住宅 関連政
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策の 中にリモ デリ ン グが包含
第二 ､ 共 同住宅の 入居者代表会議 の 団体をリ モ デリン グ提案権者と し､ そ の 推進の
容易を図る
第三 ､ 団地全体のリモ デリ ン グ事業施行時 ､ 特別修繕積立金の 使用 を認め る
第四 ､ リモ デリ ン グ施行者に対 し､ 噸症補修責任を付与 し､ そ の施行者に対する畷
庇補修保証金の預置義務規定を設 ける
第五 ､ 共 同住宅リモ デリン グ時 ､ 管轄官庁 の長に よる許可及び使用検査を義務化
第六 ､ 共同住宅 の所有者が リモ デリ ン グに より 専有部分の 面積の 増減が 生じた場合 ､
敷地使用権に変更は生 じない とす る ､ 集合建物法排除規定を設 けて ､ 区分所有
者間の 紛争発生の余地を防ぐ
第七 ､ リ モ デリン グ組合設 立規定の新設
第八 ､ リ モ デリ ン グ参加者の リモ デリン グ不参加者に対する売渡 し請求権の 行使を
許可
後に詳 しく調 べ る こ と にす るが ､ 住宅法が有す るも っ とも大きな意義は ､ 住宅建設促進
法が 定めて い な い ｢リ モ デリン グ+ に対す る法的根拠を具体的に設 けて い る ことにある｡
住宅法は ､ リ モ デリ ン グ組合の 設立規定を定めて ､ 区分所有者の 80%以上 の 同意を得れば
リ モ デリ ン グを推進す るこ とができ るように して い る｡ さらに ､ リ モ デリ ン グの 決急 に反
対する 区分所有者に対 して ､ リモデリン グ組合は ､ 集合建物法第48条13の建替え決議成立
13 集合建物法第48条 【区分所有権等の 売渡 し請求等】
建替えの 決議が あっ た ときは ､ 集会を招集 13した者は ､ 遅滞なく ､ そ の 決議に賛
成 しなか っ た 区分所有者 (そ の 承継人を含む) に対 し､ そ の決議内容に よる建替えに参加
す る否 かを回答す べ き旨を書面で催告 しなければならない ｡
2 前項の 催告を受けた区分所有者は､ 催告受領日か ら 2 か月 以内に回答しなけ
ればならない ｡
3 前項 の期間内に回答 しなか っ た場合､ そ の 区分所有者は ､ 建替えに参加 しな
い 旨を回答 した もの とみなす｡
4 第 2 項の期間が経過 したときは ､ 建替えの 決議に賛成 した各区分所有者､ 建
替えの決議 の 内容に よ る建替えに参加す べ き旨を回答した各区分所有者 (これら
の 者の承継人を含む) またはこれ らの 者の 全員の 合意に より 区分所有権及び敷地
利用権を買い 受けるこ とが できる者と して指定された者 (以下 ｢買受指定者+ と
い う) は ､ 同項の期間満了日から 2 月 以内に ､ 建替えに参加 しない 旨を回答した
17
後の 区分所有権な どの 売渡 し請求権行使に関する規定を準用 して ､ 売渡 し請求権の 行使を
諦め て い ることも ､ 住宅法の重要内容で ある ｡
区分所有者 (そ の 承継人を含む) に対 し､ 区分所有権及び敷地利用権を時価で 売
り渡す べ きこ とを請求するこ とができる｡ 建替えの 決議があ っ た後に こ の 区分所
有者から敷地利用権の み を取得した者の敷地利用権に つ い て も､ 同様とする ｡
5 前項 の規定 に よる請求が あ っ た場合に おい て ､ 建替えに参加 しない 旨を回答
した区分所有者が建物 の 明渡 しに よりそ の 生活 上著しい 困難を生ずるお そ れが あ
り ､ か つ ､ 建替えの遂行 に甚だ しい影響を及ぼさな い ときは ､ 裁判所 は ､ その 区
分所有者の 請求 に より ､ 代金 の 支払 い または提供 の 日か ら 一 年 を超 えない範囲内
にお いて ､ 建物 の 明渡 しに つ き相当の期間を付与する ことが でき る｡
6 建替えの決議 の 日 から 2 年以内に建物撤去の 工事が着手されなか っ た場合に
は､ 第 4 項の 規定に より 区分所有権または敷地利用権を売り渡 した者は ､ こ の期
間の満了 の 日か ら 6 月以内に 買主が 支払 っ た代金 に相当する金銭をそ の 区分所有
権または敷地利用権を現在有す る者に提供 して ､ これらの 権利 を売り渡す べ き こ
とを請求する こ とがで きる ｡ ただ し､ 建物撤去 の 工事が着手 されなか っ た こ とに
つ き相当な理由が ある ときは ､ こ の 限り でない ｡
7 前項本文 の規定は ､ 同項但 し書きに規定する場合におい て ､ 建物撤去 の 工事
が着手されなか っ た こ とに関する相当な理由が なく な っ た日か ら 6 月 以内にそ の
着手 を しない とき に準用す る｡ こ の 場合にお い て ､ 同項本文中 ｢こ の 期間の満 了
の 日か ら6月以内に+ とあるの は ､ ｢建物撤去の 工事が着手されなか っ た ことに関
する相当な理由がなく な っ たこ とを知 っ た日か ら 6 月 またはその 理由が なく な っ
た日か ら 2年の いずれ か早 い 時期まで に+ と読み替えるもの とする ｡
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以上 の こ とを表で示すと次の ようになる｡
共同住宅の 建設
1
共同住宅の 管理
民法
建築法
集合建物法
建設業絵
消防法
そ の 他
共同住宅管理令
共同住宅の 管理に
関する規則
規約
住宅建設促進法
住宅建設促進抵施行Tコ
《図 1》2003年 の都市住居整備法 ･ 住宅法施行前の 共同住宅に対する韓国の 関連法制度の
管理体系14
14 『共同住宅 の効率的維持管理制度研究』 国土開発研究院､ 1987.12､ p.2 4参照
19
共同住宅の 建設
共同住宅 の管理
建築法
建設業法
民法
集合建物法
消防法
その 他
住宅法
(修繕､ 維持 ､ 管理 ､
リ モ デリ ン グ)
住宅法施行令
規約
都市住居整備 法
( 住宅建設促進法 の 建替え関
連規定が新たに改正 され住宅
法 へ)
都市住居整備法施行令
《図 2》20 3年 の都市住居整備法 ･ 住宅法施行後の 共同住宅に対する韓国の 関連法制度の
管理体系
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第4節 韓国め共同住宅に対する管理形態
Ⅰ . 20世帯未満を規模とす る住宅
共同住宅管理令は ､ 住宅建設促進法に より住宅建設事業計画承罷を得て建てた共同住宅
とそ の付帯施設及 び福利施設に対 して適用する ｡ 共同住宅管理令は ､ 管理対象共同住宅を､
任意的管理対象と義務的管理対象と区分して適用 して い るo 任意的管理 は 2 0世帯以上 300
世帯未満の共同住宅を対象と し､ 義務的管理は 300世帯以上の共同住宅または エ レ ベ ー タ
ー や中央集中暖房方式施設の整 っ た 300 世帯未満の共同住宅を対象と してい る｡ こ こで ､
共同住宅管理令の 適用範囲か ら外れる､ つ まり任意的管理対象でも義務的管理対象でもな
い 20世帯未満 の小規模の 共同住宅が新たな管理問題と して発生する0
20 世帯未満の 小規模の 共同住宅は ､ 共同住宅管理令の適用を受けない ことから､ 民法及
び集合建物法の 規定により管理 が行われ る｡
韓国の集合建物法 は ､ 共用部分及び敷地 の維持 ･管理の ために管理団､ 管理人､ 管理規約 ､
集会に関する規定を設けて い る｡ まず､ 区分所有関係が成立するためには ､ 構造上 ･利用上
独立 した数個の 部分 を有する 一 棟の 建物が存在 し､ なお 当事者の 建物を区分 して所有す る
意思が なけれ ばならない ｡ 区分所有関係が成立 すると区分所有者全員とす る管理団が構成
される(当然設立)｡ さらに区分所有者が十人以上 の時は ､ 管理人の 選出を韓国の集合建物法
は義務付 けして い る｡ こ の 管理人は ､ 共用部分の 保存や管理そ して変更のた めの行為に関
して権限を有し､ 管理団を代表 して行う裁判上または裁判外の行為に関 して権限を有する｡
これに対 し日本 の 区分所有法第25条は ､ 管理人の 選任を集会によ っ て選任する､ つ まり管
理人 の選任 は任意で あると規定 して い て ､ 韓国の 集合建物法と若干差が みられる｡
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集合建物法による管理団管理 の 手続きを表 で示すと次の ように なる｡
集合建物
区分所有関係成立
区分所有者全員で構成
集合建物管理
区分所有者が1 0人以
管理人選任
《囲 3》 管理団管理の 手続き15
Ⅱ . 任意的管理対象
共同住宅管理令にお い て任意的管理対象となる共同住宅は､ 20 世帯以上300世帯未満の
住宅 である D 任意的管理共同住宅 は ､ 制度的管垣対象で ない こ とを意味するo たとえば ､
任意管理対象共同住宅は ､ 特別修繕積立金 の 義務対象とは ならない ｡
Ⅲ . 義務的管理対象
義務的管理対象となる共同住宅は ､300世帯以上の 共同住宅及び エ レ ベ ー タ ー や 中央集中
暖房施設 を整 っ た 300世帯未満の 住宅で ある｡ 義務的管理対象共同住宅 は ､ 制度的管理対
象で ある ことを意味する｡ 20 世帯未満の共同住宅が住宅建設促進法と共同住宅管理令の 適
用 か らは排除され るこ とに対 し､ Ⅲ の 任意的管理対象共同住宅とこ の義務的管理対象住宅
は ､ そ の適用を受ける｡
15 『共同住宅の 効率的維持管理制度研 究』 国土開発研究院､ 1987.12､ p.26参照
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Ⅳ . 任意的管理対象 ･ 義務的管理対象となる共同住宅の管理形態
管理形態と して ､ 事業主体管理 ､自治管理(自主管理)､委託管理の この 三 つ の 方式が みられ
る｡ 事業主体管理 とは ､ 過渡期的管理方式と言われて い る方式で ､ 建物竣工直後は ､ 入居
者代表会議や管理組織などの 構成が容易でなく効率的管理体系の 構築が難 しい ことや ､ 建
設主体戦痕補修義務などの建物竣工後発生する諸問題 の 処理を容易にするために ､ 事業主
体が建物竣工後 1 年間 ､ 義務的に共同住宅を管理す る ことで ある｡ しか し､ 本内容の 関連
条項は ､韓国の 規制改革委員会の勧告により ､1999年 1
■
0 月削除され ､ 現在は ､ 入居者の 入
居完了が 予定され る総入居者の数の過半数に達す るまで事業主体が当該共同住宅の 管理を
行う こととなっ て い る｡ 事業主体から､ 当該共同住宅を管理 する ことの 旨の 要求を受けた
入居者は､ そ の要求を受けた 日から 1 ケ月以内に入居者代表会議を構成 し､ 当該共同住宅
の 管理方法 (住宅管理業者に よる管理方法を選択 した場合はそ の住宅管理業者の選定を含
む) を決定し､ そ の 旨を事業主体に通知 し管轄官庁に申告しなければならない ｡ また､ 入
居者代表会議か ら管理方法決定に関する何 の通知が ない場合､事業主体は ､ 住宅管理業者を
選定す るこ とが できる ｡
自治管理(自主管理)とは ､ 入居者自ら自治管理機構を構成 し当務共同住宅の管理を行うこ
とをいう｡ こ の 時 ､ つ まり共 同住宅を自治管理するため自治管理機構を構成するときは､
入居者らは ､ 大統領令で 定める人力及び装備を鹿えなければならない a
委託管理と は ､ 入居者代表会議と住宅管理業者間の 契約 により ､ 当該共同住宅の管理を住
宅管理業者に 一 任する管理方法の こ とで ある｡ 委託管理は ､ 専門的知識の ない入居者らが
も っ と効率的に共同住宅の 管理 を行うた めに選択す る方法で ､ ますます大規模化 ･ 団地化 し
つ つ ある現状か ら､ 入居者らに多く選択され る管理方法である ｡
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以上 の 内容を表で示すと次の ようになる｡
共同住宅建設竣 工
事業主体による管理
入居予定者過半数入居完了
入居者代表会議構成
共同住宅管理方式決 定
自治管理決定
共同住宅管理令で
定 め る技術人力及び
装備 ､ 認可
自治管理機構に
よる
事業主体は入居者に管
理方法決定を要求
要求を受 けた日か ら 1 ケ
月 以内に入居者代表会議 を
構成 し ､ 管理 方法決 定と管
理業者を選定
事業主体に よ る ､ また は
事業主体が選 定 した 管理業
者 に よ る管理期間は ､ 自治
管理機関機構 の 構成ま た は
入居者 により住宅管理業者
が 選定 され る まで にす る ｡
共同住宅管理令第8条
委託管理決定
住宅管理業者に
よる
《図 4》 管理方式の決定過程16
契約
16 『共同住宅の 効率的維持管理制度研究』 国土開発研究院､ 1987.12､ p.38参照
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次は､ 日本 ･ 韓国にお い て ､ どれくらいの 割合で管理方法形態が分かれて い るか をみるo
以下は､ ソウル 市慮原区の 例で あるが､ 慮原区の住宅は総16万戸で ､ ソウル 市全体の約
8%を示す｡ (2001.6基準) 慮原区は､ 全体住宅 の 89%以上が連立住宅と 5階以上の マ ン シ
ョ ン の 共同住宅密集地域(住宅総数 16 万戸 のうち共同住宅は約 14万戸)で ､ ソウル 市の 中で
も共同住宅の 比 率がも っ とも高い地域で ある｡
区分 自治管理 委託管理 事業主体義務管理 計
団地数 (%) 1 5(8.2%) 1 5 3(84.1%) 1 4(7.7%) 18 2(100%)
《表3》 ソウル 市慮原区の 共同住宅の管理類型別分布 2001.6
一 部､ 全部を管理業者に委託 組合によ る自主管理
85% 6.7%
《表 4》 日本の管理業務委託の 現状､ 平成11年
(財)マ ン シ ョ ン管理セ ン タ ー 『マ ン シ ョ ン管理の知識』 より
表 の 内容か らわか る ように ､ 日本と韓国の 共同住宅の管理方法形態にお い て ､ 自治管理
よりは委託管理 の ほうが圧倒的に大きくそ の 割合を占めて い る｡ こ の 統計か ら､ 自治管理
よりは 多少費用負担額 は増 えるかも しれ ない が ､ 共同住宅管理の難 しさや住民間の トラブ
ル 防止 を事前に予 防す るなどの 理由から委託管理が多く導入されて い る とい う ことがわか
る｡
第5節 管理組織
I . 入居者代表会議
入居予定者の過半数が入居を完了 した時､ 当該建物を建設 した事業主体は ､ 入居者らに ､
入居者らが過半数に達 した そ の 旨を通知 し当該共同住宅の 管理を行うこ とを要求 し､ 要求
を受 けた過半数の 入居者らは ､1 ケ月 以内に入居者代表会議を構成 して当該共同住宅の管理
方法を決 めなけれ ばならない ｡
入居者代表会議 は ､ 棟別世帯数比例原則 に従 い入 居者らにより棟別代表者と して選ばれ
た者らで構成され る｡ 棟別代表者となれるための 資格は ､ そ の者が当該共同住宅団地内に
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継続 して 6 ケ月 以上居住 して い る者で ､ 所有者でなけれ ばならない o もちろん ､ 入居最初
の 段階で の入居者代表会読を構成する場合は除く o 入居者代表会議は､ その 構成員の 中か
ら､ 会長 一 人 ､ 会長を含む 3人以上 の理事､
一 人以上の 監事を選出する o
占有者は ､ 棟別代表とな る資格は所有者の み に与えられて い る の で ､ 当然 ､ 入居者代表
会議 の 構成員 とな るこ と は不可能で ある ｡ また占有者は ､ 集会 にお い て も議決権は 与えら
れ て い ない ｡ しか し､ 集会に出席 して自分の意見を述 べ る こ とはで き ､ 規約にお い て議決
権を与える ことももちろんでき る｡
棟別代表で構成される入居者代表会議 と管理主体の 業務内容を比 べ て みるo
入居者代表会議は ､ 管理方法及び自治管理廃止決定､ 住宅管理業者選定 ､ 管理規約改正
案 の提案と住宅管理に必 要な諸規定の 制定及び改正 ､ 管理費予算案の確定､ 団地中の施設
物 の維持及び運営基準､ 自治管理機構職員の任 胤 共用部分の付帯施設 及び福祉施設 の補
修 ･ 交替 ･ 改良､ 入居者相互 間の 利害が相反す る事項 の 調整 ､ そ の他規約で定 め る事項 など
に関する業務を遂行するo
以上の 内容 を図で示すと次の ようにな る｡
区分所有者ら
別代表 1人
区分所有者ら
別代表 1人
(棟別世帯数比 例)
区分所有者ら
1人
区分所有者ら
別代表 1人
入居者代表会頭
本 :(理 A)フ言
医二重
:(集会)
T
監事 ､ 一 人以上
理事 ､ 三 (会長含め)
管理主体
:(管理者)
《図 5》 共同住宅管理令の適用を受ける マ ン シ ョ ン の 管理形態
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Ⅱ . 管理主体
これ に対 し管理主体は ､ 共用部分の付帯施設及び福祉施設 の維持 ･補修 と安全管理 ､ 共同
住宅団地内の 警備 ･掃除 ･安全管理 ､ 管理費 ･使用量徴収と公共料金の納付代行 ､ 特別修繕金
の 徴収及び積立 ､ 管理規約で 定め た事項及び入居者代表会議で決めた事項 ､ 共同住宅管理
規約業務の 広報及 び共同施設物の使用方法に関す る指導､ 団地内土地の 無断占有行為防止 ､
団地内の 秩序素乱行為防止 措置､ 団地内安全事項及び盗難事項対応措置などに関する業務
を遂行す る｡
各決鼓内容 に よる入居者代表会議と 区分所有者の決議方法をみ ると ､ ①管理規約の改正
提案は ､ 区分所有者 10分の 1以上の賛成 ､ ②管理方法の決定及び変更､ 住宅管理業者の 選
定､ 自治管理 の廃止決定は ､ 構成員3分の 2 以上の 賛成(管理方法の決定及び変更 ･住宅管理
業者の選定に関 して は､ 98年度の 改正で入居者代表会議の提案により入居者過半数の 書面
同意をす る方法が採用 され る)､ ③最初の 管理規約の 決定 ､ 入居者代表会議 へ の提案､ 管理
規約改正案決定､ 管理方法決定 - の 同意は､ 区分所有者過半数で ､ ④管理規約改正 案の提
案及 び管理規制規定の 制定及び改正 ､ 管理予算確定､ 使用料の 基準､ 監事の'要求と決算処
理､ 団地中の道路 ･ 駐車場 ･諸設備の維持及び運営基準､ 自治管理機構の 任免 ､ 共同住宅の
共用部分 ､ 付帯施設及 び福利施設 の補修 ･交替 ･ 改良､ 入居者相互間の利害相反事項の調整 ､
そ の 他管理規約で 定める事項 は､ 構成員過半数の 賛成､ ⑤共同住宅の 用途変更許可 ､ 付帯
施設及び福利施設 の改築･破損･用途廃止 ･撤去許可 ､ 付帯施設 ･福利施設の 新築 ･増築許可は､
区分所有者3分 の 2 以上の 同意で決議される｡
《表 5》 棟別代表で構成される入居者代表会議と管理 主体の業務17
遡 遷全室
･ 管理方法及 び自治管理廃止 決定
･ 住宅管理業音速定
･ 管理規約改正案の提案と
管理主体
･ 共用部分の付帯施設及び福祉施設の維持 ､
補修と安全管理
･ 共同住宅団地内の 警備 ･ 掃除･安全管理
･ 管理費 ･ 使用料徴収と公 共料金納付代行
住宅管理 に必要な諸規定の制定及び改正 ･ 特別修繕金の徴収及び積立
17 『共同住宅管理制度改善方案』 ソウル 市政開発研究院､ 1995､ p.41
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管理費予算案の確定
団地中の施設物の維持及び運営基準
自治管理機構職員の任命
共用部分の 付帯施設及び福祉施設の
補修 ･ 交替･ 改良
･ 管理規約で 定めた事項及び入居者代表会議
で決 めた事項
･ 共同住宅管理業務の広報及び共同施設物 の
使用方法 に関する指導
･ 団地内土地の 無断占有行為防止
入居者相互 間の利害が相反する事項の調整 ･ 団地内の 秩序素乱行為防止措置
そ の 他 ､ 規約で定め る事項 ･ 団地内安全事故及び盗難事項対応措置
区分 議決 内容
区分所有者 10分の 1以上 の 賛成 ･ 管理規約 の 改正提案
構成員3分の 2以上の 賛成
(管理方法の 決定 ･変更､ 住宅管理業者選 定
に関して は､ 98年度の 改正 で ､ 入居者代表
会議 の提案により入居者過半数の 書面同意
をす る方法が
採択 され る)
･ 管理方法の決定 ･変更
･ 住宅管理業者選定
･ 自治管理 の廃止 決定
区分所有者過半数の書面同意
･ 最初の 管理規約 の決定
･ 入居者代表会議 - の 提案 ､ 管理規約改正成
案決定
･ 管理方法決定 - の 同意
構成員過半数の 賛成
･ 管理規約 改正案 - の 提案及び管理 規制規
定 の制定及 び改正
･ 管理予算確定 ､ 使用料の 基準 ､ 監事 の 要
求と決算処理
･ 団地 中の道路 ･駐 車場 ･諸設備の維持及 び
運営基準
･ 自治管理機構 の任免
･ 共同住宅の 共用部分､ 付帯施 設及 び福利
施設 の補修 ･交替･ 改良
･ 入居者相互 間 の利害相反事項の 調整
･ その 他 ､ 管理規約で定める事項
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区分所有者 3分の 2以上の 同意
共同住宅の用途変更許可
付帯施設 ､ 入居者共有福利施設の 福利施
設の 改築･破損 ･用途廃止 ･ 撤去許可
付帯施設 ､ 入居者共有福利施設新築･ 増築
許可
《表 6》 入居者代表会議の決議事項 (構成員と区分所有者) 18
第6節 問題点
Ⅰ . 委託管理 の 必要性 と問題
以上簡略で あるが ､ 韓国の 共同住宅に関する管理制度やその 現状などを概観 してみた｡
共同住宅 の 管理形態 に つ い て は ､ 韓国の 慮原 区の 場合､ 自治管理 が 8.2%､委託管理が
84.1% ､ 日本の 場合は自治管理が 6.7%､ 委託管理が 85%の割合を示 して いて ､ 日本韓国両
方と も委託管理が共 同住宅 の 最も 一 般的な管理形態と して位置付 けられて い るこ とが わか
つ た｡
自治管理 は ､ 入居者の意思伝達の 迅速 ･委託方式 に比 して割安という長所があるが､ 非専
門的管理 に よる管理 サ - ビ ス と管理技術の低下 ･ 管理費使用の 非効率性 ･所要人員拡充の難
しさなども短所と して指摘される｡
委託管理は ､ 管理専門会社に委託 し共同住宅を管理する形態であるの で ､ 管理業務の 専
門性 ･管理技術の 蓄積が可能で あるこ と ､ 事故 ･諸設備故障等の 時の 対応が迅速とい う長所
が あるが ､ 自治管理に 比 して費用 が割高､ 管理会社間の過度な競争によ る管理サ … ビス の
質の 低下 ､ 管理 問題 をめぐる区分所有者と管理会社間の権限所在の 不明確及び紛争発生な
ど短所もみ られ る｡
共同住宅の 団地化 ･ 大規模化と中高層共同住宅の建替え事業の 困難さは ､ 共同住宅にお い
て 管理 の 重要性 を高めて い る｡ 共同住宅の 区分所有者が ､ 管理方式と して ､ 自治管理 を選
択す るか委託管理を選択す る場合､ 上記の各管理形態の長 ･ 短所は重要な参考となりその 決
定基準ともなる｡ しか し､ 日本と韓国管理形態の統計が示 してい るように ､ 自治管理とい
18 『共 同住宅管理制度改善方案』 ソウル市政開発研究院､ 1995､ p.41
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う管理方式 より委託管理 を選択 して い る共同住宅の 数は圧倒的に多い の が現実で ある ｡ ま
た ､ 共同住宅の 団地化･ 大規模化と共同住宅形態の 多様化い う最近 の傾向は ､ 入居者の意思
結集などの 難 しさ ･管理 の複雑さなどの 理由から､ 委託管理 を共同住宅に おい て の 主たる管
理形態と して い る｡ これか らの 共同住宅 における管理形態の 問題 を考えると､ やは り委託
管理 を共 同住宅にお ける主た る管理形態と して さらに積極的に導入すべ きで あると認織す
るが ､ 委託管理 を選択 したとき生 じる上記 のような問題 点を解決 しなけれ ばならな い ｡ 委
託管理方式採択時におい て ､ そ の 責任及び権限所在の 明確化や質の 高い 管理サ ー ビ ス を区
分所有者が受 けられる よう にする方法 - の模索が 必要で ある｡
刀 . 集会に 関す る方法論的構想
共 同住宅の 団地化や大規模化にお ける集会の 開き方に 関連 して ､ 団地化 ･ 大規模化 は ､ 入
居者の参加意識欠如の 問題 が あり ､ 延 いて は ､ す べ て の 区分所有者(若しく は占有者まで も
含む)の 参加 を対象とする住民集会は現実的に難 しく なると考える｡ 韓国の現状か らわか る
ように ､ 韓国で は､ 棟ごとに棟別代表者と いうもの があ っ て ､ 区分所有者の相隣関係で発
生する問題や区分所有者の 意見 の 提案を､ 集会にお い て直接に発案す る前の段階と して棟
別代表とい う シ ス テ ム を活用する こ とも可能とな っ て い る｡ 私 は ､ 棟別代表者とい うシ ス
テ ム をさらに前進させ る形で ､ 集会を棟別に行うこ とも可能で あると考える｡ もちろん ､ 団
地全体の 運命にか かわ る問題 に つ い て は ､ 団地の 区分所有者全体を対象とす る総会の よう
な制度がも っ とも相応 しい と考える が､ そ うで ない 問題 ､ つ まり団地全体とは関係 の ない
議案に つ いて は ､ 該当する棟で解決させる ことが も っ と妥当で ある し､管理面 におい て も コ
ス トの か か らない方法で はない の かと考える｡
Ⅲ . 占有者の 問題
共 同住宅 の所有や占有形態 をみ ると､ 分譲を目的 とする共 同住宅にお い ても ､ 占有者が
かなりの 割合を占めて い る共 同住宅も少なく ない ことが わか っ た｡ 特 に韓国共同住宅 の現
状か ら､ 占有者の 割合が総世帯の 50%も超 えると こ ろもあると い う｡ 従 っ て ､ 共同住宅管
理 問題 にお い て ､ 占有者を管理問題 に関 して決議権を与える こ との ような､ 積極的 にそ の
参加 を誘 導す る方法を講究す べ きで あると考える｡ 共同住宅 にお ける安全問題や維持そ し
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て 管理問題 に占有者の参加 を誘導す ることに よ っ て ､ 究極的に は区分所有者の より活発な
参加までも期待する ことが 可能で あると考える｡
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第2章 韓国における建替えの推進とそ の現状
第1節 韓国の住宅事情
Ⅰ . 住宅普及 の現状
住宅問題は､ 韓国社会が抱えて い るも っ とも深刻な問題で ある ｡ 1999年現在まで住宅の
量的不足 問題 は解決されておらず､ これは 1968年､ すで に住宅普及率が 100 %まで至 っ て
い る 日本と比 べ たら､ い か に韓国 の住宅政策 ･ 事情が遅れ て い るか がわかる ｡
韓国全国の住宅普及率 19の 変化推移をみると ､ 1988年まで は継続的な下落が続き 69.4%
まで に 下が っ たが ､ 1990年以後か らは轟年2･3 %の伸張を見せ ､ 1999年現在は 93.3 %まで
上が っ て い る ｡ こ の ように 1990年か ら住宅普及率が上昇した主要 な原 因は､ 韓国政府の
｢200万戸住宅建設計画+ と いう政策の展開に ある｡ こ の 200 万戸住宅建設計画 は ､ 1988
年から 1992年まで の 5年間 ､ 年間平均 40 万戸を供給しト ー タ ル 200 万戸を建設する内容
を有するもの で ､ 実際こ の期間に ､ 当初計画戸数で ある 200 万戸 を超 える 271.7 万戸 の住
宅が 新たに建設された ｡ これは ､ 19 7 0年か ら1987年まで ､ 1年 の 平均住宅供給量が 12万
戸程度あるこ とに照らしてみ ると ､ 単純推計で ､ 既存の 約 4 倍の 住宅建設 工事が 5 年とい
う短 い 期間で行なわれたことがわか る｡ しか し､ 短期間で たくさん の 住宅を建設 したこ と
に より発生 した諸問題 ､ たと えば手抜き 工事 ､ 建物 の 安全 問題な どは ､ 現段階の韓国にお
い て かなり深刻な社会的 な問題と して台頭 してきて い る｡
しか し､ 現在なお 185万戸 の住宅が 不足 して い るとい う統計結果か らす ると､ 韓国の状
況 は ､ 上記 の住宅問題が解決され て い ない に もかか わらず ､ 更なる住宅建設 ･ 供給 を要求
して い る｡
19 韓国の住宅事情を説明する代表的な指標と して しば しば用 い られ るもの で ある ｡ こ れは ､
所有や 売買概念によ っ て住宅戸数を普通世帯数で割 っ たもの で あり ､ 全般的な住宅の 供給
状況 を示すもの で ある｡
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≪表7 ≫ 韓国の年度別住宅戸数及び住宅普及率
単位 : 千
区分 1960 1970 1975 1980 19851990 1995 19 9 9
世帯数 4,263 5,576 6,367 7,470 8,7 5 1 10,167 ll,133 ll,984
戸数 3,589 4,360 4,734 5,450 6,317 7,357 9,570 ll,181
普及率 84.2% 78.2% 74.4% 71.2% 69.8% 72.4% 86.0% 93.3%
資料 : 大韓住宅公社 ､ 住宅統計編覧､ 2000
ソウル の住宅普及率 はも っ と深刻で ､ 199 年現在まで 71.0 %に過ぎない状況下にある ｡
≪ 表8 ≫ ソウル の 年度別住宅戸数及び住宅普及率
単位 : 千
区分 1995 1996 197 1998 1999
世帯数 2,541 2,563 2,610 2,660 2,710
戸数 1,728 1,787 1,8 64 1,888 1,923
普及率 68.0 % 69.7% 71.4 % 70.7% 71,0%
資料 : 大韓住宅公社､ 住宅統計編覧､ 2000
1 9 70年から 1995年まで の 住宅類型別供給推移 をみ ると､ 単独住宅(Deta ched Dw elli工唱)
の 数が停滞 して い る こ とに比 べ ､ マ ン シ ョ ン は 25年の 間に 100倍以上も増加 したことが わ
か るo こ の ような趨勢は ､ 足りない 宅地 ､ 高い地価などを考慮するとこ れか らも継振する
と判断され る ｡ また 1995年度の分譲集合住宅 ､ す なわち､ マ ン シ ョ ン と連立住宅(Ro w
Ho u se)の
総数は 440 万戸以上で住宅全体数の 約 45.5 %の 割合を示 してい て ､ 集合住宅が都市型居住
形態と しても っ とも 一 般 的な住居となっ て い る ことがわか る｡ 多世帯住宅仏pa rtm e nttJnit
in aPriv ate Ho u s e)は それほ ど大きい 増加率を見せて い ない｡
参考に ､ 多世帯住宅とは ､ 棟当たり建築延 べ 面積660 m
2
以下の 4 階以下の 住宅で 2世帯
以上 9 世帯まで が居住す る住宅を言い ､ 連立住宅とは ､ 棟当た り 660 m
2
以上の 4 階以下の
住宅 を言 い ､ マ ン シ ョ ン とは (韓国で はア パ ー トと呼ん でい るが)､ 5 階以上の 建物の 中で
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多数の 世帯が各々 独立 した生活 を行なう ことが できる構造を した住居用建物をい う｡ 住宅
建設促進法上 により建替え組合を設立するた めの 建替え対象建物は ､ 原則的に ､ マ ン シ ョ
ン及 び連立住宅で ある｡ しか し､ 例外的に､ 地形与件 ･ 周辺 の環境か ら見て ､ 事業施行上
不可避 な場合は単独住宅 ･ 多世帯住宅も含め る ことができ ると して い る｡
≪ 表 9 ≫
単位 : 千
住宅棟型別供給推移 (累計)
区分 1970 1975 1 980 1985 1990 1995
合計 4,360 4,734 5,319 6,104 7,160 9,20 1
単独住宅 4,155 4,38 1 4,652 4,719 4,727 4,337
マ ン シ ョ ン 33 89 374 82 1,628 3,455
連 立住宅 146 165 162 360 4 88 72 4
多世帯住宅 115 336
非居住用 25 98 131 2 13 202 343
資料 : 統計庁 ､ 人 口住宅総調査報告書､ 各年度
また､ 1995年以後か ら新規供給された住宅を類型別 にみると､ 新たに建設された住宅 の
約 80%以上が マ ン シ ョ ン で ある ことがわか る｡ どうして 韓国で は ､ こ の ように マ ン シ ョ ン
が 圧倒的に多く建設 され る の で あろうか ｡ それはすで に触れた とお り ､ 足り ない 宅地の 状
況で 住宅普及率を増やすため と ､ 高い地価が原因で ある｡ 下の ≪ 表 10≫ をみ るとわか る ｡
≪ 表 10≫ 住宅棟型別 の新規供給推移
区分 1995 1996 1997 1998 19 9
合計 619,057 592,132 596,435 306,031 404,715
単独住宅 55,710 61,263 52,948 23,773 33,772
マ ン シ
′
ヨ ン 497,273 462,548 48 4,9 9 262,879 345,345
連立住宅 17,212 18,210 19,219 7,363 7,640
多世帯住宅 48,862 50,111 39,319 12,016 17,958
資料 : 大韓住宅公社､ 住宅統計編覧､ 200 0
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こ の表 は ､ 1995年か ら 1999年まで の韓国の 全国及び ソウル の住宅売買価格 の推移であ
る｡ こ の 調査に よると､ 1995年 12月を 100と､ 単独住宅 ､ マ ン シ ョ ン ､ 連立住宅の価格
が表示されて い るが ､ 単独住宅と連立住宅は1997年以後からは両方共完全に下がる 一 方だ
が ､ マ ン シ ョ ンは 1998年の 金融危機(IM Fの介入) の時 ､ 一 時期下がっ た ことを除くとそ
の 売買価格 は常に 上が る 一 方 であるo これは韓国人が様々 な理由から単独住宅 より もマ ン
シ ョ ン で の居住を志向 して い るこ とが原因で ある｡
≪表 11 ≫ 住宅売買価格の 推移
(1995年 12月基準 - 100)
区分
199 5 1996 1997 1998 199
全 国 ソウル 全国 ソウル 全国 ソウJレ 全国 ソウル 全国 ソ帥
合計 10 0. 10 0.0 10 1.5 10 1.5 10 3.5 10 3.5 90.7 8 9.8 93.8 94.8
単独住宅 10 0. 10 0.0 99.8 9 9.5 99.2 9 9.0 88.1 87.6 86.8 88.1
マ ン シ ョ ン 10 0. 10 0.0 1 03.5 104.2 10 8.4 109.6 93.7 93.6 10 1.7 105.3
連立住宅 10 0. 10 0.0 1 00.5 100.6 10 1. 10 1.9 89.2 8 6.良 87.5 ･ 86,4
資料 : 大韓住宅公社､ 住宅統計編覧､ 2000
Ⅱ . 韓国の 集合住宅の歴史
韓国 にお ける マ ン シ ョ ン歴史の 始まりは ､ 1958 年ソウル市ジ ョ ンア ム 洞 (ドン) の 17
坪型 4階建て 3棟 1 52 世帯の建設か らで ある｡ しか し､ 本格的な マ ン シ ョ ン 団地の発祥は ､
1964年韓国ソウル の 中心部に ある麻布 (マ ポ) 区に建てられた マ ボ マ ン シ ョ ン である ｡ マ
ボ マ ン シ ョ ン団地 は 1962年に着工 され 1 ･ 2 次にかけて 1964年に完工 されたもの で ､ そ
の 規模は 6 階10個棟 642世帯を形成 した｡ 20 韓国にお ける大団地 マ ン シ ョ ン の発祥とい
われる マ ボ マ ン シ ョ ン は ､ 政府の 第1 次経済開発 5 カ年計画の 中の 住宅事業の 一 部と して
推進されたもの で ､ 今まで - 般人がも っ て い た マ ン シ ョ ン に対する悪い イメ ー ジ 21を払拭
20 大韓住宅公 社 ｢大韓住宅公社20年史+ 1979､ p.359- 360
2 1 そ の 当時まで ソウル に散在して い た マ ン シ ョ ン らは ､ 管理不足と入居者らの 低い所得水
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させ るために ､ 中産層向けの 10階建て の 最新式設備を備えたもの と して構想されて いた o
しか し､ 当初の 10階建て の マ ン シ ョ ン建設計画は､ 電気
･ 水道事情､ 地盤 の 安定性などの
問題 の 提起に より霧散 し､ 結局 ､ 欧米の マ ン シ ョ ン の 中で エ レ ベ
ー タ ー が つ い て い ない マ
ン シ ョ ン の最高階数が6階で ある ことに着眼 し､ 最初の 10階建て の マ ン シ ョ ン計画が6階
と変更され る ことに なっ たの で ある｡ 22
1960年中盤までは ､ マ ン シ ョ ン に対する市民の認識不足で マ ン シ ョ ン建設実績は とて も
低調 で あ っ た o マ ン シ ョ ン建設の ほとん どが大都市再開発事業の
一 貫と して行なわれて い
て ､ 外国人 の ため の賃貸用 マ ン シ ョ ン をの ぞい て は庶民用 の 小型 マ ン シ ョ ン が主流 をな し
て い た｡ 23 また､ 第2 次経済開発計画の 中の 政府 の外交多変化政策に よる外 国人家族の 国
内流入と外国商社の 急増は外国人住宅問題を引き起 こ し､ そ の対応 の ため､ 1969年に は能
山(ヨ ンサ ン) 区の 11階建て の H ill Top(ヒ
- ル トッ プ) マ ン シ ョ ンや南山 マ ン シ ョ ンが ､
1970年には漢江外人 マ ン シ ョ ン が相次い で建設された. 特に ､ Hill Top マ ン シ ョ ン は ､ 中
央暖房方式の 11 階建て 2棟19- 30坪型 120世帯の も の でこ 韓国最初の 高層マ ン シ ョ ンで
もある｡
1970年代 は ､ マ ン シ ョ ン の団地化 ･ 高層化で ､ 韓国で マ ン シ ョ ン とい う住居類型 と団地
の概念が 定着 した時期で ある｡ ソウル の ヨイ ド示範 マ ン シ ョ ン (1971年) は ､ 24棟 1,584
世帯 の 大規模団地で ､ 現代 的設備 ､ 団地計画 ､ 平面計画に お い て 先導的役割を し､ 以後民
間企業による住宅事業促進 の契機ともな っ た｡
1980年度後半は ､ ソウル で高層 マ ン シ ョ ン の 供給が集中的に行なわれた時期で あるo こ
の 現象は大規模宅地開発事業による影響で あるが ､ こ の ような宅地開発地区の供給以外に
も ､ ソウル 市全地域に高層 マ ン シ ョ ン が普遍化され ､ また外郭地域にもその 開発範 囲が広
が る様相を見せて い た｡
また､ 1970年代以後の 不動産投機過熱と地価上昇､ 偉業 (チ ョ ン セ) 2喫 約 の 頻繁な更
新な どにより無住宅低所得層の 不完全な住居生活 を招来 し社会福祉的次元で画期的な住宅
建設 の拡大が要請 され る理 由か ら､ 1987 年か ら 19 1年まで の第 6次経済開発計画で の住
宅政策は ､ 特に低所得層 の住居福祉 を向上させ るための賃貸住宅 50万戸を建設 し､ こ の期
準に より老朽化され ､ マ ン シ ョ ン に対す る認識はとて も低か っ たの で ある｡
22 大韓住宅公社 ｢大韓住宅公社 30年史+ 1992､ p.100- 102参照
23 大韓住宅公社 ｢賃貸住宅産業育成及び共同住宅管理改善方案+ 1980､ po 359
- 360
2 4伝賞 (チ ョ ン セ) 金 を支払 い他人の 不動産を使用する権利 (韓国民法第303条)｡ 通常､
取引価格の約2分の 1 に相当す る価格で賃借す る韓国の 独特な貸借制度で ､ 不動産の 持ち
主は ､ 契約期間が満了する とチ ョ ン セ金全部を貸借人に 返還する義務を負う｡ 運用は ､ そ
の利子 でもつ て行 なう｡
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間で総 200万戸の 住宅建設を計画 した｡ こ の計画の施行は ､ 主に大韓住宅公社などの 公共
住宅建設機関が担当 して い る｡
1990 年代に入 っ て ､ マ ン シ ョ ン は ､15階以上の 高さがも っ とも 一 般的なもの と採択され､
土地の 与件 が許す 限り マ ン シ ョ ン は高層化された｡ 高層化 の原因は容積率の 増加と密接な
関係 に あるが ､ ソウル市の 場合､ 1979年以後か ら現在までの マ ン シ ョ ン 関連法規の 変遷を
みると､ 隣棟間隔と隣接敷地警戒線離隔距離は 1985年以後現在まで固守されてい るが ､ 容
積率は 5年単位で 50- 100 %ずつ 緩和され ､ 結果的に ､ 高層高密開発が政府 により誘導され
て い た こ とがわ か る｡
≪表 12 ≫ マ ン シ ョ ン 関連の 法規変遷 (ソウル市)
区分 1979年 1985年 1990年 1996年
容積率 180% 250 % 300% 4 0 %
隣棟間隔
建物の 高さ 建物の 高さ 建物の高さ 建物の 高さ
×1. 25 × 1.0 ×1.0 × 1Jo
隣接敷地警戒線 建物の 高さ 建物の 高さ 建物の高さ 建物の高さ
離隔 ×0.625 XO.5 ×0.5 ×0.5
根拠
市長方針 市長方針 ソウル市 ソウル市
第 14号 第2016号 建築条例 建築条例
資料 : ソウル 特別市 ｢共同住宅住居環境改善お よび都市景観保全対策+ 1996
李賢浩 (リ ･ ヒ ョ ン ホ) ｢共同住居 の歴史的発達過程に関する研究+
ソウル 大学校都市 工学科博士 学位論文､ 197､ p .307再引用
第2節 建替え制度の導入
Ⅰ . 建替え制度の 導入の 背景
建替え事業と関連する韓国で の 法的規定は ､ 1984 年､ ｢集合建物の 所有及び管理 に関する
法律+の制定をも っ て初めて 制度化 された｡ 同法第4 7条で は ､ 建物建築後相当の期間が経
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過 し､ 建物が穀損､ 一 部滅失そ の他の 事情により建物の 価格に比 べ 過多 2噌 修繕､ 復旧若
しく は管理の 費用を要する場合､ 又 は付近の 土地の 利用状況 の変化そ の 他 の 事情により建
物を建替えれば､ それ に要する費用 に比 べ 著しい効用の 増加 がもたらされ る場合に限り ､
建替え事業を許容 して い る｡ しか し､ 法執行の ための 具体的 な施行令は制定されて お らず､
1987年の 住宅建設促進法の 完成により建替えの法的根拠が形成される前まで ､ 建替え事業
は 円滑 に推進され る ことはでき なか っ た｡
今韓国で 臥 1960年代か ら 1970年初頃まで にかけて 建て られた
- 部の マ ン シ ョ ン に ､
急速な老朽化が始ま っ て い る｡ そ の急速な老朽化の原 因は､ まず､ 施工当時の 技術 レ ベ ル
が低 か っ たこ と ､ 居住者と管理者の 維持 ･ 補修そ して管理 に対する意織 レ ベ ル が低 か っ た
点 に ある｡ 特に ､ 暖房 ､ 上 下水道 ､ 配管､ 防水などの ､ 建物 の構造的部分か ら様々 な間牌
が発生 して い た｡
そ して ､ マ ン シ ョ ン 自体の 老朽化の ほか に､ 建替え制度を導入 しなければなか っ た理由
は ､ 団地 の ス ラム 化にある ｡ 上記 した集合住宅の 問題 をそ の まま放置 して しまうと ､ 大規
模団地が ス ラム 化 して しまうの で あり ､ これは社会的損失に つ ながる｡ さらに ､ 居住者ら
の住居環境改善に対す る要求が頻発 した こ とも ､ 建替え制度導入 の また
一 つ の 理由 で あっ
た｡
も ちろん ､ 政府側の 立場で も､ 集合建物が ､ 住居機能が著 しく低下 して い る こ と ､ 事故
の危 険まで ある こ とか ら､ その 集合建物を整備しなければならな い現実に直面 して い た事
は認識 して い た｡ また ､ 政府側 は ､ 老朽住宅 を建替えれば ､ 既存住宅 の 数より多い住宅 の
供給がで きる こ とも考慮 して い た ｡ つ まり ､ 新規敷地の 確保 が難 しか っ た大都市の 場合 ､
建替え事業は ､ 住宅建設 に必 要な敷地を供給す る 一 つ の 方法と して考 えられたの で ある｡
また ､ 建替え事業に より供給され る住宅 は ､ その事業施 工前の住宅と比 べ 規模が大きくな
る の で ､ 建替え事業は ､ 中 ･ 大型住宅に対する需要を充足 させ る手段ともなる ｡
建替え制度が導入 され る当時の韓国の住宅事情は ､ 住宅供給面で ､ 深刻な問題 を抱えて
い た｡ 従 っ て ､ 建 替え事業の 導入 に おい て も､ 住宅供給 を増大させ る こ とをも っ と も重要
な課題と して 考えなければなか っ たの で ある｡ これ に伴っ て ､ 1960年代 に建て られたほと
ん どの 集合住宅は 容積率 が 100 %未満で ､ 1987年 ､ 当時建 築法で 許容 して い る 容積率
2 50 %･ 高さ25階まで建設す ると､ 2 - 3倍以上の 面積増加 が 可能で あっ たo よ っ て ､ 住民
らの ､ こ の 収益性 の保障され る建替え事業に対する推進要求はさらに増加 し､ こ の ような
要求は ､ 同 じような状況下に あ っ た他の集合住宅にまで拡大される こ とに なっ た｡ 結局 ､
25 日本の 区分所有法第62条 (建替えの決議) で は ､ ｢過分+ とい う言葉を使用 して い るo
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容積率増加 を通 じて経済的利益を追求 しようとする要求が､ 建替え制度を活性化させ る直
接的な契機にな っ たとみ られる o
Ⅲ . 建替え事業推進の 現況
韓国全国の年度別建替え推進現況をみると､ まず 1988年か ら 1999年まで 1,163個の組
合が建替え組合を構成 し､ そ の 中で 708個の建替え組合に対 し事業計画が承認 されたo ま
た建替え組合 の数値は ､ 1993年か ら急激に増え､ マ ン シ ョ ン の老朽化が進んで い る ことが
わ か る｡
≪表 13≫ 韓国全国の年度別 ､ 建替え推進現状 (1999.12.31現在)
年度別
組合認可 事業承認
組合数 組合員数 組合数 組合員数 供 給 世 帯
数
計 1,163 176,7 1 5 708 99,58 4 217,8 2 4
'881 '90年 31 5,213 15 1,313 2,160
'91年 30 4,515 16 2,761 5,
･559
'92年 69 9,816 25 3,818 8,926
'93年 122 12,257 69 7,254 16,986
'94年 160 21,592 81 9,054 24,500
'
9 5年 218 30,769 129 15,145 3 5,980
'96年 200 32,070 139 18,585 44,204
'97年 184 2 5,922 103 18,693 37,642
'
98年 85 17,803 51 8,233 16,028
'99年 64 16,758 80 14,728 25,839
資料 : 建設交通部､ 住宅都市局 ｢住宅業務編覧+ 2000､ p･143
以下の ソウル市 の場合をみ ると､ 組合の 構成は ､ 全国の 組合数の 約 4 分の 3 以上を示 し
て い る こ とがわ か る｡ たとえば､
,92 年か ら
'
98 年まで の ソウル 地域が示 して い る建替え組
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合の 数を全国 - ソ ウル の方法で比 べ ると ､ 69
- 49､ 122- 91､ 160- 122､ 218
- 155､ 200
- 1 37､ 184 - 120､ 85- 58で ､ ソウル で の建替え組合が圧倒的な割合を示 して い るo 事業
計画東静も同様で あるD こ の デ ー タ により ､ まず60年代後半か ら
'
70 年代にか けて建設さ
れた集合住宅が ソウル に集中 して い る こ と､ そ して ソウル 地域に居住す る区分所有者らの
建替え - の欲求が高い こ とが分か る｡ それ は ソウル の 地価の 急騰が建替えに よ る開発利益
の発 生を可能と して い るか らで あろう｡
≪表 14 ≫ ソウル 市の 建替え推進現状 (19 9.12.31現在)
年度 別
組合認 可 事業永静
組令数 組合員数 組合数 組合員数 承終世帯数
計 812 92,691 5 2 2 62,795 140,282
'90年以前 25 4,286 ll 932 1,494
'91年 21 3,421 9 1,968 3,940
'92年 49 6,580 16 1,882 5,260
'93年 91 8,888 44 3,898 9,074
'94年 122 ll,287 55 4,215 12,718
'
95年 15 19,221 101 ll,3 57 27,234
'96年 137 13,832 109 1 0,9 37 27,465
'97 年 120 ll,661 79 13,238 26,749
'
98年 58 8,069 45 4,774 9,676
'99年 34 5,446 63 9,59 4 16,672
'00年 236 22,139 196 18,012 31,354
'
o 1年 3月 24 1 4,873 28 2,661 4,378
資料 : 建設交通部､ 住宅都市局 ｢住宅業務編覧+ 2001､ p.27 1
･90年以前か ら,96年 3月 まで の ソウル における建替え事業により新たに建て られ た集合
住宅 の増加比率をみ ると ､ 平均 2.44倍の 増加率を見せ て い る｡ 建替えは ､ 1990年代に入 っ
て 本格化 された事業で ､ 短い 期間で建替え市場の 規模は急激に増加 し､ 1995 年度ソウル 市
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で供給される分譲対象マ ン シ ョ ン の約半分に達するまでに成長 して しま っ た ｡ 26
≪ 表′15≫ ソウル市の年度別､ 建替え住宅の 増加比 率 (1996.3.31基準)
90年
以前
91年 92年 93年 94年 95年
96年
3月
合計
組令数 10 9 16 44 55 101 20 255
A.既存世帯数 932 1,968 1,882 3,898 4=,215 ll,357 1,835 26,087
B.計画世帯数 1,494 3,940 5,260 9,074 12,718 27,234 4,86063,695
C.増加世帯数
(B - A)
562 1,972 3,378 5,176 8,50315,877 3,025 37,608
D. 世帯数増加比 率
(B/A)
1.6 0 2.00 2.79 2.33 3.02 2.40 2.64 2.44
資料 : 大韓住宅公社 ｢民間業体再開発 ･ 建替え実体調査研究+ 1996参照
第3節 建替えを規定する関連法律
Ⅰ . 集合建物法
1 . 導入の 背景
本来 ､ 建物は ､ 物理的性質上時 間の 経過に より必然的に穀損 ､ 滅失､ そ して 老朽化する
存在である｡ 特に集合住宅は ､ 各専有部分 は独立し区分所有権の対象とはなるが ､ 構造上､
他 の所有者の 専有部分と 一 体不可分の 関係 にあるの で ､ 管理如何に より若干の 差は生 じる
が必然的 に 一 体で 老朽化す る. こ の 時､ も し各区分所有権の 絶対性が 固守されれば､ 建物
がい か に老朽化 し建替えの 必要性を発生させても ､ 区分所有者の
一 人でも反対すれ ば建物
が物理的 に崩壊するまで放置または維持する以外に方法がない ｡
しか しこ の ような結果 は ､ 多数で構成され る区分所有者関係で は ､ 必ずしも最善の 方法
26 大韓住宅公社 ｢民間業体再開発 ･ 建替え実体調査研究+ 19 96､ p･19
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で はない ｡ つ まり ､ 現状維持を願う建替えに反対する 区分所有者の権利は保薄され る かも
しれない が ､ 土地の 利用価値の 最大実現を希望する大多数 の 区分所有者の権利は極め て不
合理 な制約を受 ける｡ すなわち ､ 物理的に ､ 相互 に拘束力の ある集合住宅等にお い て
- 一 定
の 事由によ っ て利用上 の 大き な支障が生 じた場合に ､ 区分所有者全員の 合意がなければこ
の ような事態を打開する こ とができ ない とすると､ - 部の 区分所有者の 反対に よ っ て 多数
の 区分所有者が過分の 費用負担に強い られ ることになり適切で はない 0
こ こで ､ 各区分所有者間の 権利関係 を調整する措置が必要とな っ てく る ｡ つ まり ､ - 一 方
では ､ 建替えに反対する 区分所有者 の権利を最大限に保護 しながら､ また - 方で は ､ 集合
建物 の 区分所有関係 を継続維持す る こ と自体が著しく不合理 と判断 されるときに は ､ そ の
要件を厳格に して建替えを願 う多数の 区分所有者の 権利行使を可能とさせ る必要がある｡
この ため に導入 された制度が ､ すなわち建替え制度で ある ｡
2 . 第 47条 (建替えの 決議) 27
韓国集合建物法第47条 (建替え決議)
集合建物建築後相当の期 間が経過 し ､ 建物が穀損､ - 部滅失そ の他の 事情により建物
の 価格に比 べ 過多 28な修繕 ､ 復旧若 しく は管理の 費用 を要する場合 ､ または付近 の 土地
の 利用状況 の 変化そ の 他の 事情に より建物を建替えれば ､ そ れに要する費用 に比 べ 著し
い 効用の 増加 がもたされ る場合 ､ 管理団集会は ､ そ の建物 を撤去 して そ の敷地 を区分所
有者の 目的となる新たな建 物の 敷地と して利用すべ き こ とを決議す るこ とが でき る｡ た
だ し､ 建替えの 内容が団地内の 他の建物 の 区分所有者に特別な影響を及 ぼす とき は ､ そ
の 区分所有者の承諾を得なければならない
前項の規定 は､ 区分所有者及 び議決権の 各5分の 4 以上 の多数による決議による｡
建替えの 決議 をするとき には ､ 次の事項を定めなけれ ばならな い ｡
新たに建築する建物 の 設計の概要
建物の 撤去及び新たな建物の建築に要する費用 の概算額
前号に規定する費用 の 分担 に関す る事項
新たな建物 の 区分所有権の 帰属 に関する事項
27 韓国区分所有法の 訳は ､ 都市的土地利用研究会第 16回全体研究集会 ｢区分所有法制の
比 較法的検討+ 1998年 12月 ､ にお い て発表された周藤利 一 訳 を参照 した｡
28 日本 の 区分所有法第62条 (建替え決議) では ､ ｢過分+ と いう言葉を採用 して い る｡
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前項第3 号及 び第 4 号の 事項は､ 各区分所有者間の衡平が維持され るよう定めなけれ
ばならない ｡
第1項 の 決議 の ため の 管理団集会 の議事録 には ､ 各区分所有者の 決鼓に対する賛否
を記載しなければならない ｡
3. 第48条 (区分所有権等の 売渡し請求権等)
韓国集合建物法第48粂 (区分所有権等の 売渡し請求等)
建替えの決議が あっ たときは ､ 集会を招集 29した者は ､ 遅滞なく ､ そ の決読に賛成し
なか っ た区分所有者 (その承継人を含む) に対 し､ そ の 決議内容に よる建替えに参加す
る否かを回答す べ き旨を書面で催告しなければならない ｡
前項の 催告を受けた 区分所有者は ､ 催告受領日か ら 2 か月以内に回答しなければなら
ない ｡
前項の 期間内に回答 しなか っ た場合 ､ そ の 区分所有者は ､ 建替えに参加 しない 旨を回
答 した もの とみなす｡
第 2 項の期間が経過 したときは ､ 建替えの 決議に賛成 した各区分所有者､ 建替えの決
議の 内容によ る建替えに参加すべ き旨を回答した各区分所有者(これらの 者の 承継人を
含む) または これ らの者の 全員の 合意によ り区分所有権及び敷地使用権を買 い受けるこ
とが でき る者と して指定された者 (以下 傾 受指定者+ とい う) は ､ 同項の期間満了 日
か ら 2 月 以内に ､ 建替えに参加 しない旨を回答した区分所有者 (そ の承継人を含む) に
対 し､ 区分所有権及び敷地使用権を時価で売り渡すべ き ことを請求する こ とができ るo
建替えの 決議 が あ っ た後に こ の 区分所有者から敷地使用権の みを取得した者の 敷地使用
権に つ い ても ､ 同様とする｡
前項 の 規定に よる請求が あっ た場合にお い て ､ 建替えに参加 しない 旨を回答 した区
分所有者が ､ 建物 の 明渡 しに よりそ の 生活上著しい 困難 を生ずるお それがあり ､ か つ ､
建替えの 遂行 に甚だ しい影響を及ぼさない ときは ､ 裁判所は ､ そ の 区分所有者の 請求に
ょ り ､ 代金の 支払 いまた は提供 の 日か ら 一 年を超えない範囲内にお いて ､ 建物の 明渡 し
に つ き相当 の期間を付与する こ とができる ｡
29 日本の 区分所有法第6 3条 (区分所有権等 の売渡し請求権など) では ､ ｢招集+ とい う言
葉を採用 して い る ｡
43
建替えの 決議の 日から 2 年以内に建物撤去の 工事が著者されなか っ た場合には､ 第 4
項 の規定 により区分所有権または敷地使用権を売り渡 した者は ､ こ の 期間の 満了 の 日 か
ら 6 月以内に買主が支払 っ た代金 に相当する金銭をそ の 区分所有権または敷地使刷奄を
現在有する者に提供 して ､ これ らの 権利 を売り渡す べ き こ とを請求す る こ とが でき る｡
ただ し､ 建物撤去 のエ 事が着手され なか っ たことに つ き相当な理由があるとき は ､ こ の
限りでない o
前項本文 の 規定は ､ 同項但 し書き に規定する場合に おい て ､ 建物撤去の 工 事が番手
されなか っ た こ とに関する相当な理由がなくな っ た 日か ら 6 月 以内 にその 着手を しな
い ときに準用する｡ こ の 場合におい て ､ 同項本文中 ｢こ の期間 の満了 の 日か ら 6 月 以内
に+ とあるの は ､ ｢建物撤去 の 工事が着手されなか っ たこ とに関する相当な理由が なくな
っ た ことを知 っ た日から 6月 またはその理由がなくな っ た 日から 2年 の いずれか早 い時
期まで に+ と読み替えるもの とする｡
4 . 両規定の意義
結局 ､ 集合建物法第47･ 48条は ､ 集合建物の建替え事由を厳格に制限す る
一 方 ､ 特別多
数決 により建替え決議が成立すると ､ 建替え参加者に は建替え不参加者の 区分所有権及び
敷地使用権に対す る売渡 し請求権を付与 し､ 建替え不参加者に は建物 明渡 し期間 の 許与請
求 を認 め ､ 建替え参加者と建替え不参加者の権利関係 を調整する規定で あると い える ｡ 80
特 に ､ 集合建物法上の 建替え制度は ､ 建替えに反対す る区分所有者が い ても ､ 特別多数決
の 原理 を通 じて 一 部区分所有者の 反対を克服 し､ 多数の利益 を実現する強制措置を置い て
い る点でそ の 意義が大きい と い える｡
30 金孝錫 (キム ･ ヒ ョ ソク) 『住宅建替え紛争の法律実務』 法律書院､ 2000､ p. 6
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(以下韓国の 判例を掲げる場合は ､ 韓国の様式による)
- 1 999. . 16. 韓国寮法裁判所97患叫73､ 98意叫62､ 98意中60決舟 -
【建替え制度の違憲可否など】
【判 示事項】
建替え制度の 違寮可否
建替え対象建物の 建築後､ 経過期間に関する規定が明確性 の原則に違反されるかの 可
杏
建替え参加者に建替え不参加者の 区分所有権 ･ 敷地使用権に対す る売渡 し請 求権を認
めた こと及 び売渡 しの 基準価格を時価と したことの 違寮可否
【審判対象条文】
･ 集合建物の 所有及び管理に関す る法律､ 第47粂第 1項
一 建物建築後相当の 期間が経過 し､ 建物が穀損､ 一 部滅失そ の 他の 事情に より
建物 の価格に比 べ 過多な修繕､ 復旧若 しくは管理の 費用を要する場合､ または付
近 の 土地の 利用状況 の変化そ の他の 事情により建物を再建築すれ ば､ そ の建物を
撤去 して その 敷地を区分所有権の 目的となる新たな建物の敷地と して利用すべ き
ことを決議するこ とができる ｡ ただ し､ 再建築の 内容が団地内の 他の 建築の 区分
所有者に特別な影響を及ぼすときは ､ そ の 区分所有者の 承諾を得なければならな
い
｡
･ 集合建物の 所有及び管理に関する法律､ 第48条第4項
- 第 2 項 の期間が経過 したときは ､ 再建築の 決議に賛成 した各区分所有者､
再建築の 決鼓の 内容 に よる再建築に参加す べ き旨を回答した各区分所有者 (これ
らの者の 承継人を含む｡) 又は これらの者の 全員の合意により区分所有権及び敷地
使用権を買受ける こ とが でき る者と して指定されたもの (以下｢買受指定者+と い
う｡) は ､ 同項の 期間満了日から2月以内に ､ 再建築に参加 しない 旨を回答した区
分所有者 (そ の承継人を含む ｡) に対 し､ 区分所有権及び敷地使用権を時価で売渡
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しすべ き ことを請求する こ とができる｡ 再建築の決議があ っ た後に この 区分所有
者か ら敷地使用権の みを取得 した者の 敷地使用権に つ い ても ､ 同様とする｡
【当該事件】
･ ソウル 地方裁判所 96 ナ 56503所有権移転登記 (97患バ 73)
･ ソウル高等裁判所97ナ23992所有権移転登記 (98患 バ 62)
･ 釜 山 (プサ ン) 地方裁判所97 カダン 102592所有権移転登記 (98患バ 60)
【事実概要】
-
. 97意バ 73事件
A 連立住宅建替え組合は ､ A 連立住宅総75世帯を建て 替えるために ､1995年 8月 24 日､
総会 を開き ､ 75世帯の 中､ 74世帯からの建替え決議 - の 同意を得 (その 中､ 2世帯が 当該
組合 から除名 され ､ 建替え同意世帯数は 72 世帯となる)､ 1 95年10月 23 日 ､ 建替え組合
設立認 可を受けた ｡
瞥該連立住宅 1棟105号 の 区分所有者 ､ 請求人 Ⅹは ､ 当該住宅が 1983年12月 8 日に完
工 され建替え設立認可当時 12 年位 しか経過 して い ない建物で ､ ま っ たく不良 ･老朽化が進
ん で い ない と判断 し ､ これ を建て 替える こ とは違法で あると し､ 建替え決議に 同意 しなか
っ た ｡ こ れに より建替え組合は ､ 請求人Ⅹ を相手と して 1996年 2月 24 日､ ソウル 地裁 に ､
｢売渡 し請求を原 因と した所有権移転登記の 訴+ を提起 し､ こ の 訴訟で請求人Ⅹ は 敗訴 ､
結果､ Ⅹ は 1997年 5月 23 日､ 明渡 し執行 を受 けたが ､ しか し､ Ⅹ は こ れに不服 ､ 同年 10
月 22 日 ､ 憲法訴願審判 を請求するに至 る｡
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二 . 98患 バ 62事件
請求人Y は､ 97 患バ 73事件の A連立住宅の 1棟 303号の 区分所有者として ､ 当初､ 建
替え事業に賛成 しA連立住宅建替え組合の組合員となっ たが ､ Y の住宅に設定されて い た
抵当権を抹消 しなか っ たことか ら､ 1996年9月 ､ 当該組合から除名された｡ 当該組合は､
請求人 に ､ 所有権移転登記と住宅の 明渡しを求める訴をソウル地裁に提起 し､ こ こで敗訴
した請求人Y はソウル高裁に控訴したがまた棄却され ､ 1998年7月 2 日､ 請求人Y は ､ 集
合建物法節47粂第1項および第48粂第4項が憲法に違憲すると主張し､ 7月 27 日､ 当該
事件の 憲法所願審判を請求した｡
三 . 98患バ 60事件
B マ ン シ ョ ン建替え組合は ､ 1976年建築されたB マ ン シ ョ ン を､ 老朽化を理由に ､ 当該
マ ン シ ョ ン 875世帯と店舗 5 世帯の 建物を建替えるため ､ 区分所有者及び議決権の 各 5 分
の 4以上の 賛成を得て建替えを決議 ､ 197年2月 ､ 総組合員を719人とする建替え組合設
立の 認可を受けた｡
当該B マ ン シ ョ ン 1棟 310号の 区分所有者で ある請求人Z は､ 建替え - の参加を拒否 し､
これに より当該建替え組合は ､ 集合建物法第48条第4項をもとに ､ 請求人 Zに所有権移転
登記 と住宅の 明渡 しを求 める訴を釜山地裁に提起 したo 釜山地裁は ､ 建替え組合が提起し
た訴 を受 け入れ ､ Zに ､ 当該住宅の 時価で ある 4 千 6 百万 ウォ ン を受けるとともに所有権
移転登記の 手続の 履行及び住宅の 明渡 しを命 じた o Zは ､ 1998 年 7月 23 日､ 憲法裁判所
に当該事件の憲法訴願 審判を請求した｡
【請求人 らの 主張】
-
. 97意バ 73事件及び98憲 バ 62 事件
1 . 集合建物法第4 7条 (建替えの 決議) 第1項は ､ 個人の 財産を侵害する規定であり ､ ま
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た ､ 建替えの 要件で ある､ 建物建築後の経過期間を､ ｢建物建築後 20年 が経過 して+ の よ
う明確に規定すべ きに もか か わらず ｢建物建築後相当な期間が経過 して+ の よう極めて 抽
象的 で漠然と規定して い るo これ は憲法上 ､ 立法権が守らな ければならな い明確性の 原則
に違反するもの で ある｡
2 . 集合建物法第 48条 (売渡 し請求権) 第4項 は､ 建替え不参加者に対する売渡 し請求権
に 関 して の み規定して い て ､ 売渡 し請求者の 売買代金支給と所有権取得時期に つ いて はま
っ たく規定して い ない ｡ こ の 結果､ 建替えに賛成 したもの は ､ 売買代金 を支給 しなくて も
建替え不参加者に対 して 売渡 し請求権が行使でき ､ それ によ っ て その 所有権を取得 ､ 明渡
し請求 をする こ とが でき る｡ 従 っ て こ の 規定は ､ 建替えに賛成 した者の 利益の み を保障 し
て い る規定で あっ て ､ 比例 と公平 の 原則 ､ 明確性の 原則 に違反 し､ 請求人らの幸福追求権 ･
居住移転の自由 ･住居 の自由 ･ 財産権を侵害する ､ 違憲規定で ある｡
二 . 98意バ 60事件
1 . 憲法上 の 財産権の 制限は国家安全保 障 ･ 秩序維持または 公共福利の ため に必 要な場合
の み に 可能だが ､ 当該法第48条4項は上記 の どの 事由にも該当 しない ､ 単に相対的多数の
利益 の ため少数の 犠牲を強要する こ とに しか過 ぎない から ､ これ は､ 憲法第2 3条が保障し
て い る財産権 - の 侵害で ある｡
2 . 長期間 の居住により生 じる住宅 ･ 周辺環境 - の 愛着か ら､ 単に新 しい住宅 をも つ こと
に反 対 し建替えに参加 しない場合 もあるにもか かわらず ､ こ の ような入居者らに家を明け
渡す よう強制す るこ とは ､ 憲法第10 条が保障して い る幸福追求権 - の侵害で ある｡
3 . 建 替えに反 対 し継続 した 居住意思 の ある入居者 らに ､ 時価だ けを受 けて住宅 を明
け渡す よう強制するこ とは不 当で ある｡ 少なくとも､ 建替えの参加者らと衡平な補償が行
なわ なければならない ｡ 従 っ て ､ 時価に よる売渡 し請求権を認 めて い る当該法第 48条第 4
項は ､ 憲法第11条の 平等権を侵害 して い る｡
48
【患法裁判所の判断】
-
. 集合建物の建替えと当該事件法律事項
1 . 集合建物の 各専有部分は ､ 独立 した所有権､ すなわち､ 区分所有権の 対象となっ て い
るo しか し､ 建物自体は物理的に 一 体不可分の 関係にある こ とから､ 管理如何により若干
の 差は有り得るが ､ 必然的に 一 体と して老朽化するo この 時, 若 し各専有部分の絶対性が
固執されれば､ 建物の 老朽化などにより建替えの 必要性が発生 しても ､ 区分所有者の 或る
一 人 の反対だけでも建替えは不可能となり､ 結局は ､ 建物が物理的に崩壊するまで何もで
きなくなる｡ こ の場合､ 建替えを反対する区分所有者の権利は保護されるかも しれ ないが ､
建替えに賛成する他の 区分所有者の 権利は ､ 極めて不合理な制限を受けるこ ととなり ､ 社
会 ･ 経済的にも ､ とて も不合理な結果が招来される｡ これとは反対 に､ 単純に ､ 多数汲に
よれ ばい つ でも建替えができるようにすると､ 建替えに反対する ､ また は ､ 建替えに所要
され る費用 を負担できない 少数区分所有者の権利は ､ 侵害されて しまう憂慮がある｡
こ こ で各区分所有者の 権利関係の 調整が必要となっ てく るo つ まり ､ 集合建物を維持す
る こ と自体が不合理 で あると判断され るときに は､ 建替えに反対す る区分所有者の 権利を
保護 しなが ら､ 建替えの 要件を厳格に して ､ 建替えに賛成する大多数の 区分所有者の権利
行使を可能とす る必要が ある ので ある｡
2 . 当該事件の 法律事項第4 7粂は ､ 集合建物の建築後相当の 期間が経過 し､ 建物が穀損､
一 部滅失そ の 他の 事情によ り建物 の価格に比 べ 過多な修繕､ 復 旧若 しくは管理 の費用を要
す る場合､ また は付近 の 土地の利用状況の変化そ の他の 事情により建物 を建替えれ ば､ そ
れ に要す る費用 に比 べ 著しい効用 の増加が もたらされる場合､ 区分所有者全員で構成され
る管理団集会は そ の 建物を撤去 し新しい 建物に建て替える こ とを決議す るこ とができる｡
こ の 場合 ､ 決議は ､ 区分所有者及び議決権の 各5分の 4 以上の賛成に よるように規定 して
い る｡
一 方 ､ 当該事件法律事項第48条は ､ 建替え決議があ っ たときは管理団集会の 招集者はそ
の決議 に賛成 しなか っ た 区分所有者に対 し､ 建替えに参加するか否 かを回答す べ き旨を催
告 し､ 不参加 ､ または 定められた期間内に回答しなか っ た者に対 しては ､ 建替え決議に賛
成 した各区分所 有者 ､ 建替え決議 の 内容による建替えに参加す べ き旨を回答 した各区分所
49
有者 ､ または これ らの 者の 全員の 合意により指定されたもの は ､ その 区分所有権及 び敷地
使用権 を時価で 売渡 しすべ き こ とを請求する こ とができ るo こ の 時､ 売渡 し請求を受けた
建替えに参加 しない旨を回答 した区分所有者が建物の 明渡 しによりそ の 生活上著 しい 困難
を生ずる恐れがあるときは裁判所 に 一 定期限許与の 請求をする こ とができ るQ
結局 ､ 当該事件法律事項第 47条 ･ 第48条は ､ 集合建物の建替え事由を厳格にする
一 方 ､
特別 多数決 に より建替え決議 をする場合 ､ 建替え参加者に建替え不参加者の 区分所有権及
び敷地使用権に対する時価に よ る売渡 し請求権を付与 し､ また建替え不参加者には 建物明
渡 しまで相当の 期限を許与 して い るo こ れ 臥 建替え参加者と建替え不参加者の 権利関係
を調整する規定で ある とい える｡
上記 の ､ 当該事件法律条項 の 内容 と請求人らの 主張を総合すると ､ 当該事件憲法訴願審
判請求にお いて 問題となるの は､
建替え制度の違憲性 の 問題 ､
建替えの 要件で あ る､ 建築後 の経過期間に 関す る規定は ､ 明確性の 原則に
違反す るか否 か の 問題 ､
建替え参加者 に建替え不参加者の 区分所有権 ･ 敷地使 用権に対する売渡 し
請求権を認 めた問題 ､
臥 こ の 場合､ 売渡しの 基準価格を時価と した こ とは ､ 憲法 の基本権補償規定
に違反するの かの 問題 ､ こ の 四 つ で ある｡
ニ 集合建物法第47条第1項 の違憲性
1 . 建替え制度の違憲性
&
由 杢金型
と包 ぬ 塵登壇塾三
由 睦塵壁土墨エム虹 適 塾 鎚 選
盛: 嘘 -
従 っ て ､ 建替え制度が建替えに 賛成 しない 区分所有者の 基本権を制限 して い ると して も､
これ は憲法が 基本権制限の 原理と して提示 して い る､ 公共福利 の ため 必要な場合に該当す
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べ きで あるの で ､ 遠藤とは貰 えない ｡
2 . 明確性原則 - の 違反性
法治国家原理 の 中の - つ の 表現で ある明確性 の原則は ､ 基本的に ､ 全て の 基本権制限立
法に 要求されるもの で ある｡ 理由は､ 規範の 意味内容か ら､ 何が禁止 される行為で何が許
容される行為か を行為者が分からなければ牲的安定性と予測可能性は確保できなく なり､
また法執行当局に よ る窓意的執行を可能にするか らで ある｡
但 し､ 基本権制限立法で あっ て も､ 規律対象が極めて多様で随時に変化し､ 立法技術上､
- 義的に規定することが不可能な場合には ､ 明確性 の要件は横和されなければならない .
また ､ そ の規定が明確で あるか否かは ､ 規定の 文言だけをも っ て判断すべ きで はなく ､ 関
連条項を有機的 ･ 体系的に総合し判断すべ きであるo
集合建物牡第 47粂第1項は､ 集合建物建替えの決議 に関して規定して い て ､ 法48条に
より建替え不参加者の 財産権を制限 してい るの で ､ これに は当然明確性の 原則が適用され
なければならない ｡ 従 っ て ､ 当該法第47条第1項で ､ 集合建物の建替え要件として規定 し
て い る集合建物の建築後の 経過期間は ､
`
建物建築後0 0軒 の ように､ もうこれ以上解釈
の余地 の ない ように規定す べ きである の は当然で ある｡
しか し ､ どの 集合建物 を建替えの 対象にす るか は ､ 建物の建築後の経過期間だけで
一 律
に決 められ る事項で はなく ､ そ の建物が敦損または 一 部滅失そ の他の 事情に より建物の価
格に比 べ 過多な修繕､ 復旧若 しくは管理の 費用 を要 して い るか ､【または ､ 付近の 土地の利
用状況の 変化その 他の 事情により建物を建替えればそれに要する費用に比 べ 著しい効用の
増加が もた らされ るか ､ の 事情に より決定すべ きであ っ て ､ こ の場合､ 建物が建築されて
どれくら い の期間が経過 した の か は､ 建替え判断時にお ける
一 つ の 考慮要素に しか ならな
いも の で ある｡
結局 ､ こ の ような期間は ､ 各建物の 建築お よび管理状態 ､ 用途 ､ 修繕
･ 復旧費用や管理
費用 などを勘案 して個別的で具体的に決め られる しか ない の で ､
`
建物建築後00年
'
の よ
うに - 律にそ の 期間を想 定する こ とは困難で あり ､ これを
`
建物建築後相当の 期間
'
と規
定 したと して も､ これは立法技術上やむを得ない ことである ｡
また ､
`
建物建築後相当の期間
'
札 たとえそれが不確定的な概念であ っ て も､ 各建物の
建築お よび 管理状態などに より決定される事項であ っ て ､ これ らの 要素を勘案す るとき ､
51
2 . 時価 に よる売渡し価格の違憲可否
請求人 は､ 建替え不参加者に対 し､ そ の 区分所有権と敷地使用権を時価により売渡 し請
求が でき るように したことはL､ 建替え参加者 らと衡平が合わな い こ とで憲法第11条の 平等
権を侵害 したこ とだ､ と主張する｡ しか し､ 通常の 売買が 時価に より行 なわれ る こ とか ら､
当該法第48条第4項で建替え不参加者の 区分所有権と敷地所有権 に対する売渡しの 基準価
格 で 時価を規定して い るこ とを ､ 不 参加者に不利益で あるとは､ 判断で きない ｡ しか も､
上 の 条項 で 規定した時価に は建替えに より発生す ると予想され る開発 利益も含まれ る の
で ､ 建脅え不参加者が建替え参加者 に比 べ 衡平に合わない 不利益 を受けるとも言 えない ｡
臥 幸福追求権､ 居住移転の自由､ 住居の自由 の侵害可否
そ の 他､ 請求人 らは ､ 当該事件法律条項 は ､ 請求人 らの 幸福追求権 ､ 居住移転の 自由 ､
住居 の 自由を侵害 して い る､ と主張する｡ 当該事件法律条項に より ､ 請求人らは､ そ の意
思 に関係 なく居住を移転させ られ ､ こ れは請求人らの 幸福追求権､ 居住移転の 自由 ､ 住居
の 自由に影響を及 ぼす こ とは確か で ある｡ しか し､ 幸福追求権､ 居住移転の 自由､ 住居の
自由もや は り無制限の自由で は ない の で ､ 公共福利の ため に必要 な場合に は､ 法律で制限
で きる ｡ 上記で みた ように ､ 建替えに反対する区分所有者 らの 区分所有権及 び敷地使用権
に対す る当該事件には ､ 合理的 な理 由が ある と静 められ る から ､ 当該事件法律条項が請求
人 らの 幸福追求権､ 居住移転の 自由及び住居 の 自由 の本質的な内容を侵 害また過度に制限
して い るとは言 えない ｡
Ⅱ . 住宅建設促進法
1 . 住宅建設促進法の 内容
上記で考察した ように , 韓国の 集合建物法 は 日本の 区分所有法 を踏襲 して い る｡ しか し､
以 下でみ る住宅建設促進法 は ､ 集合住宅 の建設と建替えに 関す る制度 と関連 した ､ 韓国 の
独特な制度で ある｡ 住宅法が制定され た根本的 な理 由は ､ 住宅 の 量的不足問題 を､ 集合住
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健全 な常識と通常的な法感情をもつ 人で あれ ば､ 具体的に どの程度の期間が それに該当す
るか合理的に判断 でき る｡ 従 っ て ､ 建物建築後相当の期間が不確定的概念で ある ことを指
して ､ 国民にはそ の 規定内容が分からない の で法的安定性と予測可能性 の確保ができない
とする ､ または紘執行当局による悉意的執行を可能とす る､ 不明確な規定で あるとい うこ
とはできない ｡
三 . 集合建物法第48粂第4項の違憲性
1 . 建替え不参加者に対する売渡 し請求権の違憲性
集合建物法第48条第4項は､ 建替え参加者または これらの合意に より指定された者は､
建替え不参加者に対 し､ そ の 区分所有権及び敷地使用権を時価で売り渡す べ き ことを請求
す る ことができ る ､ と して い る｡ こ の ような売渡 し請求権は ､ 建替えを可能とするた めの
最小 限の 必要条件で あり ､ 建替え制度を静 める以上は ､ これを､ 建替え不参加者の基本権
を過度に侵害する違憲的規定とい うことはできない ｡
一 方 ､ 請求人Y は ､
`
土地収用法の下位法とい える集合建物法第48条第 4 項は ､ 土地収
用法とは別 に､ 建替え参加者の売渡 し請求権に つ い ての み規定して い るの で 建替え参加者
は売買代金 をま っ たく 支給 しなくて も売渡し請求権の 行使ができる｡ よ っ て ､ 建替え参加
者に は ､ 直ちに建替え不参加者の 区分所有権及 び敷地使用権を取得､ さらに明渡し請求ま
で 可能と して い る の で ､ こ れは ､ 比例と公 平の 原則などに違反してい ると主張 して い るo
しか し､ 集合建物法と土地収用法はその 立法目的が異なるの で ､ 当該法が土地収用法と内
容を異にすると い う理由だけで当該法の違憲主張はできない ｡ また ､ 集合建物法第48条第
4 項に よる売渡 し請求権の行使がなされ ると売渡し請求権行使者と建替え不参加者の 間に
は ､ 建替え不参加者の 区分所有権及び敷地使用権に対する売買契約が成立 したことになる
の で ､ 売渡 し人で ある建替え不参加者は ､ 売買による
一 般原則により ､ 売買代金である時
価相当の 金渡 を支給ま た提供を受けるまでそ の 所有権移転及び明渡 し義務の履行を拒絶で
き る｡ 従 っ て ､ 請求人 の 主張は全て認められない ｡
5 2
宅 の建設 を積極的 に奨励する政策により ､ 解決 しようとする韓国政府の 政策的な判 断にあ
る｡
住宅建設促進法は､ 住宅の 大量供給政策を完成するために ､ 1972年 ､ 20戸以上 の住宅建
設 に関する手続､ 融資､ 管理 を主要内容と して制定された｡ そ して ､ 1977年に は全文改正
が行 なわれ ､ 現在まで 26回改正 されて い る ｡
住宅建設促進法は､ 制定当時 (第3 次経済開発 5 カ年計画) の 住居状況 ､ つ まり住宅 の
絶対 的不足 を根拠に ､ 住宅建設促進及 び供給拡大にそ の焦点が置かれて い る ｡ 特に住宅建
設促進法 は､ 国民 の住居安定は ､ 住宅建設 が促進 され る こ とによ っ て解決され る ､ とい う
生産 ･ 供給を主とする政策指向的な特別事業法的性格を内包 して い る｡ また住宅建設促進
法は ､ 公共 と民間部分の住宅建設関連全て の部分を網羅す る政策分野 を含め ており ､ 基本
法的性格だ けでなく ､ 管理法的性格の 特性 まで混在する特徴を有 して い る｡ 31 従 っ て住宅
建設促進法は､ 住宅 の建設 ･ 供給 ･ 管理 ､ 住宅資金の 確保 ･ 支援 ､ 宅地開発､ 再開発 ､ 建
替えなど様々 の部分に関して 規定して い る ､ 多様な機能を有する法律とい える ｡
住宅法は ､ 本法に より事業計画承認 を受けた場合に は ､ 都市計画法 ､ 建築法な どを含む
10個法 21種類 の認 ･ 許可を受ける必要がな い ように し ､ 住宅事業者の 膨大な手続きに よる
業務的不便 を軽減 してくれたこ と に ､ まずそ の 意義がある｡ また ､ 住宅建設事業を効率的
に実施するた めの 国民住宅基金 の 新設 ､ 共同住宅 の管理 ､ 住宅管理士 の 業務 ､ 建替えなど
に関する条項も設 けて い る｡
2 . 集合建物法と住宅建設促進法との 関係
集合建物法が ､ 集合建物の 所有 ･ 管理 に関する私法的特別法で ある こ とに対 し､ 住宅建
設促進法 (1977年12月 31 日制定) は､ 同 一 目的物に対する公法的規制と して位置付けら
れて い る｡
両法 の関係 を細部的に観察したい ｡ 住宅建設促進 法の 第 1 条 ･ 第 2 条で規定 して い る こ
の 法 の 目的 ･ 基本原則をみ る と､ 目的は ､ 住宅 の な い 国民 の住居生活 の 安定を図り ､ す べ
て の 国民 の住居水準の 向上を期するため に住宅の 建設 ･ 供給及び そ の ため の 資金 の調達 ･
運用 などに 関 して 必要な事項 を規定する こ とにあり (第1条)､ 国家の 国民住居生活 の安定
31 河鹿杢 (ハ ･ ソ ン ギ ュ) ｢住宅関連法体系整備方向に関す る研究+ 産業経営研究第6巻
2号 ､ 1997､ p .5
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､ -
-
～
と向上を保障するために施策を総合的に計画 ･ 実施することを基本原則 とする ( 第2条)
と規定 して い る｡
従 っ て住宅建設促進法 は ､ 集合建物の 管理だけを主な目的と規定した法律で はなく ､ 住
宅の 建設 ･ 供給とこ れ の ための 資金 の調達 ･ 運用などに関して必要な事項を規制 して い る
一 方 ､ これ に局限せず､ 住居生活の 安定と生活水準の 向上を期する ことにもそ の 目的を置
い て い る ことが ､ も っ とも異なると土ろである ｡
第4節 建替えの 対象
I . 集合建物法上 の建替えの対象
集合建物建築後相当の 期間が経過 し､ 建物が穀損､ 一 部滅失その他の 事情に より建物 の
価格に比 べ 過多 32な修繕､ 復旧若 しくは管理 の費用を要する場合 ､ または付近の 土地の 利
用状況 の 変化そ の 他の 事情に より建物を建替えれば､ それ に要する費用に比 べ 著しい 効用
の増加がもたされ る場合 の建築物で ある
集合建物法上 ､ 建替え対象は既存建物が ｢集合建物+ でなければならないが ､ そ の集合
建物 の 用途が住宅で なく てもよく ､ その規模にも制限はない ｡ 33 従 っ て ､ 商業用集合建物
も建替え対象とはなるが ､ 現実的に ､ 今の 韓国で は住居用建物以外の集合建物 に対 して建
替えをする事例 はほ とん どなく ､ マ ン シ ョ ンや連立住宅などの住居用建物の建替え のみが
活発 に行 なわれて い る ｡ しか し､ 近い将来､ 商業用集合建物の 建替えが現実的な問題とし
て韓国そ して 日本 の社会に台頭すると考えられる｡
集合建物法は ､ 区分所有が可能な建物､ つ まり ､ 1棟の 建物中構造上区分され た数個の 部
分が 独立 した建物と して使用する こ とができる建物を､ 前提と してい るか ら (集合建物法
第 1 条)､ 集合建物法上の 建替えは ､ 当然､ ｢区分所有が可能な建物+ で ある べ きであるo
っ まり ､ 建物 の 一 部分が 区分所有権の 客体となれるためには､ そ の部分が構造上 ･ 利用上 ､
他の 部分と区分され る独立性がなければならない . 34
32 日本 の 区分所有法第6 2条 (建替え決議) で は ､ ｢過分+ とい う言葉を採用 してい る｡
33 ソウル 地方法院申請 ･ 執行実務研究会編 ､ 申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替 えの 法律問
題』 韓国私法行政学会 ､ 1999､ p .251
34 金孝錫 (キム ･ ヒ ョ ソク) 『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p･15
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Ⅱ . 住宅建設促進法上の建替え対象
1 . 建替え適用対象の 拡大
集合建物法上 の建替え対象は ､ それが集合建物で ある以上制限がな い ことに反 し､ 住宅
建設促進法上の 建替えは ､ ｢ 一 定規模以上の 共同住宅+ を対象と して い るo つ まり ､ 建替え
対象を住宅 に制 限 して い る ことが ､ 集合建物法条の 建替え対象と異なるとこ ろで ある o 当
法上 の 一 定規模以上 の集合住宅は ､ マ ン シ ョ ン (5階以上の住宅) と連立住宅 (棟当た り建
築延 べ 面積が 660 m
2
を超える 4 階以下の住宅) を指すo そ して ､ 住宅建設促進法上 の建替
え対象は ､ 上記の マ ン シ ョ ンと連立住宅が次の 各号の 1 に該当する場合をい う｡
- 住宅建設促進法施行令第4条の 2
① 建物が穀損または 一 部が滅失され倒壊そ の他安全事故 の 憂慮が ある住宅
② 建物が竣 工されて 20年が経過 し建物の価格に比 べ 過分な修繕 ･ 維持費または管理費
が所要され る住宅
③ 建物が竣 工されて 2 0年が経過 し付近 土地の利用状況な どに照ら して住居環境が不良
な場合で 建物 を建替えれ ばそ れに 所要され る費用 に 比 べ 顕著な効用 の 増加 が予想さ
れ る住宅
しか し､ こ の ような建替え許容要件は ､ 1993年 3 月 ､ 住宅建設促進法の 改正 に より,
2 0年が経過 しなくて も建替えが許容され るなど大きく緩和された｡ つ まり ､ 同法施行令第
4 条の 2 に次の ような項目が追加され ､ 20年が経過 しなく ても美観が不良､ 暖房方式が老
朽 ､ また不良施行された集合住宅 に対 して は､ 建替えが可能となる ようそ の 対象範囲を拡
大 したの で ある｡
④ 都市美観 ･ 土地利用度 ･ 暖房方式 ･ 構造的欠陥または不良施工 などにより建替えが
必要で あると管轄市長または自治区長が静め る住宅
しか し､ 例外 的に ､ 地形与件 ･ 周辺 の環境か ら事業施 工上不可避な場合には ､ 隣接 した
単独住宅地も含 めて 建替え事業を行 なう こ とも でき るが ､ こ の 場合､ 建替え推進 可否 を決
め る決定権者は ､ 事業計画承認権者で ある ｡
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2 . 建替え適用対象の 要件緩和に対する意見
この ような建替え適用対象要件緩和につ い て学説が分かれて い る｡
1) 学祝その 1
学現によると､ ｢安全上の問題､ 20年以上経過 した住宅､ 建替えに よ っ て効用増が予想さ
れ る住宅 ､ に限定 した建替え要件は倫理的また現実的に問題が多く ､ 新たに追加 した建替
え適用対象の 要件緩和規定は ､ これを補完したもので ある+ と して い るo 86 つ まりこ の学
鋭 は､ 都市美観､ 土地利用度､ 暖誘方式などを考えるときには ､ 経過 した 20年位の期間で
急激 に住居水準が向上 された ことを考慮すべ きで ､ また ､ 都市の急速な発展による周辺環
境の 変化に能動的に対処する建替えが必要とな っ たとい うことであろう｡
この 規定は､ 現実的な状況 を反映 し､ より合理的な基準を導入 して建替えた対象に対す
る基準を緩和 したとみ るこ とができるが､ こ れに対し否定的な見解もまた強く存在して い
る｡
2) 学祝その 2
こ の学鋭 は ､ ｢規制緩和は ､ 建築物の建築年限をさらに短縮させ るなど現実的に様々 な否
定的問題が現れて い る+ と して い る｡ 36
しか し､ 事実上 ､ 1 970年代か ら 1980年にか けて建設された集合住宅の相当量は ､ その
技術の 射ヒ､ 手抜き工 事などにより ､ 20 年が経過 してない場合にも構造上の 深刻な問題 を
抱 えて い た｡ 従 っ て ､ 現実的に ､ 今ま で建て替えられた集合住宅は､ 20 年が経過 して い な
いも の が多か っ たの で ある｡ 以下の 表は ､ 1995年3月まで の ､ ソウル 市の 建替え集合住宅
の 経過年数 (組合設 立基準) で ある｡ 連立住宅の 場合､ 経過年数 15年が経過 して い ない建
替え組合は ､ 83.0 %まで達 して いるこ とがわかる｡
35 大韓住宅公社編 ｢再建築事業の 問題点と改善方案に関する研究+ 1996･8､ p ･25
36 大韓住宅公社編 ｢再建築事業の 問題点と改善方案に関する研究+ 1996･8､ p ･25
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Ⅲ . 都市住居整備法上の建替え対象
都市住居整備法第2条 【用語 の 定義】 第2号では､ 住宅建替え事業と 臥 ｢整備基盤施設
は良好だが､ 老朽 ･ 不良建築物が密集 した地域にお い て住居環境を改善す るため に施行す
る事業+ と規定 して い る｡
また ､ 同条第3号におい て ､ 老朽 ･ 不良住宅の 定義に つ いて規定 を設 けて いる｡
都市住居整備法第2条の 3
｢不良 ･ 老朽住宅+ とは､ 次に該当する建築物をい う｡
① 建築物が穀捜 し､ また 一 部が滅失され ､ 崩壊その他安全事故の 憂慮の ある建築物
② 次の 要件に該当する建築物で 大統領令が定める建築物
i .周辺 土地 の利用状況などに照 らし住居環境が不良なとこ ろに所在 して い る こ と
五 .建築物 を取り壊 し新 しい建物 を建設する場合､ そ れ に要する費用に 比 べ 著しい 効用 の
増加 が予想され るこ と
③ 都市美観の 阻害､ 建築物 の機能的欠陥､ 手抜き工事または老朽化 によ る構造的欠陥
などにより取壊しが免れない 建築物で大統領令が定め る
住宅建設促進法でみ られた ｢20 年経過規定+ が都市住居整備法にき て削除され て い るよ
う にみ えるが ､ ③の ｢老朽化+ に対す る基準と して ､ 都 市住居整備法施行令にお い て また
20年経過規定が採用され る こ とになる｡
≪ 表 16 ≫ ソウル 市の建替え集合住宅の 経過年数現状
●
( 組合設立基準) (1995.3. 現在)
区分 10年以下 10- 15 16- 20 21- 25 26 - 30 30年以上 合計
単独住宅 1 1 5 10 5 1 2 3
連立住宅 10 29 3 4 1 47
マ ン シ ョ ン 1 9 9 10 29
合計 12 39 17 24 5 2 99
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Ⅳ . 建替えの 対象建物
1 . 建物が穀損または - 部滅失され倒壊その他安全事故の 恐れの ある住宅
建物 の穀損とは ､ 時間の 流れによっ て自然的に建物の効用が喪失されるもの を言い ､ 建
物の 自然的災害または人工的事故などにより建物が滅失される場合とは 区別 される｡ 建物
の穀損には ､ その 全部が穀損される場合と､ 一 部が穀捜される場合とに分けられ､ 全部穀
損はとは ､ 建物の 構成物の 物質的腐植により建物としての 社会 ･ 経済上効用が喪失され､
建物保全の ための通常の修繕で は建物の存続が不可能な状態 ､ をいう｡ 従 っ て ､ 建物の 建
替えの た めの 穀損とは､ 建物の全部取扱を意味し､ 一 部敦損の場合は復旧の対象となるo
また ､ 建物の - 部滅失とは ､ 建物の 一 部が物理的に消滅する場合で あっ て ､ 全部滅失の場
合は もちろん 一 部滅失 の場合も建替えの対象となるo 87
こ こで ､ 建物 の 一 部滅失が建替えの対象となるために は､ 建物価額の 二分 の 一 以上に相
当する部分が滅央 した場合を言い ､ これは､ 建物全体と して の 効用価値を持た ない 場合を
指す｡ 従 っ て ､ 建物価額 の 二分 の 一 以下が滅失した場合には､ 原則的に復 旧の対象となる｡
88
しか し､ 韓国の 法律上にお い て ､ 一 部滅失と全部滅失を区分する基準はまだない ようで
あるが ､ 日本で は､ ｢両者の 差異は単に､ 物理的に捉えるべ きで はなく ､ 滅失 して い ない残
存部分がある こ と に よ っ て なお建物と して の効用を社会的に認められるか ､ とい う観点か
ら総合的に判断す べ きで ある+ 39､ と して い る｡
2 . 建物の 穀損または 一 部滅失そ の他の 事情により建物の価格に比 べ過多な (過分な) 修
繕､ 復旧若 しく は管理の 費用を要する場合 (集合建物法第47条第 1項 ､ 住宅建設促進
法施行令第4条の 2 の2号)
建物が 穀損､ 一 部滅失そ の他 の事情により ､ その 修繕 ･ 復 旧に建物の 価格 に比 べ 過分な
37 朴種斗 ｢集合建物の 建替えと少数区分所有者保護に関する研究+ 江南大論文集第21集､
1991､ p .4
38 韓国区分所有法第50条(建物の 一 部滅失の場合の復 旧)第1条前段
- 建物価格の 2分の
1以下に相当す る建物部分が滅失したときは ､ 各区分所有者は､ 滅失した供用部分及び自
己 の 専有部分を復旧す るこ とができる｡
89 稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹『コ ンメ ン タ ー ル マ ン シ ョ ン 区分所有法』日本評論社､ 1 99 7､ p･302
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費用が所要され る場合にも建替えの 対象となる (集合建物法第47条第1項､ 住宅建設促進
施行令第4条の 2の 2号). その 他の 事情とい うの は ､ 穀損､ 一 部滅失に準する事情を い い ､
これ には ､ 建物の構造上の 顎庇 などが あると考えられる ｡ ただ し､ こ の ときは ､ 建物の 竣
工後､ 少 なくとも 20年以上が経過されなければならなく (住宅建設促進施行令第4 粂の 2
の 2号)､ 建物 の安全診断 の結果､ 建替えの 必要性 が認 められた場合で なければならない ｡
集合建物法 は ､ 直接的 にそ の年限は規定 して い ない が ､ 住宅建設促進法で具体的な年限規
定 を定めたの は､ 国民経済的資源の 立場の 公的規制として の制限で ある｡
3 . 付近土地の 利用状況変化 そ の 他の 事情により建物 を建替えれ ばそれ に要される 費用
に比 べ 著しい効用の 増加 が ある場合 (集合建物法第47条第1項､ 住宅建設促進法施行
令第4条の 2の 3項 ､ 都市住居整備法第2 の 3の 2)
韓国 の集合建物法は ､ 建物 が穀損､ 一 部滅失 その他の 事情により ､ そ の修繕 ･ 復旧 に建
物 の価格に比 べ 過分な費用 が所要され る場合 の ほ かに も､ 付近土地 の利用状況変化そ の他
の 事情に より建物 を建替 えれ ばそ れに要され る費用に 比 べ 著 しい 効用の 増加 が ある場合も ､
建替え対象になると規定 して い る｡
従 っ て ､ この 建替えの 要件は ､ 建替えに所要され る費用 と建替えによる効用 に ､ 顕著な
差がある こ とを表 して い る ｡ そ の原因は ､ 次の 二 つ で分析する こ とができ る｡ 40
節 - は ､ 付近土地利用 の変化で ある. 付近土地利用 の 変化とは ､ 集合建物 の敷地 を含ん
だ地目の 変更が ある場合はもちろん ､ その 他住居環境の変化も これに属する｡
第二 は ､ 近隣土地利用状況以外 の事由で ある｡ 近隣土地利用状況以外 の 事由とは ､ 地目 ､
地域の変更などの 事項が ない場合にも低層の集合住宅だっ たも の を高層の集合住
宅に建 て替える場合､ これ に所要され る建替え費用に対 し著しい分譲利益が ある
場合をい う｡
集合建物法が ､ こ の ような場合を建替えの対象と して い る こ とは ､ 敷地 の効 率的利用を
目的と したの で ある｡ しか し､ こ の場合にも､ 建物竣 工後 20年が経過 して い る こ とを要 し､
こ れは ､ 上記で の ように ､ 国民経済的資渡の保護の側面で の 制限で ある ｡
40 朴種斗｢集合建物の建替えと少数区分所有者保護に 関する研究+江南大論文集第21集､
1991､ p .5
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Ⅴ . 効用増規定 に関して の 日本の 区分所有法との比較
上記で の ように ､ 韓国の集合建物法は ､ 建物が穀損､ 一 部滅失その 他の 事情により ､ そ
の 修繕 ･ 復旧に建物の価格に比 べ 過分な費用が所要される場合の ほか にも､ 付近土地の 利
用状況変化その 他の 事情により建物を建替えればそれに所要される費用に比 べ 著しい効用
の 増加 が ある場合も､ 建替え対象になると規定 して い る｡ 反面 ､ 日本の 区分所有法は ､ 当
初日本の 区分所有法制定過程ではこの 要件を建替えの要件と して提案された こともあるよ
うだが ､ 具体的な立位過程では削除された｡
日本の 法務省立法担当官によると､ ｢敷地有効利用の ためにも多数決に よる建替え制度を
利用 しうる ようにす べ きとの要緒は ､ か なり強いもの であ っ たが ､ まだ使用に耐えうる建
物に つ い て ､ 資産の 積極的な有効利用の 観点か ら多数の 意思によ っ て そ の取り壊 しを強行
することに対 して は ､ なお慎重論が根強か っ たため､ その 採用も見送られたの で ある+ と
説明されて い る ｡ 4 1
｢効用増+ を理由と して建替えをするとすれば､ それは現存建物に物理的な効用の 減退
がなく ､ そ の 維持費用が建物の 価格に相応 して い るというい わば正常な状態 にある区分所
有建物 に つ い ても ､ そ の 取壊し､ すなわち､ 区分所有権の処分を多数決 によ っ て強制する
ことに つ なが るた め ､ 私権の 保鰍 こ明らか に欠けることになる｡ 1 4 2
こ の ように 日本の 区分所有法は ､ 単純な､ 建替えによる効用の 増加は ､ 建替えの 要件か
ら除外 して い るが ､ 解釈論 では､ 区分所有者全員の合意によ る､ 効用増を目的と した建替
えの決議は可能 で ある と解釈 されてい る｡ 43
で は ､ 何故韓国で は ､ 効用増によ る建替え規定を採択 したの か ｡ これを知 るためには ､
まず韓国の 集合建物法制定当時の 時代的状況を調べ る必要がある｡ 1984年集合建物法制定
当時 ､ 韓国で は ､ 不良住宅地再開発と国民住宅普及率 100%達成が､ 国家的政策と して懸案
で あ っ た o これ に よ っ_T住宅改良再開発事業と建替えは ､ 撤
去 一 辺倒に転換するの である
が ､ 以下では ､ 現在韓国で運用されて い る ｢不良住宅地再開発関連制磨+ につ いて調 べ る
こ とか ら､ 効用増に よる建替え規定の採択背景との関連性を見出すことにする｡
41稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹『コ ンメ ン タ ー ル マ ン シ ョ ン区分所有法』日本評論社 ､ 19 7､ p･327
- 328
演崎恭生 『建物区分所有法の 改正』 法曹会､ 1989､ p ･384- 385
42稲本洋之助 ･鎌野邦樹『コ ンメ ン タ ー ル マ ン シ ョ ン 区分所有法』日本評論社､ 1997､ p･328
43 丸山英気 ｢改正 区分所有法の 性格+ ジ ュ リス ト第795号､ 1983､ p ･30
61
Ⅵ . 韓国の 不良住宅地再開発関連制度
現在､ 韓国で運用 されて い る不良住宅地再開発関連制度は､ 次の 3つ の種板があるo
都市再開発法による住宅改良再開発事業と､ 都市低所得住民の 住居環境改葬の た めの 臨
時措置法に よ る住居環境改善事業 ､ そ して ､ 住宅建設促進法 による建替え事業､ がそれで
ある ｡ こ の中で ､ 住居環境改善事業は ､ 現地改良によ る住居環境整備を主とする再開発方
式 で ある｡ 従 っ て これ 臥 撤去再開発方式を主とする住宅改良再開発及び建替えとは区別
され る｡ もちろん､ 住宅改良再 開発事業と建替えが ､ 必ず､ 撤去方式で推進され なければ
な らな い とする法規定はな い ｡ しか し､ 韓国の ､ 現実の 運用状況 に照ら して み ると ､ 住宅
改良再開発と建替えを､ い わゆる撤去開発とい うこ とは過言ではない 0
こ の ように ､ 住宅改良再開発と建替えが撤去
一 辺倒とされた こ とは以下 の理由に よるo 44
まず､ 住宅改良再開発事業の撤去再開発 - の転回は ､ 80年代の 時代状況と密接 な関係があ
る｡ それ以前の状況 を若干みる と､ 80年代の 以前まで に は､ 無許可住宅 の増加 ､ 現地改良､
撤去後集団移住などの 再開発方式が利用されて い た｡ しか し､ 1980年代に入 っ て ､ 1970
年代に不良住宅地再開発 の法的根拠 をな してきた特定世帯開発促進法 (1972) と住宅改良
促進 に関する臨時措置法 (1973) が廃止 され ､ 都市再開発法と
一 元化され､ また ､ 1980年
代初 に は ､ オリ ン ピ ッ ク の.ソウル 開催が確 定され るに つ れ ､ 市街地内に散在 して い る不良
住宅地 などの整備が至急な課題 と して提起された｡ しか し､ 政府の 財政支援がま っ たく な
い 中で ､ 住民負担に よる再開発は事実上不可能な状況で あ っ た の で ､ こ の ような状況 を打
開するため に導入 され たの が ､ 1983年か ら制度化された ､ い わゆる ｢合同再開発方式+ で
ある ｡ 合同再開発方式は ､ 再開発組合は 土地を提供 し､ 企 業が建設 費を負担 し事業を施行
した後開発利益を均霧す る方式 で ある｡ これは ､ 住民に は自己負担 なく住居環境の 改善を､
開発業者に は建設物量 の確保 を､ 改 称 こは市街地整備 の 促進ができ る
一 石三鳥の 効果があ
り ､ こ の合同再 開発方式は80年代以後 の住宅改良再開発を主導する こ とになる｡ また こ の
方式 は ､ 開発利益の 発生を前提 とする点 で ､ 全面撤去後 ､ マ ン シ ョ ン建設 の 形態に 固着さ
れ る結果とな っ た ｡
従 っ て ､ 1984年 の集合建物法第47条第1項､ 1987 年新設された住宅建設促進法第4条
2 の 3 号 の効用増に よる建替え関する規定は ､ この ような社会的雰囲気とまた住宅普及率
10 0 %達成と いう政府 の懸案に影響され採択 され たと解す るこ とができ る｡
44 チウ ニ ･ ピ ョ ン ソン ｢無節制な再建築盛行の根本原 因とその代案+ ソウル 大学校環境研
究所編 ､ 第2回都市 ･ 環境政策セ ミナ ー 最終報告書､ 1995､ p ･38
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第5節 韓国における建替え促進策
Ⅰ . 建替え制度の 変遷
韓国における建替えの 本格的な推進は､ 1987年 ､ 住宅建設促進法に､ 建替えの法的根拠
が導入されたこ とに起因する｡ もちろん ､ 建替え事業と関連した法的規定は ､ 1984年､ 集
合建物法の 制定 からそ の根拠を考えることができるが､ しか し現実に ､ 集合建物法には法
執行の ため の施行令は用意されてい なか っ たため､ 建替えは､ 1987年の 住宅建設促進法に
おける建替え規定の導入まで事実上保留されてい たとするの が相当である｡
特 に ､ 1983年以後､ ｢合同再開発事業+ 45が活発に進行される につ れ､ 住民らの 老朽マ ン
シ ョ ン に対する建替え欲求が増大した｡ 1980年代中盤か らは ､ 住民らの 要求に応 じ､ 老朽
化 した既存市街地 の 一 般住宅地まで住宅改良再開発区域と指定するまで に至 っ たが､ これ
は結局､ 集合住宅 の建替えに対する要求をさらに増加 させ る結果を生み 出したので ある｡
また ､ 1960年代に建て られたほとん どの マ ン シ ョ ン は ､ その 容積率が 100 %未満の もの
で ､ 1987年当時建築法で許容してい た容積率2500/.､ 高さ25階まで建設する場合 ､ 現在よ
り 2 - 3倍の 面積の 増加が可能で あっ た｡ 結局､ こ の ような､ 面積増加 を通 じて経済的利益
を追求する住民 らの 要求が､ 韓国の社会における､ 建替え制度を活性化 させる原因で あっ
た の である｡
そ して ､ 建設会社か らの 立場 にお い ても ､ 新規宅地の 確保の 問題と宅地購入費用の 問題
が ある程度まで解決されて い る建替え事業の メリ ッ トか ら､ 積極的にそ の 事業 へ の 参加を
図 っ て い た｡
こ の ような社会的雰囲気 ､ 条件の中で ､ つ い に住宅建設促進法が改正 され､ 翌年 6 月 に
は施行令に関する条項が新設され ､ 建替え事業の本格 的な出帆が始ま っ たわけで ある｡ そ
して 今現在､ 韓国では ､ 1988年 12月 ､ ソウル市の 麻捕 (マ ポ) マ ン シ ョ ンが建替え組合
認可 を受 けたこ と を始め ､ 建替え事業は急激に増加 してい る｡
45 合同再開発事業 再開発組合は土地を提供し ､ 企業が建設費を負担 し事業を施行 した
後開発利益を均需する方式の 事業で 1983年制度化された｡
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Ⅱ . 建替え事業促進策
1 . 建替え適用対象の 要件緩和
こ れに つ い て の 内容は ､ 上記第3飾建替えの 対象の Ⅱ の と こ ろで述 べ たことに よる｡
2 . 小型住宅建設義務比率緩和46
小型住宅建設義務比 率緩和 に つ い て調 べ てみ ると ､ 建替え事業におき ､ 1994年 12月 ま
で に は全体建設戸数の 75%以上 を専用面積25.7坪以下に ､ その 中の 40 %は18坪以下に し
な けれ ばならなか っ た｡ 従 っ て ､ 既存住宅の 面積が大き い マ ン シ ョ ン を建て替え る場合は ､
収益性が落 ちたの であ る｡ しか し建設交通部 (当時 ､ 建設部) は ､ 中大型 マ ン シ ョ ン の 建
替えを促進するための 対策と して ､ 1994年 12月 ､ 25.7坪を超える中大型マ ン シ ョ ン を建
て 替える とき は ､ 現組合員数に合わせて い る既存坪数の 1.5倍または最高規制坪型まで大き
くす る こ とができ ると して ､ 残り分に限 っ て 25.7坪以下に建て ､ 一 般分譲する こ とができ
ると した｡ これ によ っ て ､ 以前まで で は ､ 建て替えるために は当初より住宅規模をノJ､さく
しなけれ ばならなか っ た中大型 の マ ン シ ョ ン も､ 建替えに よる開発利益を得られ る可能性
が高まっ たの で ある｡
3 . 譲渡税緩和
建替えの とき ､ 組合員数以 上に建設される住宅物量に対 して は 一 般分譲するが ､ こ の場
合 ､ 組合員は ､ 従前敷地持分の 中､ 一 般分譲 マ ン シ ョ ン物量 に対する持分を新規受分譲者
に 譲渡す る こ とに なる｡ 今ま で は ､ こ の 譲渡持分に対 し譲渡所得税が付加 されて い たが ､
建替え事業計画永認 を申請す る ときに換地処分計画 を予め提 出すれ ば､ 譲渡所得税を免除
す る こ とに した ｡ こ の ような変化は ､ 管理処分計画上 ､ 土地区画事業を団地計画とみて ､
譲渡所得税を免除して い る再 開発事業との租税衡平性 を期すると いう名目で実施された の
で ある｡
46 大韓住宅公社編 ｢再建築事業の 問題点と改善方案に 関する研究+ 19 96.8､ p .26 - 28参
照
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第3草 建替えに関する新 しい法律とそ の建替え事業施行過程
にお ける法的紛争
第 1飾 都市住居盤備法にお ける建替え事業の 流れ
日本 の マ ン ション の 建替え の 円滑化等に関する法律の スキ ー ム
国土交通大 臣によ る rマ ン シ ョ ン の 建替え の 円滑化等に関する基本的な方針+ の策定1 § 4
老朽 マ ン シ ョ ン
区分所有法の 建替え決紙
･ 区分所有者 の 6 分 の 4 以上
マ ン シ ョ ン 建替粗食の 役立駄可 * § 9
･ 故人格 § 6
･ 建替え合意肴 の 4分 の 3 以上 の 同意 で申珊 §9
･ 瀞食風は建替え合意者の金魚及 び参加組合長 § 1 6
牲 組令二
〔
危険又は有事な寸 ンシ ョ ン に対する建替え
の勧告 * * § 1 02
(注) 他 の健棒 に よる 対応
市街地再開発事業
住宅地区改良事業 .
建築基準故に基づ
.
･く除却命令等
行 の ほ か 個人施行
も牧け る こ と とす る｡ §5
建替 え合意者以外の革分所有者
に対する売渡 し柵求 §1 5
権利変換手続開始の 登首己 § 5 5
権利変換計画 の総会 におけ る雑決 §2 7
･ 組合鼻 の 5分 の 4以上 § 3 ()
関係権利者
(組合且を除
く｡ ) の 同意
§ 5 7
審査委見の 過
半数の 同意
§ 6 7
組合による ､
同意 しない組
合長に対する
売渡 し育背求
§6 4
同意 しな い組
合員l羊よる､
組 合に対する
買取り許求･
§ 6 4
権利変換計画の 駄可 * § 5 7
捷利変換期 日にお ける権利の 変換
･ 施 行 マ ン シ ョ ン は 組合 に 帰属 § 7 1
･ 敷 地利用権 は権変計画 に定める者 に帰属 § 7 0
･ 担 保 権等 の 移行 § 7 3
権利変換の 登紀 (一 括申締) § 7 4
施行マ ン シ ョ ン 及び土地 の 明渡し § 8･0
〕
貸席人居住安定計画の 艶卑* *
§ 1 0 4
軽出区分所有者居住安定計画の 認定 * *
§ 1 1 2
i.. .. . . ～ . ～ . . . . ” . . . . . . . . ” . . . . . . ～ . . ～:. . . . . . . . . . .. ～ . _ . . .
潜 エ(施行マンションの 除却及び施行再鍵マンションの建殴)
建築工事 の完了 の 公告等 § 8 1
･ 区分 所有権 ､ 借家権 の 取得
施行再建 マ ン シ ョ ン に関す る登 紀(一 括申締).§ 8 2 〔
組合の解散匪可 * § 3 8 施行再建マンションの 管理
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公営住宅等に係る措置
§1･1 8一- 1 2 1
･ 特定人居
･ 激変緩和のた め の
家賃減額
賃借人に対する移範料
の支払い
§ 1 2 2
借地借家法の適用除外
§1 2 4
家賃対策
補助
§1 2 1等
移車云料
補助
§1 2 3
【行政庁]
* 都道府県知事 く特例市まで は市長)
* * 市町村長 〕
建替え事業推進手続きの流れを図で示すと次の よう になる ｡
建替え推進委員会の 構成
2 - 3 ケ月
J
住民の 建替えの決議
2 - 4 ケ月
↓
創立総会
1 - 3 ケ月
J
安全診断
2 - 4 ケ月
J
建替え組合設立認可申請
1 - 2 ケ月
1
設計 ･ デ ベ ロ ッ パ 選定
1 - 2 ケ月
+
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概略的な事業計画書 ･ 規約作成
各棟別 2/3以上 ､
団地全体4/5以上の決誠
建替え組合結成の た めの住民総会
自治体長 に安全診断申請
1996年 の施設物安全管理 に関す
る特別法に よ り指定され た安全
診断専門機関及 び施設安全技術
公団が実施
創立総会会議録 ･ 組合規約に
組合員全員署名捺印
事業計画書
建替え決議書
住宅建設事業計画承認
1 - 2 >j]
1
住民移住､
3 - 6 ケ月
1
撤去及び着工
2 - 3年
J
竣工 ､ 入居､ 組合解散
組合が自治体長に事業計画書提出
≪ 図 6 ≫都市住居整備法制定前の建替え事業の流れ図
2003年7月 か ら施行された建替えに関する新しい法律による(都市及び住居環境整備法)
建替え施行手続きの 流れを図で示すと次の ようになる｡
建替え基本計画樹立
整備計画樹立 ･ 区域指定
推進委員会の 構成 ･ 設立承認
第3条 : ソウル市 ･ 道､ 10年単位の基本計画樹立
第4粂: 市 ･ 区 ､ 整備計画樹立 (容積率､ 施行時期など)
と区域指定申請 - ソウル市指定
第1 3- 16条 : 組織構成し､ 土地な どの所有者 2分の 1以
上 の 同意を得て 区庁長に設立承認
安全診断申請 ･ 実施決定
建替え決議
組合設立認可 ･ 設 立登記
第 12 条 : 区庁長に申請 ､ ソウル市は時期調整及び事前評
価 ､ 安全診断機関指定及び実施､ 施行決定
第 16条 :棟別 区分所有者及び議決権の 各 3分の 2以上と
団地全体の 区分所有者及び議決権の 各5分の 4以上の 決議
第18条 :
`
整備事業組合
' と いう名称で 登録 ､ 法人
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売渡 し請求 ･ 必要時土地分割
事業施行申請 ･ 認可
建設 業者選 定 ･ 施行保証書
分譲申請及び未申請者清算
管理処分計画申請 ･ 認可
移住 ･ 取り壊 し ･ 着工 ･ 分譲
竣 工検査実施 ･ 認可 ･ 入居
所有権移転 ･ 告示
･ 登記手続き
精算金徴収
組合解散 ･ 清算終結
第 39条 : 未同意者な ど非組合員に対し売渡し請求
第4 1条 : 必要時､ 既存建物存置の ための 土地分割
第 2 8条､ 第 3 1条 : 事業施行計画書及 び同意書な どを添
付 して 区庁長に申請
第 11条 : 事業施行認可後､ 妹争入札による施工者選定
第 51条 :建設業者､ 施行保証書提出
第 46条 : 日刊新聞に広告及び通知
第 47条 :未申請者に対する現金清算
第 48条､ 第 4 9粂 : 管理処 分計画申請､ 認可後分譲申請
者に認 可内容通知
建築法第 2 7条 : 取壊 し ･ 滅失申告
第 50条 : 一 般分譲分及び保留地分譲など住宅供給
第 52条 :竣工認可申請
第 54 条 一 策56条 : 管理処分計画 により所有権移転通知 ､
登記手続き申請
第 57条 : 精算金徴収 ､ 交付 (分割徴収 ･ 支給可)
民法第 78条以 下 : 解散決諌､ 法人格消滅
《図 7》 都市住居整備法制定後の 建替え事業の 流れ図47
47 イ ･ サ ン ソプ 『建替え標準規約解説』 法律書院､ 2003.1
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都市住居整備法の 制定理由やそ の 主要内容につ い て は既述した｡ 本章で は ､ 都市住居整
備法の 中で の 建替え関連規定を中心に考察を行うことにする ｡ 都市住居整備法の 制定によ
り ､ 今まで 民間事業と して施行 されてきた建替え事業は ､ これか らは ､ 都市計画事業で の
｢整備事業+ と して行われることとなる｡
都市住居整備法 は建替え事業の その施行に対する促進的性格を有す る｡ 売渡請求権の対
象範囲拡大 ､ 土地分割請求の 可能 ､ 所有者確認 が困難な専有部分などに関して は供託処理
を可能とする などの 規定がそ うで ある｡
都市住居整備法は ､ 無分別な建替え事業を防ぎ､ 都市計圃的側面か らの 規制的傾向も有
す る｡ 整備基本計画樹立 ､ 建替え区域指定手続き ､ 公共費用設置費用負担などがそうで あ
る｡
こ こで若干 ､ 日本法 と都市住居整備法上 の建替え事業の施行につ い て比較を行うと､ 日
本法 によると ､ あくまでも区分所有者が建替え事業の施行主体であり､ 行政は ､ 事業の 円
滑化に つ い て 支援する立場となる ことに対 して ､ 韓国の都市住居整備法に よると ､ 建替え
は ､ 建替え基本計画樹立段階か ら都市整備 の
一 環と して行政の指導の下で行われるo
第2節 都市 ･ 住居環境整備基本計画の樹立及び整備区域の指定
Ⅰ . 都市 ･ 住居環境整備基本計画の 樹立
建替え事業は ､ 老朽 ･ 不良住宅の 再生とい う目的下で行われる事業であるが ､ 建替え事
業に よる開発利益の 発生 ､ 建替え事業規模の 団地化 ･ 巨大化など臥 周辺与件や環境
- の
考慮の ない 無分別な事業の展開､ それによる都市イ ン フ ラの破壊などの指摘を受けてきたo
これに韓国政府は ､ 建替え事業にも､ 都市再開発などによる都市計画決定手続きを適用
す る こ ととなっ た｡
ソウル 市 ･ 広域市 ･ 市 (人口 20 万以上) は ､ 都市
･ 住居環境整備基本計画 (以下､ 基本
計画)を10年単位で樹立 し､ 住居環境改善事業 ･ 住宅再開発事業とともに ､ 建替え事業も ､
そ の基本方向 ､ 計画期間､ 整備 区域の範囲な どが含まれ る基本計画を義務的に立て 【第 3
条 ､ 都市 ･ 住居環境整備基本計画の 樹立】､ ｢先計画
一 後開発+ の原則のもとで ､ 住宅再生
事業の 総合的 ､ 体系的都市管理を図る ことにな っ た｡
本基本計画 の施行 に より ､ 現在の建替え事業は ､ そ の事業推進の 遅延が予測される こと
となるが ､ 韓国政府と して は ､ 都市全体に計画範囲に建替え事業を吸収させる こ と によ
っ
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て ､ 一 貫性の ある都市づくり ･ 管理 を図る こ とを目的と して い るようで あるo
また ､ 立てられた基本計画 に対 して は､ 5年ごとにそ の 妥当性 を検討するこ とに なっ てお
り ､ そ の結果を基本計画に反映 しなければならない ｡ 【同条第 2項】
Ⅱ . 整備計画の 樹立及び整備区域の指定
市長 ･ 郡守は ､ 基本計画 に適合 した範囲内で ､ 老朽 ･ 不良建築物が聴衆するなど大統領
令 で定 められ る要件に該当する区域に対 して ､ 整備事業の銘称や整備区域な どの 事項が含
まれた整備計画 を樹立 して ､ 1 4 日以上住民に供覧し､ 地方議会の 意見を聞い た後､ これら
を添付 して ､ 市 ･ 道知事に整備 区域指定を申請 しなければならない ｡ 【第4条､ 整備計画の
樹立及 び整備区域の指定】
こ の 整備区域指定制度の適用範囲には ､ 今までは再開発事業にお い て適用 されて い たが ､
本整備計画に よ ると建替え事業も含まれて い るの で ､ 今まで 住民らが自主的に施行 してき
た建替え事業が､ 本計画 の施行 に より､ 市 ･ 道知事が 事前に建替え区域を定 め､ それ か ら
始 め て建替え事業を推進 し始める こ とができ る｡
第3飾 推進委員会の制度化 (建替え推進委員会 から整備事業推進委員会 -)
建替えを実行するた めの推進委員会の 概念と手続き上 の位置に つ いて 述 べ る と､ 既存集
合建物法 ･ 住宅建設促進法 上にお い て は､ 建替え推進委員会は､ 法律に根拠 をお い た団体
で はなく ､ 建替えを推進 しようとする区分所有者らが建替え組合の 設立を目的と して 結成
した事実上 の任意団体で あり ､ 建替え組合が設立され ると自動的に消滅する限時的機構で
あ っ た｡ また､ 法律上の 特別 な制限がな い の で ､ 数個の推進委員会が同時に存立す る こ と
も できた ｡ 従 っ て ､ 一 団地 内に数個の 推進委員会が各 区分所有者らを代表す る団体と して
存在する こ ともでき､ そ の場合､ 数個の 推進委員会は相互競争 しなが ら建替え組合 の設立
を準備 し､ 結局 ､ 区分所有者らの 絶対多数の 支持 を受ける推進委員会が建替え組合 を主導
的 に結成 し､ そ して消滅す る こ とが今まで の 従前の 法律上で みられ た現状で あ っ た｡
しか し､ 今回の 新しい都市住居整備法は ､ ｢整備事業推進委員会+ を制度化させ ､ 多数の
推進 委員会 の 乱立により発生 した ､ 例 えば推進委員会と区分所有者間の 紛争や ､ 推進委員
会と建設業者をめ ぐる各種癒着関係 などの 問題 の 防止 を図 っ て い る ｡
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都市住居整備法で は､ 建替えを実行す るための 組合の設立の前段階で ､ 土地などの 所有
者の 2 分の 1以上の 同意を得た委員長を含む 5人以上の委員となる 一 つ の推進委農会が､
市長 ･ 郡守 の設 立承認を受け､ その構成された推進委員会により組合の設立 などの 建替え
事業の ための 準備ができ るよう規定して い る｡ 【第 13粂､ 組合の設立及び推進委員会の 構
成】
推進委員会は次の 業務を行う. 節 - ､ 安全診断申請に関す る業務､ 第二 ､ 整備事業専門
管理業者の選 定､ 第三 ､ 概略的整備事業施行計画書の作成､ 第四 ､ 組合の設立欝可を受け
るための 準備業務 ､ 第五 ､ その他組合設立の推進のために必要な業務で大統領令が定める
業務｡ 【第14粂､ 推進委農会の 機能】
こ の ように ､ 推進委県会を構成する段階か ら土地などの 所有者2 分の 1 以上の 同意を得
るように して い る ことの趣旨は､ 所有者絶対多数の同意を事業の 最初段階か ら獲得するこ
とにより安定的で円滑な事業展開を図るこ とにあるだろう｡
もちろん､ 2分の 1以上の 同意を建替え事業の最初段階から確保する ことは至難で ある｡
しか し､ 一 旦 ､ 以上 の 同意率が確保され ると､ それにより構成される推進委員会は､ その
運用 の 面にお い て住民の 絶対多数の支持を得る こ ととなり､ 迅速な建替え事業 - の 着手や
そ の 進行が可能となる｡
第4節 安全診断
I . 安全診断の 実施
住宅の 建替え事業を施行 しようとする者は､ 市長
･ 郡守に ､ 当該建築物に対する安全診
断を申請 しなけれ ばならない ｡ 【第 12 条､ 住宅建替え事業の安全診断及び施行要否の決定
など】
住宅建設促進法 と比較をす る｡ 住宅建設促進法にお い ても ､ 建替えを行うための安全診
断に つ いて ､ ｢建替え組合が老朽 ･ 不良住宅を撤去 しその 撤去した敷地の 上 に住宅を建設 し
ょぅとするときは 市長などに安全診断を申請すべきで あるo (1997･12･31改正 ､ 住宅建設促
進法第 44条の 3 第 1項､ 建替え組合の 住宅建設)+ と規定し､ 建替え事業施行時におい て
建替え対象建物に対する安全診断を義務化 してい たo 本規定 ､ つ まり ､ 建替え事業の施行
時にお ける安全診断の 義務化は ､ 両国の 建替え制度の 中で の韓国の 制度が有するも
っ とも
大きな特色で あるo 以下で は ､ 安全診断実施の 法的根拠と実体､ そ して問題点などを調
べ
7 1
るこ とにする｡
刀 . 1997.12.31住宅建設促進法 の改正前の 安全診断
改正前の住宅建設促進法にお ける安全診断に関する規定内容をみ ると､ ｢市長などは､ 建
替え組合が老朽 ･ 不良住宅 を撤去 しそ の 撤去 した敷地 の上 に住宅 を建設 しようとす る とき
は当該老朽 ･ 不 良住宅 に対する安全診断を実施させ る ことができる｡ (1997.12.31改正前の
住宅建設促進法)+ と規定して い る ｡ 当規定が安全診断 を義務化 して い ない と こ ろが ､ 現荏
の 安全診断に関する住宅建設促進法と異なるとこ ろで ある｡
改正前の規定 は ､ 安全診断 を建替え時の 必須的事項と して は しなか っ たが ､ 但 し､ 建替
えを推進 しようとする住宅が住宅建設促進法施行令第 4 条の 2 で規定 して い る老朽 ･ 不良
住宅 の範囲に含まれ る かを確認する必要 がある場合､ 安全診断を実施 しそ の 結果を建替え
組合設立認可申請時または申請後 に管轄官庁に提出するように して い た｡ しか し､ 実務上
韓国の 管轄官庁で は ､ ほとん どの 場合建替え組合に こ の安全診断 の提出を要求 し､ 結局建
替え事業の成否 は､ 安全診 断 の結果次第で ある の が現状で あ っ た｡ さらに ､ 安全診断 を実
施す る場合 にも建替え組合が安全診断機関を特定する こ とが できて いた の で ､ ほとん どの
安全診断報告書は ､ 用役 費を支払う建替え組合の 要求に合わせて作成されて い た｡ 従 っ て ､
区分所有者 の絶対多数によ っ て構成され る建替え組合の 建替え - の 強い 熱望 とこ の 二 つ の
点 は ､ 経過年数20年も経 っ て い な い住宅まで建替えられ るなどの韓国の 社会の 無分別な建
替えの 事例が 生み出されるもう 一 つ の理由とな っ たの である o
Ⅲ . 1 997.12.31住宅建設促進法の 改正後 の安全診断
改正後の 住宅建設促進法 は ､ ｢建替え組合が老朽 ･ 不 良住宅を撤去 しそ の撤去 した敷地 の
上 に住宅 を建設 しようとするときは市長な どに安全診断 を申請す べ きである ｡ (1997.12.3 1
改正 ､ 住宅建設促進法第44条の 3第1 項 ､ 建替え組合の住宅建設)+ と規定 して い る｡ ま
た ､ 第2項で は､ ｢市長 な どは ､ 第 1項の 規定によ る安全診断の 申請が あるときは大統領令
が定 めると こ ろに よ り安全診断を実施する機関を指定す べ きで ある+ とも規定 して い る｡
両規定 の意義は ､ 無分別な建替えを防止 するた めに ､ 1)安全診断 を義務化 した こ とと､
2) 安全診断機関の 指定を事業認可官庁 に 一 任 した こ と にあ る｡ こ れに よ っ て ､ 今ま で形
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式的に行なわれて い た安全診断は､ その 手続きが大幅に強化され ､ 経過年数20年が経てい
ても廟壊などの 危険要素の ない住宅はそ の建替えがほとん ど不可能になると予想される ｡
Ⅳ . 都市住居整備法で の 安全診断
新 しい牲に お い ても ､ 建替え推進対象建物に対する安全診断の施行を義務付 けて い る｡
市長 ･ 郡守は､ 住宅建替え事業を施行 しようとする者による当該建築物に対する安全診
断の 申請が あっ た ときは､ 当該建物の老朽 ･ 不良程度に対する現地調査と建設安全専門家
か らの 意見を聴取 し安全診断実施要否を決定 しなければならず､ 安全診断の実施が 必要で
あると決定した ときは ､ 安全診断機関を指定しなければならない ｡ 【第 12条､ 住宅建替え
事業の安全診断及 び施行要否決定など】
市 ･ 道知事 は､ 住宅建替え事業の 時期調整 ､ 建築物 の老朽 ･ 不良程度の 評価などの ため
に必 要な場合は､ 市長 ･ 郡守に ､ 安全診断実施要否を決定す る前に市 ･ 道知事の評価を受
けさせ る ことがで きる ｡ 【同条東3項】
1991 年か ら 1992年の 間の 安全診断機関である韓国建設技術研究院と大韓建築士協会が
行 なっ た安全診断 の結果を比 べ てみると､ 大韓建築士協会は ､ 193件の依梼の うち 84%で
ある 161件に対 し建替え対象の老朽 ･ 不良住宅と判定 した反面 ､ 韓国建設技術研究院は 27
件の うち56 % である 15件に対 し建替え対象と判定して いて ､ 両機関に顕著な差があること
が分 か る｡ こ の ように ､ 建替え推進上 ､ 安全診断はその 実施が義務化されて い るが ､ 各機
関 には ､ 統 一 された診断基準がなく ､ 自己診断基準に より安全診断を行 なっ て い る のが韓
国 の現状で ある｡ 48 従 っ て ､ 安全診断の衡平性の問題と無分別な建替えに抑止力が ない と
い う点が指摘されてお り､ 安全診断の標準ガイ ドライ ン が至急導入される べ きであっ たo
また ､ 韓国で は ､ 建替え対象の既存住宅が数棟ある場合､ 実務上既存住宅棟数の 10 %程
度だけの 任意診断 に より､ 組合設立認可が可能とな っ て いた. これは建替え事業推逸過程
に おい て発生す る建替え組合側 の資金負担を考慮してい ると解されるo しか し､ 建替え決
議の 手続的要件に 関する大法院の 判断をみると ､ ｢集合建物法第 47条の建替え決議は､ 数
人が 区分所有して い る1棟の建物に建替えが必要とな っ た場合を前提と して い るこ とか ら､
48 李 ジ ョ ン 雨 (リ ･ ジ ョ ン ウ)｢老朽共同住宅建替え事業の改善方案に関す る研究+ 不動産
政策研究第6 巻､ 1997､ p.88
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一 団地内に数棟の 建物がある場合､ 建替え決議は各々 の 建物で行なわなければならな い 49+
と して い る｡ こ の 大払院の 判決 は ､ 建替えの 判断は各棟 ごとに必要 である と解す べ き であ
り ､ 従 っ て 現行法規で は安全診断も各棟ごとで行なう べ きと解すべ きで ある｡
安全診断に関して都市住居整備法が従前の 住宅建設促進法と異なると こ ろは ､ 安全診断
の 明確な基準を提 示す る こ とで ､ 今まで形式的に実施され てきた安全診断に対する厳格化
や明確化を図 っ た ことに ある ｡
今回 の都市住居整備法は ､ 安全診断の 基準に関して ､ 建設交通部長官が指定す る こ とと
な っ ており､ よ っ て ､ そ の 基準は今まで の基準と比 べ て その 強化が予想されて い る｡
第 5節 建替え決議
Ⅰ . 建替え決議の 要件
建 替え事業を推進 して行く際､ も っ とも重要視され る事項 は ､ これ か ら述 べ る建替え決
議 の 要件で ある｡ 何故ならば､ 建 替え決議 が適法に行 なわれない と建替え不参加者に 対す
る売 渡 し請求権の 行使 が でき なく なり ､ 彼 らを合法的に排除 し建替え事業を施行す る こ と
は不 可能となっ て しまうからで ある｡
たとえば､ 建替え決議 の 手続きと内容 に噸痕があり ､ それ に よ っ て決議自体が無効また
は 不存在 となる場合に は売渡 し請求権は発生 しない の で ､ 建替え参加者が提起する売渡し
請求訴訟 にお い て被告 とな る建替え不参加者は ､ 当然､ 建替え決議の無効また は不存在の
抗弁 をす る の で ある｡ よ っ て ､ 建 替え事業は長期間難関にぶ つ か っ て しまう｡
従 っ て ､ 建替え決議 の た め の 要件とその 戦痕 ､ そ して ､ 建替え決議 の も っ とも中心的な
効力 である売渡 し請求権な どに関 して詳 しく分析することにする ｡
1 . 建替えの 実質的要件
韓国の 集合建物法上 ､ 建替えをするために は ､ ｢建物建築後相当の 期間が経過 し､ 建物が
穀損 ､ 一 部滅失そ の他の 事情により建物 の 価格に比 べ 過多な修繕､ 復旧若 しく は管理 の費
49198.3.13韓国大法院判決 ､ 事件番号 97中41868[所有権移転登記]
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用 を有する場合､ または付近の 土地の利用状況 の変化その 他の 事情により建物を建替えれ
ば､ それに要する費用 に比 べ 著しい効用の増加 がもたらされる場合+､ である ことを規定 し
て い る ( 集合建物絵第4 7粂第1項)0
以下の 内容は ､ 第 2 牽第4節の Ⅳの ｢建替えの 対象建物+ の とこ ろと重なるが ､ 簡略に
鋭 明 しておく こ とにす る｡
建物が建築され相当な期間が経過 し､ 建物が穀損または 一 部滅失された場合､ そ の建物
をそ の まま存統させながら効用を維持または回復するために必要な費用が ､ 建物の価値､
利用状況などに照ら し経済的に相当な範囲にある場合には ､ . その 効用を維持または回復す
るため の 費用 を投入す る ことに は合理性がある｡ しか し､ 投入されなければならない費用
が相当な程度を超え ､ 過多な費用が必要となる場合には ､ 建替えを認 める ことが社会経済
的に理解妥当な判断で あろう｡
｢建物価格に比 べ ､ 過多な修繕 ･ 復旧若 しくは管理費が所要され る場合､ 建物を建替え
れ ばそれ に所要され る費用に比 べ 著しい 効用の 増加がある場合+ に該当するか どうか の判
断におい て ､ 建物の価格には ､ 敷地利用権の価格は含まれない 50o
これは､ 日本で の ､ ｢建物がそ の効用を維持 し､ または回復するの に過分の費用を要する
に至 っ た+か どうか の判断は ､ ｢建物の価格その 他の事情に照らし+てなされ ることになり ､
建物 の価格が過分で あるか どうかの 判断基準となるこ の ｢建物の価格+ にをま､ 敷地利用権
の価格は含まれない とする定税と脈を同 じに して い る 51.
しか し､ 韓国で は ､ 日本で の 審議過程の 中で採用されなか っ た､ ｢付近土地の利用状況の
変化 そ の他の 事情によ り建物を建替えればそれに所要される費用に比 べ 著しい効用の増加
が もたされ る場合+ も建替え決諌の 実質的要件として採択 してい るo 付近土地の 効用増大
を目的とす る建替えに は､ たとえば､ 建物の 維持 に過分な費用を要 しない が ､ 土地の利用
効用 を上げられ る理由だけで ､ 多数の意思で ､ 建物を撤去 しこれ に反対する住民の 区分所
有権を剥奪する可能性 が出てくる｡ にもか かわらず､ 韓国で ､ 現行規定を採択 して い るも
っ とも大きい 理由は ､1984年集合建物法制定当時､ 不良住宅地開発と国民住宅普及律1bo%
の 国家的な政策が懸案だ っ たか らである｡
50 ソウル地方法院申請 ･ 執行実務研究会編､ 申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替えの法律問
題』 韓国私法行政学会 ､ 19 9､ p .263
51 安藤 一 郎 ｢マ ン シ ョ ン の建替え+ 塩崎勤編 『裁判実務体系19､ 区分所有関係訴訟法』 青
林書院､ 1992年 ､ p .4 82参照
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2 . 建替えの 手続的要件
集合建物法上 ､ 建替え決議は､ 管理団集会で 区分所有者及び議決権の 各5 分の 4以上 の
賛成によ る特別多数決によ っ て 決め られる (集合建物法第4 7条第2項)｡ また建替えの 内
容が団地 内の他 の 建物の 区分所有者に特別 な影響を及ぼす場合に はそ の 区分所有者の 承諾
を得なければならない (集合建物法第4 7条第1項但 し書)0
1) 各棟単位の 議決定足数
区分所有権が 目的となる数棟 の建物が 一 つ の 団地を成 して い る場合 ､ たと えば､ ある特
定建 物に火事が発生 し､ 1棟または 数ヶ棟の建物が穀損または滅失 したときに は ､ そ の 該当
棟 の 建物に限 っ た建替えは可能で ある｡ しか し､ こ の ような特別 な事情がある場合を除外
すれば､ 建替えの 必要性は､ 一 般的に ､ 数棟の 建物に対 して共通的に発生するもの で ある.
従 っ て ､ 建替えに対す る議論 は ､ 通常､ そ れが意図的で あれ偶然で あれ ､ 団地内の 各 区分
所有者の 間で ､ 同時または似た時期 に行 なわれ るo 従 っ て ､ マ ン シ ョ ン 団地全体の建替え
推進 の形態で ある ｢ 一 括建替え+､ つ まり､ 最初から建替えに対 して議論され る対象は ､ 各
区分所有者が属 して い る建物で はなく団地全体め建物とな るが､ こ れは韓国また 日本にお
いて も - 般的な傾向で あるo
しか し, こ のような形態の 一 括建替えの 場合､ 建替え決議 の 定足数の 5 分の 4 以上 の賛
成は ､ 各棟を単位とす るもの なの か ､ それ とも団地全体を対象と した賛成基準なの か ､ 現
行集合建物法 で は直接的な規定 を設 けてお らず､ 現在韓国で は こ の 間題 が､ 各当事者間で
の建替え事業施行過程にお ける新 しい紛争要因とな っ て い る｡
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以下の 判例は､ 上に述べ た議決定足数の問題が､ 実際､ 紛争となっ た事例で ある｡
- 19 98.3.13､ 韓国大法院判決 ､ 事件番号 97q･ 41868[所有権移転登記] -
卜 団地 内に数棟 の建物がある場合､ 集合建物法の建替え決議は各々 の建物 にあるべ きか｡】
【事実の概要】
一 団地内に ､ マ ン シ ョ ン 4棟と店舗用建物 1棟が建築されて い て ､ そ の 敷地が､ マ ン シ
ョ ン 4棟 56世帯の 区分所有者らと店舗用建物の 単独所有者との 間で共有と して存在して い
るとき に ､ 店舗用建物 の単独所有者(被告､ 被上告人)を除いた 56世帯の 全員が ､ マ ン シ ョ
ン 4棟と店舗用建物に対する建替えを決裁､ 建替えの施行を目的とする組合(原告､ 上告人)
を結成 した｡ 原告は､ 被告に対 し､ 建替え へ の参加を催促 したが拒絶され ､ 集合建物法 48
粂(区分所有権等 の 売渡 し請求権等)の規定によ･り ､ 店舗用建物の売渡 し請求権を行使した o
【争点】
- 団地内に数棟 の建物が ある場合､ 集合建物法の 建替え決議は各々 の 建物にある
べ きかo
【原告の 上告理由】
1 . 建替えの本来 の趣 旨は住居環境の 改善｡
一 団地内の マ ン シ ョ ンや店舗用建物そして 附帯
･ 福利施設は同 じ･時期
に造成され ､ 現実
的に こ れらには 互 い に密接な有機的関係があっ て ､ 各区分所有者全員が経済､ 社会､
文化
的利益 を共有 して い る ｡ したが っ て建替えに よ っ て造成される団地内の 区分所有者らに同
様の環境､ つ ま り上記 したような有機的関係 の維持と入居者の住居水準向上
の た め には建
替えが団地全体で 同時にそ して
一 括的に行なわれなければならない o
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2 . 集合建物法4 7条1項 は団地の 分割を助長o
1棟の 建物の建替えを前提と した集合建物法 4 7条1 項 の規定に従い ､ 各建物単位で 建替
えをする しかない と解釈すれば ､ 団地 一 部 だけの 建替え､ または同 じ利害関係をもつ 建物
間 の連合によ る複数の 建替えが推進 される可能性 がある こ とか ら､ 団地の 分割が生 じる｡
3 . 団地内で単独所有され る建物が ある場合､ 各建物 における 5分の 4以上 の決議
各建物 における 5 分 の 4 以上 の決議要件は､ 団地全体の建替え事業 - の 大き な障害とな
る｡ 団地全件が建替え事業を推進す る際に 1 棟でも 5 分の 4 以上 の特別決鼓要件を具備 し
.な い と ､ 建替え の必要性 が切実で また団地全体の 区分所有者及び議決権の絶対多数が建替
えを希望 して い て も建替えが不可能と なる こ とは不合理で ある ｡ また団地内の 建物の 中､
単独所有者や所有者が 4 人以下の 建物が 1 棟で もあ るときに ､
一 人で も建替えに反対する
場合には団地全体の 一 括建替えが不可能となる｡
4 . 建替え制度 の 中で の 多数決原理 ｡
ノ
建 替え制度の中で多数決原理 を設けた理由は ､ 建物が物理的 に 一 体不可分の 関係 で ある
こ とか ら必然的に 一 体として老朽される運命 で あっ て ､ こ の場合､ ある特定部分だけを分
離 して建替えする こ とは不 可能 で ある こ と に着眼 して い る からで ある｡ 団地内に ある数棟
の 建物に 一 体不可分の 関係 は生 じない が ､ 各建物は , 最初か ら
一 つ の 団地内に 同時 に造成
され ､ 建物も老朽化 も同時に 進行する｡ また団地内 の マ ン シ ョ ン と各施設 は密接な有機関
係をも っ て い て ､ 各区分所有者 らも経済､ 社会､ 文化的 に共同体を形成e 各区分所有者は ､
団地内の 敷地に関 して は共有持分権と敷地使用権をも っ て い て ､ ま るで 団地全体を区分所
有 して い る こ との ような結合関係に ある｡
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【被告の 主張】
1 . 本件店舗用建物は 被告の 単独所有で ある｡
2 , 敷地に関 して は､ マ ン シ ョ ン の 敷地は原告が ､ 店舗用建物の 敷地は被告が各区分所有
して い て ､ 便宜上その 全体に関 して共有持分登記をな した事 に過ぎない の で ､ マ ン シ ョ ン
と独立 した不動産で ある本件店舗用建物とその敷地に対 して売渡し請求権の 行使はできな
い ｡
【判決】
上告棄却｡
理由 - 集合建物絵4 7条(建替えの 決議)､ 4 8粂(売渡し請求)は ､ 塾ム鉱区全盛亙土工
吐息土盛旦塵塾生塾生基盤昼監と遜三豊塾生泣 + その建物が物理的に 一 体不可分である こ
とか ら､ 多数決原理により ､ 区分所有権の 自由な処分を制限 して建物全体の 建替えを円滑
にするた めの 規定で ある D 従 っ て ､ 一 団地内に数棟の建物があっ て ､ そ の弊地が建物所有
者全員の 共有とな っ て い る中で団地内数棟の 建物を 一 括して建替えようとす る場合 には ､
各 々 の 建物に そ の 区分所有者 5 分の 4 以上 の建替え決鼓が成されなければならない ｡ よ っ
て ､ 以上の ような要件が備 えられないと､ 団地内建物所有者全員の 5 分の 4 以上の建替え
決議が あ っ た と い う 理由だけで 売渡 し請求権の 行使 はできない と判 断す るの が相当で あ
る｡
韓国で は最近まで ､ 一 団地を建替える場合､ 団地全体の 区分所有者及び議決権の 5分の 4
以上の 建替え決議が あれば ､ この決議により ､ 建替え事業を施行 して行く こ とが実轟上 一
般化されて い た｡ そ して ､ 建替え不参加者に対 して は ､ 集合建物法第48条による売渡し請
求を行使 し､ 時価によ るその 区分所有権及び敷地使用権を組合が買収 して いた ｡
しか し､ こ の 判例は ､ 一 団地内に数棟の 建物があ っ てそ の敷地が建物所有者全員の 共有
に属する団地 内数棟の 建物全部を 一 括して建替える場合に は､ 各々 の建物にその 区分所有
者 5 分の 4 以上の 決議がある べきとした｡ 従 っ て ､ こ の ような要件を備えて い ない 以上 ､
団地内建物区分所有者全員の 5 分の 4以上の 多数による建替え決議は成立 しない こととな
り ､ 建替えに参加 しない者に対する集合建物法第48条の 規定による売渡し請求権のそ の行
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使は不可能なもの とな っ た｡
こ の判決 により ､ 現在韓国おい て は､ こ の 判決時点で行 なわれて い たほとん どの 建替え
決議が無効とされ､ 組合設立認可が取り消されるな ど事業が中断された世幣は ､ 約 20個所
あまりの 事業地区の約 1 万 5000世帯に至 っ て い る52｡
特 に ､ こ の ような判例内容が 知られ ､ 一 部区分所有者による建替え事業 - の未 同意と売
買代金 の 過度な要求 ､ つ まり､ 自分達の未同意によ っ て建替え事業が施行できな い の で ､
建替え事業に同意する代価と して既存住宅 の価格の 2 倍から ､ 甚だ しくは 5 倍以上 まで要
求する事例が続出 して い る｡
一 方 ､ 集合建物 法上 ､ 建替えに参加する 区分所有者らが ､ 参加 しない 区分所有者らの意
思 に反 し､ 売渡 し請求権に より ､ 強制的に ､ 参加 しな い者ら の 区分所有権を興収 し建替え
を推進 して行く側面は ､ 時価に関する確実な概念が定義されて い な い現実の 時点で は ､ そ
の者らの 財産権を侵害する側 面がある こ とを否認 できなくするも の で ある｡ 従 っ て ､ 団地
内 の 区分所有者全員の 5分の 4 以上の建替え決議で 足り ､ 各々 の建物に 5分の 4以上の 決
議が要 らない と解釈すれ ば､ 建替えに参加 しない 区分所有者らの 財産権をより簡単に侵害
でき る よう要件を緩和する結果となり ､ これは ､ 憲法上 の財産権の保障の理念に も反する｡
法文 から考えると ､ 集合建物法上の 建替え決議は ､ 第47条第1項で ､ 管理団集会で行な
うよう規定 して い て ､ 団地全体に対 して は ､ 第 51条 (団地管理団)53で ､ 団地管理団とい
う別途の 団体を規定して い る｡ そ して ､ 第4 7森第1項で の ､ 建替えの 内容 が団地内の 他
の 区分所有者に特別な影響を及 ぼすとき には ､ その 区分所有者の 承諾を得なけれ ばならな
い ､ と した趣旨に照ら して みて も ､ また団地内の各棟の 建物が 必ず しも同時に建替えの 実
質的要件を備える とは考えられな い こ とから ､ 現法文の 解釈上 にお い て は ､ ｢各棟の 5分の
52 韓国鑑定院創立 30周年記念第2 次不動産政策セ ミナ ー 『建替えの 効率的な推進方案』
1999.6.25. ､ 韓国鑑定院
53 第2章第51条(団地管理団) 一 団地内に数棟の 建物があ っ て ､ そ の団地内の 土地または
付属施設 (これらに関する権利を含む) がそれらの建物 の所有者 ( 専有部分の ある建物に
あっ て は ､ 区分所有者) の 共有に属する場合には ､ それらの 所有者は ､ その 団地内の 土地
または付属施設 の管理を行なうため の 団体を構成 し､ こ の 法律の 定めるとこ ろに より ､ 集
会を開き ､ 規約 を定め ､ 及び管理人を置く ことがで きる ｡
2 . 一 団地内に数棟の建物が あ っ て ､ そ の 団地内の 土地または付属施設 (これ らに 関する
権利を含む) がそれ らの建物の所有者 (専有部分の ある建物に あっ て は ､ 区分所有者) の
一 部の共有に属する場合に は ､ それ らの 所有者は､ そ の 団地内の 土地または付属施設 の 管
理 を行なうため の 団体を構成 し､ この 法律の 定める とこ ろにより､ 集会を開き ､ 規約 を定
め ､ 管理人を置く こ とができ る｡
3 . 第1項の 団地管理団は ､ 団地管理団の 構成員が属する各管理団 の事業の 全部または
- 一
部をその 事業目的とする こ とがで きる ｡ 但 し､ こ の 場合､ 各管理団 の構成員及び議決権の
4分の 3以上 の多数に よ る管理団集会 の決議が なけれ ばならない ｡
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4以上+ と判断する の が妥当で あろう｡
2) 1999年2月 に改正 された住宅建設促進法における建替え決議同意率の 緩和
集合建物法上の 建替え決親定足数に関する 5 分の 4 以上の規定の存在にもか かわらず､
韓国で は､ 1999年2月 8 日､ 住宅建設促進法を改正 し､ 建替え決議時の 同意率を緩和させ
た｡ まず, 改正法第 44粂第7項の内容をみると､ ｢ - つ の住宅団地内に数棟の建物が ある
老朽 ･不良住宅 の 所有者らが建替えをしようとする場合には､集合建物披第47条の 第1項 ､
第2 項の 規定 (5分の 4規定) にもかかわらず､ 住宅団地内の各棟別区分所有者及び議決権
の 各 3 分の 2 以上の決議と全体所有者5分の 4以上の 決議で建替えを決議する ことができ
る+ とな っ て い る｡
従来住宅建設促進法の 施行令で第 4 条の 2で定めて い る老朽 ･ 不良な集合建物を建て替
え るため には ､ 集合建物法第47条第2項で定めて い る区分所有者各5分の 4以上 の多数に
よ る決議で ､ 建替え決議をなさなければならない ｡
こ こで の ､ 区分所有者及び蔑決権の 各 5 分の 4以上 の 多数に よる決議とは ､ 上記の 大法
院の判決で ､ 今まで建替え組合設立認可など行政行為で成されて い た､ 団地全体の 5分の 4
でなく ､ ｢各棟ごとに 5分の 4以上の 決議+ で なければならない ことが判示された｡
しか し､ 上の 判例 の分析の とこ ろで述 べ たように ､ この 大法院の 判決以後 一 部地域にお
いて は ､ 各棟 5 分の 4以上の決議規定を充足させて い ないという理由で ､ 組合設立認可の
返戻 ､ 組合設立認可 の 取消 ､ また､ 建替え組合側が提起 した箕収請求裁判で組合が敗訴す
るなど建替え事業が中断され､ 社会的問題点が惹起されてい る ｡ そ して ､ こ の ような建替
え事業の 中断は ､ 結局 ､ 絶対多数を占め る建替え事業参加者らとデ ベ ロ ッ パ に莫大な被害
を受けさせ る こ ととなる ｡
これ により ､ 韓国の 建替え組合全国連合体で ある ､ 正 しい建替え実践全国組合連合会 5
4
(以下､ 建替え連合会と称す る) は ､ ｢現行集合建物法で定めてい る ､ 各棟ごと5分の 4以
上 の 多数に よ る決諌規定は ､ 1人所有単独店舗用建物の 所有者と極少数 マ ン シ ョ ン 区分所
54正 しい建替え実践全国組合連合会は､ 1998年8月 27 日組織された ､ 韓国の唯
一 の全国的
規模の 建替え組合連合体で ､ 1 . 建替え事業の施工過程における様々 な非道と正理 を断絶
し透明な組合運営の実践､ 2 . 反文明的で反人間的な手抜き工事の 打破､ 3 ･ 美 しくて住
みやす い住居環境と住民共同体を築く の に先立 っ て実践するこ とを実践目標とする団体で
ある｡
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有者らが ､ 集合建物法第4 7条第2項を悪用 し､ 建替えに 同意 しない まま ､ 時価より遥か
に高 い価額で 買収する こ とを要求す るよう助長する恐れがあり ､ よ っ て 当規定は ､ 建替え
中断に よる 80 %以上の 絶対多数 の住民らに大きな財産被害を受けさせるこ とは勿論 ､ 社会
共同体の 正義を崩させ るも の で ある+ と主張 し､ 1998年 10 月 ､ 政府 に ､ 建替え関連法律
に対す る改正請願 を行な っ た｡
こ れと同 じ認識の もとで国会は､ 住宅建設促進法第 44粂の 3第 7項 を新設 し､ ｢ 一 つ の
住宅団地内に数棟の建物があ る老朽 ･ 不良住宅 の所有者らが建替えを しようとする場合に
は ､ 集合建物法第 47条 の第1項 ､ 第2項 の規定にもか かわらず ､ 住宅団地内の 各棟別 区分
所有者及 び議決権の 3分 の 2 以上 の決議と全体区分所有者及び議決権の 5分の 4 以上 の決
議で建て 替える こ とが でき る+ と いう規定を設けたの で ある｡
3) 建替え決議要件に関する指摘､ 見解
建 替え連合会の 見解によ ると ､ 住宅建設促進法第44条 3の 第77項 (1999.3.1改正) に
ょ り ､ ｢住宅団地内の 各棟別 区分所有者及び議決権の 各3分の 2以上 の決議と住宅団地内の
全体区分所有者及 び議決権の 5分の 4以上の決議+と建替え決議要件は若干緩和 されたが ､
こ の 規定もや は り昨今の 建替え事業の問題 を完全払拭させ て はい な い と して い る ｡ 特 に ､
今まで建替えを推進 して いた マ ン シ ョ ン は ､ 低層で ､ 中の 店舗用建物 の所有者も2
- 3人が
ほ とん どで ､ 結局 ､ 店舗用建物の 所有主の 賛成がな い と､ 当該 マ ン シ ョ ン の 建替えは不可
能となる o こ の ように ､ 至急建 替えを しなければならない 集合住宅 に対 し､
一 部の 極少数
者の 反対 の ため に推進 でき ない とい う こ とは ､ ｢社会共同体の 正 義+ が潰えるこ とに なる｡
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こ こ で ､ 建替え連合会は ､ 次 の ような二 つ の案を出 して い る ｡
第 1案 - 都市再開発 で規定 して い る の と同 じように ､ ｢区分所有者及び議決権の 3分 の
2以上 の 多数に よ る決議+ で ､ 建替えが可能とな るよう法律改正｡
この 第1実に ､ 憲法上私有財産侵害または幸福追求権な どに侵 害する余地が ある場合 に
は ､
第 2案 - ｢団地全体区分所有者及 び議決権の 5分 の 4 以上 の 多数に よる決議+ で ､ 建
55 キ ム ･ ジン ス (建替え連合会会長)｢建替えの 効率的推進方案+ 韓国鑑定院編 ｢建替えの
効率的推進方案+ 1999､ p .76
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替えが可能となるよう､ 現行集合建物法また は住宅建設促進法を改正｡
決議要件緩和 によ る副作用 につ いて ､ 建替え連合会は建替えの ､ また他 の要件である建
物老朽化 (構造安全診断とそれによる官庁 の承認) の 審議などの他の 要件を厳格にすれば
解決 され るとする ｡ 56
しか し､ 同意率の緩 和は建替え事業の 円満な推進を可能とするか もしれない が ､ 反対に ､
同意率 の緩和は売渡 し請求権対象者 - の増加をもたらす ことを看過 して はならない ｡ そ し
て 売渡 し請求権対象者の 増加は建替え組合の負担につ ながるだろう｡ 今まで の建替えは ､
容積率の 増加 によりそ の収益性が保障されて い たの で ､ 例え各棟 3 分の 2や ､ 団地全体 5
分の 4 により売渡し請求権対象者がある程度増加 しても建替えによる開発利益がその 負担
をカ ー バ - してくれて い たが ､ これから台頭 してく ると考えられる高層 マ ン シ ョ ン の建替
え､ つ まり ､ 開発利益が生 じない ､ 区分所有者自己負担で建替えなけれ ばならない場合を
考えると ､ 筆者は ､ 建替え同意率 を緩和す るこ とに つ いて反対である 0
Ⅲ
. 建替え決議の 主体
建替え決議は ､ 管理団集会で行なわれる べ きである (集合建物法第4 7条第1項)｡
管理団は ､ 個々 の 建物に つ い て区分所有関係が成立すれば､ 区分所有者全員で ､ 建物並
び にそ の敷地及 び付属施設 の 管理に関する事業の施行 を目的と して構成され る団体で ある
(集合建物法第2 3粂 (管理 団の 当然設立等) 第1項)｡ 管理 団は ､ 区分所有関係が成立す
る建物が ある場合､ 当然区分所有者全員を構成員と して成立する ､ 当然成立主義をと っ て
い る 57｡
こ の ように ､ 管理団は ､ 特別に組織行為を要するもの では なく ､ 集合建物の 区分所有者
全員で構成され る自然的な団体で あるの で ､ その存在は現実するもの で ある｡ 従 っ て ､ 建
替え決議 は ､ 必ず管理 団集会で行なわなければならない ｡
しか し､ 実務の 問題 で , 管理団は ､ 必ずしも管理団とい う名称で存続す るもの で はない
の で ､ 建替え決議が ある集会にて行なわれた場合に は ､ そ の集会が管理団集会なのか の 合
56 キ ム ･ ワ ン コ ン ｢正 しい建替え文化定着と現行建替え関連問題点の解消の ための 提言+
正 しい建替え実践全国組合連合会編『正 しい建替え文化定着の ための市民大討論会』2000.3､
p .9
57 孫智烈 (ソ ン ･ ジ ョ ル) ･ 金現植 (キム ･ コ ウシク) 『集合建物の所有及び管理に関する
法律 ･ 不動産登記法解説』(財) 法令編纂普及会､ 1985年
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否よりは､ む しろ ､ そ の集会の招集権者､ 招集手練きに注意 しなければならな い ｡
Ⅲ . 管理団集会の 招集
管理団集会に は ､ 転年定期的に開かれ る定期管理 団集会と ､ 臨時に開かれ る臨時管理団
集会がある ｡
臨時管理団集会は ､ 管理人 により､ 管理人が必要と静 め るとき招集する ことができる (輿
合建物法第 33条 (臨時管理団集会) 第 1項)｡ また､ 区分所有者の 5分の 1以上で議決権
の 5分の 1以上を有する者が会議の 目的事項を明示 し管理 団集会の招集を請求 したときは ､
管理人は 管理団集会を招集 しなければならない (集合建物法第33条第2項)0
しか し韓国で は ､ 建替え決議が行 なわれ る集会 の招集を､ 集合建物法上 の 定め られ た招
集権者 より招集され る場合が 極めて少な い ｡ 実際､ 管理人 の 選任さえ､ 行なわれ て い る場
合は ほ とん どなく ､ 甚だ しくは 管理団集会自体も観念上 に存在するも の にな っ て いて 現実
に活動 して い る場合は なかなか ない の で ある｡
そ の ため に ､ ほ とん どの 建替え決議の ため の集会の招集は､ 建替え推進委員会が主動と
な っ て招集 した マ ン シ ョ ン住民総会または建替え組合創立総会の ような区分所有者らの 総
会で行なわれて おり ､ 甚だ しくは ､ 各棟で集会が開廃される の で はなく ､ 一 団地内 の住民
全体を - 時 に同所 に集まらせ廼替え決議を行なう場合もある . この ような場合 ､ そ の総会
は ､ 名称如何 に かかわ らず ､ 一 旦 ､ 管理 団集会と して認 め る ことは でき ると して も ､ そ の
招集権者が ､ 果た して適法 な招集権者で あ るの か を考え ると ､ そ の決議の効力 をどの よう
に みれ ば良い の か ､ 難題 に陥 っ て しまう｡
こ の場合に ､ 管理人が選任されて お らず ､ また､ 管理人が誰な の か分か らない 状況 で ､
集会を招集 した推進委員会の 構成員または推進委員会と 一 緒に集会を招集した者が ､ 全体
区分所有者の 5分の 1以上で あれ ば､ 集合建物法第33条第4項により正当な招集権者が招
集 したこ ととみなすこ とがで きる 58｡
5 8 区分所有法第33条 (臨時管理 団集会) 第4 項 一 管理 人が い ない ときは ､ 区分所有者及 び
議決権の 5分の 4以上を有する者は ､ 管理団集会を招集す るこ とができ る｡ た だ し､ こ の
定数は ､ 規約で別段をの 定め をす るこ とを妨げな い ｡
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Ⅳ . 建替え決歳の 内容
建替え決議の 際は､ 上記 の 基本的決議と共に ､ 次の ような細部的 ･ 具体的な事項も定め
なけれ ばならない (集合建物法第47条第3項)a
- つ 目 ､ 新た な建物全体に関する設計と専有部分をどの ように区分するか など､ 新たに
建築する建物設計の概要を決議しなければならない (集合建物法第47条第3項1号)｡
二 つ 目､ 建物の 撤去及び新たな建物の建築に要する費用の概算額 (同じ条第3 項 2 号)0
計算額は ､ 区分所有者の賛否判断 に支障を与えない 限度で ､ その轡通性が静 められ る｡
三 つ 目､ 2骨に規定する費用の 分担に関する事項 (同じ条第3項3号) で ､ 建替えに参加
する各区分所有者が負担 しなければならない 費用の比 率を決定する基準またはそ の 方抵を
提示する｡
四 つ 目 ､ 新たな建物 の 区分所有権の帰属に関する事項(同 じ条第3項4号)を決議する｡
建替えに参加す る区分所有者が取得する､ 専有部分などに関する基準または方法を提示す
る ｡ 特に ､ 費用 の分担に関する事項と区分所有権の 帰属に関する事項は ､ 各区分所有者間
の 衡平が維持され るよう定めなければならない (同じ条第4項)0
建替え決議の た め の 管理団集会で の議事録 には ､ 一 般的な記載事項は勿論 ､ 特に ､ そ の
決議に関する区分所有者の賛否を記載しなければならない (同じ条第5項)0
Ⅴ . 建替え決議要件の 噸庇
1 . 実質的要件の噸疲
建替え決議 が実質的要件を欠い て行なわれた場合､ その決議は無効で ある 59ことは ､ 韓
国 ､ 日本共同様で ある｡
韓国では ､ ほと ん どの マ ン シ ョ ン建替え事業におい て ､ 専門鑑定員が建替え対象の建物
に対 して ､ 老朽程度 ､ 補修程度な どに対する構造鑑定や安全度鑑定などを し､ それに より
建替え決議が行なわれて い るが ､ そ の 安全診断手続きが極 めて任意的で ､ またそ の用役費
を支給する建替 え組合側の 要求に合わせて安全診断報告書が作成され ､ 結果的に ､ 築20年
59 安藤 一 郎 ｢マ ン シ ョ ン の建替え+ 塩崎勤編 『裁判実務体系19､ 区分所有関係訴訟法』 青
林書院､ 1992､ p .487､ ソウル 地方法院申請 ･ 執行実務研究会編､ 申請
･ 競売 (入札) の
実務と建替えの 法律問題』 韓国私法行政学会､ 199､ p ･283
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も経たな い マ ン シ ョ ン に対 し建替え事業が推進され る事例が頻繁に発生 して い る ｡
しか し､ 1997年 ､ 住宅建設促進法が改正 され ､ 今まで無分別 に ､ 形式的に行なわれて い
た安全診断手続き が､ 大幅に強化されたの で ある｡ で ､ 現在は ､ 建替え組合が新たな建物
を建 築し ようとする場合は ､ 必ず安全診断 を受けなければならず ､ また管轄官庁が 公信力
の あ る診断機関に依頼 し建替え対象可否を徹底に判断する こ とに な っ て い る ｡ これ に つ い
て は ､ 後程また詳 しく調 べ る こ と にす るo 従 っ て これ か らは ､ 建替えの 実質的要件に関す
る紛争は大きく減るだろう意見も出て い るが ､ これか ら注目すべ きだろう｡
2 . 手続的要件の塀舵
1) 建替え決議が管理団集会におい て行なわれて い ない場合
集合建物法上 ､ 建 替え決議は ､ 管理団集会にお い て行なわれなければならな い (集合建
物法第47 粂) の で ､ そ の決議が ､ 管理団集会におい て行なわれて い なか っ た場合は､ 原則
的 に ､ 無効または不存在で あ る｡
どの ような団体が管理団 に該当するか の 問題 は ､ 現 実的に管理団の 実体を備えた団体も
管理団 とい う名称 は使わない の で ､ それは ､ 名称で は なくその 構成員 ･ 活動目的 など､ そ
の実体か ら判断す るの が妥当で ある｡
2) 集会招集手続き要件をま っ たく経ずに決議が行 なわれた場合
集会招集手続き要件を経ず に行なわれた建替え決議は無効または不存在で ある ｡
- 1987.3.24､ 韓国大法院判決 ､ 事件番号 85千 973
[集会手続き要件を経ずに行なわれた建替え決議 を無効また は不存在と した事例]
【判決要旨】
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民法上の 非営利法人の 理事会が､ 法令または定款が定め るところによ る正当 な招集権者
で は ない 者に よ っ て招集され ､ 適法な招集手続きもなく開催され成した行為で あれ ば､ 理
事会決鼓の 結果と関係なく ､ そ の 理事会決議は ､ 当然無効である｡
3) 集会招典通知書に建替え決議を議案と して記載しなか っ た場合
建替え決敢の た めの 集会招集通知書に建替え決議を議案と して記載 しなか っ たの に ､ そ
の 集会におい て建替え決議が行なわれた場合は､ 無効とみ なすの が妥当で ある 60｡
4) 区分所有者で ない 者が決議に参加 した場合
区分所有者で ない もの が決議に参加 した場合は無効である｡
- 1993.2.2､ ソウル民事地方法院判決､ 事件番号917帽
･ 38971-
[貸借人が参加 した決議は無効であると した事例]
【判決要旨】
集合建物法が適用され る集合建物の場合､ 必ず構成されるべ きである管理団の 構成員は ､
区分所有者だけがなる こ とが でき､ 区分所有者がその 専有部分を他人に賃貸 し､ 貸借人が
事実上そ の 専有部分を占有､ 使用 して い る場合にも､ 賃借人は ､ その 管理団の構成員とな
る こ とはで きない の で ､ 区分所有者 の外に賃借人まで 参加 し､ 賃借人も管理団の構成員と
なれ る よう定款を改正 した管理団の決議には ､ 重大な戦痕が あるo
60 金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク) 『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p･
69
87
5) 建替え決議事項の 中､ どれ か を定めて い ない場合
集合建物法第4 7条第3項で規定して い る建替え決議事項の中で ､ どれかを定めて い ない
場合にも ､ そ の決議は原則的 に無効で ある｡
- 1 99 8.6.2臥 韓国大法院判決 ､ 事件番号 98中 15996(建替え決諌無効確瓢訴訟)
[建替え実行段階で建替え費用の分担を決める方法]
【判決要旨】
1 . 建替え費用 の分担に 関する事項 に つ い て ､ 相当な費用 を負捜 しながら建替えに参加す
る か ､ それ とも ､ 時価により 区分所有権を売渡 し建替えに参加 しない か は ､ 区分所有者に
は選択 に基準となり ､ 建替え決議の内容の 中で ､ も っ とも重要で本質的な部分で ､ 建替え
の 実行段階にお い て 再び費用分担に関す る合意をしなくて も良いく らい に分担額または算
出基準を定 めなければならず､ これ を定め て い ない 建替え決議は 特別 な事情の ない 限り無
効で ある｡
2 . 建 替え決諌の 際 ､ 建替え費用 の 分担 に関す る事項を定め ない で ､ 建替えの 実行段階の
組合員総会 にお い てそ の費用 の 分担に 関する事項を決議する場合に も､ 利害関係が対立す
る組合員間の 公 平性 を保障する ために ､ 建替え決議 時の 特別多数 の 定足 数を準用 し､ 組合
員 5分の 4 以上の 多数による決議が必要 と し､ また､ 組合員間の衡平が維持されるよう定
め なけれ ばならない こ とと解釈する の が相当で ある ｡
建替え決議にお い て は ､ 新たな建物の 設計の 概要 ､ 建替え費用 の概算額､ 建替え費用 の
分担に関する事項､ 新たな建物の 区分所有権の帰属 に 関す る事項を定めなければならない ｡
区分所有者は ､ 相当な費用 を負担 しなが ら建替えに 参加するか ､ または､ 時価により区
分所有権を売渡し建替えに参加 しな い か ､ の選択 を強要され る｡ そ して ､ 費用分担に関す
る事項 は ､ 区分所有者らの 間で ､ 利害関係 がも っ とも尖鋭に対立す るもの なの で ､ 建替え
決 議 を成立させ るため には ､ 事前に建替えの 必 要性 と建替えの 計画に つ い て ､ 多数の 区分
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所有者の 理解を求 める必要が ある｡
建替え決議段階では ､ 建替えに参加する区分所有者が未確定なの で ､ 建替えに必要な費
用 の 分担 は､ 各区分所有者が建替えに参加する ことを前提と して各区分所有者の費用を分
担するもの で はなく ､ 参加者が確定した場合に参加費用の 分担を定める こ
ー
とをいう｡
しか し､ 韓国の集合建物法 は ､ 建替えの費用の 分担に閲し､ その基準を提示 して い ない｡
建替え費用の 分担に 関する事項を定め る方法と しては ､ 具体的な事情によ っ て様々 な方法
が考えられるが ､ 少 なくとも ､ 建替えに参加 した場合に建替え費用をどの ように分担する
の か わかるように ､ 分担額また はその 算出基準を定めることが琴求される｡
建替え決耗にお い て建替え費用の 分担に関する事項が定められれば､ こ れが参加者の 合
意の 一 つ となり､ 建替え実行段階におい て は ､ これにより参加者の分担額が定まることに
なるか ら ､ 改めて費用分担に関する合意を しなくてもよい 程度に定め る ことが要請される
61
0
第6節 - 部建物存置と土地分割申請
Ⅰ . 一 部建物の 存置またはリモ デリン グ
今 臥 住宅建設促進法上 の 建替え規定に関する改正作業の 中でまた重要な特徴は ､ 必 要
な場合､ 一 部建物 の 存置また はリモ デリ ン グを含む事業施行認可を可能と してい る こ とで
ある｡ 【第33条第1項 ､ 事業施行認可の 特例】
本条の趣 旨は ､ 現在､ 団地規模で行われて い る建替え事業の施行時 ､ 団地内の 店舗専用
区分所有建物の 所有者らによる ､ 当該建物の 取壊 しに代わる時価を無視 した高い保証価額
の要求に対応する ためと､ それに伴う事業遅延に よる損害を防ぐことに ある｡
本条の 規定の 適用 により ､ 団地規模で建替え事業を施行 していく際､ 建替えに反対する ､
また は ､ 建物 の 現存維持やリ モ デリ ン グを希望する 区分所有者が多数を占める建物は残せ
る ようにな っ た こ とで ､ 今まで の ､ 団地の
一 括的建替えとい っ た負担からは解放される こ
とに な っ た｡
一 団地 内の 数棟 の建物の うち､ 一 部分の 建物は建替えを ､ その 他の
一 部分の 建物は存置
61 上野健 二郎 ､ 田中公 人 ｢第8節復旧及び建替え+ 青山正明編 『不動産法第5巻 ､ 区分所
有法』 青林書院､ 1997､ p.354 - 355
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またはリ モ デリ ン グを選択する場合 ､ そ の異なる選択 を した建物の 区分所有者間の 団地関
係 は ､ 継続か解消か の 問題 に直面するようにみ える o しか し､ 第
一
､ 建替え決議の 強制的
拘束から離脱 しようとする ､ またそ の離脱により建替えの 円滑 な実施 を図らせようとする
区分所有者の 判断及び政策的判断 に はそ の 合理性を認 められ ること ､ 第 ニ ､ それ を選択す
る 区分所有者は団地関係の 離脱まで を想定 して い な い こと ､ 第三 ､ 建物 の利用及 び維持状
況 は異なるもの の ト 団地内に 数棟の建物があっ て ､ その 団地内の 土地及び附属建物が当
該区分所有者の共有に属 して い る ､ すなわち､ 団地関係+ がその まま維持され続けられて
い る こ と ､ などの理由か ら ､ 団地関係 は角牢消されず従前と同 じように団地関係 が維持 され
る とみる こ とが当然で ある｡
存置またはリ モ デリ ン グを決 める には ､ 当該建物の 区分所有者の 間に新た な決議が必要
となる . 存置ま たはリ モ デリ ン グを行う こ とに なるそ の 一 部建物の 同意率で あるが ､ 同条
第 1 項 による事業施行計画書を作成 しようとする場合は､ 存置またはリ モ デリ ン グされ る
建物の 区分所有者及び議決権の 各3分の 2以上の 同意が必 要となるD
Ⅱ . 土地分割申請
都市住居整備法は､ 従前の住宅建設促進法の 建替え関連規定に対する特例規定を上の 事
業施行認可 の特例とともに ､ さらに ､ 住宅建替え事業の範囲 に関する特例 を設 けて い る ｡
｢事業施行者または推進委員会は ､ 住宅建設促進法第33条62第 1 項の規定に より事業計
画東認を受け建設 した 2以上 の 建築物が ある住宅団地 に住宅建替え事業をする場合 ､ 第 16
条第 2項63の 規定に よ る組合設立 の 同意要件を満たすため に必要な場合は ､ そ の住宅団地内
の 一 部土地に 対 し､ 建築法第 49条64の規定にかかわ らず､ 分割 しようとする土地面積が同
法同条で 定めて い る面積に達 しな い場合でも土地分割を請求する ことができ る+｡【第41粂､
62住宅建設促進法第33条 (事業計画 の承認及 び建築許 可など) 条文省略
63 住宅建替え事業の 推進委員会が組合を設立 しようとす るときは ､ 集合建物 の所有及 び管
理に 関する法律第47条第 1項及 び第2項の 規定に もかか わらず ､ 住宅団地内の共同住宅の
各棟 (福利施設の 場合は住宅団地内の 福利施設全体を 一 つ の棟とみ なす) 区分所有者及び
議決権の 各5分の 4以上の 同意を得て定款及び建設交通部令で 定め る書類を添付 し市長 ･
郡守の静可を受けなけれ ばならない ｡ 認可を受けた事項 を変更 しようとするときもまた同
じで ある ｡
6 4 建築法第 49条【敷地の 分割制 限】建築物の ある敷地は大統領令が定める範囲内で ､ 当該
地方自治団体の 条例が定め る面積に満たさなくする分割を行う こ とができない ｡ 第2項省
略
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住宅建替え事業の 範囲に関する特例､ 第1項】
｢事業施行者または推進委員会は､ 第 1 項の規定によっ て土地分割を請求するときは､
土地分割対象となる土地及 びその 上の建築物と関連する土地所有者と協議 しなければなら
ない+0 【同条第2項】
｢事業施行者または推進委員会は ､ 第 2 項の規定による土地分割の 協議が成立 しなか っ
た場合は､ 裁判所 に土地分割を請求す ることができる+0 【同条第3項】
第 3 項の 規定により土地分割が請求された場合､ 市長 ･ 郡守は､ 分割され る土地及びそ
の 上の 建築物が次の 各号の 要件を満たす場合は､ 土地分削が完了されず第 1 項の規定によ
る同意要件に達 しなく ても建築委員会の審議を経て第16条【組合の 設立認可など】 の規定
によ る組合設立瓢可と第28粂 【事業施行羅可】 の規定による事業施行認可を行うこ とが で
き る. 第 一 号は､ 当骸土地及び建範物と関連の ある土地などの所有者の 数が全体の 10分の
1 以下で あること ､ 第二骨は､ 分割される土地の 上の建築物が分割線上に位置 しない こと､
第三 号は ､ その 他の 事業施行欝可の ために必要な事項で大統領令が定める要件に該当する
こと ､ で ある｡ 【同条第4項】
特に ､ 今回の 都市住居整備法が､ 団地にお ける建替えの場合､ 現在まで の
- 括建替えの
み で なく ､ 建替え事業施行者または推進委員会による ､ 建替えを行うための 組合設立 の 同
意要件を満たさせ るた めに ､ その 住宅団地内の
一 部土地に対 し土地分割請求権を認 めてナ､
る ことは､ 今回法制定における最も画期的なポイ ン トであると考える0
こ の 土地分割請求権は､ 形成権ではない が､ 土地分割対象となる土地及びそ の 上の建築
物の 所有者と の 協議が成立 しない 場合は､ 事業施行者及び推進委員会は ､ 裁判所に土地分
割を請求 し､ 最終的判断を裁判所 に委託する ことが できるように して い るo 従 っ て ､ 裁判
所 によ る土地分割が認められ た場合は ､ 当該土地を共有して い た者らの 区分所有的関係は
解消され る こ とに なる ｡
分割されて いく 土地 の範囲に は制限があるo 事業施行者または推進委員会が 土地分割を
請求するため には ､ 分割対象土地となる部分の ､ 土地及び建築物と関連する土地などの所
有者の 数は ､ 全体の 10分の 1以下で なければならない o さらに ､ 分割されて いくと地上
の
建物が分割線上に位置 しない ことも要求される｡
本規定新設の 意義は ､ 団地内 - 部商店舗所有者らの 建替え事業
へ の反対から生ずる団地
全体 の建替え事業の 不可能の 問題を未然に防ぐこと65で ､ さらに建替えの円滑化を図る
こ と
にある｡
6S ソ ン ･ ソ ンテ ｢都市及び住居環境整備法案検討報告書+ 建設交通委員会､ 2002･10､ p･
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団地 にお ける現行建替え事業は ､ 団地全体の規模で 行われ て い る｡ 従 っ て ､ 団地内の 数
棟 の建物の うち - 棟の 建物でも建替え決高が成立 しない 場合は､ 団地全体の建替え事業の
遂行は不可能となるo 既 にそ の襖討を行 っ たように ､ 建替え決議要件を各棟 5分の 4 から､
各棟 3分の 2全体 5分の 4 に改正 した こ とも､ 1人所有単独店舗用建物の 所有者と極少数
マ ン シ ョ ン 区分所有者らが ､ 集合建物法第4 7条第2項 を悪用 し､ 建替えに同意 しない ま
ま ､ 時価より遥 か に高 い 価額で買収する こ とを要求する ことか ら建替え事業が 中断 されて
しまうことの 防止的次元で の 改正 で ある｡
今回 の都市住居整備法 は ､ こ れに加 えて さらに ､ 土地分割を認 め るこ とによ っ て ､ 建替
え事業を 一 層となる円滑化することを図 っ て い る｡
しか し､ 本規定の適用により ､ 団地 の 両分化は起 こ らない o 本規定第 4 項第 1 号は ､ 分
割される 当該土地及 び建築物と関連 の ある土地などの 所有者の数が全体の 10分の 1以下で
ある ときの みそ の 分割を認 めて い る の で ､ まず､ 団地関係が教組され る こ とは生 じない o
全員の 合意がな い 限り区分所有関係 は永続するとする集合建物法の性質を大きく変える
も の となる だろう｡
特別多数決 に よ る集合建物の復旧または建替え の ほ か に ､ 後に考察を行う ｢住宅法+ に
お い て ､ は じめて リ モデリ ン グ制度を導入 し､ リモ デリ ン グの決議暗も従前の復旧及 び建
替え の場合と同 じ､ 特別多数決 を適用 した ことは ､.日本
の 区分所有法 の 態度からは若干異
な る こ とでもあるが ､ 日本法 か らの 影響をか なり受 けて い る とも い える韓 国の集合建物法
は ､ やは り 日本 の 区分所有法 と同 じく ､ 建物の 大規模修繕 ･ 滅失及 び老朽化 の 場合にお い
て ､ 土地分割に よる区分所有関係 の解消とい う措置をとらずに い た｡
今回 の都市住居整備法にお ける土地分割請求権が認 め られた 理由が ､ 建替え事業 の円滑
化を図 る こ とか らの 建替えに反対する団地内の 店舗専用区分所有建物の 所有者らの排除に
ある とは い え､ 区分所有者らに ､ 土地分割制度を導入 し､ 団地的拘束か ら区分所有権の 解
消 を可能とさせた ことは極めて大きな意味を有す るもの と考える｡
｢区分所有権と いう の は 同 じ土地で の継続的居住を前提とするも の で はな い+ と い う､
区分所有権が 有する根本的 パ ラダイ ム に対す る理解が 必要で ある｡
以上 の 韓国の 集合建物関連 の新 しい 法制度は ､ 韓国払制度が ､ 集合住宅 ､ 特 に団地関係
における建替え決議時 の 建替えに参加 しない 区分所有者らに対す る措置と して の 対策を ､
今まで の 売渡し請求によ る解決方法だけで はなく ､ そ の他に ､ 既存建物 の 存置､ リ モ デリ
ン グ､ 土地分割などの方法 を確保 して い る ことか ら､ 老朽化 を迎える団地にお い て ､ そ の
団地関係 の 解消に対する 一 連の ヒ ン トを与えるもの で あるとも考えられ るの で は なか ろう
か ｡
92
第7節 建替えの ため の組合の設立
I . 法人格付与
1 . 住宅建設促進法上で の 建替え組合
住宅 の 建替えは､ その構成員らが彼らの 財産若しくは全財産を出資して推進する多数者
間 の共 同事業で ､ 私人間の経済活動の 一 部であるo しか し､ 建替えを社会 ･ 経済的側面か
らみると ､ 国民の 住居安定､ 経済生活の 安定の 問題まで影響を及ぼすことができるの で ,
国家と しては ､ 建替えにつ い て放任で 一 貫することはできず､ 適切な統制が不可避なと こ
ろが ある ｡
従 っ て韓国 の建替え関連法は ､ 建替えを推進するときにはその構成員に - 定団体､ すな
わち建替え組合を設立する よう餅導し､ 国民の 住居生活の安定及び国家の住宅政策と関連
の ある部分で は ､ 相当な規定を置き統制を してい る ｡
しか し基本的に建替え組合は ､ 私人が集ま っ て設立 した私的団体とい うことを重視しな
けれ ばならず､ そ こ における葛藤や紛争の 処理は ､ そ の構成員が自律的 にに定めた規約ま
たは定款によらざるを得ない ｡
建替え組合の 法的性質に 関して述 べ るが ､ まず住宅建設促進法は ､ 住宅組合 の種類を次
の 三 つ ､ 地域組合､ 職場組合､ 建替え組合で 区分して い るo 地域組合とは ､ 同
一 または隣
接 した市 ･ 郡 に居住す る住宅 の ない住民が住宅を準備するた 捌 こ設立 した組合を言い ､ 職
場組合とは ､ 同 一 職場に勤務する住宅の ない勤務者が住宅を準備す るために設立 した組合
を言 い ､ そ して 建替え組合とは ､ 大統領令が定める老朽 ･ 不良住宅を撤去 しその撤去 した
敷地 の上 に住宅 を建設するために既存住宅の所有者が設立 した組合をい う (住宅建設促進
法第3粂第9項)0
住宅建設促進法 に より設立 された建替え組合は ､ もちろん地域 ･ 職場組合も同 じだが ､
その 名称 が組合で あるにもか かわらず非法人社団に該当す るo 従 っ て建替え組合の 法律関
係 に関 しては ､ 民法 の 法人に 関す る規定の 中､ 法人格を前提と して い る条項 ､ たとえば法
人登記を除い て は ､ 民法の 社団法人に関する規定が類推適用される｡
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- 1 992.7.10､ 大法院判決､ 事件番号92中2431 -
[民法上 の組合と非法人社団 の 区別基準]
【判決 の要旨】
民法上の 組合と非法入社団を区別する場合にお い て は ､ 一 般的に その 団体性の 強弱をも
っ て 判断すべ きで ある｡ 組合は ､ 2人以上が相互 に金銭その 他の財産または労務を出資 し共
同事業を経営する事を約定する契約関係 によ っ て成立するの で ､ ある程度団体性 か らの制
約 を受 け､ 構成員の個人性 が強く表れ る人的結合体的性質を有する ｡ これ に対 し非法人社
団は ､ 非法人社団が権利 ･ 義務 の主体となる独 自的存在と して の 団体組織的性質を有する｡
ある団体が固有の 目的 をも っ て社団的性格の ある規約を作り ､ これ に根拠 し意思決 定機関
お よ び執行機関た る代表者を設 けるなどの組織を構成 して い て ､ また機関の 議決または業
務執行方法が多数決議原則 に より行なわれ ､ 構成員の加入 ･ 脱退な どの 変更に 関係なく団
体 その も の が存続され て ､ そ の組織により代表 の方法 ､ 総会､ 理事会などの運営､ 資本 の
構成 ､ 財産 の管理そ の他団体として の 主要事項が確定されて い る場合に は､ そ の 団体は ､
非法入社団と して の 実体を有すると解す べ きで ある｡
非法人社団とい うの は ､ 実体は社団で ある にもか かわらず設立登記を成さず法人格をも
っ て い な い もの をい う｡ 従 っ て ､ 法人格は付与されて い な い が ､ 社団と して の 実体を構成
して い れば非法人社団 と して認 め られる こ とがで きる ｡ そ の 実体に つ い て 上記 の 判例は ､
団体と して の 組織 ､ 構成員の 変更に関係 なく存続され る団体､ 多数決原則の導入 ､ 総会の
運営 ･ 財産の 管理な どの 主要な点が､ 規約 ･ 定款などに よ っ て確定 され て い る こ とを要求
して い る ｡ 従 っ て ､ 建替え組合の 実体をみるとき ､ そ れが非法人社団に該当すると判断で
きる ｡
日本 の マ ン シ ョ ン建替え円滑化法 (当初法 一 平成 1 4年 6月 19 日 公布 ､ 平成14年 12月
18 日施行 ､ 改正法 一 平成 1 4年 12月 11日公布 ､ 平成 15年 6月 1 日施行) の 第9 条第 1
項 に より ､ ｢区分所有法第64条の 規定に より 区分所有法第62条第1項に規定する建替え決
議の 内容に より マ ン シ ョ ン の 建替えを行う旨の合意をしたもの とみ なされる者は ､5人以上
共 同 して ､ 定款及 び事業計画 を定め ､ 国土交通省令で 定め ると こ ろ により ､ 都道府県知事
の 認可 を受けて組合を設立する こ とが でき る+ もの とされ る｡ なお ､ 同条第 2 項 の規定に
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より ､ ｢前項の 規定による認可を申請 しようとする建替え合意者臥 組合の設立につ い て ､
建替え合意者の 4分の 3以上の 同意を得なければならない+o こ の建替え組合の 性格につ い
て ､ 第 6粂によると ､ 本規定により設立 した建替え組合は ､ 法人格を有するもの となる｡
なお ､ 団地 の建替えが曲型であるが､ 同 - 敷地に所在する複数の マ ン シ ョ ン で建替えが
行われた場合に おい て ､ それらの 建替え合意者は ､ 一 つ の建替え組合を設立 して共同で事
業を実施する こ とができ る｡ 66
2 . 都市住居整備法で の 整備事業組合
都市住居整備放で は ､ 建替えを施行するために構成される組合に法人格が与えられてい
るo 【第1 7粂､ 組合の 法人格など】
また ､ 組合の名称 も ､ 今まで の ｢00 マ ン シ ョ ン建替え組合+ か ら ｢0 0マ ン シ ョ ン整
備事業組合+ に変わる｡ 【同条第3項】
従 っ て ､ 従前の住宅建設促進法で は非法人社団で あっ た建替え組合は ､ 都市住居整備法
にきて は ､ 再開発組合 の ように法人格が与えられ､ 法人となる ｡
また ､ 今回の 都市住居整備法において は ､ 建替えの ために構成された整備事業組合が単
独で ､ 建替え事業を施行するこ ととな っ た｡
住宅建設促進法上 で は､
そ の 出資を受けた組合は､
を施行 して い た｡ こ れは､
性が 充分 でな い こ とか ら､
建替え組合員が建物部分及び敷地部分を組合に現物で出資し ､･
建替え事業の 共同事業主体で ある建設業者と共同で建替え事業
区分所有者らで構成される建替え組合に ､ その 施行能力や専門
建設業者が有す る経験などか らそ れを補完する こと にその目的
があっ たの である ｡
建設業者の選定は ､ 建替えの ための 事業施行認可を受けた後､ 組合の 定款などが定める
競争入札の 方法で実施 され る｡
66 鎌野邦樹 ･ 山野日章夫(編) 『マ ン シ ョ ン法』 有斐閣､ 2003.ll.17､ p･244
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1) 組合員の構成
住宅建設促進法施行令第42条第2項によると､ ｢住宅組合は 20人以上 の組合員から構成
され る+ と規定されて い るが ､ 建替え組合も住宅組合の 一 種 なの で ､ 原則的に建替え組合
も 20人以上 の 組合員で構成され る｡ 従 っ て 20世帯未満め集合住宅 の構成員が 旧建物を撤
去 し新たな建物を建て る場合は､ それ は集合建物法上の 建替えではあるが ､ 住宅建設促進
法上の 建替えで はない の で ､ その 建替え手続きに関 して は建築法の適用 を受ける｡ 67
しか し､ 建替え組合の 対象が 20世帯未満で ある場合､ 住宅建設促進法第33条の 規定に
よる住宅建設事業計画承謬 を得て建設 した住宅で 20世帯未満の 老朽 ･ 不良住宅 を建替える
とき は ､ 20世帯未満の組合員でも建替え組合を構成する ことができ る｡ 68
一 方 ､1999年12月 7 日に 改正 された住宅建設促進法第4 2条第2 項第2号 に よると ､｢組
合員が 20人未満の 場合､ 老朽 ･ 不良集合住宅を建て替え 20人以上の 住宅 を建設するとき
は ､ 10人以上の 組合員でも住宅組合を構成す ることがで きる+ と して い る｡ こ の 規定は ､
古く な っ て 老朽化 し､ また住居環境が劣悪な連立及び多世帯住宅な ど小規模集合住宅 の建
替えを容易にするための 規定で ､ 組合員数を下方調整 し住民の 住居環境を改善 しやすくす
る こ とにその 目的が ある｡
2) 組合員の 資格
住宅建設促進法第42条第3項第3 号によると､ 建替え組合の 組合員となれ るもの は次の
と おりで ある｡
i . 老朽 ･ 不良住宅 (当該住宅の付属する敷地含む) の 所有者
皿 . 福利施設 (当該福利施設 に付属す る敷地含む) の所有者｡ 但しこれらの者は ､
建て替えられた福利施設の みの 供給を受ける こ とが できるが ､ 住宅の 供給を受 け
67 ソウル 地方法院申請 ･ 執行実務研 究会編 『申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替えの法律間
題』 韓国私法行政学会､ 1999､ p .361- 362
68 住宅建設促進 法第33条(事業計画承羅及び建築許可など) 第1項 大統領令で定め る
戸数以上の住宅 を建設 し､ または大統領令で定める面積以上 の 敷地 を造成 しようとする者
は ､ 事業計画を作成 して建設 交通部長官の 承認を得なけれ ばならな い ｡
第 2項 第1項 の事業計画は ､ 健康で文化的な住居生活 を営む の に適合す るように作成
され なければならず､ その事業計画は ､ 附帯施設及び福利施設 の設置に関する計画が含ま
れ なけれ ばならない ｡
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る こ ･とはできない ｡
iii. 賃貸用住宅または社宅を所有して い る法人
i の 場合､ 住宅の 所有者は ､ 当該住宅 に付属する敷地も含めて所有 した者に限るの で あ
っ て ､ 建替え事業区域内に住宅は所有せず更地の みを所有 してい る壕合､ また敷地の 所有
権がなく住宅の みを所有して い る場合には組合員の 資格はないとすべきで ある｡ たとえば､
い ろい ろな可能性を想定す ると､ 敷地部分を所有しない地下層の 建物の みを所有して い る
者､ 建替え設立罷可時建物及び敷地部分を所有した老朽 ･ 不良住宅の 所有者が建替え決議
を し建替え組合員と して設立瓢可を受けた後､ 事業計画承認の 前に組合の建物を第 3 者に
譲渡 し敷地所有権のみ を所有して い る者は ､ 組合員の 資格がない と解すべ きであろう｡ 後
者の ように敷地所有者と住宅所有者が分離されて い る場合は ､ 主体的 に 一 人の 名義に しな
ければならず､ 両者の 合意がなされ なか っ た場合 は ､ 両者はす べ て組合員の 資格を喪失す
る の で ある｡ 69
辻 の場合にお い て も ､ 当該附帯 ･ 福利施設 とそれに付属する敷地を両方 ､. 含めて所有す
る者に限る ことは同 じで ある｡ これ らの者は ､ 新たに建替えられた建物の 中で当該附帯 ･
福利施設 の み を供給され ､ 住居用部分は供給の対象とならない の が原則で あるが ､ 附帯 ･
福利施設 を設置 しな い場合におい て は ､ 住居用建物の 供給を受ける｡
ijiの場合に つ い て は ､ 住宅建設促進法第44 条の 3(建替え組合の住宅建設)の第6項は ､
｢建替え組合員の 中､ 1世帯が 2住宅を所有し､ また は 1住宅を共有持分で所有する場合
は ､ これ を1組合員とみな し1住宅の み供給する｡ ただし ､ 所属勤労者の宿所などに使用
するための 住宅 を所有して い る法人など大紋領令で定め る場合は こ の 限りで ない+ と規定
して い る ｡
また ､ 住宅建設促進法施行令第4条の 2第1項但し書きは､ ｢地形与件 ･ 周辺 の環境か ら
事業施行 上不可避 な場合は ､ 単独住宅 ･ 多世帯住宅な どを 一 部包含する こ とができる+ と
規定 して い る｡ 従 っ て ､ 建替え組合の 組合員となる者は ､ 建替え決議にお い て議決権をも
っ て い る集合建物 の 区分所有者らがほとん どで あるが ､ こ の 規定か ら建替え事業地域内に
位置 して い る単独住宅などの所有者も､ 建替え組合の組合員となる ことが できるの で あるo
69 チ ェ ･ ス ン バ ム 『住宅事業実務編覧』 私法行政文化院､ 1997､ p .5 40
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3) 組合員の 変更
建替え組合員は ､ 上記 した要件を備えた者の 中で建替えに賛成した看で あるo
建替え組合は ､ 住宅建設始業計画承藩 を得た場合は ､ 原則 的に ､ 組合員を交代ま たは新
規に加入 させ る ことはできない ｡ 但 し住宅建設促進法施行令第42条第5頓 によると ､ 組合
員の 死亡 ､ 海外移住または 2 年以上海外居住する場合､ そ して 当該地域老朽 ･ 不良住宅の
所有者が追加 して加入する場合に は ､ 組合員の 交代また は追加加入 が可能で あると して い
る｡ そ して ､ 建替え決議当時 は建替えに 賛成しなか っ た区分所有者でも ､ そ の 賛成しない
意思 を覆 し､ 入居者募集公告前まで に建替えに 同意する場合は､ 同 じように組合員となる
こ とができ る｡ 何故入居者公告前まで なの かは ､ 新たな建物に入居する入居者が入居者募
集公告に よ っ て最終的に確定され るか らで あろう｡ また筆者は ､ 建替えに賛成 しな い着か
らそ の 者の 区分所有権などを買い 受けた者も入居者募集公 告前まで に建替えに賛成すれ ば
建替え組合 - の加入 を許容す べ きで ある と判断する ｡ それ は ､ 売渡 し請求訴訟中にお い て
も被告が 建替え組合に加入する意思 を表明すればその組合員となれ ると して い るこ と､ そ
して 上記 ように ､ 入居者募集公告までは新たな建物に入居す る者が確定されな い こ との理
由 からゃあるo 既存建物の 区分所有者を 一 人でも多く新たな建物 - の入居 を誘導する こと
は ､ 建替えが本来有する最も基本的な趣 旨で あろう｡
Ⅱ . 組合設立認可
建替え組合を構成 しそ の 構成員の 新たな住宅を建設 しようとす る時には ､ 管轄市長 ･ 区
長の 認可 を受 けなければならな い ｡ こ の 時 ､ 提出す る書類には ､ 建替え組合設 立瓢可申請
用 ､ 創立総会議事録 ､ 組合長選出同意書 ､ 組合員全員が連名 した組合規約 ､ 事業計画書､
組合員名簿､ 組合員の 資格を証明する書類､ 住宅建設促進法第44条の 3第 7項 の規定に よ
る決議事項を証明できる書類がある ｡ 70
建替え設立認 可権者 ､ す なわち管轄市長 ･ 区長は ､ 建替え組合に より提 出された 書類の
内容を検討 し住宅組合設立認可書を交付するが ､ 建替え組合の 事業内容が住宅建設促進法
な ど関係法令に違反するとき ､ また社会秩序を害する恐れが あるとき には ､ そ の認可 を拒
否する ことがで きる｡
70 住宅建設促進法施行令第42条第1項参照
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また､ 組合娃､ 設立瓢可を受けた日か ら2年以内に住宅建設促進法第33条 71の規定によ
る住宅建設事業計画 の 敢認 を申請しなければな らない o この 場合､ 当該期間以内に承認を
申請 しない住宅組合 (建替え組合) に対 しては ､ 市長 などは ､ 設立認可を取り消す土とが
で きる｡ 72
建替え組合の 認可を受けてか ら 2 年以内に建替え組合の事業計画永常 を受けられない理
由は 建替え事業の長期間遅延によるが ､ 主に ､ 事業性が落ち ､ 組合員の 負担が過重なとこ
ろ､ 組合員間の 紛争または訴訟 が進行中で あるところ ､ 一 部住民が事業施行に同意しない
とこ ろにみ られ る｡
第8節 施行会社との 摩擦
Ⅰ . 建替え事業の 主体 (典同事業方式から組合単独方式に)
建替え事業主体に関して ､ 住宅建設促進法第44条第3項は ､ 建替え組合がその構成員の
住宅 を建設する場合は ､ 住宅建設事業者の 資格をも つ 登録業者と共同で 事業を施行 しなけ
れ ばならず､ こ の 場合住宅組合と登録業者を共同事業主体とみると して い た｡ 本規定の趣
旨は､ ｢建脊え事業は ､ 老朽 ･ 不良住宅の 所有者らが建替え組合を設立 し既存住宅を撤去し
その 敷地の 上 に新たな住宅を建設す る事業で あるか ら､ 建替え事業の主体は原則的に建替
え組合で ある｡ しか し､ 建替え組合 には法人格が なく施行能力もない の で 単独 では住宅建
設事業を施行す る こ とができず ､ 住宅建設事業者の 資格をも つ 登録業者を共同主体として
住宅建設事業を施行 しなければならない7 3+ と いうこ とにあっ た｡
しか し､ 都市住居整備法は ､ 原則的に ､ 建替え事業の 主体となるもの は ､ 組合単独とし
て い る｡ 第8条 【住宅再開発事業などの 施行者】 は ､ ｢住宅再開発事業または住宅建替え事
業は第13粂 【組合の設立及び推進委員会の構成】 の規定による組合が これを施行し､ 組合
が組合員の 2 分の 1 以上の 同意 を得て市長 ･ 郡守または住宅公社などと共同で これを施行
す る こ とがで きる+ と規定して い る｡
つ まり ､ 今まで の ､ 建替え組合とデ ベ ロ ッ パ の 共同事業であ っ た建替え事業を ､ 組合単
独施行方式 に転換 し､ 組合とデ ベ ロ ッ パ 間の様 々 な不正 などを事前に遮断 し､ さらに ､ デ
7 1住宅建設促進法第33 条 (事業計画の 承認及び建築許可など) - 条文省略
72 住宅建設促進法施行令第42 条 (住宅組合の 設立など) 第10項
73 金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク)『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p.335
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ベ ロ ツ パ は､ 事業施行認可後の 競争入札から選定される｡
デベ ロ ッ パ との 共同方式 か ら組合単独 に変更された ことによ る ､ 組合の 建替え事業施行
能力に対する補完措置と して ､ 第69条の 【整備事業専門管理業の登録】規定を設 ける こと
に よっ てそ の 補完 を図 っ て い る｡
第 69条は ､ ｢整備事業の施行 のた めに必要な次の各号 の事項を推進委員会または組合か
ら委託 を受け､ またはこれ に関連する諮問をしようとする者は､ 大統領令が定める資本 ･
人力などの基準を揃え建設交通部長官に 登録しなけれ ばならない ｡ 但し､ 住宅 の 建設 ･ 鑑
定評価など整備事業関連業務を行う政府投資機関などで大統領令が定め る機関の 場合に は
そ うで は ない o ①組合設立 の 同意及び整備事業の 同意に関する業務の代行 ､ ②組合設立認
可 の申請に 関する業務の 代行 ､ ③事業性検討及 び整備事業の 施行計画 の作成､ ④設計者及
び施行者選 定に関す る業務の 代行 ､ ⑤事業施行認可の 申請に関する業務の 代行 ､ ⑥分離及
び管理処分計画 の樹立に関する業務の代行 ､ ⑦設計図書の 検討及び 工事費変動内歴 の検討､
⑧そ の他組合の業務の うち組合が要請す る こと+ と規定 して い る ｡
施行方法 に つ い て ､ 建設交通部建替え組合標準規約 をみると ､ ｢事業施行 区域内の組合員
は 所有 した土地及び地上物を組合に現物 出資 し､ 組合は住宅建設促進法令上 の 共同事業主
体となる住宅建設事業者を選 定 し住宅な ど (商業用建物 など附帯 ･ 福利施設 を含む) を建
立 す る｡ 事業施行 の た めに 必 要な敷地及び住宅などの使用 ･ 処分 ､ 工事費及 び附帯費用 な
ど事業費の 負担､ 施行上 の 責任､ 工事期間 ､ 額疲補修責任などに 関 して は組合と施行会社
間 に別途 の約定を採決 しそれ に従 う｡+ と して い る ｡
Ⅱ . 工事採決方式
建替え組合が ､ デベ ロ ッ パ に対 し支給す べ き建替え費用は ､ 建替えに よる開発利益で充
当する の が通常で ある｡ つ まり建替えの結果既存の建物より面積が大き い建物 を建築 した
後 ､ 組合員に供給して残 っ た剰余建物を売却 し､ そ の 売却代金 で建築費を充当する方法で
ある ｡
組合とデ ベ ロ ッ パ との 契約方式に は ､ 請負制と持分制 がある｡
《表 17》 請負制と持分制の 比較74
74 建設 交通部編 ｢ 一 目で みる再開発 ･ 建替え+ ( 幽 ) 2000.ll.1
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区分 請負制 持分制
用語 の定義
事業に必要 な事業費を契約
時 点基 準で 策定 し契約す る
方式
デ ベ ロ ッ パ 責任で 全て.の 事
業を遂行 し､ 契約時､ 組合員
の 無慮持分を確定 して 契約
する方式
事業の 限度
デ ベ ロ ツ パ : 工事に必要な直 デベ ロ ツ パ : 工事に必要な全
按費用責任 て の経費寮任
組 合 : 工事に必要な間犠 組 合: 各組合員に賦課 され
費､ 附帯費用及び諸 る諸税公課金責任
税公株金など責任 (取得税､ 財産税など)
工事費の 調整
工事中､ - 定率以上の 物価上
昇及び設計変動随伴時 ､ 工事
費調整要求
事業中工 事費調整費な し
マ ン シ ョ ン の品質
工 事進行中資材及び マ ン シ
ヨ ン 文化の 変化 に流動的 に
対処 ､ 最上の マ ン シ ョ ン品質
の 保証 を受ける こ とが でき
る｡
初期の組合員の持分確定で ､
変化 に能動 的 に な対処 が難
しい .
羅 ･ 許可時計画より事業規模
が縮小または上昇する場合､
デ ベ ロ ッ パ の 損失保 全 の た
め に マ ン シ ョ ン の 品質が低
下する場合が生 じる.
工事の進行
請負契約書に よ る調整 及び 事業規模変動に よるデ ベ ロ
協議体制 が よく で きて い て ッ パ の 負担加重で ､ 工事進行
工事の 速度が速い o 速度が遅い .
組合とデ ベ ロ ッ パ との 関 相好協調が よく でき 円満な
事業縮小 の よ るデ ベ ロ ツ パ
の負担加重で ､ 組合とデベ ロ
係 関係の維持が可能 ッ パ と の 関係が 悪化 される
素地がある
組合員持分変動
事業の 変化 に よ る組合員無
償持分 の増減がある.
初期の持分 の確定で ､ 事業の
変化 に よ る組合員無償持 分
の変動がない o
101
事業の清算
事業か ら発生 され た利益金
は 100 %組合に帰属され る｡
(追加事業費は各組合員が
負担)
契約時確定され た持分以外
の 利益金は 100 %施行者に帰
属する｡ ( 追加事業費はデ ベ
ロ ッ パ が負担)
請負制は ､ 建築工事に お い て の 一 般的な発注方式 で ､ 建築物の坪 当たり 工事費を定 めて
工事契約 を採決する方式で ある ｡ しか し､ 事業の 進行途中物価上層や設計変更 など工事費
増加要因が生 じる場合には組合員の追加負担が必要 となる｡ よ っ て ､ 建替え事業が終了 し
開発利益が現実化する以前に数回に渡っ て建築費を支給 しなけれ ばならず､ 組合員の 金銭
的な負担が伴う｡ また工事費上昇による追加費用を組合員が負担 しない 場合は ､ 施行会社
側 による手抜き工事の危険も ある｡ しか し長所も ある ｡ それは建築工事の進行速度が速い
こ とと ､ デベ ロ ッ パ は工事費だ けを受けるの で ､ 彼の 開発利益は全て組合員に還元され る
こ とで あるo 75
持分制は ､ 組合員の 所有土地または建築面積に より
一 定比率の マ ン シ ョ ン 面積を組合員
が提供して ､ 残り の住宅 と附帯 ･ 福利施設 は売却 し工事費に充当させ る方式で ある ｡ 建替
え終了後 ､ 剰余建物を処分 した売却代金で そ の 建築費に優先的 に充当させ ､ それに足りな
い金額は組合員が追加 で負担する ｡ 例え､ 剰余建物売却代金 が建築費を超 える場合には む
し ろ組合員にそ の 超過金額が精算金と して支給される ｡ こ の制度は ､ 少なく とも建替え期
間中に は ､ 組合員に建築費を支給す べ き金銭的な義務がない とい う長所がある こ とか ら､
持分制 を対物補償制度ともい うo しか しデ ベ ロ ッ パ側 に と っ て は ､ 持分制を採用 した場合
追加利益 を得る よりもむ しろ 工事の 長期化 に よる相当な危険負担 を負っ て しまう可能性が
発生する｡ 76
韓国で は ､ 請負制と持分制 の 二 つ の 契約採決方式 の 中で ､ 今まで は主に ､ 建設会社が組
合か らお 金をも らっ て マ ン シ ョ ン を建て る請負制が採択されて い たが ､ 最近に な っ て建設
会社間で の マ ン シ ョ ン 建替え事業 - の 契約獲得が俄烈 とな っ て い て ､ 建設会社側 と して は
一 定の 開発利益 の確保が 可能 な持分制 を好む組合側 の 意見を受容せ ざるを得なくなり ､ よ
っ て建設会社が建設費を負担する代 わりに 一 定数量の マ ン シ ョ ン 処分権を建設会社が もつ ､
75 韓堅愚 (ハ ン ･ ギ ョ ン ウ) ｢現行建替え事業の 法的問題 点と改善方案+ (社団法人) 韓国
土地公法学会第20回学術大会資料､ 20 00.4.8.
7 6 韓堅愚 (ハ ン ･ ギ ョ ンウ) ｢現行建替え事業の 法的問題 点と改善方案1+ (社団法人) 韓
国土地公法学会第20回学術大会資料 ､ 2000.4.8.
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持分制契約が増加 して い るの が趨勢で ある｡ 77
しか し､ 請負制なの か持分制 なの か の 如何に関係せず､ 建築費を負担する者は法理上､
建替え組合とみなすの が相当で あり､ デベ ロ ッ パが新たな建物 の所有権を原始取得すると
みる余地は ない ｡ 78
Ⅲ . 紛争事例
- 19 8.12.16､ ソウル地方裁判所判決､ 事件番号987一骨66510-
[建替え組合員が施行会社に分離代金 に包含 して支払っ た付加価値税の 返遼請求を引用 し
た事例]
【当事者】
原告 - Xとそ の外 19人
被告 y建設株式会社
【事実の概要】
1 . ソウル x x区の 10,8 09.4 m
2
地上に A連立住宅及び店舗用建物を所有 してい た原告らと
そ の他 103人 (以下､ 組合員と称する) は ､ 1994年頃､ 住宅建設促進法第44条に基づ
き ､ 既存の老朽 した連 立住宅及び店舗用建物を撤去 し新たなマ ン シ ョ ン及びその 附帯施
設を建て る建替え事業を施工する目的で A連立建替え組合を結成､ 1994･5･31･管轄区庁か
ら建替え組合設立認 可を受けた ｡
組合は ､ 1995.9.16.被告会社との 間で ､ 被告会社を上記建替え事業の ための デベ ロ ッ パ
と定める工事請負契約 を採決 した｡ そ の主な内容は次の ようである0
77 (樵) サム ソン 物産建設部門住宅営業2チ ー ム編 ｢建替え事業の法律関係+ 1 9 6､ p･185
78 ソウル 地方法院申請 ･ 執行実務研究会編 『申請 ･ 競売 (入札) の実務と建替えの 法律問
題』 韓国私法行政学会､ 1999､ p .397
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1) 組合は ､ 被告会社に ､ 組合員所有の ソウル ⅩⅩ 区の 10,809.4 m
2
を上記建替え事業の
敷地と して提供 し､ 被告会社は ､ その 地上に マ ン シ ョ ン (373世帯)及び附帯施設(店
舗 ､ 幼稚園など) を建築し各組合員に 33坪型 の マ ン シ ョ ン と地下駐車場 を無償で供
給す る 一 方 ､ 工事費と諸事業費用は残りの マ ン シ ョ ン 及び附帯施設を 一 般分譲 した収
益金で充当する｡
2) マ ン シ ョ ン (組合員及 び 一 般分譲) 及び附帯施設 の 分譲は ､ 関係法規に依拠 ､ 組
合の名義で行なうが ､ こ の 遂行 は被告会社が主体となる｡ 組合及び組合員は被告会社
の分譲業務に関 し異議 を提起する こ とはできない ｡
3) 組合員が33坪型 を超 えた マ ン シ ョ ン の 分譲を願う場合は､ 組合員に分譲優先権を
与え､ 組合員は分譲を受 けようとする マ ン シ ョ ン の 一 般分譲代金 から4%オプ シ ョ ン
が含まれた 33坪型の マ ン シ ョ ン の 分譲代金を差 し引い た差額を納付する ｡
2 . 33坪型を超 えた 大きさの マ ン シ ョ ン の 分譲を申請 した原告､ Ⅹ とそ の 他 19人は ､ 組
合及び被告会社との 間で ､ 次の ような内容の分譲契約を採決 した｡
1) 原告 ､ Ⅹ とそ の他 19人は ､ 各分譲申請マ ン シ ョ ン の 一 般分譲代金 (付加価値税包
含) か ら4 % オプ シ ョ ン が含まれた33坪 マ ン シ ョ ン の分譲代金を差 し引 い た後 ､ そ
の 追加分譲代金 を被告会社の預金 口座に納付するが､ その 中の 10 %相当額は分譲契
約採決時 ､ 残り の金額は 3回に渡 っ て均等に分割納付 し､ 万 一 これを遅滞する場合
は ､ 原告 は被告会社に ､ 年 17 %の 比率に よる延滞金 を加算支給する ｡
2) 被告会社または組合は ､ 原告が被告会社に入居指定月 から 30日が経過す るまで上
記追加分譲代金な どを納付 しない場合 は､ 催告な しに分譲契約 を解除する こ とがで
き る｡
3 . 原告､ Ⅹ とそ の 他 19人 は ､ そ の後被告会社に各追加分譲代金を全て納付 し､ 分譲
申請 マ ン シ ョ ン に つ き､ 各原告の名義で所有保存登記を済ませた0
【判断】
1 . 原告に上記各分譲代金 に対す る付加価値税を納付する義務が あるか 0
住宅改良の ため に組合員が自ら結成 した住宅建替え組合が 実施する建替え事業の 中 ､ 組
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合員に分醸される住宅 に関する事業にお い て は ､ 建築時か ら分譲に至るまで組合員が実質
的な最終消費者 の 地位にあるの で あり､ 組合が組合員に分譲する形式を取っ たとして もこ
れを組合員に財貨を供給 したこととみる ことはできない ｡ 従 っ て ､ 原告が組合員に無償で
供給される 33坪型 でない それを超 えた大き さの マ ン シ ョ ン の分譲を受けた場合にもそ の分
離代金 に対する付加価値税を負担する義務は ない ｡
2 . 取消権の 発生
原告は ､ 各分譲申請 マ ン シ ョ ン の分譲を受けるにおい て ､ 上でみたように ､ そ の 分譲代
金 に対する付加価値税を負担 しなければならない法律上の 義務がない にもかかわらず､ 無
償で供給される 33坪型を超えた大きさの マ ン シ ョ ン の 分譲を受ける場合に は付加価値税を
負担す べ きで ある と間違っ て 知り ､ 組合及び被告会社の 間で本件契約を採決するとき各付
加価値税額を被告会社 に納付することを約定したが ､ これは ､ 契約 の重要部分に関する錯
欝 とみ なすの が相当で あるの で ､ 原告はこれによる取消権を取得したと判断できる ｡
3 . 取消権行使の 相手方 (不当利得返還の 主体)
1) 被告会社の 主張
原告が被告会社の 預金 口座に追加分譲代金を納付 したことは ､ 被告会社の 組合に対する
工事代金債権の 取立て を容易にするた めの 目的で便宜上その 納付方法を決め たの で あるo
また本件各分譲契約は ､ 組合と原告の間で採決されたもの で あるの で ､ 被告会社が 上記分
譲契約 に より各付加価値税額が含まれた追加分譲代金 の納付を受けこれを工事代金の 充当
した以上被告会社にはその 返還責任がない ｡
2) 判断
① 組合と被告会社は本件請負契約を採決するとき ､ 組合員持分を含めた建替えマ ン
シ ョ ン及 び附帯施設 の分譲は関係法規上その 名義を組合とするが ､ 実質的には被告
会社が そ の 主体と なっ て これを遂行すると し､ ひ い て は組合及び組合員は被告会社
の分譲業務に関 し 一 体の異議を提議できない ように約定 したこと ､
② 原告は33坪型 を超えた大きさの マ ン シ ョ ン の 分譲を申請する場合にお い て ､ 増坪
に よる追加分譲代金 を納付するため に組合及 び被告会社との 間で本件各分譲契約を
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採決する とき､ 追加分譲代金 を､ 組合を経ない で被告会社に直接納付 しこ れ を遅滞
する場合は被告会社に年17 %の 比率による延滞金を加算支給すると した こと､
③ 被告会社は､ 原告が入居指定日から30日が経過するまで追加分譲代金 を納付 しな
い場合は分譲契約を独自的に解除できる地位に あ っ たこ と､
④ 被告会社は ､ 原告か ら直接追加分譲代金 の 支給を受けそれ に含まれた付加価値額
を国家に納付 しない で被告会社の 収入と して全額取得 したこ とか ら見て ､ 被告会社
が追加分譲代金を工事代金債権に充当させ たと しても ､ 本件建 替え事業の分穣業務
を実質的 に遂行 してきて ､ 原告か ら追加分譲代金 の 直接支給を受け取得 した被告会
社が ､ 原告か ら追加分譲代金 の 中､ 法律上原因な しに支給を受けた各該当付加価値
税額に対 しては返還すべ きとするの が相当で ある｡
こ の 判例は ､ 建替え事業における ､ 無償で供給を受ける大きさを超 えた マ ン シ ョ ン の分
譲 ､ つ まり追加 分譲代金が 生 じる部分の 有償分譲の 場合 ､ それ を有償で取得 しても建替え
の 組合員にはそ の付加価値税の納付義務が 生 じない ､ 付加価値税が発生 しな い と した点で
そ の 意義がある｡
そ う判断でき る理由付 けと して裁判所は ､ まず､ 分譲を受 ける建替え組合員の地位を､
新たな マ ン シ ョ ンの 建築時か ら分譲に至るまで の過程 にお い て ､ 実質的な最終消費者の 地
位 に あると して い ると して い る ｡ また ､ 組合が組合員に分譲する形式 を取 っ て い ると して
も､ それ は財貨の 供給で は ない と して い る｡ つ まり建替え事業に よる新たなマ ン シ ョ ン の
組合員 に対す る分譲を､ 組合か らの分譲とい う取引方法 によるもの で はなく ､ 最初か らの
自分の持分で ある マ ン シ ョ ン を事業に より拡大 した と い う捉 え方を裁判所は して い るの で
あろう｡ 無償供給を超 える部分に対 して も同様で ある｡
また ､ こ の判例 は ､ 錯誤 によ っ て支払われた付加価値税額の 納付 を取 り消す時 の その 返
還主体は ､ 建替え組合では なく ､ 分譲業務を実質的に遂行 してきたデ ベ ロ ッ パ で あると し
た｡
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第9飾 売渡 し請求権
I . 売渡 し請求権の意義
集合建物の 区分所有者の うち 一 人でも建替え不参加者が い る場合には､ その 区分所有者
の 所有部分だけを排除 し建替えを推進するこ とは不可能なの で ､ 集合建物法は､ 建替えに
賛成する多数の利益 の ために ､ 建替え決故に賛成する 区分所有者は､ 反対する 区分所有者
にその 区分所有権及び敷地使用権 79(以下 ､ 敷地利用権とする) を時価で売り渡す ことを
請求する ことがで きる (集合建物法第48条第4項) ように定めて い る o
建替え決鶴は ､ 建替え参加者の みではなく ､ 不参加者を含め区分所有者全員及びそ の 永
継人 にも効力が及ぶため､ 建替え参加者 (または蘇継人) 及び買受指定者は ､ 建替え不参
加者に対 しそ の 区分所有権などに関する売渡し請求権の行使が可能となる｡ すなわち これ
が ､ 建替え決議の もっ とも中心的な効力である｡
また売渡 し請求権は､ 数人が区分所有して い る 1 棟の 建物 に閲し建替えが必要とな っ た
場合､ その建物が 一 体不可分の 関係にある ことか ら､ 多数決原理 により ､ 区分所有権の自
由な処分を制限 し､ 建物全体の建替えを円滑にするための 手段で あるとも理解するこ とが
でき る｡
区分所有者は ､ そ の 専有部分または共用部分を保存または改良するために 臥 必要 な範
囲内で ､ 他の 区分所有者の 専有部分または自己 の 共有に属 しない共用部分の使用の請求が
でき るなど､ 各区分所有者の 所有権が共同利益の 目的 のた めに
一 定の範囲内で制限され ざ
るを得ない 法理 に照ら してみると､ 集合建物法 による建替えの 場合､ 決議不参加区分所有
者の 所有持分に対 し買受指定者が売渡し請求権を行使す るこ とが できると した規定臥 区
分所有権に対する 一 種の制限と して理解するこ とができるo
- 1996.1.26､ ソウル 地方裁判所判決 ､ 事件番号95フ一骨20866
-
[区分所有者に対する制限]
79 日本 の 区分所有法は ､ 敷地利用権という言葉を使っ て い るが ､ 意味上の違い はない と判
断され るの で ､ 以下 ､ 利用権と統 一 する.
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【判決要旨】
集合建物法の 目的となる集合建物は ､ 1棟の建物の中､ 構造上区分された数個の建物が独
立 した建物と して使用され ､ そ の 各部分が ､ 集合建物法が定め ると こ ろに より各 々 区分所
有権の 目的とな る｡ 集合建物 の場合に ､ 区分所有者は ､ 建物 の 保存を害する行為そ の他建
物 の 管理及び使用に関 し､ 区分所有者の 共同の利益に反する行為をして はならなく ､ また ､
専有部分が住居 の用途と分譲され た場合には､ 区分所有者は ､ 正当な事由な しにそ の 部分
を住居以外 の 用途と して の 使用や､ そ の 内部壁を撤去また破損 し増 ･ 改築す る行為を して
は ならない ｡
Ⅱ . 建替え不参加者に対す る催告
建替え決議が成立 したと して ､ 直ちに建替え不参加者に対 し売渡 し請求権の 行使ができ
るもの で は ない ｡ 不参加者らの中には ､ 現実的に今は建替えに参加 でき ない が ､ もう少 し
建替え事業の進行状況を見て 結果 的に大多数の意思に従う者もい る の で ､ 集合建物法は ､
建替え決鼓に賛成 して い ない 区分所有者の意思をもう 一 度確認 し､ 少数の反対者に再考の
機会を与え､ 可能 な限り多数の参加者を確保 し円滑な建替え事業を施 工 して行く目的で ､
建替え参加者と不参加者を区分 ･ 確定する手続きを経なければならない o
韓国集合建物法 は ､ 建替え決議 があ っ たときは ､ 集会 を招集 した者は､ 遅滞 なくそ の決
鼓に 賛成 しなか っ た区分所有者(その 承継人を含む)に対 し､ そ の決議内容による建替えに参
加 するか否か を回答すべ き旨を書面で催告 しなければならず(集合建物法第48条第1項)､
前項 の 催告を受けた 区分所有者は ､ 催告受嶺日か ら2 月 以内に回答 しなければならない(同
条第 2 項)｡ また ､ 前項 の期間 内に回答 しなか っ た場合､ その 区分所有者は ､ 建て替えに参
加 しない 旨を回答 したもの とみなす(同 じ条第3項)と規定 して い る｡
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1 . 催告をする者
1) 集会を招集 した者
集合建物法第 48条第1項の法文上 ､ 建替え不参加者に対 し建替え参加可否 の 催告をする
者は､ ｢集会を招集 した者+ で ある｡ しか し､ 建替え - の 参加可否に対 し催告をす る者は ､
｢建替え推進委員会+ または｢建替え組合+という名称を使 う場合がほ とん どで あるこ とか
ら､ こ うい っ た団体が果た して ｢集会を招集 した者+ で あるかは ､ 確認する余地がある｡
管理人とせず､ ｢集会 を招集 した者+ と した の は ､ 建替えの 実行の 主体を､ 区分所有者全
員によ っ て構成される従前の 団体でなく ､ それとは別個の ､ 建替えに賛成 して それを実施
す る区分所有者の集団で あると構成したことによる 帥 ｡
韓国の 集合建物法第 32条及び第33条によると､ 管理団集会は ､ ｢管理人+ または ｢区分
所有者の 5 分の 1 以上で議決権の 5分の 1以上を有する者+ が招集す る ことができる ､ と
規定されて い る｡ しか し､ 韓国の 大部分の 集合建物にお いて は ､ 事実上 ､ 管理人の選任 は
行なわれて い な い ｡ そ して ､ 管理 団自体も活動 して い ない ｡ こ の ような状況下では ､ 集合
建物法第33条第 4項 に より ､ ｢区分所有者及び論決権の各 5分の 1以上を有する者+ が管
理団集会 を招集する しかない ｡ 従 っ て ､ これ らの者を､ ｢集会を招集した者+､ すなわち､
催告をする者とみなす しかなく､ これらの者が､ 大概の 場合､ ｢建替え推進委員会+ 立たは
｢建替え組合+ とい う名称を使っ て い る の で ､ 結局 ､ 建替え推進委員会また は建替え組合
は勿論そ の 代表者 (たとえば､ 委員長または組合長) の名で行なわれた催告に対 してもそ
の効力を静め る べ きで ある 81o
2) 集会招集の 定足数未満の 場合
建替え推進委員会または建替え組合名義の催告に対 し上記の ような有効性を認めて も､
それ は ､ そ の構成員が ､ 全体区分所有者及び議決権の 各 5 分の 1以上を有す る場合にだけ
可能で あっ て ､ 定足数が足り ない場合には ､ 集会招集自体が権限なき者によ っ て行なわれ
た こ となの で原則 的に 無効である｡
80 稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹 『コ ン メ ン タ ー ル マ ン シ ョ ン 区分所有法』 日本評論社､ 1997､
p.340
8 1金孝錫 (キム ･ ヒ ョ ソク)『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p･95
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2 . 催告の相手方
催告の 相手方は ､ ｢建替えに賛成して い ない 区分所有者またはそ の 承継人+ で ある ｡ そ し
て ､ 催告の 相手方は管理団集会の議事録上賛否 の記載をも っ て 分明となる｡
建 替え決議の 管理団集会の 議事録 に決議の 賛否が記載されて い ない場合には ､ そ の 更正
手続を したうえで催告を しな いとそ の効力は ない と解され る 82見解に対 し､ 議事録 - の記
載は催告及 び売渡 し請求 の相手方を明確にする だけの 資料に過ぎず ､ 建替え決議の 有効要
件または売渡し請求 の要件で あるとはい えない とい う見解 83が ､ 韓国の通観とな っ て い る｡
上記 の韓国の 通説による と､ 裁判上､ 議事録に賛否の 記載が成されて い ない 場合に も､
建替えに参加 して い ない 区分所有者で ある ことが確か で ある場合､ たとえば ､ 売渡 し請求
の 訴に おい て建替えに反対する意思を確実に表するな どの 場合に は , 賛否の記載がなされ
て い ない とい う理由だけをあげて ､ 売渡し請求権行使を否定 して はならない と して い る｡
一 方 ､ 建替え決議を行なうた めの 管理団集会に欠席 し賛成可否 に対する意思表示が でき
ず､ 従 っ て議事録 に ､ そ の 賛否が 記載されて い ない者が いる場合に は ､ 催告は ､ 売渡 し請
求権を行使するための 前提で建替え不参加者らに熟考の機会を与えるためで ある こ とか ら ､
管理団集会に不出席 した者が個別的 に賛成する意思を明示 的に表示 した場合には ､ 催告手
続は省略 しても よい 84｡
1) 共有者
建替え決議の ための 管理団集会 の 招集通知の 場合は ､ 共有者 の 中で議決権を行使する 1
人だけに行なえば足り るが ､ 売渡 し請求権の 前提要件と して の催告手続きにお い て は ､ 各
共有者個人 の意思がとても重要 なの で ､ 共有者全員に催告を行 なわなければならな い ｡
こ の とき ､ 共有者の 一 部だけが建替えに賛成する場合には ､ そ の 賛成するも の が反対者
の 共有持分を任意で 買収 し ､ また任意買収が困難で ある場合に は ､ 建替えに賛成する 一 部
の 共有者が所定の 売渡 し請求権を行使 し､ 反対する者 の持分を全部買収す るこ とも可能で
82 松本久 ｢売渡 し請求権の行使+ 塩崎勤編 『裁判実務体系 19､ 区分所有関係訴訟法』 青林
書院､ 192年､ p .496
83 ソウル地方法院申請
題』 韓国私法行政学会､
84 ソウル地方法院申請
題』 韓国私法行政学会 ､
執行実務研究会編､ 『申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替えの 法律間
1999､ p .295
執行実務研究会編 ､ 『申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替えの 法律間
1999､ p .295
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ある 86｡
2) 任意脱退 した組合員
- 1997.5.30, 韓国大駄院判駄 ､ 事件番号96可23877判決 -
[建替え組合の組合員が建替え組合から任意脱退する ことの 可否]
【事実の 概要】
1 . 原告組合 の結成
ソウル 市の A連立住宅4棟 68世帯の 区分所有権者らは ､ 19 2年初､ 当連立住宅が ､ 施
工 当時 の 手抜き工事 に よる重大な欠陥が あると し､ これを建替えする こ とに合意､ 建替え
事業を推進するが ､ 同年､ そ の 一 体単独住宅住民らが ､ 交通混雑を惹起す るなどを内容と■
す る陳情書を管轄区に提出するなどの妨害をするの で ､ 連立住宅の所有者らと単独住宅所
有者らと の 間で ､ 共同で建替え事業を進行するこ との 合意が成された｡
こ の合意に より､ 連立住宅の 区分所有者 68世帯の 区分所有者らと単独住宅 37棟の所有
者ら合計 105世帯の 中､ 組合 に加入 しなか っ た単独所有者 5世帯を除い た､ 100世帯を組
合員と し､ 上 記地域内 に所在す る各組合員所有の老朽不良住宅を撤去 しそ の敷地の 上に マ
ン シ ョ ン を建て る ことを目的とする ､ 住宅建設促進法に よる建替え組令 (原告) を結成す
る ことに し､ 1993.2.22､ 創立総会 を開き ､ 1993.5.8､ 管轄区か ら組合設立認可を受ける｡
1) 事業の進行
原告組合は ､ 結成後､ 1993年 4月 ､ 現代建設株式会社と当連立住宅の建替え工事に関
す る契約を採決 し､ そ の 後 ､ 1993年 9月 ､ 当住宅に対する構造安全診断を受ける事を始
85 金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク) 『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p.98
1 1
め ､ 建替え組合に加入 して い ない住宅 5世帯の 中､ 2世帯を買収するなど建替え事業を推
進 してきた｡
2) 被告側の 脱退
被告らは ､ A連立住宅 の 区分所有者らで ､ 当建替え事業に賛成 し原告組合に加入 した
組合員で ある ｡ しか し､ 被告 らは ､ 19 3年 12月 ごろ ､ ｢単独住宅敷地と連立住宅敷地の
地価差を認めない こ とは不当で ある｡+ な どの理由か ら ､ 原告組合を脱退す るとい う意思
表示 をなす 一 方 ､ 管轄区に も脱退意思表示を成 した｡
2
. 原告側 (建替え組合) の主張
よ っ て原告組合側 は ､ 原告組合自体の 性格上脱退が許容されるも の で なく ､ 例 え脱退が
許容され ると して も､ それ はやむを得ない事情がある場合 に限るも の で あると しながら､
被告らの 場合 に はそ のや む を得ない 場合があるとは言えない の でそ の脱退の 意思表示 は無
効で あると し ､ 従 っ て被告らは ､ 継続して原告組合の組合員と して の地位を有す るの で あ
ると主張する｡
3 . 被告側 (任意脱退 した組合員) の主張
連立住宅組合員は単独住宅組合員に比 べ 相対的に不利益を受けて い る ｡ そ の理由は ､
1) 連立住宅の敷地は ､ 単独住宅敷地より高く評価され る べ きで あるにもか かわらず､
原告組合は出資持分 を想定す るに つ き ､ そ の 地価差額を認 めてお らず､ 連立 ､ 単独
の 区分 なく各組合員の 出資坪数を基準に して い る ｡
2) 組合規約及び定款に よ ると､ マ ン シ ョ ン の 坪数､ 棟別 ､ 層別選択権は ､ 敷地出資持
分の 多い組合員から選択権が持て るようにな っ てお り ､ 連立住宅組合員は､ これ によ
り ､ 単独住宅組合員 に比 べ 相対的 に不利益を受ける こ とになるの で ､ 組合員に
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対 しその 是正要求を したが受 けいれ られておらず､ 建替え事業は継続 して推進され
て いる｡ これらの 事由は ､ 被告側が原告組合から脱退せ ざるを得ない自由に該当すべ
きで あると し､ 自分達の脱退意思表示は有効であると主張 してい る｡
【1審の判断】
建替え組合の組合員は ､ 正 当な事由がない 限り､ 建替え組合の 事業目的が達成され組合
が解散するまで ､ そ の 組合目的の 達成に協力する義務がある｡ 住宅建設促進 法及びそ の施
行令 ､ そ して原告組合の組合規約 に ､ 組合の 脱退が許容されない ことを前提 とする規定を
置い て い て ､ 被告側が正当な脱退事由で あると主張 して い る ことは全て事実と異なり ､ ま
た客観的に正 当な脱退事由とも認 められ ない こ となの で ､ 被告らの原告組合脱退の 意思表
示はそ の効力を持たない ｡ 従 っ て ､ 被告らは以前と同じように原告組合員の地位を有する｡
【原審の判断】
原告組合であ る建替え組合は､ 非法人社団法人である｡ 社団の 場合､ 原則的には､ 自由
に組合から脱退する こ とができ るが ､ 社団の性格に照らし､ 合理的な範囲内に限り ､ 法令
または定款か ら脱退 の 自由を制限するこ とも可能で ある｡
法令及 び組合規約 に照ら して み ると､ 建替え組合は ､ 組合の 本質上､ 組合員の脱退を許
容 して い ない し､ また組合員が建替え事業を共に行なうこ とに合意 し建替え組合に参加 し
た場合に は ､ 少 なくともその 組合員の 間に は､ 建替え決議暗または組合加入時に当初の組
合設立の 目的で ある建 替え事業が完全に完 了するまで は組合から任意脱退 しない とい う黙
示的な合意が あ っ たと判断す る こ とが可能である｡ 従 っ て ､ 建替え組合の 組合員の 場合に
は ､ 他 の 一 般団体の 構成員らとの ように ､ 組合 から自由な任意脱退が許容される ことに は
ならない ｡
例え組合員の任 意脱退が認 め られ ると しても ､ 組合員の脱退は組合の 目的達成を不可能
と し組合の解散を招来する の で ､ 任意脱退はやむを得ない 場合に限り許容される べ きであ
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るが ､ こ こで被告側が主張する事由は事実と異なり ､ またそ のやむ を得ない 場合にも該当
しな い ｡ 従 っ て ､ 被告側は ､ 依然と して原告の 組合員の地位をもつ ｡
【被告の 上告理由】
1 . 住宅建設促進法上の 建替え組合及び建替え事業 - の 法理誤解
1) 建替えによる住宅建設事業蘇認がなされ る前まで には建替え組合に組合員の 任意
脱退は許容され る べ きで あり､ 組合員の脱退に より建替え事業の施行が不可能とな
っ た ときには組合を解散 しなければならない ｡
2) 建替え組合は ､ その 事業計画確定前段階にお い て も任意脱退 を許容できない ほ ど､
共益性があるもの だとは言えない ｡
3) 任意脱退 を しない こ ととす る黙示的合意が あっ た とみ なすべ きと した原審の 判断
は ､ 組合員の真意を無視する ､ 根拠の ない判断で ある｡
2 . 被告 らが原告組合か ら脱退 せ ざるを得ない 事由が あ っ たか否 かに 関する点 につ い て の
審理不足
【大法院の判決】
1 の住宅建設促進法上の 建替え組合及 び建替え事業 - の法 理誤解に つ い て ､ 大法院は ､
原審の判断を維持 して い る｡ 若干重な るが ､ 叙述する ことにする｡
住宅建設促進法 に より設立され た建替え組合である原告組合は ､ 民法上 の 非法人社団に
該当す る｡ そ して社団は､ 原 則的に ､ 加入 ､ 脱退 の自由が認 め られ るもの で あるが ､ 原告
組合の ような建 替え組合の 場合､ 組合員は ､ やむ を得ない 事情が な い限り ､ 組合の 目的が
達成され組合が解散され るま で組合の 目的達成に協力する義務がある とす べ きで ある｡
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また ､ 原告組合の ような建替え組合は､ 一 定地域内に ある住宅用敷地全部を確保 しなけ
れ ば建替え事業の施行が不可能で あるその組合自体の性格上､ 原則的に ､ 建替え地域内に
存在す る住宅 の 所有者全員の 参加 を前提とするもの で あるの で , 建替え組合に加入 し既存
の住宅 を撤去 しそ の敷地 の 上に住宅を建設すると した組合員が ､ その組合
■
か ら任意脱退す
る場合には建替え事業の施行が不可能または著しく困難となる｡
また ､ 旧任宅建設促進法施行令 (1994.7.30 に改正される前までの もの) 第34粂の 3第
2 号は ､ 住宅組合が事業計画衆評申請を行 なうに つ き住宅用敷地の 所有権を確保するよう規
定 しており ､ 第42粂第5項は､ 建替え組合は ､ 住宅建設事業計画永常を得た後､ 組合員を
交替または新規に加入 させることはできない としており ､ - 方､ 原告組合 の規約第9条第1
項 ､ 第 3 項は ､ 組合員が事業施行区域の中に所有して い る建物及び土地 などを譲渡したと
きには ､ 譲受人 はそ の組合の権利 と義務を東継すると規定 して い る｡ そ して ､ 本旧任宅建
設促進法施行令第42条第7項は ､ 住宅組合の組合規定に ､ 無資格組合員の 除利 こ関する事
項また事業が終結 したとき の組合の 清算手続及び その 方法を規定 しなければならない とし
て い るだけで ､ 資格の ある組合員の除名また脱退に関する事項を規定 して い ない ことから､
上 の規定 は全て ､ 組合員の 任意脱退が許容され ないとい うこ とを当然の 前埠と して い ると
判断でき る｡
以上 の理由か ら ､ 原 告組合の ような建替え組合は ､ 組合の 本質上やむを得ない 事由 の な
い 限り組合員の任意脱退を許容 しない と判断するこ とが相当で あり ､ こ の 判断が社団の本
質に反するもの とは い えな い ｡
以下､ A､ B､ C に渡っ て上記判例を分析す る｡
A . 権利能力なき社団と構成員の脱退
韓国､ 日本 ､ ドイ ツ86の 通説は ､ 権利能力 なき社団は ､ 組合と区別されるもの であり社団
86 ドイ ツ民法第54条は ､
`
権利能力なき社団に対 しては組合に関する諸規定が適用され る｡
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の 実体をもつ 団体であ っ て ､ 権利能力なき社団に対 して 臥 社団法人 に関する規定の 中で
法人格を前捷とするもの を除い て は全て これ を類推適用すべ きで あると して い る｡ そ して ､
権利能力なき社団と組合との 区分徴表に つ い て は､ 団体機関の 存在 ､ 全体名称､ 構成員の
変動と存続期間などと見て い る｡
従 っ て ､ 権利能力なき社団にお い て の構成員の 加入 ･ 脱退は ､ 構成員が残続する限り社
団 に影響を及ぼさない の で ､ 原則的に権利能力なき社団の 構成員は自由に加入 または 脱退
する こ とができ る｡
しか し､ 権利能力なき社団の 内部関係はその 社団の 規則に従うもの で あ っ て ､ 民法の社
団法人 に関する規定より構成員の個性をより多く尊重する団体規則も可能で あり ､ 脱退 の
自由を制限する こ とも可能で ある｡ そ して ､ その 団体の 性質に照 ら し､ やむを得な い場合
がな い と組合員の 任意脱退が許容され ない と判断す る こ とも ､ 権利能力 なき社団 の 本質に
反する解釈で はない とす る｡
B . 原告組合の ような建替え組合の 場合､ ･ 組合員の脱退許容可否
･ 旧任宅建設促進法施行令 (1994.7.30 に改正され る前まで の もの) 第34条の 3第 2号
-
一 建替え組合が住宅建設事業計画承認 を受けるため には住宅用敷地 の 所有権を確保 しなけ
れ ばならない ｡
第42条第5 項 一 建替え組合は ､ 住宅建設事業計画承認 を得た後は ､ 組合員を交替
また新規に加入 させ る こ とはできない ｡
第 42条第7項 一 任宅組合の組合規約 に組合員の資格に関す る事項を規定 し､ 無資
格組合員の 除名 に関す る規約 を規定しなければならない ｡
･ ソウル 市の 老朽 ･ 不良住宅建替え業務運営要領第 5 条 - - 集合住宅 の場合は ､ 住宅組合
が 所有権などを確保 ､ または ､ 集合建物法第48条 の規定に より建替えに参加 しない 区分所
有者の 所有権を売渡 し請求 した場合に住宅建設事業計画 を承認 し､ 単独住宅 の場合は ､ 住
宅組合が敷地所有権の 90 %以上 を確保すれば着工時までに 100% 確保する条件で事業計画
社団の名で第3者に対 して行な っ た法律行為に 関しては ､ 行為者が個人的に責任を持ち -
'
と規定 し､ 団体を､ 組合と法人の 二 つ の類型で 規制す る立 法態度を見せて いたが ､ 学
説 ､ 判例が ､ 人格なき社団と組合との本質的差異を直視 し社団に適合 しない 組合に関す る
任意規定は定款 に より黙示的に排除されたと解釈 し､ 人格なき社団は実質的に社団法人と
同 じように扱われて い る｡ 郭潤直(ク ヮ ク ･ ユ ン シ ク)『民法総則』新訂版､ 博英社 ､ 1995､
p .228- 229
116
を承認す るo
･ 原告組合の 組合規約第 5 条 ⊥ 事業施行方法は､ 区域内の組合員が所有した土地を現物
出資する方法に よ る｡
第9粂第 1項､ 第3項 組合員が事業施行区域内の自己所有建物及び 土地など､ 組
合員となる権利を譲渡したときには ､ 組合員の 資格を喪失する｡ 組合員となる権利を譲
受けた者は ､ 組合員の権利と義務を承継 し､ 従前の権利者がなした処分 ､ 手続などの 行
為 は新たに譲り受 けたもの がな した事とみなす｡
原審が下 した判断の ように ､ 建替 え組合は ､ 一 定地域内にある住宅用敷地 を全部確保 し
なけれ ば建替え事業が施行できない 組合自体の性格上､ 原則的に､ 建替え地域内に存在す
る住宅の 所有者全員の 参加を前提と して い る ｡ 従 っ て ､ 建替え組合に加入 し既存の 住宅を
撤去 しそ の 敷地 の 上に住宅 を建設する ことに合意 した組合員が任意脱退 した場合､ 建替え
事業の施行は ､ 不可能 または著 しく困難となる｡ その 不可倦ま.たは著 しい 困難となる理由
は ､ 任意脱退者が ､ 集合住宅の 所有者で ある場合には売渡 し請求権を行使し､ 単独住宅の
所有者で ある場合 には これ を買収する方法で事業施行が可能だが ､ 売買代金 の調達などの
ような現実的難 しさ ､ また､ 集合建物法が適用されない単独所有者に対 して は ､ 売買に応
じない場合､ そ の権利 を強制に取得できない 法律的な難しさがあるo 87 また ､ 住宅建設促
進法施行令の規定また原告組合規約によると､ 原告組合の ような建替え組合の場合は ､ 組
合員の任意脱退 が許容されない こ とを当然の 前提と して い ると考える こ とができるの で ､
以上の 内容 から ､ 建替え組合は ､ 組合の 本質上やむを得ない 事由がない 限り組合員の 任意
脱退 を許容しな い とみなす ことが妥当である｡
上記 の ような解釈方法をとると して も､ 組合員の ､ 当初の 組合の加入時の 意思が変わり
建替え事業 - の 不参加 を決 めた場合には､ その 土地を譲渡する方法で組合員の 地位を脱す
る こ ともでき るの で ､ そ の組合員に極めて不利 な解釈となるもの で はない ｡
C . 意義
基本的 に ､ 建替え組合の 組合員の任意脱退が原則的に許容されるの か の 問題 は ､ 法理上
か らそ の 結論 を引 っ 張り出すとい う考えをも つ よりも ､ 建替え組合が建替え事業の 達成か
87 ソウル 地方法院申請 ･ 執行実務研究会編､ 『申請 ･ 競売 (入札) の実務と建替えの法律問
題』 韓国私法行政学会 ､ 1999､ p .12 5
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ら得ようとする目的ない しは不良 ･ 老朽住宅 の 解消 とい う住宅政策と関連した公益 と､ そ
の 組合員の個人的利益の 保護との 比較衡平か ら決める べ きの問題で ある｡ 88
建替え組合の 設立認可要件を強化 し不要不急 な建替えは制限するが､ 一 旦設立認 可され
た建替え組合か らの脱退は ､ でき るだけ制限 し､ 緊要 な建 替え事業の 遂行が
一 部組合員の
利害関係 に より支障を受 ける こ との ない ようにする こ とが 合理的判断姿勢で あろう｡ 原審
も今叙述 したことと同 じような判断をと っ て いて ､ 大法院もそ れを維持 して い る｡
3 . 催告の 時期､ 回数
1) 催告 の時期
法文上で は ､ 催告の 時期は ､ 建替え決議が あ っ た後 ｢遅滞なく+ 催告を行なわなけれ ば
な らな い ､ とな っ て い る｡ (集合建物法第 48条第 1項)
しか し､ 建替え決議後､ 建替えに賛成 しない 区分所有者に対 し､ 遅滞なく建替え参加 可
否 に 関す る書面催告を行なわなか っ た 場合にも ､ 直ちにその 催告が不適法で あるとみ る こ
とは できず､ 事案によりそ の有効性 を認 め る べきで ある｡
- 1998.1.26､ ソウル 高等裁判所判決 ､ 事件番号 97ヰ11555
[遅滞した催告が事案によりそ の有効性が認 め られた事例]
【判決 の要 旨】
集合建物法第48条第1項の 規定が､ 集会を招集した者は ｢遅滞なく+ 書面 の催告を しな
けれ ばならない ､ と した趣旨は ､ 当初の 建替えに賛成 して い ない 区分所有者に ､ 早 い期間
内に建替えに参加する機会をもう 一 度与える意味もあるが､ 主に ､ 建替えを決議 した多数
の 区分所有者の 利益の ために決議後直ちに建替えを推進 でき る よう配慮した こ とにあ る｡
売渡 し請求権とは ､ 基本的に は私有財産に 閲 し､ 一 定 の制約と して 機能して い る の で ある
88 李大敬 (リ ･ デキ ョ ン) 『大法院判例解説集 23』 法院行政処､ 1998､ p .266
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か ら､ 直ちに これ を行使する よりも ､ 多少事業推進が遅れても､ 可能な限り建替えに反対
する 区分所有者をもう 一 人で も建替えに共に参加するように努力する姿勢を見せ る ことが
正 しい ｡ 従 っ て ､ 建替え決議後 ､ 建替え決議に賛成 しない 区分所有者に対 し ､ 遅滞なく建
替え参加可否 に関する書面催告を行 なわなか っ たと しても ､ それによ っ て その参加催告が
不適経で あ っ てまたその 催告によ っ ては売渡し請求権が発生しない とは言えない ｡
2) 催告の 回数
催告の 回数には制限がなく ､ 実際､ 数回にわたっ て催告書を送 っ て い るの が現状で ある｡
4 . 催告 の方式
催告は ､ 必ず書面で行なわなければならない ｡
1 9 9 6.8.22､ 大坪地方裁判所判決 ､ 事件番号 967一骨318 2 -
[｢催告期間満了 日か ら+ の 基準となる催告は ､ 最終的に行なわれた催告と した事例]
【判決の 要旨】
建替え決議 へ の 参加可否に対する数回の催告があ っ た場合､ ｢催告期間満了 日から+ の基
準となる催告は ､ 最終的に行なわれた催告 とみる｡ 何故ならば､ 建替え不参加者に対する
催告規定 の趣旨は ､ 集合建物の 建替え決議はそ の 区分所有者個々 人にと っ て ､ 全財産と関
連 した重要な事項で あるの で ､ 手続を明確にする
一 方､ 充分熟考す る機会を与える こ とに
その 日的があるからで ある ｡
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5 ∴ 回答
催告を受けた区分所有者は ､ 催告受領日か ら 2 ケ月以内に回答 しなければならない (第
47 条第 2項)｡ その期間内に回答しなか っ た者は､ 建替えに参加 しない旨を回答 したも の と
みなす (第47条第3項)o 回答は書面でも 口頭でも良い ｡
建替 えに参加すると回答 した者が ､ そ の 回答を撤回する こ とは原則的に認 め られ ない ｡
これ は ､ 建替え決議に賛成 した各区分所有者､ 建替え決議 の 内容により建替えに参加 す る
旨を回答 した各 区分所有者及 び 区分所有権または敷地利用権を買い受けた各賞受指定者は ､
建替え決議の 内容 により建替えに合意 したもの とみなすの で (第49条)､ 建替え参加者ら
は ､ 相互に建替え決議の 内容に より建替えを実現する義務を負うか らで ある｡ 89
Ⅲ . 売渡 し請求権の行使
1 . 売渡 し請求権者
建替えに賛成しない者に対す る催告の 回答期間 2 ケ月 が経過 したときに は ､ 建替え決議
に賛成 した各区分所有者及び建替え決議の 内容による建替えに参加すべ き旨を回答した各
区分所有者 または これら全員の 合意に より 区分所有権及び敷地利用権を買い 受ける こ とが
でき るも の と して指定され た者は ､ 建替えに参加 しない 旨を回答した区分所有者に対 し､
区分所有権及び敷地利用権を時価で売渡 しす べ き こ とを請求す る こ とができ る (集合建物
法第48条第 4項)｡
上記の ように ､ 売渡し請求権の 1次的行使者は建替え参加者で ある｡ しか し､ 現実的に ､
建替えに参加する各区分所有者が直接売渡し請求権を行使する こ とは難 しく ､ 建替え参加
者全員の合意により売渡し請求権を認 められた者､ すなわち ､ 買受指定者が主 に売渡し請
求権を行使 して い た. 冥受指定者 の制度を静 めた理由は ､ 建替え参加者らに 買受の 資力が
な い な どの場合 ､ 資力 の ある第 3 者に売渡 し請求権を認 め建替え実現を容易 にするためで
ある ｡ 買受指定者は建替え参加者らの 利益の ため に参加 し､ 建替え参加者らの 代理人と し
ては ､ 独自的に ､ 本人 の資格で売渡し請求権を行使す る こ とになる｡
89 ソウル地方法院申請 ･ 執行実務研究会編､ 『申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替えの 法律問
題』 韓国私法行政学会､ 1999､ p .298
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興受持定着の 指定の た めの 合意は ､ 建替え参加者が最終的に確定されて いる ことを前提
とするの で ､ 建替えに賛成しない者に対する催告期間が満了 してか ら建替え参加者全員の
合意 により指定すべ きで あるとい う見解が ある｡ しか しこ の 見解に従うと ､ 建替え決蔑ま
たは建替え組合創立総会で興受指定者を建替え組合と指定 した場合､ 建替えに賛成しない
者に対す る催告の 結果､ - 人でも参加回答をすればその 昔を含めもう 一 度全員の 合意で 買
受指定者を指定しなければならない手続上の 問題が発生する｡ 90
また ､ 建替え組合の名義で売渡 し請求訴訟 を提起する場合に ､ 被告となる建替えに賛成
しな い者は､ 建替え組合が設立藩可を受けて い ない ことか ら訴訟を提起する当事者能力が
ない と抗弁する こ とがある｡ しか し以下の判例に よると､ 建替え組合が ､ 必ず しも組合設
立認可を受 けて い なく ても当事者能力が認められるの で ､ 非法人社団と して の 実体を整え
た以後に は､ たとえ設立瓢可を受 ける前であ っ ても売渡し請求訴訟の 当事者能力があると
して いる ｡
- 1 995.12.12､ ソウル地方裁判所判決､ 事件番号94 7一骨767 21 -
[ 設立藩可を受 けて いない建替え団体に当事者能力があると認めた事例]
【判決の 要旨】
元来 ､ 民事訴訟法上 ､ 財団でない 団体の 当事者能力有無に対する判断は ､ 当該団体が､
団体固有の 目的 をも っ て活動 して い る規約及び団体と して の 目的を備えて い て ､ 構成員の
加入 ･ 脱退に よ る変更 と関係なく 団体自体が存続す るなど､ 団体と して の 主要事項が確定
されて い るの か を基準として い る｡ 当該団体が ､ こ の ような要件を備 えて い れば少なくと
も非法人社団と して ､ また ､ 管轄官庁の認可 を受け法人設立登記まで済ませたら社団故人
と して ､ 当事者能力が認 められるもの で あっ て ､ 当該行政法規上の 設立認可要件を具備 し
たか否か 自体は ､ 民事訴訟 法上の 当事者能力 の 有無に対する判断にどん な影響も及ぼすこ
とはでき ない ｡
90 金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク)『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p･111
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- 1 999.12.10､ 大法院判決､ 事件番号 98ヰ36 344 -
[集合建物払第48粂第 4項の売渡し請求権者に関する建替え組合の 適格]
【判決 の 要旨】
集合建物の 所有及び管理 に関する法律第48条第4項 の規定は ､ 建替えに参加 しない 区分
所有者 を区分所有関係 か ら排除し区分所有者全員が建替えに参加す る状態を形成する こ と
が でき るようにするため に ､ 建替えに参加する区分所有者は建替えに参加 しな い 区分所有
者 の 区分所有権及び敷地利用権に対す る売渡 し請求 をなすこ とが でき る ようにす るととも
に ､ 区分所有者の 資金負担が困難な場合な どを考慮し資金力 をもつ 区分所有者以外の 第 3
者 も建替え参加者全員の合意に よる買受指定を受けた場合は売渡し請求権を行使する こと
が でき るように した趣旨で ある ｡
建替えに参加する 区分所有者らで 構成され住宅建設促進法による設 立認 可を受 けた建替
え組合は､ 同条の 建替えに参加する全体区分所有者と異なる こ とは なく ､ 故に ､ 全体区分
所有者と同 じよう､ 当然､ 売渡 し請求権を行使する こ とが できると解釈 しなければならな
い
｡
2 . 売渡 し請求 の相手方
売渡 し請求 の 相手方は ､ 区分所有権及び敷地利用権 をも つ 者で建替えに参加 しな い看で
ある ｡
1) 建替えに参加 しない 区分所有者及び承継人
売渡 し請求権の 相手方 は ､ 催告期間内に ､ 建替えに参加 しない 旨を回答しまたは参加す
る旨を回答して い ない 区分所有者及 びその 承継人で ある｡ 賃借権または博賞 (チ ョ ン セ) 9 1
91 伝貰 (チ ョ ン セ) 金 を支払 い他人の 不動産を使用する権利 (韓国民法第303 条)｡ 通常､
取引価格の約 2分の 1 に相当する価格で賃借する韓国の 独特な賃借制度で ､ 不動産 の持ち
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権者の ような ｢設 定的敢継人+ は含まれない ｡
2) 共有者
共有者の 中､ 一 部だ けが建替え事業に賛成し他の 共有者が建替え事業に賛成 しない場合
は ､ その 共有不動産全体に対 し売渡し請求権の 行使が可能で ある ｡ 以下 の判旨はそれを明
示 して い る｡
建替え対象不動産 の各2分の 1ずつ を所有して い る共有者の うち､1人は建替え事業に同
意したがもう 1人は建替え事業の 同意 しなか っ た場合､ 建替え組合の規約 によりこれらを1
人の 組合員と して みな し､ 組合員 1 人には新たに建築されるマ ン シ ョ ン を分譲するの につ
き 1世帯 1住宅 を分譲する こ とに規定して い る場合､ 建替え組合として は ､ 当該不動産全
体に関 し売渡 し請求権の行使ができるとするの が相当である｡
- 199 6.7.24､ ソウル高等裁判所判決 ､ 事件番号951ヰ3253卜 -
[共有者の 一 部が建替えに賛成して い ない場合 ､ 売渡し請求権の行使ができ るとした事例]
【事実の概要】
ソウル に位置す るA マ ン シ ョ ン 32箇棟816世帯の マ ン シ ョ ン が､ 建築されて 20年が経
過 して老朽化が 進みその 管理費用が過剰 に所要され るに従い ､ 当 マ ン シ ョ ン の 区分所有者
で構成される管理団集会は ､ 1989.6.9､ 各区分所有者及びその 議決権の 5分の 4 以上の 決
議 に より当 マ ン シ ョ ン の 建替えを決議し ､ この 建替え事業を推進するために ､ 建替え事業
に賛成 した区分所有者らを組合員とす る組合を結成 した後､ 1990.12.15､ 管轄区長の認 可
を受け建替え組合 (原告 ､ 非控訴人) を設立 した｡
Ⅹ (被告､ 控訴人) とY は 1住宅を各2 分の 1ず つ 所有して い る共有者で ､ 被告Ⅹ は建
替え事業に同意 したが ､ 共有者で あるY は建替え事業に同意しなか っ た ｡
とこ ろで原告組合の 規約は ､ 土地及び建築物 などの 所有権が数人の 共有となっ て い ると
主は ､ 契約期間が満 了するとチ ョ ンセ 金全部を賃借人に返還する義務を負う｡ 運用は ､ そ
の利子で もつ て 行なう ｡
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きに は ､ その 数人 を 1 人 の組合員とみ なすと規定して おり ､ よ っ て原告組合は ､ 新たに建
築される マ ン シ ョ ン を分譲するの につ き ､ 組合員1 人に 1世帯1住宅 を分譲する ことにし
た ｡
原告組合は 1994.7.7及 び 同年 9.26. ､ 原告組合の 各代議員会議にお い て ､ 原告組合名義で ､
当該建替え決議 に賛成 して い な い区分所有者らを相手に集合建物法第48条( 売渡し請求権)
に よる 区分所有権等の 売渡 し請求 を推進する ことを決議し､ 同年 10.12､ Yに (参考に ､ Ⅹ
とY は夫婦関係 で ある)､ 当建替え事業に参加す るか否 を催告 した ことを始め ､ 同年 11.25
及び 12.30など3回 にわた っ てその催告を行なっ た｡
しか しY は､ 上記催告を受けたにもかかわらず建替えに参加するか否 の回答を行なわず､
原告建替え組合は､ 1995.2.12､ 第1審法院に ⅩとY を相手とする本件所有権移転登記手続
き履行な どの訴 を提起 した の で ある｡ しか しY につ い て ､ Y は第1審 口頭弁論終結暗まで
に建替えに参加する意思表示 をせず ､ また ､ 受 けた敗訴判決 に対 し控訴 しなか っ た こ とに
よ っ て ､ 判決 はそ の まま確定 した｡
一 方 ､ 原告組合は､ 1995.2.22､ 管轄区長 より住宅建設事業計画承認 を受けた後 ､ 訴外で
ある施行会社､ 0 0 株式会社が建替え工事に着手 し､ よ っ て本件訴訟対象の 建物 を含む 34
箇棟全部が同年4月 に撤去された｡
【被告人の 主張】
1 . 第9次口頭弁論目にお いて ､ 原告組合は本件訴訟対象不動産の 建物の部分に対する訴
を取り消 したが ､ こ の ように原告組合が建物部分に対す る売渡 し請求権を放棄 した こ と
は､ 当被告所有の 不動産の 中の建物の 部分 が建替え事業に適法に提供されたこ と を前提
とす るもの で あるの で ､ よ っ て この 建物部分と 一 体不可分 の関係 にあるそ の 敷地権も建
物部分と共 に建替え事業に提供された こ ととみなすべ きで あり､ 従 っ て原告組合の ､ 敷
地権だけに対する売渡 し請求権の行使は不当である｡
2 . 原告側か ら本件訴訟対象 の不動産 の 2分の 1 の持分に対す る売 買代金の 支給を受ける
までは ､ 原告側 の請求に応 じる こ とが できない ｡ (同時履行の抗弁)
【裁判所 の判断 ･ 結論】
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被告側 の 主張 1 につ い て ､ 原告組合が上記建物部分に対する訴を取り消 したの は単に こ
の 事件継統中上記建物部分が滅失され売渡 し請求権を行使する実益が消滅 したためで ある
こ との 事実を認 める こ とができるの で ､ 原告組合側と しては ､ 依然と して建替え事業の推
進 の ため に上記敷地権に対 しては 売渡し請求権を行使する必要がある｡ 従 っ て ､ 被告の 主
張は認 め られ ない o
被告側 の 主張 2 に つ い て ､ 建替 えによ っ て発生すると予想される開発利益を含む本件訴
訟対象不動産の 1995.4.6当時の 時価は1億8千万 ウォ ンで あり､
一 方､ 原告組合の被告側
に対する売買代金 の相当額で ある9千万ウォ ン (1億8千万ウォ ン/2) の支払 い義務と､
上記敷地部分の 2分の 1(建物部分がすで に滅失して い ることは前述 したとお りだが､ この
敷地部分の 鑑定につ き建物部分も考慮されたの で ある) 対する被告側の 所有権移転登記手
続き の履行義務は ､ 互 い に同時履行義務関係に ある｡ 従 っ て ､ 被告の 主張は認 められるo
3) 除名または脱退 した組合員に対 しても売渡 し請求権を行使するこ とができ るかの 可否
一 旦 ､ 建替えに同意 した区分所有者に対 して は､ そ の 区分所有者が後に建替えに反対す
るな ど建替え - の協力がない と しても ､ 建替え組合か ら適法に脱退または除名されない以
上 ､ 売渡 し請求権者と して はそ の 区分所有者を建替え参加者とみな し建替え同意自体に よ
る建物明渡しなどの協力を求め るこ とができる の で ､ 売渡 し請求権の相手方に はならない o
しか し､ 区分所有権等の売渡 し請求権に関する集合建物法第48条第4項の 規定趣旨に照
ら して み ると､ 建替え組合の組合員で ある者が組合の 規約 を違反 して組合の設立目的自体
の遂行を不可能とする行為 をし､ 組合の 規約により ｢除名された組合負+ に 対 しては ､ 売
渡 し請求権の行使 が可能で あるとするの が相当で ある｡
しか し､ 集合建物法 の 法文上､ 売渡し請求権の 相手方は建替え決議に賛成 して い ない 区
分所有者で ある と規定されて い るだけで ､ 一 旦 ､ 建替え決議 に賛成 した組合員がそ の後組
合 か ら脱退 した場合､ そ の脱退 した ｢脱退組合員+ に対 し売渡し請求権の行使ができる の
か に つ い て は ､ 何の 規定も置い て い ない ｡ しか し以下の判例は ､ 脱退 した組合員に対 して
も売渡 し請求権の 行使ができ るとして い る ｡
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- 1 998.9.23､ ソウル 地方裁判所判決､ 事件番号 98L＋1849､ 確定 -
[建替え組合が除各された組合員に対 し売渡 し請求権を行使する こ とにつ い て の 可否判
断]
【事実の概要】
1 . 被告組合は ､ ソウ ル に所在する A連 立住宅 の 区分所有者らが ､ 既存の連 立住宅 を撤
去 しそ の 撤去 した敷地 の 上 に 新た な マ ン シ ョ ン 及 び店舗用建物 を建設 す るた めに
1992.6.8住宅組合設立認可 を受け設立された､ 住宅建設促進法上 の建替え組合で ある｡
2 . 被告組合 の 規約に よる と､ 被告組合は､ 老朽不良な住宅 を撤去 し撤去 したそ の 敷地
に構成員の新たな住宅を建設する ことにその 目的があり (規約第 2条)､ 事業施行 は ､
区域内の 組合員が所有 して い る土地を現物出資 し､ 住宅建設専門業者を共同事業主体
と し集合建物及び店舗用建物 など附帯施設を建設する (第5条) と､ 規定 して い る｡
3 . X は ､ 当事連立住宅の 1世帯部分で ある本件建物を所有 して い たが ､ 本件建物は ､
寸
｢
' '
の形態を持ち互 い の 外壁 が接 して い る当連立住宅 の 8棟建物と 9棟建物間の 空きに
両建物の 外壁を壁面とする 三角形形態 の 2 階建て の建物で ､ 地籍台帳上には老人亭と
な っ て い るが ､ 現況 は住居用 と して使用されて いる｡
4 . X は ､ 本件建物を被告組合に 出資し建替え事業の 完了後 マ ン シ ョ ン の供給を受 ける
内容の 建替え決議に参加 し被告組合の 組合員となり､ 被告組合は ､ Ⅹが出資 した本事
件建物に対 し､ 建替え事業完了後 22.2 48坪型 の マ ン シ ョ ン を供給する内容の組合権利
証書を交付 した ｡ 以後､ Ⅹ は ､ 本件建物をY (以下､ 原告) に譲渡 し､ 1994.1.20､ 所
有権移転登記を済ませ た｡
5 . 原告は､ 被告組合名義 - の本件建物 の信託を決 め､ 194.1.20､ そ の 信託登記を済ま
せ た｡
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6 . 一 方 ､ 被告組合は ､ 1994.3.14､ こ の建替え事業の 管轄官庁か ら､ ｢登記簿上 ､ 福利施
設で ある老人亭と して 登録されて い る本件建物に対 し､ その 所有者は ､ 組合員と〔て
は認 め られ るが建て替えされ た新たな マ ン シ ョ ン の 供給 を受ける こ とは でき なく ､ 福
利施設 に限りそ の供給を受ける ことができる+ と回答を受け､ こIn 内容を原告に告示
したが､ 原告 は これ に対 し､ 福利施設 でない マ ン シ ョ ン を分譲することを要求 し､ 異
議を提起した｡
7 ･ 被告組合は ､ 199 5.9.4､ こ の 事件建物を含ん だ当連立住宅を撤去 し工事を進行 した結
果 ､ 1997.9 頃 ､ 新たなマ ン シ ョ ン が完成され ､ 原告を除い た組合員と 一 般受分譲者ら
に全て 分譲が済ん だの で ､ 現在､ 原告に分譲され る マ ン シ ョ ン は残 っ て いない ｡
【当事者の 主張】
1 . 原告の 請求原因 ･ 主張
原告は ､ 被告組合か ら新た に建設され る マ ン シ ョ ン 対する分譲 を受け争こ とに し､ 本件
建物に対 し信託登記を採決 した後被告組合名義 の信託登記を済ま したが ､ こ の 信託契約の
内容 に従う被告組合の マ ン シ ョ ン分譲義務が履行不能に至 っ たの で ､ 本件訴状の送達をも
っ て上記 の信託契約を解除 し､ 本件建物の敷地権に対 し抹消登記手続の 履行を求める｡
2 . 被告組合の 主張
1) 原告の 権利渡用 の部分に関する主張
被告組合は ､ 本件各敷地持分が建替え事業に含まれ るこ とを前提と して事業計画承認を
受けて 入居者募集公告及び分譲を実際完了 した状態なの で ､ 原告が求め る抹消登記手続が
行われれば､ 被告組合と して は事業計画承認条件 を違反す るこ ととなり竣工検査拒否な ど
の制裁 を受け､ また､ 組合員総会を通 じて組合員の追加負担に関する同意を得ないとなら
なく なるo そ して ､ 一 般受分譲者らにも ､ 移転できない持分に対する損害賠償を しなけれ
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ばならない など､ 莫大な費用をか けて 建替え事業の変更 を行なわなければならない ｡
一 方､ 原告は､ こ の 事件建物に対 して店舗用建物の 分譲を内容とする施行契約を採決す
る時や 同 じ内容で事業計画承認を受ける暗まで何の 異議も提起 しなか っ たこ とと ､ 原告が
こ の 事件請求を通 じて受ける と考えられる利益は ､ 被告組合の 損害に比 べ極 めて微々 た る
も の で ある こ とか ら､ 結局 ､ 原告の こ の 事件請求は権利渡用 に該当するの で ､ 許容 されて
は ならない ｡
2) 被告組合の売渡 し請求権行使に関する主張
被告組合は ､ 原告が信託契約 を解除し被告組合か ら脱退すれ ば､ それ は被告組合 の 建替
え決議に賛成しない こととなり ､ 被告組合は ､ 原告に ､ 売渡 し請求権を行使 し原告と被告
組合の 間に は本件建物およ び本件各敷地持分に対する新 しい 売買契約が採決 された ことと
な っ たの で ､ 原告の 請求に は応 じる こ とができない ｡
【裁判所 の 判断】
主文 - 原告の 請求 を棄却
1 . 原告の請求原 因 ･ 主張に対する判断
1) 信託契約解除の性格
被告組合は組合員が出資した敷地を基礎と して建替え事業を施行す るもの で ､ 組合員は
建替え区域内の 所有敷地を出資する こ とに よ っ て資格及 び これに よる権利義務が与 えられ
るもの で あるの で ､ 原告が ､ 被告組合 との信託契約 に より 出資 した本件敷地持分に関 して
倍託契約 を解除 し抹消登記手続の 履行 を求める ことは ､ 被告組合 の組合員の 資格 を喪失す
る こ と､ すなわち､ 被告組合を脱退する こ とで ある｡
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2) 建称え組合脱退の 可否
A . 建替え組合脱退 の可否の 問題に つ い て ､ 裁判所は､ まず､ 1997.5.30.大法院96ヰ
23 887 判決 を参考 し､ 建替え組合は組合の 本質上 ｢やむ を得ない事情がない限り+ 組合 の
任意脱退を許容 しない とみなすこと相当で あると､ 述 べ て い る｡ 以下はそ の 内容である｡
建替え組合は､ 民法上 ､ 社団故人の 規疋が準用される非法人社団である｡ そ して社団は ､
原則的に､ 加入 ､ 脱退の 自由が静 められるも の で あるが ､ 被告組合の ような建替え組合の
組合員は ､ やむ を得ない事情がない 限り ､ 組合の 目的が達成され組合が解散されるまで組
合の 目的達成に協力す る義務が ある とす べ きで あるo また ､ 原告組合の ような建替え組合
は ､ 一 定地域内にある住宅用敷地全部を確保 しなければ建替え事業の施行が不可能で ある
その 組合自体の 性格上 ､ 原則的に ､ 建替え地域内に存在す る住宅の 所有者全員の 参加 を前
提とするもの で ある の で ､ 建替え組合に加入 し､ 既存の住宅を撤去 しその敷地の 上に住宅
を建設すると して倍託登記 を済ませ た組合員が､ そ の組合から任意脱退す る場合には建替
え事業の施行が不可能または著しく困難となる｡ また､ 旧任宅建設促進法施行令(1994･7･30
に改正 される前まで の もの) 第42条第5項本文は ､ 建替え組合は ､ 住宅建設事業計画承認
を得た後は ､ 組合員を交替または新規に加入 させ る ことはできない と規定 して いて ､ 第 42
条第 7 項 は ､ 住宅組合の組合規定に､ 無資格組合員の 除名に関する事項また は事業が終結
したときの 組合の 清算手続及びそ の方法を規定 しなければならない と して い るだけで ､ 資
格の ある組合員の 除名また脱退に 関する事項を規定して い ない こ とか ら､ 上の 規定らは全
て ､ 組合員の 任意脱退が許容されない とい うこ とを当然の 前提と して い るo 従 っ て ､ 上記
に照らしてみ ると ､ 被告組合の ような建替え組合 は､ 組合の本質上 ､ ｢やむを得榊 ､事情が
ない 限り+ 組合の任意脱退 を許容 しない とみ なすことが相当で ある｡
B . 従 っ て ､ 上記 の原告の 主張で みられるそ の事由が､ 被告組合 を脱退するやむ を得ない
事情に該当するか否 か に関 し判断をすると ､ 原告は､ Ⅹか らの この 事件建物 の 買収に より
組合員の 地位を承継 したの で ､ 被告組合は ､ 原告に上記 2 2･248坪型の マ ン シ ョ ン の 分譲義
務が あり ､ こ の 被告組合の 義務は ､ 組合員で ある原告に対するも っ とも基本的で究極的な
義務で ある｡ 従 っ て ､ 被告組合が新たな マ ン シ ョ ンを建て ､ それを､ 原告 を除 い た組合員
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及び 一 般受分譲者に全 て分譲配分 し､ 現在 ､ 原告が分譲を受けられる マ ン シ ョ ン が残 っ て
い ない とすれば､ 被告の原告に対する マ ン シ ョ ン 分譲義務は履行不能に陥っ た っ たの であ
り ､ これ は ､ 原告が被告組合を脱退するやむを得ない 事情に該当するとみなすことができ
る｡
3) そう考えると､ 特別な事情の ない 限り ､ 原告が ､ 被告組合の上記の ような債務不履
行を原因と して信託契約 を解除 し被告組合を脱退する こ とは正 当なこ とで ある ｡ また ､ 契
約解除の適法性 の 問題 は ､ 上記信託契約 を解除する意思表示 が記載された こ の 事件訴状が
被告組合に送達された ことが記録上､ 明白で あるの で ､ 当契約解除は適法で ある ｡
2 . 被告組合の 主張に対する判断
1) 原告の 権利混用主張に対する判断
被告組合が履行義務の あ る約定の 内容を履行しな い 理由 から履行 不能に至 っ た こ とに対
し ､ 原告が契約解除権を行使する こ とが権利涯用で ある とする ことはできない ｡
2) 被告組合の 売渡 し請求権行使に対す る判断
A . 集合建物法第48条で は ､ 建替え決議が あっ た ときは ､ 集会を招集した者は ､ 遅滞な
く ､ そ の決議に賛成しなか っ た区分所有者 (その 承継人を含む) に対 し､ そ の 決議内容に
よ る建替えに参加する か否 か を回答す べ き旨を書面で催告 しなければならず (第1項)､ 前
項 の期間内に回答 しなか っ た場合､ そ の 区分所有者は ､ 建替えに参加 しない 旨を回答 した
とみ な し ( 第3項)､ 建替えに賛成 しない者に対する催告の回答期間 2 ケ月 が経過 したとき
に は ､ 建替え決議 に賛成 した各区分所有者 ､ 建替え決議の 内容によ る建替えに参加す べ き
旨を回答 した各 区分所有者または これ らの者の 全員の合意に より 区分所有権及 び敷地利用
権を買 い受けることができる もの と して 指定された者は ､ 建替えに参加 しな い 旨を回答し
た区分所有者に対 し､ 区分所有権及 び敷地利用権を時価で売渡しす べ き ことを請求する こ
とが でき る ( 第4項) と規定 して い る｡
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B . 上記の ように売渡 し請求権を静める根拠は ､ 建替えの 場合､ 一 人で も建替え不参加
者が権利者とな っ て残れば以後の 建替え事業の 施行 は不可能となるの で ､ 建替え決議 が適
故に なされ ば､ 建替えに賛成 した各区分所有者により 一 部の 建替え不参加者を合法的に
排除し建替え事業の 実行を可能とさせ る ことに ある｡ 上記A のところの 法律規定 によ る
と ､ 売渡 し請求権の 相手方とは建替えに賛成 して い ない 区分所有者のみ を指すこ とで あ
り ､ - 且建替え決議 に賛成 した組合員が以後組合か ら脱退 した場合にも､ 最初か ら建替え
決議に賛成 して い な い場合と同じように ､ 建替えに賛成した 区分所有者らに彼らを排除 し
て建替え事業の 実行ができ る制度的装置が必要で あるム 上で述 べ たように ､ 組合員の 任意
脱退 に関して は ､ そ の脱退により建替え事業の 施行が不可能または著しく困難となるこ と
から ､ 建替え組合の 本質上､ やむ を得ない 事情の ない 限り､ 組合員の 任意脱退を許容 して
い ない の で ある ｡ しか し､ やむを得ない 事由で組合員が脱退 した場合､ 特段の 事情の ない
限り , 組合の 立 場で は以前か ら施行 して きた建替え事業を継続 し施行することができ ､ 脱
退 した組合員の 立場 で は時価に よる正当な保障を受けるこ とで ､ 双 方の利害が調整でき る
ように ､ 集合建物法第48粂を準用 し､ 脱退組合員､ つ まり本件原告にも売渡 し請求権の 行
使がで きると判断する の が妥当で ある｡
3. 総合的判断
本件ををもう 一 回総合的に考察すると､
1) 原告は ､ 被告組合 の 原告に対する マ ン シ ョ ン分譲義務の 履行不能とい うやむを得ない
事情により被告組合か ら脱退 し､
2) 一 方 , 被告組合の 原告に対す る履行不能ま 咽iT=経緯は ､ 被告組合 臥 当初､ 原告
に マ ン シ ョ ン を分譲する こ とを前提に建替え決議を したが ､ 建替え事業計画の 承認絵を
担当 して い る管轄官庁か ら､ こ の 事件建物は 地籍台帳上 ､ 老人亭となっ て おり ､ 結果と
して福利施設の みが分譲でき ､ 新たに建て替えた マ ン シ ョ ン の 分譲はできない と回答を
受け､ これ に より原 告に は マ ン シ ョ ン でない 店舗用建物を分譲する ことを内容とする建
替え事業計画を樹立 する こととな っ た｡
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3) こ の ような事実関係か ら､ 原告の 被告組合か らの脱退が認 められた以上 ､ 被告組合と
して は以前から進行 してきた建替え事業の継続な施行ができ ､ 脱退 した組合員で ある
原告と して は時価に よ る正当な保障が受けられる ように ､ 被告組合は原告に ､ 本件建物
及 び本件各敷地持分 に対し売渡 し請求権の行使がで きると判断す る の が相当であ る｡
4) 一 方 ､ 被告組合は ､ 原告に ､ マ ン シ ョ ン の代わりに店舗用建物を分譲するとする建替
え決議 による建替えに参加す る ことを催告 し､ 原告が上記建替えに参加 しない 旨を回答
した場合には､ 別途 の 手続を行なわず､ 原告に形成権で ある売渡 し請求権を行使すると
した書面を1997.3.24､ 原告に送達した｡
5) これに対 し原告は ､ 199 7.4.3字の 書面で ､ マ ン シ ョ ン の 代わりに福利施設 を分譲する
建替えには参加 しな いと い う意思 を明確化 し､ そ の 書面が被告組合に送達された ことか
ら ､ 原告と被告組合 の 間で は ､ 本件建物及び本件各敷地持分に対す る売買契約が成立さ
れたこ ととみなすべ きで ある ｡
なお ､ 建替えに同意 し建替え組合員と加入 したが ､ 任意脱退 し建替えに参加 しな い こ と
の 意思を明白に した者に対 して は ､ 催告を要せず､ 直ちに ､ 売渡 し請求 を行使す る こ とが
で きる ｡ 以下は ､ 関連判例で ある｡
- 19 7.9.12､ ソウル 地方裁判所判決 ､ 事件番号 9 77一骨29 0 0 4判決 ､ 確定
[ 除名 した組合員を相手とした売渡 し請求事例]
【判決の 要旨】
集合建物法上 の規定の 内容 に照ら して みると ､ 異受指定者 により行使 され る売渡 し請求
権は ､ 建替え決議に賛成しない 区分所有者として認 め られ るもの で ある が ､ 建替え決議に
賛成 した組合貞がそれ による義務履行 をせず､ その結果 ､ 組合規約 による適法 な手続を経
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て除名された場合にも､ 売渡し請求権に関する規定を類推適用 (建替え決故に賛成した組
合員がそ の 占有部分を明渡 しさない など義務履行 をしない と ､ 建替え組合は ､ 組合規約に
根拠が ある場合に は ､ その 組合員に対 し所有権移転登記手続の 履行と明渡しを求めること
が でき るが ､ 上記の ように組合員の 帰寮事由で そ の 組合員が適法に除名 され た場合に は ､
組合規約 に よる義務履行は求 められない ｡ 従 っ て ､ 除名された組合員に売渡 し請求権に関
す る規定を類推適用 しな い場合は ､ 建替え組合と して は売渡し請求権の行使と組合規約に
ょ る明渡 し請求権な どの 行使も不可能となり､ 結果的に除名され た組合員により建替え草
葉が挫折される可能性が出てく るc よ っ て ､ 結局 ､ 建替え決親に賛成 した組合員がその後
の 事情に より建替え事業の よる義務履行 を行なわなくて も､ 建替え組合と しては ､ 事実上 ､
組合規約 上に規 定された除名権が行使でき なく なる不当な結輪 に到達する)､できる｡ し
か
しこ の 場合 ､ そ の 組合員は､ 彼 らの義務を履行 しなか っ たことから建替え決議に賛成 して
い ない意思表示 を明白に した の で ､ 集合建物法第48粂第1項の よる催告を要せ ず､ 直ちに
売渡し請求権の 行使ができ る｡
3 . 都市住居整備法上にお ける売渡し請求権の 範囲の拡大
1) 敷地利用権のみを有する者
重合建物法上 ､ 区分所有者は ､ 専有部分と敷地利用権を分離処分するこ とが原則的に禁
止 されて い るが (集合建物法第 20条第2 項)､ 例外的に ､ 規約でそ の 分離処分か許容され
て い る場合に は ､ 区分所有者でない者が敷地利用権のみを取得し､ 区分建物を所有 しない
ながらも敷地持分を所有する場合が生 じる ｡
集合建物法は ､ 売渡 し請求権に対 し､ 老朽化 した既存建物 を撤去 し新しい 建物 を建築す
るとい う目的の ために認 められるもの で ､ 敷地利用権の みを所有 した者に対 し売渡し請求
権を行使す る こ とは不可能と し､ 以下の 判旨もそれ を明示 して い る｡ 従 っ て こ の ような場
合に は ､ 敷地持分を任意買収するなどの 方法によ っ て 建替え - の協力を求める しかない ｡
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- 1997.12.9､ 大法院判決､ 事件番号97ヰ43031-
[敷地の みを所有 して い る者に対 して売渡し請求権の行使ができな い とした事例]
【判決の 要旨】
集合建物法第 48条第 4項 92は ､建替えに参加 しない旨を回答 した 区分所有者と建替え決
議 があ っ た後に こ の 区分所有者か ら敷地利用権の み を取得 した者に対 して ､ 区分所有権及
び敷地使用権を時価に より売り渡すこ とを請求する ことが できる と したも の で あり､ 建替
え以前か ら区分所有権な しにそ の敷地 に関す る所有権の みをも っ て い る者らまで にそ の 所
有権を売り渡すこ とを請求す るこ とができ ると した趣 旨で ある とは解釈できない ｡
しか し､ 建替え決議後 ､ 建替えに賛成 しない者が敷地利用権の み を第3者に譲渡 した場
合には ､ そ の第3者は区分所有者の承継人に該当 しない が ､ この ような処分は､ 建替え決
議の 実行に対する妨害行為と して みる ことができるの で ､ そ の ような第3者に対 して はそ
の 敷地利用権の 売渡 し請求が でき る｡ (第4 8条第4項後段)
2) 売渡 し請求権及びそ の請求権者の 範囲の拡大
しか し都市住居整備法 は､ 今回の 法制定に伴い ､ 売渡 し請求権の 範囲を拡大 して い る｡
都市住居整備法第 39 条 【売渡し請求】 は ､ ｢事業施行者は ､ 住宅建替え事業を施行する
にお い て ､ 第16条第 2項及び第3項 の規定に よる組合設立 に同意を しなか っ た者 (建築物
及 び 土地 の みを所有する者を含む) の 土地及び建築物に 対 して は､ 集合建物 の所有及び管
理 に関する法律第48条の規定を準用 し売渡 し請求を行う こ とができる ｡ こ の 場合 ､ 建替え
決議は ､ 組合の 設立の 同意とみな し､ 区分所有権及 び敷地利用権は事業施行区域内の 売渡
92 区分所有法第48条第4項 - 建替えに賛成しない 者に対する催告の回答期間2 ケ月 が
経過 したときに は､ 建替え決議に賛成した各区分所有者 ､ 建替え決議の内容に よ る建替え
に参加す べ き旨を回答 した各区分所有者または これらの者の全員の 合意に より 区分所有権
及び敷地利用権を買い受ける こ とができるもの と して指定され た者は､ 建替えに参加 しな
い 旨を回答 した 区分所有者に対 し､ 区分所有権及び敷地利用権を時価で 売渡しす べ き こ と
を請求する こ とが できる｡ 建替え決議が あっ た後に こ の 区分所有者か ら敷地利用権の み を
取得 した者の敷地使用権に つ い て も､ 同様とする｡ (区分所有法第48条第 4項)0
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し請求の 対象となる土地または建築物の所有権とその 他の 権利とみなす｡+ と規定してい る｡
都市住居整備法制定前まで は､ 建替えの ための 売渡し請求権の行使の 相手方 は建物及び
土地の 所有者に限 られ ､ 建築物または土地の み を所有して い る者との 協議によ る買収をす
る しか なか っ たが ､ こ の とき ､ 高い価額を要求 しその売り渡 しに応 じない者による事業遅
延 などの 問題が生 じて い た｡ 本条の 制定に より､ 事業推進の 円滑化を期待する こ とが でき
る ｡ 93
さらに ､ 売渡し蹄求権者の範囲に関 しては ､ 都市及び住居整備法で ､ その範囲が拡大さ
れて い る o 集合建物法第48粂第4項 【売渡し謝求権者】 の規定に対し､ 組合にも売渡し請
求権を認､めて い る .
なお ､ 日本の建替え円滑化放で もその 15粂におい て ､ 組合は､ 区分所有法 63粂に基づ
く催告に 対 し､ 建替え不参加 を回答 し､ または ､ 不参加 の 回答を したもの とみなされた区
分所有者に対 し､ 区分所有権及び敷地利用権に対する売渡し締求権を行使す るこ とができ
る｡
売渡 し請求権者関連の 日本の 建替え円滑化法と韓国の 都市住居整備紘の 比較により ､ 両
者は近似 して い る こ とがわか る ｡
4 . 売渡し請求権の対象 (目的物)
売渡し請求は､ 建替え不参加者の 区分所有権及び敷地利用権す べ て に対 し 一 括 して請求
す べ きで ある ｡ しか し例外的に ､ その 分離処分が規約で許容されて い る場合 94､ 区分所有
者で ない者が敷地権の みを所有することが発生 して しまう｡ しか し､ 敷地権の みを所有し
て い る者は 区分所有者で ない ので ､ 従 っ て管理団 の構成員とならず建替え決議には参加で
きない ｡ また ､ そ の 者に対 し､ 敷地権を売り渡すよう売渡 し請求権を行使する こ とは不可
能なの で ､ 任意売却などに より建替えに協力 を求 め る しか ない ｡ しか し､ 建替え不参加者
が ､ 建替え決議後 ､ 敷地和用権の み を第 3者に譲渡 した場合に は ､ 本来 ､ 第 3者に は建替
え決議の 効力は及 ばない が ､ 建替え決議後敷地利用権の みを取得する行為は建替え決議の
実行に対する妨害行為 とみなす ことが できる の で ､ それを除去す るた め に建替え参加者又
98 ソ ン ･ ソ ン テ ｢都市及び住居環境整備法案検討報告書+ 建設交通委員会 ､ 2003.10
94 区分所有法第20条第2項 - 区分所有者は ､ そ の 有する専有部分と分離 して敷地利用権
を処分す るこ とができな い . 但 し､ 規約で別段 の定 めをす るこ とを妨げない o
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は そ の承継人 に対 しそ の敷 地利用権の み - の 売渡し請求権の行使が認められて い るo 95
5 . 行使の 時期
売渡 し請求権の行使 は ､ 回答期間の満了 日か ら 2 月 以内に建替え不参加者全員に行使さ
れ なければならない (集合建物法第48条第4 項)0
回答期間満了日 から 2 ケ月 の 期間内に行使 しなか っ た場合に は ､ 売渡 し請求権は消滅す
るとみなす ｡ 売渡 し請求権が消滅す ると ､ 建替え不参加者は 区分所有権などを売り渡す義
務がなく なる の で建替え事業は挫折されて しまう｡ こ の 場合､ 建替え事業を継続 し進行 し
て い くために は ､ 当該建替え不参加者との 通常的な売買によらなければならない ｡
こ の 場合 ､ 催告の や り直しまたは建替え決議の やり直 しに より ､ 新たな売渡 し請求権を
発生 させ る こ とが でき るか に関 して は疑問が あるが､ 実務上 ､ 売渡し請求権を請求原 因と
して所有権移転登記及び専有部分明渡 し訴訟 を提起す る時 には ､ 建替え参加者らは ､ すで
に彼 らの 専有部分から退去 し ､ 当集合建物 に対する撤去工事が始ま っ て い る こ とがほ とん
どで ある. こ の時 ､ たとえば､ 新たな売渡 し請求権を発生させ る こ とができない とすれ ば,
すで に退去 し撤去工事まで始ま っ て い る状況に 直面 した全体区分所有者の 5 分の 4 以上の
建替え参加者らにと っ て ､ 過酷 な結果を招来する こ とになる ｡ 従 っ て ､ 上記の よう な場合
に お い て は ､ 建替え決議及 び催告を通 し､ 新たな売渡 し請求権を発生させ る こ とが できる
と解釈すべ きで ある｡
6 . 行使の 効果
1) 売渡し請求権の 法的性質
売渡 し請求権は ､ 形成権で ある の で ､ そ の 意思表示 が相手方に到達 した時 ､ 相手方の 承
諾 を待たずに､ これを行使 した者とその 相手方で ある建替え不参加者の 間に は ､ 直ちに ､
目的物に対する時価による売買契約が成立 したこととみ なされる｡
95 ソウル地方法院申請 ･ 執行実務研究会編､ 『申請 ･ 競売 (入札) の実務と建替えの 法律問
題』 韓国私法行政学会､ 199､ p .300
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2) 再考期間の 経過前に売渡 し請求権を行使した場合
時折､ 売渡し請求権者は､ 建替え不参加者に ､ 建替え参加可否に対する催告の みをな し
た状態で ､ 2 ケ月 の 再考期間を待たずに売渡し請求訴訟を行なう場合がある｡
- 1994.ll.10､ ソウル地方裁判所判決､ 事件番号 947l骨 -
[再考期間の 経過前に売渡 し請求を行使した場合に関する事例]
【判決 の 要旨】
被告A は ､ 売渡し請求の 意思の含まれた内容の訴状を､ 催告日で ある1994.2.8. か ら2 ケ
月 が経過 して い な い 1994.3.25. に受けたこ とは事実で あるが ､ 本案訴訟の継続中に 2 ケ月
が経過 したの で ､ 被告人 A に対す る売渡 し請求の 意思表示は適法となっ たの で ある｡ また､
原告組合の売渡 し請求権の行使に よる売買契約の 締結が議題される時点は ､ 上記の 催告日
から2 ケ月 が経過 した 1994.4.8. の 翌日と判断する ことが相当である｡
売渡 し請求権者が ､ 建替え不参加者に､ 建替え参加 可否 に対する催告の みをなした状態
で ､ 2 ケ月 の再考期間を待たずに売渡 し請求訴訟 を行なっ たとしても ､ それが直ちに ､ 理由
が な い と判断す る こ とはでき ない o こ の 場合､ 売買契約日 は ､ 相手方 へ の 訴状送達日と催
告 の到達日 の 翌日 のうち ､ 後で到来する日と考えれば良い こ ととなる0
3) 売渡 し請求権の競合
同 一 の 相手方 に対 し売渡 し請求権を行使した者が 競合す る場合､-売買契約 の 当事者を誰
とみ るべ きか に関する問題 に つ い て ､ 二 つ の 見解がある｡
第 一 の 見解は ､ 売渡 し請求権が形成権で ある こ とか ら､ 各建替え参加者が個々 人の 権利
を行使 して も ､ 理論的 に ､ 売買契約 の成立は､ 先に権利を行使した者との 間で 発生す るも
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の で あり ､ これ らの 間には ､ 競合の 問題 は発生 しない とする｡ 96 しか し､ 実際上､ その 前
後を決めなけれ ばならなくな る混乱は生 じるの で あろう｡
従 っ て ､ こ の 見解によ ると､ 現実的に集会の決議に おい て誰が行使する の か を定めなけ
れ ばならなく なり ､ またそれ に よる適切な運用が期待され るが ､ む しろ立法的に当初か ら
買受指定者を指定 しその 者に行使 させ る などでなければ建替え組合が画 一 的 に行使す るこ
とが適切で あろう｡ 97
第二 の 見解は ､ 物権変動に関 して成立要件主義を取 っ て い る韓国法制下で は ､ 売渡 し請
求権の効果と して は､ 売買契約 の採決と いう債権行為の成立の みを発生させ るだけで ､ 権
利変動の 効果まで含むもの で はな い と し､ 従 っ て ､ 売渡 し請求権の行使は移転登記請求権
を発生 させ るだ けで ､ 法律的の 規定によ る権利変動の 効力まで は生 じさせない とする｡ 従
っ て ､ 原則的 に売渡し請求権を行使 した者の 数だけの 売買契約 が成立するの で あるとする
見解が あるo 98
こ の 見解に よ る場合には ､ 先に所有権移転登記をな した者が最終区分所有者と確定され
る の で あり ､ 裁判上各自行使 した売渡し請求権が問題とな っ た場合にも ､ 各売渡 し請求権
者に ､ 全部勝訴 の 判決 を下す しか ない ｡ 従 っ て ､ 売渡し請求 を行使する者は ､ 売渡 し請求
権者が競合す る時､ または相手方 が これ を他人に 2 重売買す る時 に備え､ 処分禁止仮処分
な どの保全処分を行な っ て お く必要がある ｡ しか し､ 建替え組合が売渡 し請求権を行使す
る場合に は ､ 上記 の ような問題は発生 しな い ｡
7 . 処分禁止仮処分
処分禁止 仮処分とい うの は ､ 目的物に対す る相手方の所有権移転､ 抵当権､ 俸賞 (チ ョ
ン セ) 権､ 賃借権設定 一 体の 処分行為を禁止するとする仮処分で ある｡
. 売渡し請求権者として は ､ 売渡 し請求権者 が競合す るときだけで なく ､ 相手方が 区分所
有権を第3者に売却す る場合 ､ 区分所有権などに第3者が差押えをか ける場合､ そ して 区
分所有権などに滞納処分が行 なわれる場合などに備え ､ 予め建替え決読に よ る売渡 し請求
権を被保全権利とする処分禁止仮処分をな しておく 必要が ある｡
また ､ 建替えに参加す る と同意 しなが らも組合規約上 の所有権移転及び 明渡 し義務を行
96 朴種斗 ｢集合建物 の管理 に関する法理研究+ 韓国中央大学博士学位論文 ､ 1991､ p .396
97 丸山英気 『区分所有法』 大成出版社 ､ 1984､ p .301
98 金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク) 『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p.125
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なわない 組合員に 対 して も ､ 建替え同意による所有権移転登記請求権を被保全権利とする
処分禁止仮処分をな して おく必要もある｡
目的物の 処分を仮処分で 禁止 しておく と､ 以後､ 相手方か ら目的物を譲り受けた者は､
債権者となる売渡 し請求権者は仮処分権者に対抗できなくなり ､ 被保全権の 実現の ための
訴訟 と執行手続き におい て その拘束力が持て るの で あるo
8 . 明渡 し断行仮処分
実務上 ､ 売渡 し請求権者が建替え不参加者に売渡 し蹄求権を行使する場合 ､ 売渡し請求
権者は本案訴訟と共 に ､ 建替え不参加者の 専有部分に対 し､ 明渡 し請求権を別途に申請す
る場合が多い o 売渡 し請求権の行使に関する訴訟 - 臨む建替え不参加者の積極的姿勢と ､
建替えに同意 しながらも移住を拒否する建替え事業 - の 妨嘗は ､ 建替え事業を遅延させ る
こ とはも ちろん ､ 金銭的損害を生 じさせ る｡ 従 っ て ､ 建替え事業を継続 して推進 したい 売
渡 し請求権者に と っ て は ､ 所有権移転登記よりも ､ まず､ その 専有部分を明け渡して もら
うこ とが 至急で ある｡ これ が ､ そ の 明渡し断行仮処分を別途に申請する理由である｡
一 方､ 建替えに対す る明渡 し断行仮処分の場合､ そ の 引用主文は以下の 通りで あるo
被申請人は ､ 別紙目録記載不動産を明け渡 し､ 申請人が当該不動産を 19ⅩⅩ.X X.X X､ 0
0区官庁 の 民 営住宅建設事業計画承認に よ る住宅建設事業に提供､ 使用する こ とを ､ 妨害
して は ならない ｡
こ の 主文で ､ 住宅建設事業に提供 ･ 使用するとい うこ とは ､
u
すなわち､ 区分所有建物を
撤去する ことを意味する｡ 従 っ て ､ 売渡し請求権者は ､ その所有権を取得する前に､ 先に
当該建物を撤去する こ とに なる｡ これは ､ 売買契約により所有権移転登記を終えて い ない
場合にも ､ 処分権の 取得 に よりそ の撤去の執行が可能で あるこ とを示 して い るの で ある｡
9 . 売渡 し請求後にお ける建替え決議 の顎碇泊癒及び追加賛成
1) 建替え決議 の 喝庇治癒
建替え決議 当時の戦痕が売渡 し請求訴訟途中にお い て治癒される場合､ そ の 建替え決議
を有効とみ るか ､ それ とも ､ 建替え決議当時を基準と し噸庇の 治癒を認 めない かとい う間
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題 がある ｡ たとえば､ 建替え参加 者らの ､ その 区分所有建物 から の退 去な どに より建替え
事業が既成事実化 して い たときに ､ 建替え不参加者による建替え決議無効の 抗弁があり ､
そ の 建替え決議 の効力を建替 え決議当時 を基準と して判断 して しまうと､ それ は多数 の 利
益 ､ また社会経済的観点か ら見て不当で ある ｡ 従 っ て ､ 裁判進行中に噸痕が補正 されれば ､
噸疲の 治癒を認 める べ きで あると解すべ きで あるo
2) 建替え決議の 追加賛成
建替え当時には 5分の 4 以上の 建替え決議定足数要件を充足させ なか っ たが ､ 売渡し請
求の 訴訟 の進行中に ､ 一 部の 建替え不参加者の 任意賛成に より､ そ の途中か ら全体区分所
有権および議決権の 各 5分の 4 以上という要件を具備する場合がある｡ こ の 場合 ､ つ まり
管理団集会にお い て建替え決議が あ っ た後 ､ 当時 はその 決議 に賛成 しなか っ た者が穣 し､
書面 99をも っ て賛成の意思 を表示する場合にも ､ やはり ､ 噸庇 は治癒され たと判断す るの
が相当で ある昏
Ⅳ . 売渡 し請求権の行使に よ っ て生 じる諸問題 に関する指摘
建替え不参加者に対す る売渡 し請求裁判時 ､ 建替え不参加者らは ､ 上告な どが でき る民
事訴訟法上の 権利 を悪用 し､ 建替え事業を長期間遅延また高い合意金要求を して い るの が ､
韓国社会 における建替え事業と関連 して の 現状で ある｡
こ の間題 に対 し､ 韓国建設交通部は ､ ｢建替え事業は純粋民間事業で あるの で ､ 公共事業
をも っ て強力 な行政権力 を付与するに は困難である+ 100との 意見を披渡 して い る｡
また ､ ｢団地全体の 区分所有者及 び議決権の 90 %以上が建替えに同意 した場合､ 売渡 し請
求 の 訴訟 をせず､ 事業主体に そ の 収用権を付与す る+ とす べ きで ある とす る意見も出て い
99 区分所有法第41条第1項 こ の法律又 は規約に よ り管理団集会にお いて 決議す べ きも
の とされた事項におい て は ､ 区分所有権および議決権の 各5分の 4以上の書面に よ る合意
があ っ たときは､ 管理団集会の決議があっ たもの とみなす｡
100 べ ･ ス ンウク ほか ｢建替え法令及び制度上の 問題点+ 施設安全技術公団編 『建替え判定
の ため の評価方案､ 2次中間報告書』2000.6､ p .146〔べ ･ ス ンウク - 建設交通部書記官
発言〕
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Ⅴ . 未移住組合員 に対す る処理
前で述 べ たように ､ 建替えに同意 しながらも専有部分 の 明渡しを拒否す る組合員がい る
場合､ 組合はその未移住組合員に対 して ､ 所有権移転登記の 訴と明渡し訴訟 を提起する｡
しか し悪意的な未移住者らは ､ 明渡 し訴訟の 進行中自己の 区分所有権を第3者 に賃貸し､
法律関係 の 複雑性 と訴訟期間の 遅延 を図る方法 で建替え事業を妨奪する例が ある ｡ こ の 場
合 ､ 建替え事業の 遅延 による財産損害は誰が負う の か ｡ 結局 ､ 建替えを推進する多数の 善
良な組合員が負う しかなくなる｡
韓国で は､ 上 の問題点の解決方法に関 して ､ ｢断行仮処分の 手続で不動産所有権と占有を
組合に移転でき るよう法制化すべ きで ある+ とする意見もある｡ 102
Ⅵ . 時価 の算定
1 . 時価算定の 必要性
｢時価+ に関 して ､ 韓国の集合建物法は ､ 第48条(売渡し請求権)第4項で ､ ｢時価で売り
渡す べ き こ とを請求す る こ とができ る+ と書い て い るだけで ､ 時価の 内容に つ い てはま っ
たく触れて い な い ｡ 従 っ て ､ 売渡 し請求権の 行使の とき ､ こ の時価の 算定基準及び決定方
法 をめ ぐっ て様 々 な トラブル が発生 して い る｡
101 キム ･ ジン ス ｢建替えの効率的推進方案+韓国鑑定院編『建替えの効率的推進方案』19 6､
p .79
102キム ･ ジン ス ｢建替えの効率的推進方案+韓国鑑定院編『建替えの効率的推進方案』1996､
p .83
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2 . 時価の 内容
1) 問題点
売渡 し請求権の 対象で ある区分所有権及び敷地利用権の 時価は ､ 交換価格の み を意味す
る の か ､ それとも ､ 移転に必要な諸費用 ､ 営業上の 損失に 対する補償相当額､ そ して ､ 建
替えによる期待利益 (い わゆるプ レ ミアム) も含める べ きなの か ､ が問題で ある｡
2) 時価の 内容
集合建物法上の 売渡 し請求権が予定 して い る時価とは､ 結局 ､ ｢当醸所有者が当該区分所
有権な どを任意で他に売り渡す場合､ 彼がその 代金 と して取得すると予想 される合理的で
客観的な交換価格+ を意味すると解すべ きである｡
こ の合理的で 客観的な交換価格 (時価) に つ い て は以下で述 べ るが ､ 予め い うと韓国の
通説 と大法院の 立場 ､ そ して 日本で の通観は互 い に 一 致 して い る ように見える｡
A. 日本で の 通説
｢時価+ は ､ 建替えを相当とする略儀 (建物の 老朽な どに よりそ の 効用 を維持 ･ 回復す
る の に過分の費用を要す る状態) で の 建物及び敷地の 価格で はなく ､ ｢建替え泳議の存在を
前提 と して の 時価+､ つ ま り ､ 建替えによ っ て実現され る べ き利益を考慮した価額で ある0
そ の評価は ､ たと えば､ 再建建物が建築された状態 における建物及 び敷地利用権 の 価額と
それに要する経費との 差額 ､ または ､ 再建建物の敷地とする こ とを予定 した敷地の 更地価
格と現在の 建物の 取壊 しの 費用 との 差額を基準と して算定する｡ 103
103 稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹 『コ ン メ ン タ ー ル マ ン シ ョ ン 区分所有法』 日本評論社､ 1997､
p.344
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B. 時価に関する韓国大法院の判決
- 1996.1.23､ 大汝院判決､ 事件番号95叫38217-
[集合建物法に よる建替え決髄があっ た後建替え不参加者に対 し売渡し請求権が行使され
た場･合､ その売貿時価の基準]
【判決 の要旨】
集合建物法第 47条 (建替えの決親) に よ る建替え決諌が あっ た後､ 建替えに参加 しない
者に対 し､ 同 じ法第48粂 (売渡し請求) 第4頓 に よる売渡 し滑求権が行使されると､ その
売渡 し請求権行使の意思表示 が到達する と同時に､ 建替えに参加 しない 区分所有権お よび
敷地利用権に 関 し時価による 売貿契約が成立する ｡ こ の時 の 時価とは ､ 売渡 し請求権が行
使 された当時の 区分所有権と敷地利用権の 客観的な取引価格で あり ､ 老朽され撤去され る
状態を前提と した取引価格で は なく ､ そ の 建物に関し建替え決敢が あっ た ことを前提と し
て 区分所有権と敷地利用権を 一 体と して評価した価格 ､ つ まり ､ 建替えにより発生される
と予想される開発利益が 含まれた価格をい うの で ある｡
記録による と､ 1993.12.2､ ソウル 市に位置する公務員マ ンシ ョ ン 11棟に対する建替え
事業推進過程に おい て 発生 した売渡し請 求権の行使時点で の ､ 本件 マ ン シ ョ ン に対する時
価を鑑定 したと こ ろ ､ そ の 区分所有権と敷地利用権をまず原価方式の より算定 した後 ､ 建
替えが推進 また進行中にある近隣マ ン シ ョ ン の 取引事例を分析 し､ そ の取引事例と本件マ
ン シ ョ ン との 地域要因 と個別要因を比較した後､ 本件 マ ン シ ョ ン の 建替えによ っ て発生す
ると予想され る開発利益を算定 し､ その 算定された開発利益を原価方式 によ っ て算定 した
上 の 区分所有権と敷地利用権の価格と して出す方法で評価 したとこがわか るが､ こ の よう
な方式に よ る時価算定 は ､ 集合建物法で 売渡 し請求権を認 めて い る趣旨に照らし合理性の
あるもの と考えられ る ｡
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C. ソウル 地方裁判所建替え研究委員会の 見解 10 4
時価算定は､ 売買契約が採決 され る時点を基準と して ､ その 当時存在する全て の 取 引要
素を考慮した状態で の 時価で ある べ きで ある｡
従 っ て ､ 建替えにより発生する老朽建物の 交替､ 住居環境の 改善､ そ して ､ 既存の 低層
建物を高層に建て 替える場合 ､ 既存区分所有者らの 持分に対す る財産的価値の 増加 な どに
より ､ 建替え利益 (期待利益) が発 生す ると予想され る場合には この 建替え利益が考慮さ
れ る べ き で あっ て ､ 一 方 ､ 建 て替えて も上の ような財産的価値の増大はなく ､ む しろ長期
間そ の建物 に入居 できず結局金融負担 だけを加重する場合に は ､ 建替えに よる不利益が時
価算定に考慮され ない こ とは当然である｡
こ の 点に関連 し韓国で は､ 実務上 ､ 土地収用法上の 損失補償額決 定にお い て ､ 開発利益
が排除された土地価格､ つ まり当該公典事業とは関係ない ｢通常的に形成される土地価格+
を基準と して ､ そ の損失補償額が決 められ る点を挙げ､ 売渡し請求に おい て も建替えに よ
る期待利益な どを考慮して は ならない とい う見解もある｡
しか し､ ある集合建物に対 し建替え事業が推進されて い るとい う こ とは､ 当該不動産に
対する取引価格の決定におい ても っ とも大事な要素で あり ､ 実際に 区分所有建物が任意で
売買され る場合には ､ 上記 の ような情報を始め ､ 全て の 考慮要素を充分考慮した後その 価
格を決 定する の で あり ､ 売買の 当事者で ない第 3 者がそ の 時価を評価するときに も､ 当事
者が 主体的に売買契約 を採決する時よりも不利な立場 に置 かれ ては ならない の で ､ 原則的
にそ の ような全て の要素を考慮 してそ の 時価を評価する ことは ､ 法律が時価 に よ り売り渡
す ように した趣旨にも符合す る の で ある｡ また､ 売渡 し請求権の 行使に よる売買にお い て ､
裁判所は当事者が主体的に採決 した売買で ない以上その 利益を 一 方に享受させて は ならず､
建替えに参加 しない 区分所有者に も - 部配分するの が公平で ある.
D . 仁川地方裁判所判事ジ ョ ヒ ョ サ ン の 見解 105
ジ ョ 判事 は ､ 上記 の ソウル 地方裁判所建替え研究委員会 の 見解に対 し ､ 建替えが 終結さ
104ソウル 地方法院申請 ･ 執行実務研究会編 『申請 ･ 競売 (入札) の 実務と建替えの 法律問
題』 韓国私法行政学会､ 1999､ p .319
105ジ ョ ヒ ョ サ ン ｢集合建物の 所有及び管理に関する法律上の集合建物 の建替え+ 仁川 法曹
3集 ､ 1996､ p .88
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れた時点で の 区分所有権等の 価格は将来の 推支引直に過ぎず､ これ を売渡し請求時点におい
て正確に算出す るた めに は､ 次の ような点を考慮す る必要があると述べ て い る｡
｢売渡 し請求時の時価が 問題となり訴訟 の 審理が進行 されてい る間に ､ 建替え決議が行
なわれた当該区分所有建物に関して 売買がなされた事例があるはずなの で ､ その売買価格
に ､ 地域要因及び 個別的要因を比較 し当雷刻寺価を決定す る方法があるo また ､ こ の 場合上
の 時価に は建替えに参加 しない 区分所有者が他の 所に移転することに よ っ て受ける損失相
当額 (移転に必要な実費､ 営業補償､ 地縁関係 の 断絶による精神的損害に対する慰謝料相
当額) お よび再開発利益 (建替え後新た な建物が建築されて い る状態 で の 土地価格 - 旧
建物 が ある状態で の 土地価格) が予想され る場合 には ､ そ の利益の 全部また は - 部が含ま
れる べ きである｡+
また ､ ジ ョ判事は ､ 再開発利益の 建替え不参加者 - の配分に つ い て ､ ｢当該利益の 発生は
建替えに参加する 区分所有者の 投資と努力に よる面もあるが ､ 建替えに参加 しない区分所
有者もその 利益にお い て潜在的な持分をも つ て い ると考えられ るの で ､ そ の 補償は必要で
ある+ と述 べ て い る｡
筆者は ､ ジ ョ 判事の ､ 時価に ､ 移転に必要な実費も含めるべ きとす る見解に対 し､ 本来
建替えに よる費用 はその 参加者らが負担 しなければならず､ 参加者自身の 移転費用も例外
で は ない が ､ 韓国の場合建替えに よ っ て発生す る移転費用に対 して は ､ 施行会社が代替住
居確保費用 を低利また無利子 で支援するの が慣行とな っ て い ることか ら､ 建替え不参加者
の 移転費用に関 して は ､ 売渡 し請求権者が負担する こ とが衡平で あると考えるo
Ⅶ . 明渡し期限の許与
1 . 法規定と意義
韓国集合建物法第48条第5項は ､ 建替えに参加 しない旨を回答した 区分所有者が建物の
明渡 しに よりその 生活上著 しい 困難 を生ずる恐れが あり ､ か つ 建替えの 遂行に甚だ しい影
響を及ぼさない ときは ､ 裁判所は そ の 区分所有者の 請求に より ､ 代金の 支払い または提供
の 日から 1 年を超 えない 範囲内におい て ､ 建物 の 明渡 しに つ き相当の 期限を許与する こと
が できる ､ と規定 して い る｡
集合建物法は ､ 建替え参加者には時価に よ る売渡 し請求を､ 建替え不参加者 には建物明
渡 し期限の 許与 を認 め ､ 両者 の 間の権利関係 の調整を図 っ て い る｡ つ まり ､ 建替え参加者
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の 売渡 し請求権行使による効果 と して ､ 建替え不参加者は 売買代金 を受領すると同時に専
有部分を明渡しす義務が生 じるが ､ これ に よ っ て発生する建替え不参加者の 被害を緩和す
るた め に ､ 建替え不参加者に明渡し期限の 許与を請求する権利を与えて い る の で ある｡ 従
っ て ､ 明渡 し期限許与請求 に関する第4 8条第5項は ､ 建替え不参加者に対する最小限の
生存権的保 障として の意味をも っ て い るともい える｡
2 . 期限許与の 要件
1) 建物の 明渡 しに よりそ の 生活上著しい 困難を生ずる恐れがある場合
こ こ で の 生活上著しい 困難とは､ 高齢､ 病弱 ､ 低収入な どによりすぐ代替住居を確保し
て 移転する こ とが不可能な合理的事情がある こ とを い い ､ こ こ には営業上の 支障は含まれ
な い とする ｡ また ､ 許与請求 をなす者が ､ 建替え対象 マ ン シ ョ ン 以外 の 所に居住する場合
に も､ 生活上著しい 困難を生ずる恐れがある とは言えな い ｡ 106
2) 建替えの 遂行に甚だ しい影響を及ぼさない場合
建 替えの遂行 に甚だ しい影響とは ､ 建替えが事実上不可能ない し顕著に困難と なる場合
に限定す る こ とが合理的で ある｡ 107
106金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク) 『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p.162
107金孝錫 (キ ム ･ ヒ ョ ソク)『住宅建替え紛争の 法律実務』 法律書院､ 2000､ p.162
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第10節 建替えの 遅延と再発渡 し清求権 (再発淡し締求権 108)
Ⅰ . 建替えの 遅延
1 . 建替え遅延 の 轍型
建替え決親後建替えが長期間遅延される棟型 を次の 3 つ の場合に分けて考えることがで
きる｡
1) 建替え決敵後所定の手練きがとられて い ない 場合
たとえば ､ 建替え決聴に賛成して い ない肴が いるにもか かわらず､ 飽食建物洛第48灸第
1 項による ､ ｢遅滞なく+ 春画 による催告が行なわれなか っ た場合､ または､ 所定の期間内
に売渡し舘求権が行使されずその 売渡し館求権が消滅 した場合で あるo
こ の 場合 ､ 建替え決議は事実上効力を失い ､ 建替え計画は挫折 して しまう ｡ もちろん ､
建替え不参加者の 区分所有権及 び敷地利用権を任意売買する などの方駄も残 っ て い るが ､
や はり これも難関で ある｡
但 し､ 新たに建替え決譲を行ない ､ 建替え事業を推進するこ とは可能で ある｡
2) 建物の 撤去工事に着手 しない 場合
建替え参加者 な どが売渡 し請求権の 行使により建替え不参加者の 区分所有権などを取得
して い る にも かか わらず ､ 建物の撤去工事が着手されない場合で ある0
集合建物法第 48条第 6 項は ､ ｢建替え決議の 日か ら 2 年以内に建物撤去の 工事が着手さ
れなか っ た場合に は ､第4項 の規定により区分所有権または敷地利用権を売り渡した者は､
この 期間の満了 の 日 か ら 6 月 以内に買主が支払 っ た金額をその 区分所有者または敷地利用
権を現在有す る者に提供 して ､ これ らの 権利 を売り渡すこ とを請求する こ とができ る+ と
して い る ｡ これ を指 して ､ 韓国で は ､ 再売渡 し請求権 (日本 での 再売渡 し請 求権の こ と)
108稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹 『コ ンメ ンタ ー ル マ ン シ ョ ン 区分所有法』 日本評論社､ 1997､
p.348
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と言 っ て い る｡ こ の再売渡 し請求権に つ い て は､ 以下の Ⅱ . 再売渡 し請求権の ところで詳
しくみることにする｡
3) 建物撤去後遅延される場合
既存建物は撤去 されたが建替え事業は始ま っ て い ない 場合で ある ｡
2 . 検討
3)の 建物撤去後建替えが遅延される場合 に関 し､ 韓国の 集合建物法は何の 規定も定 めて
い ない ｡ 但 し､ 韓国の住宅建設促進法 の第 44条第 8項で ､ ｢市長などは､ 住宅組合 又 は住
宅組合の構成員が こ の 法律若 しく は こ の法律に よる命令又 は処分に違反 したとき は ､ 住宅
組合の設 立認可 を取り消すこ とができる+ と規定 して い るこ と ､ そ して ､ 住宅建設促進法
施行令第 42条第10項で ､ ｢市長などは ､ 住宅組合が設立認可 を受けた日か ら2年以内 に住
宅建設承認認可 を申請 しない とそ の 設立認 可を取り消す こ とができ る+ と規定 して い る こ
とか ら､ 建物撤去後建替えが約 2 年ほ ど遅延される場合には ､ 組合設立認可が取り消 され
る と考えられる ｡
Ⅱ . 再売渡 し請求権
1 . 再売渡 し請求権の意義
再 売渡し請求権とは ､ 建替え決議の 日か ら 2 年以内に建物撤去 の 工事が着手 されなか っ
た場合､ 集合建物法第48条第4項 の規定により区分所有権または敷地利用権を売り渡 した
者は ､ こ の期間の満了の 日か ら 6 月以 内に 買主が支払 っ た金額をそ の 区分所有者または敷
地利用権を現在有す る者に提供 して ､ これ らの権利 を売り渡す こ とを請求でき る権利 の こ
とをい う｡
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2 . 再発渡し謂求権の 主体
再発渡 し請求権の 主体は ､ 建替え参加者らの 売渡 し摘求により区分所有権及 び敷地利用
権を売り渡した着で あるo こ の 場合､ 建替え参カロ者らに 区分所有権などを任意売却 したも
の は再発渡 し請求権の 主体となれない ｡
3 . 再売渡 し珊求権の 行使期間
再発渡し摘求権の行使は､ 建替え決繊の 日から 2 年以内に建物撤去の 工事が潜事されな
か っ た場合には ､ こ の 期間満了日から6 ケ月以内に行使すべ きで あり､ 解6項の他藩で の ､
建物撤去 工事が密事 されなか っ た ことに つ き正 当な理由があ っ たとき には､ その 理由がな
く な っ たこ とを知 っ た 日か ら 6 ケ月以内､ または ､ その理由がなくな っ た日 から 2年の ､
いずれか早 い時期まで に ､ 行使すべ きで ある｡
｢建物撤去工 事の 着手+とは現実に建物の撤去工事に取り掛か っ た状憶 を指 し､ 執こ建物
の解体工事 の計画が作成されて い るだけで は不充分であるとする ｡ 109
4 . 再売渡 し請求権行使 の 相手方
再売渡 し請求権の相手方は ､ 売り渡 した区分所有権および敷地使用権を現在保有 して い
るもの で ある｡
当初､ 売渡し請求権を行使 し区分所有権などを取得 した者が ､ そ の後 ､ その 区分所有権
などを他に譲渡 したような場合も ､ 再売渡 し請求権の相手方はその 区分所有権を現在有す
る看で あるとする｡ 110
109比佐守男 ｢建替えの遅延+塩崎勤編『裁判実務体系 19､ 区分所有関係訴訟法』青林書院､
1992 年 ､ p .529
110比佐守男｢建替えの 遅延+塩崎勤編『裁判実務体系 19､ 区分所有関係訴訟法』青林書院､
1992 年 ､ p .529
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5 . 再売渡し請求権の 行使方法
再発渡 し請求権は ､ 形成権で あるが､ 請求 の 前に買主が支払 っ た代金 に相当する金銭を
提供 しなけれ ばならない (第48条第6項)0
こ の時 の ｢金銭+ に つ い て は ､ 日本で は ､ 受領後 の 利息は含まれない とする見解がある
が 111､ 韓国で はそ の 見解が分かれて いる ｡
韓国で の 通鋭は､ 再売渡 し請求者が相手方 に提供す べ きで ある金額は ､ 売買解約 の 場合
に準 じ､ 少なく とも売渡し金額を受 けた日 か らの 法定利息 を加算 した金額で なけれ ばなら
な い とする｡ 理由は ､ まず こ
■
の 再売渡 し請求は､ 契約解除で はない が事実上それと同 - な
結果 を招来 し､ また再売渡し請求権が認 められ るため には少 なく とも建替え決故 の 日 か ら2
年､ 売渡し請求を行使された 日か ら20ケ月 以上の 期間が過ぎた後で なければならず､ この
時 ､ 当初受領した金額と同 一 金額を相手方に提供すれ ば､ 再 売渡 し請求者はその 間時価が
上昇 した不動産 を金融利益まで享有しなが ら取得 した結果となりそ の 不利益は 直ちに再売
渡 し請求当時 の その 区分所有建物を所有 して い る者 に返 され ､ こ れは 不合理 で ある か らで
ある とする｡
他 の学説は､ 当初売渡 し請求権の 行使時 に売渡 し請 求権者が支払 っ た売買代金 は建替え
に よ る利益まで考慮 して算定 した金額で あ っ たの に ､ 建替えが挫折 し結局開発利益の 発生
が不透明と なっ た状況 の 中で ､ 受領 した売買代金 に法定利息まで加算 して支払うようにす
る こ とは , 再売渡 し請求権者に過酷で ある とする｡
上記 二 つ の 学説 に対す る折衷説 は ､ 再売渡し請求権者が ､ 売買代金全部の 支払 い を受け
たに もか か わらず当該建物か ら退去せずそ の間使用収益 した場合には ､ そ の賃料相当また
は受領 した売買代金 の法定利息相当額を不当利得と して返還させ るように して ､ そうで な
い場合に は ､ 受けた元金 の みを支払う ようにする案で ある｡
折衷鋭の ､ 不当利得に関 して ､ 筆者は ､ 再売渡 し請求 を受ける者が 再売渡 し請求まで 当
該不動産 を運用 したの は ､ 自己 の 所有権に基づくも の で ある から ､ こ こ に不当利得の 概念
を導入する こ とは法理上問題 があると考える｡
111比佐守男｢建替えの 遅延+塩崎勤編『裁判実務体系 19､ 区分所有関係訴訟法』青林書院､
1992年 ､ p .530
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第4章 韓国の分譲集合住宅 の 増築 ｡ 改築 ｡ 大修繕制度 (リモ デリ
ング) に関する考察
第1飾 住宅法 - の改正
I. 改正理由 と主要内容
韓国政府は ､2002年1 0月 15日 ､住奄建設促進牲を全面改正するための 国務会報を開き ､
以下の 内容 を主要骨子とする ｢住宅法+ を政府案と して確定したo そ して ､ 住宅牡は ､ 2003
年4月 30日､ 国会本会鶴にお いて放決 され ､ 住窄故が公布されてか ら6 ケ月経過後となる
2003年の 11月 から正式 に施行されるこ とになる｡
韓国は ､ 近年女で ､ 住宅供給を中心とする住奄政策を展開してきたo 従前の住宅政策 臥
少な い住宅の 数を解消するた めに住奄の 盈的拡大に鼠叔をお き ､ 新規住宅建設促進を住宅
政策にお いて の最優先祝題と して いた .本政策の 樹立により､韓国政府は､1988年から 1992
年まで の 5年間､ 200万戸の住宅 を建設する内容をも つ ｢200万戸建殻計軌 の政舛を展開
し､ 実際､ こ の期間中に 271.7万戸の住宅を新たに建設 ･供給する ことに成功 し､ 本政簿に
ょり住宅の 量的不足の 問題 の かなりの 部分は解決されたと いわれて い る ｡
しか し､ 1980年代か ら始ま っ た新規住宅建設の その ほ とん どが､ 分離を目的とする高層
マ ン シ ョ ン が中心 とな っ て い た こ と､ 無計画的 な開発 により住居環境が悪化 したこ と､ 老
朽住宅の 管理が適切 に行われ て い ない こ とな どの 理由から ､ 今日で 臥 今まで の住宅量的
拡大政策から脱皮 して ､ 住居水準の 向上､ 既存住宅の 適正な維持 ･管理 を主力とすべ きであ
るとする要請が社会に広が り つ つ ある ｡ また ､ 住宅建設促進法は ､ 捷体系が複雑し､ 国民
はもちろん行政機関も理解するの に困難がある と指摘もあっ た｡
ソウル市共同住宅現況調査資料(20 0年)に よると ､ ソウル 市の 共同住宅は ､ 1,884団地 ､
ll
,
500棟 ､ 972,1 45世帯に至 っ て いる｡ こ の 中､ 1980年以前に建築され た共同住宅は244
団地 ､ 2,503棟､ 140,109世帯で ソウル 市全体世帯数の約 14･5 %､ 1981年以降建築された
共同住宅は85 %を占めて お り ､ 80 年代以降から共同住宅の本格的な建築が行われたこ とが
わか る｡ 112
韓国建設交通部が発表 して い る統計資料に よると､ 2000.1 2現在､ 全国共同住宅世帯数は
112キ ム ･ ドニ ヨ ン 『ソウル市与件に適合した共同住宅リモ デリ ン グ適用方案研究』 ソウル
市政開発研究院､ 2001､ p.43
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,
945､ この うち賃貸は 712,017世帯で 12･9 %､ 分譲4,803,928世帯で 87･1 %を占めて
い る｡ 分譲共同住宅の うち､ 5階以上の い わゆるア パ
- トは 4,581,032世帯(5階 - 19 A %､
6階から10階 - 6.1 %､11階か ら15階 - 40.9%､16階か ら20階
- 2 1･8 %､21階以上 - 11･8%)
で ､ 分譲住宅総数の 95.36 %を占めて い る｡ 113
また韓国側の ､ 5階以上の ア パ ー トだけを対象と して調 べ ると､ 使用検査日を基準とする
使用年数は､5年以下が1,8 54,9 40世帯で 38.6 %､6年か ら 10年が 1,525,487世帯で 31･8 %､
11年か ら15年が739,229世帯で 15.4 %､ 16年から20年が 471,368世帯で 9･8% ､ 20年以
上が212,904世帯で 4.4 % である｡ 共同住宅が継続 して増加 して い ることがわか るo
114
以上の 時代の 要請による新 しい住宅政策を展開 して いく上で ､ 韓国政府は ､ 特別法的性
格の 住宅建設促進法に は運営上 の 限界が あると静織 し､ 住宅建設 の 他に ､ 住居福祉 ､ 住居
管理 ､ 住居環境などの 部分を補う､ 新たな住宅政策に関する基本法的性格の ｢住宅法+ を
制定するこ とに したの で ある ｡
特 に ､ 住宅法は ､ 別称 ｢リ モ デリ ン グ法+ と呼 ばれて い るく らい ､ 共同住宅 の リモ デリ
. ン グに関する細部的規定を設 けて いる こ とがそ の特徴で ある｡
中高層住宅の 老朽化 ､ 等価交換方式 による建替え事業の 不可能化 ､ 建替え - の 区分所有
者の 合意 の 困難､ 平均 17 年と いう共同住宅の 短い 寿命 ､ な どの 問題点を改善するために ､
住宅法は ､ リモデリ ン グに 関す る新しい 法規定を取り入れて い るの で あるo
住宅建設促進法は ､ 住宅の 大量供給をも っ て国民住居生活安定を図 るこ とを目的と して ､
1 972年 ､ 制定された法律で ある ｡ 住宅建設促進法 の施行に より ､ 1970年初､ 74･5%に過 ぎ
な か っ た住宅普及率が現在は 94 % にまで達するよう にな っ て い る｡
しか し､ 住宅建設促進法は ､ 住宅普及率は 上昇させたもの の ､ 無住宅者 ･ 低所得者層 な
どの 社会的弱者の ための住居福祉政策と住居水準向上及び既存住宅 の効率的な維持
･ 管理
と い う問題 には ､ 適正 な政策を実践せ ずにきた｡ 従 っ て ､ 住宅の 建設を促進 し､ 住宅 の 円
滑な供給による国民住居生活 の安定化を目的と して 制定 ･ 運営されて きた住宅建設促進法
を､ 変化 しつ つ ある経済的 ･ 社会的環境に合わせて 住居福祉及び住宅管理 などの部分を補
強 し､ 現行制度の運営過程 の中の 一 部問題点を改善 ･ 補完する こ とを､ ｢住宅法+ は提案理
由に して い る｡
住宅法 の 主な内容は ､ 大きく 5 つ に分けて概観する こ とが できる ｡
第 一 . 国家などは変化 しつ つ ある環境に合わせて低所得者 ･ 無住宅者など社会的弱
113韓国建設交通部ホ ー ム ペ - ジ の 共同住宅統計資料参照､ 由 ､ 2003･3
114韓国建設交通部ホ ー ム ペ ー ジ の 共同住宅統計資料参照､ 由 ､ 2 003･3
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者に優先的に住宅供給が行われるよう努めるなど､ 国家及び地方自治体の 轟務
を明示する (節3粂)
第 二 建設変通部長官は ､ 住宅建設 ･ 住居福祉 ･ 住居環境及び住宅管理などの内容
を含む住宅総合計画を樹立 ･ 施行する (第7 灸)
第三 . 住宅建設事業などの 登録 ､ 住宅建敬啓菜計画などの 承認 ､ 住宅建設工事の 監
理 者指定な ど､ 現在建設交通部長官の 権限の中の 一 部を地方自治団体の長に移
醸する (第9粂､ 節16灸､ 解24免)
第臥 リ モ デリ ン グを推進するための 基準 ･ 手続きなどを定めて ､ 国民住奄の リモ
デリ ン グに対 して は国民住宅基金 から支援でき るようにその 根拠 を設ける (第
42灸､ 第63灸)
第五 . 典 同住宅 の 管理 を強化するために大統領令である典同住宅管理令で運営して
い た共同住奄管理規約 ､ 長期修繕計画 ､ 安全管理計画､ 安全教育､ 安全点検な
どに 関する重要事項 を､ 法律をも っ て 直接定め る (第44免､ 第 47条､ 第 49
粂､ 第50条)
またこの ほか にも ､ リ モ デリ ン グと関連 して住宅法が有する重要な内容は ､
第六 . 住宅総合計画の 樹立対象にリ モ デリ ン グを含めるこ とで ､ 政府の住奄関連政
策の 中に リモ デリ ン グが包含
第 七 共 同住宅の 入居者代表会議の 団体をリモ デリ ン グ提案権者と し､ そ の推進 を
図 る
第八 . 団地全体の リモ デリ ン グ事業施行時､ 特別修繕積立金 の使用を静める
第九 . リ モデリ ン グ施行者に対し､ 噸痕補修費任を付与し そ の施行者に対する噸
疲補修保証金 の 預置義務規定 を設 ける
第十 . 共同住宅リ モデリ ン グ時､ 管轄官庁 の長による許可及び使用検査を義務化
第十 - . 共同住宅 の所有者がリ モデリン グにより専有部分の 面積の 増減が生 じた場合､
敷地使用権に変更は生 じない とする ､ 集合建物法排除規定 を設けて ､ 区分所有
者間の紛争発生の余地を防ぐ
第十 エ リ モデリ ン グ組合設立規定の新設
第十三 . リ モ デリ ン グ参加者の リ モ デリ ン グ不参加者に対す る売渡 し請求権の行使を
許可
後 に詳 しく述 べ る こ とにす るが ､ 住宅法が有す るも っ とも大きな意義は ､ 住宅建設促進
法が定めて い な い ｢リ モ デリ ン グ+ に対する法的根拠 を具体的に設けて い る こ とに ある｡
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住宅法 は ､ リ モデリ ン グ組合の設立規定を定めて ､ 区分所有者の 80%以上の 同意を得れば
リ モ デリ ン グを推進するこ とができ るように して いる ｡ さらに ､ リ モ デリン グの 決勝に反
対する区分所有者に対 して､ リ モデリ ン グ組合は ､ 集合建物法第 48粂116の 建替え決親戚立
･15 集合建物法第48条 【区分所有権等の 売渡 し請求等】
- 建替えの 決議があっ たとき は､ 集会を招集
115した者 臥 遅滞なく ､ そ の決誠に 賛成し
なか っ た区分所有者 (そ の 承継人を含む) に対 し､ そ の 決鼓内容に よ る建替えに参力口する
否 か を回答すべ き旨を書面で催告 しなけれ ばならない ｡
2 前項の催告を受けた区分所有者は､ 催告受領日か ら 2 か月以内に回答しなけれ ばなら
な い ｡
3 前項 の期間内に回答しなか っ た場合 ､ その 区分所有者は ､ 建替えに参加 しない 旨を回
答 したもの とみなす｡
4 第 2 項の 期間が経過 したとき は ､ 建替えの 決議 に賛成 した各区分所有者､ 建替えの 決
議の 内容に よ る建替えに参加す べ き旨を回答した各区分所有者 (これ らの者の 承継人を含
む) またはこ れらの者の 全員 の合意に より 区分所有権及 び敷地利用権を買 い受ける ことが
で きる者と して指定された者 (以下 ｢買受指定者+ と い う) は ､ 同項 の期間満了日 か ら 2
月 以内に ､ 建替えに参加 しない 旨を回答した 区分所有者 (そ の承継人を含む) に対 し ､ 区
分所有権及び敷地利用権を時価で売り渡す べ き ことを請求する こ とができ る ｡ 建替えの 決
議が あっ た後に こ の 区分所有者か ら敷地利用権の み を取得 した者の 敷地利用権に つ い ても ､
同様とす る｡
5 前項 の 規定に よ る請求が あ っ た場合にお い て ､ 建 替えに参加 しない 旨を回答 した区
分所有者が 建物の 明渡しに よりその 生活上著しい 困難を生ずるおそれがあり ､ か つ ､ 建替
えの遂行 に甚だ しい影響を及ぼさない ときは ､ 裁判所は､ そ の 区分所有者の 請求に より ､
代金 の支払 い または提供 の 日 か ら 一 年 を超 えない範囲内にお い て ､ 建物の 明渡 しに つ き相
･当の期間を付与す るこ とがで きるo
6 建替えの 決議の 日か ら 2 年以内に建物撤去の 工事が着手されなか っ た場合に は ､ 第 4
項 の規定に より区分所有権または敷地利用権を売り渡 した者は ､ こ の 期間の満了の 日か ら6
月 以内に 買主が支払 っ た代金に相当する金銭をそ の 区分所有権または 敷地利用権を現在有
する者に提供 して ､ こ れらの 権利 を売り渡すべ き ことを請求す る こ とが でき る ｡ ただ し､
建物撤去 の 工事が 着手されなか っ たこ とに つ き相当な理 由が あるとき は ､ こ の 限りで ない ｡
7 前項本文の 規定は ､ 同項但 し書き に規定す る場合に お い て ､ 建 物撤去の 工 事が着手
されな か っ た こ とに 関する相当 な理 由が なく な っ た 日 か ら 6 月 以 内にそ の 着手 を しな
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彼の 区分所有権な どの 売渡 し請求権行使に関する規定を準用 して ､ 売渡 し請求権の行使を
静め て い る ことも ､ 住宅法の 重要内容で ある.
Ⅲ . 住宅法 へ の 改正後 の法体系
住電建殻促進法
施行令
施行規則
住宅建設 基準な どに
関する規定
住奄建設基準などに
関する規則
住宅 建設促進法 の建 替え関
連規定は
都市及び住宅環境整備法 へ
住奄供給に関する規則
+ユ
住宅法
施行令
施行規則
共同住宅管理令
共同住宅管理規則
住宅建設基準などに関する規定
住宅建設基準などに関する規則
《図 8》 現行法と住宅法改正後の 法体系比較
住宅建設促進法の 改編基本方向の 大きな流れは次の ようで ある｡ 116
い とき に準用する｡ この 場合におい て ､ 同項本文中 ｢こ の 期間の満了 の 日から 6月 以内に+
とある の は､ ｢建物撤去 の 工事が着手され なか っ たこ とに関する相当な理由が なくな っ たこ
とを知 っ た日か ら6月 または その理由がなくな っ た日か ら2年の いずれか早 い時期まで に+
と読み替えるもの とす る｡
116韓国建設交通部ホ ー ム ペ ー ジ の ｢住宅建設促進法改編主要内容+ 参照 ､ 2001.7
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第 一 ､ 変化しつ つ ある住居基準に相応 しい ､ 新しい住宅政策裸題 を提示するこ とで ある｡
住居福祉に関連 して は､ 最低住居基準の 設定とそれ に達 しな い世帯に対する支援内容を設
けて い る｡ 住居管理 に関連 して は ､ 既存住宅の リ モ デリ ン グと維持 ･ 補修などの 管理 を強
化す るとい っ た内容を設 けて い る ｡
第二 ､ 法制度体系の 整備で ある ｡ 現行法制度の 体系と改編された後の 法体系 を図で 比較
をすると上記の ような図に なる｡
第三 ､ 執行権限を地方に移 し､ また ､ 住宅管理制度､ 住宅組合制度の 改善を行う｡
Ⅲ . 住宅法の全体的概観
第1章 経則
第1条 【目的】､ 第2条 【用語の 定義】､ 第3粂 【国家などの 義務】､
第 4条 【住宅政策に対する協議】､ 第5･条 【住居実態調査】､
第 6条 【他 の法律との 関係】
第2章 住宅総合計画 の樹立 な ど
第7条 【住宅総合計画の 樹立】､ 第8粂 【市 ･ 道住宅総合計画の 樹立】
第3草 住宅 の建設など
第1節 住宅建設業者など
第9条 【住宅建設事業などの登録】､ 第10条 【共同事業主体】､
第 11条 【登録事業者の欠格事由】､ 第12 条 【登録事業者の 施行】
第13条 【住宅建設事業の 登録抹消】､
第14条 【登録抹消などを受けた者の事業遂行】､ 第 15条 【営業実績な どの 提出】
第2節 住宅建設事業の遂行
第16粂 【事業計画 の承認】､ 第17条【他の 法律に よる認 ･ 許可 などの 議題】､
第18条【土地 - の 出入りなど】､ 第19条【土地 - の 出入りなどに よ る損失補償】､
第20条 【住宅建設事業の施行制限など】､ 第21条 【住宅建設基準な ど】､
第22条 【住宅の 設計及び施行】､ 第23条 【幹線施設 の設置】､
第2 4条 【住宅の 監理 など】､ 第25条 【国公 有地な ど へ の優先売却及 び賃貸】､
第26条 【換地方式に よる都市開発事業か ら造成され た敷地 の活用】､
第27条 【公益事業の ための 土地などの 取得及 び補償に関する法律の 準用】､
第28条 【土地賀収業務などの委託】､ 第29条 【使用検査な ど】､
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第30粂 【公共施設の 帰属など】､ 第31粂 【番類の 閲覧】
第3節 住宅組合
第32条 【住宅組合の 設立など】､
第33粂 【住宅などの 区分所有者に対する売渡 し請求】､
解 34灸 【住宅組合に 対する監督】
第4節 工業化住宅の 瓢定な ど
第35免 【工業化住宅の 線定など】､ 第36灸【工業化住宅の雅定取消 し】､
第37灸 【工業化住奄の 建設促進】
第4牽 住宅 の供給
第38衆 【住奄の供給】､ 第39粂 【供給秩序こう乱発止】､
第40粂 【抵当権設定などの制限】､
第41粂 【投機過熱地区の指定及び転発行鵜などの制限】
第5草 住宅の 管理
第1節 住宅 の管理方法など
第42条 【共同住宅 の管理など】､ 第43条 【管理主体など】､
第44粂 【共同住宅管理規約】､ 第45粂 【管理費】､ 第46粂【戦痕補修】､
第47条 【長期修繕計画】､ 第48粂 【共同住宅の リ モ デリ ン グによる特例】､
第49条 【安全管理計画及び教育】､ 第50条 【安全点検】､
第51粂 【長期修繕計画金の 積立】､ 第52 粂 【共同住宅管理紛争調停委員会】
第2節 住宅の 専門管理
第53条 【住宅管理業】､ 第54粂 【住宅管理業の登録抹消】､
第55条 【管理 事務所長の業務な ど】､ 第56粂 【住宅管理士 などの 資格】､
第57条【住宅管理士 などの 資格取消 しなど】､第58条【住宅管理業者などの教育】､
第59条 【共同住宅管理に 関する監督】
第6章 住宅資金
第1節 国民住宅基金
第60条 【国民住宅基金 の設置など】､ 第61条 【国民住宅基金 - の資金の 預託】､
第62条 【国民住宅基金 の 運用 ･ 管理及び基金受託者の 責任】､
第63条 【国民住宅基金 の 運用制限】､ 第64条 【国民住宅基金の 会計機関】､
第65条 【国民住宅基金貸出債権の償却】､ 第66条 【利益金と損失金 の 処理】
第2節 国民住宅債券
第67粂 【国民住宅債券の 発行など】､ 第68条 【国民住宅債券の 買入】
157
第3節 住宅償還社債
第69条 【住宅償還社債の発行】､ 第70条 【発行責任と条件など】､
第71 条 【住宅償遮社債の効力】､ 第72 条 【商法規定の適用】
第4節 国民住宅事業特別会計など
第73条 【国民住宅事業特別会計の設置など】､ 第74条 【住宅く じの発行】､
第75条 【入居者貯蓄など】
第5節 大韓住宅保証株式会社
第76条 【大韓住宅保証株式会社の設立】､ 第77粂 【業務】､
第78条 【資本金 の 出資】､ 第79粂 【任員及び理事会】､
第80条 【他の法律との 関係】
第7草 住宅事業者団体
第81条 【住宅事業者団体の 設立】､ 第82粂 【協会の 設立認可など】､
第83条 【民法基準の準用】
第8章 住宅政策審議委員会
第84条【住宅政策審議委員会の 設置など】､ 第85 条【市 ･ 道住宅政策審議委員会】
第9章 補則
第86条 - 第93条､ 省略
第10章 罰則
第94粂 - 第102条､ 省略
第2節 リ モ デリン グ概念に 関する考察
共 同住宅の増築 ･ 改築 ･ 大修繕事業は ､ 商業用建物や集合住宅の 老朽化の 進行によ っ て ､
近年 ､ そ の 必要性が強調され て い る ようで あるが､ しか し ､ その 用語などの 明確な概念や
そ の定義は ､ 社会に定着 して い ない ようで あるo 一 般的 に ､ ｢リ モ デリ ン グ+ は ､ 建物の 維
持 ､ 補修､ 増築､ 改築､ 大修繕な どの 概念を統括か つ 包括する内容と して使われて い る｡
リモ デリ ン グの 対象も､ 建物 の 種類を区別 せず ､ 商業用建物や集合住宅 ､ そ して 一 戸建住
宅 にまで含む ､ 内容的 ･ 対象的に ､ 広 い範囲を有するも の で ある｡
リ モ デリ ン グの言葉と混用 して い る用語 には ､ リノ ベ イ シ ョ ン ､ リフ ォ ー ム ､ 改補修な
どが ある｡ しか し､ リ モ デリ ン グを含む ､ 以上関連用語 の 定義を明確 に しな い まま実際の
現場で使用する ことは ､ 居住者や業界に 困難を与 え､ こ れか ら関連法制度な どを制定 ･ 整
1
僻 して行 か なけれ ばならない 日本 ･ 韓国にお い て ､ より的確な用 い方を可能とするための
作業が必要となる｡
用語の 概念と関連 して ､ まず､ 韓国建築法施行令第 2 粂におい て定めて い る各用静の 内
容をみ る｡
建築施行令第2 衆【用語の 定轟】
｢新茶+ とは､ 建碑物 の な い敷地 (既存建韓物が撤去また は滅失された敷地を含む) に
新 しい建策物を韓達すること (付属建物だけが ある敷地に新しく主な建策物を韓造する こ
とを含むが ､ 改築または再築に骸当する場合を除く) をい う｡ (第1項第1骨)
｢増弟+ とは ､ 既存建物がある敷地の 中で ､ 建策物の 建策南棟 ･ 延 べ 面積 ･ 層数または
高さを増加させる こと をい う｡ (同 じ項第2骨)
｢改築+ とは､ 既存建物 の全部または - 部 ( 耐力壁 ･ 柱 ･ 毅 (はり) ･ 屋根の 縁の うち 3
っ 以上が含まれる場合) を撤去 し､ その 敷地 の中に従前と同
- の 規模の範囲の 中で建策物
を新たに築造する こ とをいう｡ (同 じ項第3号)
｢再築+ とは ､ 建策物 が天災 ･ 地変その 他 の 災寧により滅失 した場合に ､ そ の敷地の 中
に従前と同一 - の規模の 範囲の 中で新たに築造す る ことをい うo (同 じ項第4骨)
｢移転+ とは ､ 建築物の そ の 主要構造部の 解体を行わず､ 同
一 の 敷地の 中の 異なる位置
に移す ことをい う｡ (同 じ項第5号)
｢大修繕+ とは ､ ①建築物の 主要構造部に対する修繕または変更､ ②建築物 の外部形態
の 変更の ことをい う｡ (建築法第2 条第10項)
｢大修繕の範囲+ とは､ 次 の各号の 1 に該当するもの で ､ 増築 ･ 改築 ･ 再築に該当 しな
い も の をいう｡
第3節 耐力壁 の壁面積を30m
2
以上解体して修繕または変更する こと ､
第4節 柱を3 つ 以上解体して修繕または変更す る こと ､
第5節 梁3 つ 以上解体 して修繕または変更す るこ と､
第6節 屋根の 縁を3 つ 以上解体して修繕または変更す る こと ､
第7節 放火壁 また は防火 区画 のため の床または壁を解体 して修繕または変更する こ と､
第8節 主階段 ･ 避難階段または特別階段 を解体 して修繕または変更する こ と､
第9節 美観地区内で建築物の 外部形態を変更する こと (建築法施行令第3 条の第 2
項)
『リ モ デリ ン グとは ､ 建築物の 老朽化抑止 または機能向上などの ために増築 ･ 改築また
は 大修繕を行う こ と』 で あると､ 韓国建築法施行令第6条第1項第5号と､ 2003年 ､ 新し
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く施行される こと になっ た住宅法にお い て ､ は っ きりその 定義が設けられて い る｡.
建築法及び建築施行令 ､ 住宅法を概観する｡
新築と再築とは､ 建築物の ない 敷地または建築物が全部滅失 した敷地 の 上に新たに建築
物 を築造する行為となるの で ､ 当然リ モデリ ン グとい う行為に はならない ｡
改築の 場合にお い て は ､ 既存建物の 全部撤去と 一 部撤去を分けて考える必要がある｡ 改
築をする ために既存建物を全部取り壊 しその 敷地に新たな建物 を築造する行為はリ モデリ
ン グ の範囲には含まれない . しか し､ 改築を行うために既存建物のそ の - 部だ けを取り壊
して そ こ に新たな建築部分を加 えると､ 改築はリモ デリ ン グな範囲となるとみ る の が妥当
で ある ｡
さらにリ モ デリ ン グ行為とは ､ 住宅法に よると ､ 建築物の ｢老朽の 抑止や機能向上の 目
的+ で ､ 増築 ･ 改築または大修繕などの ような ｢建築行為+ を行うもの で ある ことがわか
る｡
《表 18》 建築物関連用語 の概念整理117
用語 意味 比較
保全
建築物 (設備含む) 及び諸施設 などの 対象物
Mainte nance全体または部分の機能及 び 性能 を､ 使用 目的
に相応 しく維持または改良す る諸行為. 維持 M odernizatio n
保全と改良保全 と区分
保全性 保全の容易性 ま たはそ の程度 Maintain ability
維持保全
対象物の 初期性能及 び機能を維持するた め に
Mainte n a n c e
行う保全
予防保全
計画的 に対象物 の 点検､ 試験 ､ 再調整 ､ 交替
Pr e v e ntiv e m ainte n a n c eな どを行い ､ 使用中の 故障を未然に 防止 する
ために行う保全
予知保全
点検 ､ 検査 ､ 試験に よ っ て機能及 び性能 の 低
Pr edictiv e m ainte n a n c e
下兆候を事前に把握 して適切 な措置 をとり ､
使用時 の 故障を未然に防止 するため に行う保
全 ､ 予防保全の 一 部
117『リ モデリ ン グ Ne w sLette rA､ リ モ デリ ン グ研究会事務局 ､ 2000.7
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事後保全
対象物が故障などにより機能 ､ 性能の低下ま
Co rr e ctiv e m ainten a n c c,
Br eak do w n
m ainte n a n c e
たは停止 状態が発生 した後 ､ 行う保全
改良保全
対象物 の 初期性能または機能を上回る改良の Impr o v e m e nt,
ため に行う保全 Mode r niz atio n
維持管理
建碑､ 設備及び諸施設 などの機能または性能
Mainte nanc e a ndを､ 常時 ､ 適切な状態 に維持する目的で行う
維持保 全の 諸精勤 ､ また ､ そ の関連楽勝を効 m a n age m e nt
果的 に実施するため に行う管理情動
点検
対象物が機能を遂行する状態または対象物の
In spe ctio n
磨耗軽度の 調査 を行う こと
保守
対象物の 初期の 性能及 び機能を維持する目的
M ainte n a n c eで周期的または継続的に行う注油､ 消耗品の
交替な どの軽微な作業
修繕
貧化 した部材 ､ 部品 ､ 或い は機潜 の性能また
Repal r
は機能 を現状 また は実用上支障の ない 状態ま
で回復させ るこ と｡ ただ し､ 保守の範囲に骸
当する定期的消耗品の 交替は除く
補修
部分的に 劣化 した部位な どの 性能､ 機能を実
Am e ndm e nt
用上支障の ない状態まで回復させること
修復
劣化 した建築物な どを初期の ような状態 に回
Re sto r atio n
復させ る こと
改修
劣化 した建築物などの性能 ､ 機能 を初期 の水
Impr o v e m e nt
準以上に改善を行うこと
改良
建築物及 びその 部品 ･ 機器 ､ また は ､ シ ス テ
Mode r ni2:atio n
im pr o v e m e nt
ム の 性能､ 機能を現在要求されて い る水準ま
で改善または変更を行うこと
改造 既存の 建築物 などの 一 部の 変更を行うこと Re n o v atio n
更新
劣化 した 部材 ･ 部品 ､ 機器 などを新 しい物 に
Ren e w al
交替を行うこ と
改装 建築物の 改装､ 内装などの 仕上げ部分の 変更 Reflnishing
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を行うこ と
変更
用途変更や陳腐化などにより ､ 主要構造部を Rea r r a nge m ent,
著 しく変更 しな い範囲で建築物の 仕上 げ部分 Alte ration,
などの変更 を行うこ と Co n v e r sio n
復元
一 回 ､ 消失また は 改造 があ っ た建築物 などを
Re sto r atio n建設 当初または 実際あ っ た時点 に再現する こ
と
補充 建築物な どを強度面で改良を行うこと Str u ctu al improv e m e nt
復旧
正確に わか らない 要因により故障または破損
された建築物な どの 性能または機能 を回復さ
せ る こと
改築
建築物の全部または 一 部を取り壊して ､ 構造､ Re c o n stru ctio n,
規模 ､ 用途 を著 しく変化 させ ない範囲内で元 Rebuilding
の場所 にまた建築する こ と
新築
敷地に新 しく建築物を建て る ことo 同 一 敷地
Ne w co n str u ctio n
に別棟と して 新 しく建設する場合は ､ 棟単位
でみ ると新築だが ､ 敷地単位でみ ると増築と
なる
移築
解体復元 の 方法に より建物 を別途 の場所 に移 Re m o vi ng,
転 してまた原形 をつ く る こと Re co n strllCtio n
増築
既存建物 に追加 して床面積を増やすこ とo 同
Exte n sio n一 敷地 に別棟と して新 しく建設する こ とも敷
地単位でみた場合は増築とみなす
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第3節 住宅法にお ける共同住宅 (団地) の リモ デリ ン グ
Ⅰ . リ モ デリン グの 事業主体
リモ デリ ン グの施行主体は誰なの か ｡ 住宅法第 42粂【典同住宅の 管理など】 第2 項は､
｢共同住宅の 入居者 ･ 使用者また 杜管理主体が ､ 次の 各号の 行鵜を しようとする場合は､
大統領令が定める基準 (許可または申告と関連 した入居者などの 同意比率を含む) ･ 手練き
などに よ る市長 ･ 郡守 ･ 区庁長か らの 許可､ または申告が必要で ある0
1. 共 同住宅を事業計画 に従う用途以外の 目的に使用する行鵜
2. 共同住宅を新築 ･ 増韓 ･ 改策 ･ 大修繕､ またはリモ デリン グを行う行為
3. 共同住宅 を破損または鞍損､ 当核施設 の 全部または - 部を撤去する行為
4. その 他､ 共同住宅 の効率的管理 に支障を与える行為で大統領令が窟 める行為
また ､ 第3項 は､ ｢第2項の 規定にか かわらず大統領令が定める場合は ､ 認可を受けたリ
モ デリ ン グ組合や所有者全員の 同意を受けた入居者代表会敢が､ 市長 ･ 那守 ･ 区庁長の 許
可を受けリモデリ ン グを行う こ とができる+ と定めて い る｡
以下か らは ､ リ モ デリン グの 施行主体に つ い て定 めて い る本規定､ つ まり ､ 管理主体と
使用者にリ モデリ ン グを行うこ とに つ い て の 資格を与えて い る問題 に つ い て検討を行うこ
とにす る｡
第 一 ､ 住宅法 は ､ リ モ デリ ン グ事業の 範囲を区分せず､ 管理主体にリ モ デリ ン グ行為資
格を与 えて い る ｡ 管理主体 とは ､ 韓国集合建物法上 ､ 管理団または管理人の こ とをい う｡
韓国集合建物法第23条 【管理団の 当然設立な ど】 と第24条【管理人の選任など】 の規定
をみると ､ 区分所有関係が成立す ると ､ 区分所有者は ､ 全員で ､ 建物及 びその 敷地と付属
建物 の 管理 に関する事業の 施行を目的とする管理団を構成する｡ そ して ､ そ この 区分所有
者の 数が 10人以上の 場合は管理人 を選任する ように定められてい る0
一 般的 に ､ 選任 され る管理人は ､ 自然人 の み ならず法人で もよい とされて い るo 選任さ
れた管理人 の権限と義務に つ いて は同 じ集合建物法第25条【管理 人の権限と義務】 の 規定
の お い て次の ように 定められ て い る｡ ｢管理人は次の ような行為をする権限と義務をもつ ｡
1. 共用部分の保存 ･ 管理及び変更の ための 行為､ 2.管理団の 事務の 遂行の ため の 分担金額及
び費用を各区分所有者に請求 ･ 受領する行為及びその金員を管理する行為､ 3.管理団の 業務
遂行に関 し､ 管理団 を代表 して行 う裁判上また は裁判外の行為､ 4. その他規約で定め られた
行為+0
こ こ で住宅法を考察する と､ 本法は ､ リ モ デリ ン グの 範囲､ すなわち､ 専有部分の リ モ
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デリ ン グか ､ 共用部分の リモ デリ ン グか ､ それとも専有 ･ 典用の 全体に対す るリモ デリン
グか の 区分を明確に しない まま ､ リ モ デリ ン グと いう行為に ､ 管理主体の 許可申請や申告
をする資格を与えて い る｡ 既に その確認 を行 っ て い るとおり ､ 今回 の住宅法は ､ リモ デリ
ン グの 定義に つ い て ､ 『｢リ モ デリ ン グ+ とは ､ 建築物 の 老朽化抑止 または機能向上などの
ために増築 ･ 改築または大修繕を行うこ と』 で あるとその 定義を明確に して い る｡ だとす
ると ､ まず､ 変更などの行為が大修繕の行為に含まれる の か確認 をする必要が あるが ､ た
と え変更 の 行為が大修繕の 範囲内 の意義を有すると して も､ 管理 主体は ､ 共 同住宅 の共用
部分の みの 範囲に限 っ て リモ デリ ン グに関する許 可申請と申告を市長 ･ 郡守 ･ 区庁長 に行
う こ とが でき るこ ととなる占 つ まり ､ 専有部分だけの リ モデリ ン グ或い は 専有部分 を含む
リ モ デリ ン グ行為に対 して は､ 規約 におい て別段 の 定めの な い限り ､ 管理主体に よ る許可
申請と申告は ､ 現行集合建物法上 ､ 静められない もの となるの で あ る｡ また ､ 現実的問題
と して ､ 20年以上経っ た共同住宅 のリ モデリ ン グは､ そ の 事業を､ 専有部分と共用部分を
同時に行うことが 一 般的で ある｡ 従 っ て ､ リ モ デリ ン グ施行範囲を区分せず管理主体にそ
の行為資格 を付与 して い る こ とは問題があるようにみ える｡
第 二 ､ さらに住宅法は ､ 管理主体とともに使用者にもリモ デリ ン グ行為資格 を与 えて い
る ｡ まず､ 使用者は ､ 区分所有権を有するすなわち専有部分の所有者で ある入居者か ら専
有部分を借りて居住して い る賃借人 の例が も っ とも多い ｡ 住宅法は ､ 区分所有権を有 しな
い 使用者にも ､ リ モ デリ ン グに 関する許可申請と申告行為に対 して 入居者と同 じ資格を与
えるも の で ある｡ 集合建物法は ､ 規約で別段 の 定め を設 けて い な い 限り ､ 共 同住宅に おけ
る管理行為 は ､ 基本的に ､ 区分所有者または 区分所有者らに より選任された管理人に より
行 われ るよう規定して い る . つ まり ､ 規約 にお い て使用者 の管理行為 - の参加 を認め て い
な い 限り ､ 或い は所有者の 承諾 がない 限り ､ 現行集合建物法は ､ 共同住宅の 管理問題 か ら
使用者の参加 を排除 して い る の で ある｡ 集合建物法 の 本規定の 存在にもかか わらず､ 住宅
法 が管理 を超 える範囲で あると認識 されるリ モデリ ン グ行為に使用者の 参加 を静 めて い る
こ とは ､ 理解しがたい ｡
現行集合建物法上で は､ 使用者の 参加 を認め る別段 の 定めがある か若 しくは使用者の 参
加 を代理 させ る 区分所有者の 承諾 がない 限りは ､ リ モ デリ ン グの 行為か ら､ 使 用者の 参加
をまずは排除しなければならない ｡
以上の 考察か ら､ 結局 ､ 共 同住宅の リ モデリ ン グ事業に 対する許 可申請と申告ができ る
も の は ､ 所有者全員､ 入居者代表会議, そ してリモ デリ ン グ組合の この 3 つ の 団体となる
の で なか ろうか ｡
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Ⅱ . リモデリ ン グ決故
1 . 実質的要件
住宅法第32 粂 【住宅組合の設立など】 第 1項は ､ ｢多数の 構成員が住宅 を設け ､ またり
リモ デリン グをするた め に住宅組合を設 立 しようとするときは (職場住宅組合の 場合を除
く)､ 管幡市長 ･ 郡守 ･ 区庁長の駆可を受けることができる. 認可を受けた内容の 変更を行
い ､ また認可を受けて 設立 した住奄組合を解散 しようとする場合は ､ 認可を受けなければ
ならない+ と定めて い る｡
そ して ､ 住宅法第33粂 【住宅などの 区分所有者に対する売渡 し締求】 は ､ ｢第32免第1
項 の 規澄により静可 を受けたリ モ デリ ン グ組合はそ の 組合の リモ デリ ン グ決磯に賛成しな
い 者の 住宅及び土地 に対 し､ 典合建物の所有及び管理に 関する法律節48衆の 規定を準用 し
て売渡 し請求を行うこ とができる｡ この 場合 ､ 区分所有権及び敷地利用権壮 ､ リ モデリン
グ事業の売渡し請求の 対象となる住宅または土地 の所有権とその他の 権利とする+ を定め
て い る｡
住宅法は ､ リ モ デリ ン グ事業を行うために は ､ 組合と しての 認可を受ける こと の規定を
設 けて い る . そ して ､ 認可を受けて設立 したリモ デリン グ組合は､ リ モ デリ ン グの決諌に
賛成 しない 区分所有者に対 して売渡し請求権の行使 を艶めて い るo しか し問題 は ､ 住宅法
が ､ リ モ デリ ン グ決議 を行うための 実質要件に つ い て は何 の 規定も設 けて い な い ところに
ある｡
建替えの場合を考えると､ 集合建物法は､ そ の第 47粂 【建替え決議】 にお いて ､ ｢集合
建物建築後相当 の期間が経過 し､ 建物が穀損 ､ 一 部滅央そ の他の事情により建物 の価格に
比 べ 過多 118な修繕､ 復旧若 しくは管理 の費用 を要する場合 ､ または付近の 土地の 利用状況
の 変化その 他の 事情によ り建物 を建替えれば ､ それに要する費用に比 べ 著 しい 効用の 増加
が もたされる場合 ､ 管理団集会は ､ そ の 建物を撤去 して そ の敷地を区分所有者の 目的とな
る新たな建物の 敷地 と して利用す べ き ことを決議する こ とが でき る+ と建替えを決議で行
うた めの 規定を設 けて い る o
住宅法 の母法で ある住宅建設促進法でも､ まず､ ｢建替え組合+ の 定義に つ い て は ､ そ の
第3条 【用語 の 定義】 第9 号にお い て ､ ｢建替え組合とは ､ 大統領令が定め る老朽 ･ 不良な
住宅 を撤去 し､ そ の 撤去 した敷地の 上に住宅を建設するために既存住宅の 所有者が設立し
118日本の 区分所有法第62条 (建替え決議) で は ､ ｢過分+ とい う言葉を採用 して い る ｡
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た組合の こ とをいう+ と規定 して ､ その施行令におい て次の ように ､ 具体的に述べ て い る｡
住宅建設促進法施行令第 4条 2【老朽 ･ 不良住宅の範囲】 の第 1項第 1骨か ら第 4 号まで
と第 2項に おい て ､ ｢1. 建物が穀損または 一 部が滅失され倒壊その他安全事故の憂慮が ある
住宅 ､ 2.建物が竣工 されて 2 0年 が経過 し建物の価格に比 べ過分な修繕 ･ 維持費または管理
費が所要 される住宅､ 3.建物が竣工されて 20年が経過 し付近土地 の利用状況な どに照らし
て住居環境が不良な場合で建物を建替えればそれに所要され る費用 に比 べ 顕著な効用 の 増
加 が予想される住宅､ 4.都市美観 ･ 土地利用度 ･ 暖房方式 ･ 構造的欠陥また は不良施行など
に より建替えが必要で ある と管轄市長または自治区長が認 める住宅 ､ 第 2項 一 本粂第 1骨
第 2 号の住宅外の 住宅 で市長 などが災害防止 の ため に建替えが必要で あると静め た場合+
と建替え対象建物の範囲を明確に して い る｡
しか し､ 建替え対象に関する基準 をある程度明確に して い る両規定に比 べ ､ 住宅法は､
リ モ デリ ン グ事業を遂行す るた め の 対象とな る共同住宅 のリ モ デリ ン グ対象につ い て の明
確な要件を設 けて い ない ｡ こ こ で ､ 韓国建築法施行令第 6 条 【適用 の緩和】 の 規定の リモ
デリ ン グに 関す る内容をみる と､ 本施行令第 6 条第1 項の 5 号は､ ｢使用承静 を得た後 20
年以上経過 してリ モ デリ ン グ (建築物の 老朽化抑止 また は機能向上などの ために増築 ･ 改
築または大修繕をする行為をい う) が - (以下省略)+ と定めて い る｡ リ モデリ ン グの 定義
に つ い て は ､ 住宅法の 定義と本施行令の リ モ デリン グの 定義は 一 致するo
しか し､ 使用検査後､ 20年が経過 して からリモ デリ ン グを可能とする こ とに対 して ､ 韓
国規制改革委員会は ､ 使用検査後 10年以上経過 した共同住宅に対 しても ､ 建築基準緩和を
伴わな い場合 ､ リ モ デリ ン グを施行でき る よう して い る｡
従 っ て ､ リ モ デリ ン グ事業を行うための 実質的要件に対する本住宅法 におけ る明確な条
文規定は存在しない と して も ､ 以上 の 条文の内容か ら ､ リ モ デリ ン グ事業を行うた めの 実
質的要件とは ､ ①使用検査後 10年以上経過 して い る こ と ､ (増築の 場合は 20年以上経過)
②そ の事業の 目的が機能向上または老朽化抑止 の ため で ある こ と､ ③増築 ･ 改築 ･ 大修繕
の 行為が行われる こ と､ こ の 3 つ の要件となることを類推適用する ことがで きる｡
しか し､ リモ デリ ン グ不参加者に対して売渡 し請求権の 行使まで認めて い る住宅法がリ
モ デリ ン グ決議 を行うため の 実質的要件に つ い て は何ら細部的規定 を設 けて い ない とい う
こ とは ､ 住宅法 を実行 して いく 上で様々 な紛争余地 を残 して い る こ とに なる の で ､ よ り具
体的な基準提示 が必要 である と思われ る｡
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2 . 手続き的要件
まず､ 建替えの 場合を考える｡ 典食建物法第47条 【建替えの 釈放】 第2項は､ 集合建物
建築後相当の 期間が経過 し､ 建物が穀損､ - 一 部滅失そ の他の 事情により建物の 価格に比べ
過多な修繕､ 復旧若 しく は管理 の 費用 を要する場合､ または付近の 土地の 利用状況 の 変化
そ の他の 事情により建物を建替えれば､ それに 要する費用 に比 べ 著しい効用の 増加が もた
され る場合､ 管理団塊会が､ その 建物を撤去 してそ の敷地を区分所有者の 目的となる新た
な建物の敷地と して利用するための決敢は､ ｢区分所有者及び蝕決権の 各5分の 4以上の多
数による決議に よる+ と定めて い る｡ さらに ､ 1998年2月 に改正 された住電建設促進法第
44 粂第4項は ､ ｢ 一 つ の住宅団地内に数梯の建物がある老朽 ･ 不良住宅の所有者らが建替え
を しようとする場合は ､ 集合建物法鮪47粂第1項 ､ 第2項の規定 (6分の 4規定) にもか
かわらず､ 住宅団地内の 各棟別区分所有者及び裁決権の 各 3 分の 2 以上の決態と全体所有
者 5分の 4以上 の決議で建替えを決議することが でき る+ と して い る｡
しか し､ リ モ デリン グ決親を行うための 手続き要件に つ い て ､ 住宅牡は ､ 実質要件と同
じよう に ､ そ の 明確な規準や要件などを提示 して い ない ｡ 住宅絵の 実行にか か わっ て い る
政府 の 関係者は､ こ の 間題に つ い て119､ ｢リモ デリン グ決裁は 区分所有者及び論決権の 各 5
分の 4 以上の多数によ る集会決試で行わなければならない ｡ 住宅法はリモ デリン グ決議定
足数に関 して どの ような規定も設 けて い ない の で ､ こ の間題 に対して は ､ 集合建物法第 47
条 【建替え決議】 の規定 を準用す る の が妥当で ある｡ 住宅建設促進法にお ける決議定足数
セある ､ 各棟 3分の 2 全体5分の 4とい う規定は ､ 集合住宅法の 規定に対 して特例規定で
ある｡ しか し､ 住宅法はリ モ デリン グの決議に 関する どの ような特例も設けて いない の で ､
集合住宅法を準用する｡+ と解釈して い るようである｡
リ モ デリン グ決諌を行うた め の決議定足数を満足す るため に準用する ､ 各棟 5分の 4 以
上と い う決議成立 要件は ､ 住宅法が許 して い るリ モデリ ン グ事業 - の 不参加者に対す る売
渡 し請求権と関係 して 大き な問題 を抱 えて い る ように み える｡ こ の 問題 に対す る考察は､
｢売渡 し請求権+ の とこ ろで 詳 しく行い たい ｡
119直接的な質疑応答の結果による｡
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Ⅲ . 売渡 し請求権
1 . 建替えにお ける売渡し請求権
集合建物法第 48条 【区分所有権等の 売渡 し請求等】 は ､ 『建替えの 決裁が あっ た時は ､
集会を招集 120した者は ､ 遅滞なく ､ その 決議に賛成しなか っ た区分所有肴 (その 承継人を
含む) に対 し､ その 決議内容 による建替えに参加す る否 か を回答す べ き旨を書面で催告 し
なければならない ｡
2 前項の催告を受けた 区分所有者は､ 催告受領日か ら 2 か月 以内に回答 しなければなら
な い ｡
3 前項の期間内に回答しなか っ た場合､ その 区分所有者は､ 建替えに参加 しな い旨を回
答 したもの とみなす｡
4 第 2 項の期間が経過 した ときは ､ 建替えの決諌に賛成 した各 区分所有者､ 建替えの 決
議 の 内容によ る建替えに参加す べ き旨を回答した各区分所有者 (これ らの者の 承継人を含
む) または これ らの者の 全員の合意により区分所有権及び敷地利用権を買い受ける ことが
でき る者と して指定された者 (以 下 ｢買受指定者+ と い う) は､ 同項の期間満了 日か ら 2
月 以 内に ､ 建替えに参加 しない 旨を回答した区分所有者 (そ の承継人を含む) に 対 し､ 区
分所有権及び敷地利用権を時価で 売り渡すべ き ことを請求する こ とができ る ｡ 建替えの決
議 が あ っ た後に こ の 区分所有者 から敷地利用権の み を取得 した者の 敷地利用権に つ い て も､
同様とする ｡
5 前項 の 規定 に よ る請求が あ っ た場合におい て ､ 建替えに参加 しな い 旨を回答 した区
分所 有者が 建物の 明渡 しに よりそ の 生活上著しい 困難を生ずるおそれが あり､ か つ ､ 建替
え の 遂行に甚だ しい影響を及 ぼさない とき は､ 裁判所 は､ その 区分所有者の請求 により ､
代金 の 支払 い また は提供 の 日か ら
一 年を超 えない範囲内にお い て ､ 建物の 明渡 しに つ き相
当 の 期間を付与する こ とができ る｡
6 建替えの決議 の 日か ら 2 年以内に建物撤去の 工事が着手されなか っ た場合には ､ 第 4
項 の 規定により区分所有権または敷地利用権を売り渡 した者は､ こ の期間の 満了 の 日か ら6
月以 内に買主が 支払 っ た代金 に相当する金銭をその 区分所有権また は敷地利用権を現在有
す る者に提供 して ､ こ れらの 権利を売り渡すべ きこ とを請求する ことがで きる ｡ ただ し､
120日本 の 区分所有法第63条 (区分所有権等の 売渡 し請求権など) で は ､ ｢招集+ とい う言
葉を採用 して い る｡
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建物撤去の 工事が着手されなか っ たことに つ き相当な理由が あるときは ､ こ の 限りでない ｡
7 前項本文 の 規定は ､ 同項但 し番きに規 定する場合 にお い て ､ 建物撤去 の 工事が着手
され なか っ た こ とに 関する相当 な理由が なく な っ た 日か ら 6 月以 内にその 着手 を しな
いとき に準用する｡ こ の 場合にお い て ､ 同項本文中 ｢この期間の満了の 日か ら6月以内に+
とあるの は ､ ｢建物撤去 の 工事が着手されなか っ たことに関する相当な理由がなく なっ た こ
とを知 っ た日 から6月 またはその理由がなくな っ た日か ら2年の いずれか早い 時期まで に+
と読み替えるも の とする｡』 と ､ 売渡 し請求権の 行使と関連 して以上の ように定めて い る｡
典合建物の 区分所有者の うち､ 一 人でも建替え不参加者が い る場合には ､ その 区分所有
者の 所有部分だ けを排除 し建替えを推進する ことは不可能 なの で ､ 集合住宅法は ､ - 部の
建替え反対者の 利益を図り つ つ ､ 建替えに賛成する多数の 利益の保護や 円滑な建替え事業
の 遂行の ために ､ 建替え決議に賛成する区分所有肴は ､ 反対する 区分所有者にその 区分所
有権及び敷地利用権を時価で売渡 しす ことを請求するこ とができると して い るの である ｡
売渡し請求権は ､ 数人が区分所有して い る 一 棟の 建物に建替えが必要とな っ た場合､ そ
の 建物が - 体不 可分の 関係 にある こ とから ､ 多数決原理 により ､ 区分所有権の自由な処分
を制限し建物全体の 建替えを円滑 にするための 手段で あるとも理解する ことができ る｡
区分所有者は ､ その 専有部分または共用部分を保存または改良するためには ､ 必 要な範
囲内で ､ 他の 区分所有者の 専有部分または自己 の共有に属 しない共用部分の 使用の 請求が
できる など､ 各区分所有者の 所有権が共同利益の 目的の た めに - 定の範囲内で制限されざ
るを得ない法理 に照ら してみると ､ 集合建物故 による建替えの 場合､ 決議不参加区分所有
者の 所有持分に対 し買受持定着が売渡し請求権を行使する ことができる と した規定は ､ 区
分所有権に対す る 一 種 の制限と して理解する こ とがで きるo
2 . リモ デリ ン グ事業推進過程における売渡 し請求権
住宅法も ､ 多数の構成員が住宅を設ける ､ または ､ リ モ デリン グを行うた めにそ の 住宅
組合を設立 しようをとす る場合 (第32 条第 1項 の 内容)､ リ モ デリ ン グ事業に参加 しない
区分所有者に対 してリ モデリ ン グ住宅組合が売渡し請求権を行使する こ とが でき るように
定めて い る｡ 住宅法第33条【住宅などの 区分所有者に対する売渡 し請求】 は､ ｢第32 条第
1項 の規定に より認可を受けたリ モデリン グ住宅組合は､ そ の組合の リモ デリ ン グ決議に賛
成 しない 者の 住宅及び 土地に対 し､ 集合建物の所有及 び管理に関する法律第 48条の 規定を
準用 して 売渡 し請求を行うこ とがで きる｡ こ の 場合､ 区分所有権及び敷地利用権は ､ リモ
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デリ ン グ事業の 売渡 し請求 の 対象となる住宅または土地の 所有権とそ の 他の権利とする+
と売渡し請求に つ いて 定めて い る｡
集合住宅経で定 めて い る ､ 建替え事業遂行時における売渡し請求権の 行使に 関する条文
を ､ 今回 の住宅法の リモ デリ ン グ事業と関連してそ の まま適用 して い る こ とには ､ 建替え
とリ モデリ ン グ の 間には根本的性質の相違が存在すると考える観点か らみると ､ 疑問の 余
地も生 じうるが ､ 建替え の代案的手段と して団地全体規模で 行うリモ デリ ン グの 円滑な遂
行 のための ､ 実効性を有する政策的手段と して とられて い るようである の だが ､ 何よりも ､
少数者の 利益の 保護が保障される ことが売渡し請求権行使にあた っ て の 優先的前提 となら
なけれ ばならな い ｡
3. 費用負担の 強制に つ い て の検討
一 旦 ､ リモ デリ ン グ事業に関する決議が成立 した共同住宅または 区分所有者､ つ まり ､
建替えで はなく リモ デ リ ン グ事業 - の遂行 に踏み切 っ た共同住宅また はそ の 区分所有者に
対 し､ 住宅法は ､ リ モ デリ ン グ事 業に反対する区分所有者に対する措置と して ､ 現行集合
建物法第4 8条 【区分所有権な どの 売渡 し請求など】 の規定 を準用すると して い る ｡ 従 っ
て ､ 当然催促期間につ いて も ､ 建替え決議に対する売渡 し請求条項で ある本条第 2項の ｢前
項の 催告を受けた区分所有者は､ 催告受領日か ら2月 以内に回答 しなけれ ばならない+､ 同
条第 4項 の ｢第 2 項の 期間が 経過 したときは､ 建替えの決議に賛成 した各区分所有者､ 建
替えの決議の 内容に よ る建 替えに参加す べ き旨を回答 した 各区分所有者 ､ またはこ れらの
者 の 全員の合意に より 区分所有権及び敷地利用権を買い 受ける こ とが でき る者と して 指定
された者は ､ 同項 の期間満了日か ら 2 月以内に､ 建替えに参加 しない 旨を回答 した区分所
有者 に対 し､ 区分所有権及び議決権を時価で 売り渡す べ く ことを請求するこ とができる+
の 両規定を準用する ことに なる ｡ 従 っ て ､ 区分所有者は ､ 催告受領日か ら2 カ月後さらに 2
ケ月 以内にリ モ デリ ン グ事業の 参加可否 - の判断に迫られ る｡
しか し､ リ モ デリン グにお ける売渡 し請求 を､ 建替えの例と同 じよう に ､ 催告受領 日か
ら 2 カ月後さらに 2 ケ月以 内の期間を与 えたこ とに よ っ て 売渡し請求権の行使 を認 め ると
い う ことは､ ①建替えほ どの ｢緊迫性+ をリモ デリ ン グ - の 議論が行 われて い る共同住宅
は有 しない こ と ､ ②リ モ デリ ン グ事業の遂行が決定された ことか ら､ ｢建替え賛成リモ デリ
ン グ反対者+ を含むリモ デリ ン グ事業推進が 必要で ある こ と(20或い は 30年以上経過共同
住宅 の場合)､ ③少数者保護 - の観点を社会が要求 して いる こ とな どの ､ 大きく はこ の 3 つ
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の 理由か ら ､ 私は､ リモ デリ ン グ事業に 限り ､ ①売渡し請求権の 行使による反対者の排除
より ､ 費用負担の 強制に関する措置 - の 模索と ､ ②催告期間などの 延長による ､ 多数の 参
加訴導､ 少数者の保護を図る こ となどを ､ 住宅法に新しく反映すべ きで あると考えるの で
ある ｡
リ モデリン グ政談
＋
建築基準緩和申請
i
建築委員会申請
建築許可申請
＋
建築許可
＋
住民移住及び着工
＋
竣工及び入居
《図9) 共同住宅リモ デリ ン グ事業施行の 流れ12 1
121大韓住宅公社ホ ー ム ペ ー ジ参照 ､ 血 蛭 ､ 2003.3
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第4飾 共 同住宅管理令におけるリモ デリ ング
Ⅰ . 共同住宅管理令の全体的概観
第1条 【目的】 第2 条 【適用範囲】 第3粂 【管理主体の 業務】
第 4条 【安全管理】 第4条の 2 【安全教育】
第4粂の 3
【共同住宅などの安全点検】
第 5条
【入居者または
使用者の 義務な ど】
第 6 条 【行為許可の 基準な
第7 粂
【住宅管理業者な どによる
ど】 義務管理対象共同住宅の
範囲】
第8条
【事業主体による
住宅管理業者の 選定な ど】
第8条の 2
【管理方法の 決定など】
第9粂 【共 同住宅管理規約】
第9条の 2【紛争調整委員会】 第10条 【入居者代表会議】 第 11条 【自治管理機構】
第 12･ 13･ 14条､ 削除 第15条 【管理費など】
第16条
【事業主体の噸庇補修】
第16条の 2
【耐力構造部の
噸疲補修など】
第16条の 3
【安全診断実施など】
第17粂 【噸症補修保証金】
第 18条 第19条 第20条
【:畷症補修補償金 の 返還】 【住宅管理業登録基準】 【住宅管理業登録手続き】
第21 ･ 22条､ 削除
第22条の 2 第23条
【共同住宅管理実績】 【特別修繕充当金 の積立】
第2 4条
【管理業務の 引受 け
･ 引続き】
第25条
【住宅管理 士などの 配置】
第2 6条【住宅管理 士 の 資格】
第 27条J 第28条
第29条【試験合格者の決定】
【住宅管理士補資格試験】 【住宅管理士 資格認定】
第 30条
【試験の 施行及び公告】
第31条 【試験委員会】 第32条 【応試願書など】
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第33条
【試験手当てな どの 支給】
第34粂
【群数不正行為者
に対する制裁】
第35粂 【権限の委任】
第36条
【住宅管理に などに対する
資格の取消 し
獲び停止 処分の 基準】
《表 19》 共同住宅管理令の 全体的概観
Ⅱ . 共同住宅管理令の 改正とその 主な内容
韓国の共同住宅に対 して実質的に管理 ･ 制御的機能を有する共同住宅管理令が ､ 2 002年
3月 25 日､ 以下の 改正 理由でリモ デリン グに関す る内容が改正 された｡
改正理由は､ 既存共同住宅の リモ デリ ン グの活性化を図るために ､ 使用検査後10年以上
経過 した共同住宅 に限 り市 ･ 道知事の リ モデリ ン グ許可基準を設 けるこ と ､ 共同住宅団地
内の 必要な施設を拡充するた めに ､ 使用検査後20年以上経過 した共同住宅団地内の付帯施
設及び福利施設 の 中の 一 部施設に対する市 ･ 道知事の相互間の 用途変更許可基準を設 ける
こ とで あるo 122
その 主な内容は次の ように なる｡
① 共同住宅 の リ モデリ ン グは入居者代表会議がその 構成員の 過半数の 賛成をも っ て
提案でき る ようにす る
② 共 同住宅団地全体の 専有部分に対す る補修などに対 し､ 長期修繕計画で定め る所
によ り ､ 共同住宅の 特別修繕積立金の 使用を認 め る
③ 知事は ､ 使用検査後20年が経過 した共 同住宅団地内の付帯施設及び福利施設の 中
で ､ 相互 間 の施設変更が可能な駐車場 ･ 造形施設 ･ 子供の 遊び場などに対 して入居
者の 同意など … 定の許可基準に該当する場合は ､ その相互 間の 用途変更を認 める
④ 老弱者や障害者の 便利 の た め の 階段 の 単層撤去な どの軽微な行為は ､ 入居者の 同
122韓国建設交通部ホ ー ム ペ ー ジ参照､ 里 野 里ニ些!虫監g 生垣､ 2003.1.15
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意と市 ･ 道知事に対す る申告により これ を行うこ とがで きる
⑤ 使用検査後10年以上が経過 した共同住宅 の リモ デリ ン グは ､ 構造 の安全及び既存
世帯数の維持などに該当する場合は､ 市 ･ 道知事の許可によ り これ を行うこ とがで
きる
以 下で は ､ 各 々 の本改正規定に つ い て詳細にみ る こと にする ｡
Ⅲ . 入居者代表会議にリ モデリ ン グ提案主体の 権限付与
入居者代表 に関す る規定をみるo
改正 共同住宅管理令第10粂 【入居者代表会議】
1 .使用検査を受 けて ､ または ､ 仮使用承認 を得て入居者などの過 半数が入居 を終 えた共
同住宅の入居者な どは ､ 棟別世帯数に比 例 して代表者 (以下 ､ 棟別代表者とする) を選出
しな けれ ばならず ､ そ の 選出され た棟別代表者で入居者代表会議を構成 しなけれ ばならな
い
o
2. 一 つ の 共同住宅団地を数個の 工 区に分けて順次的 に建設する場合に ､ 先に入居 した工 区
の 入居者な どは第 1 項の 規定に か かわらず ､ 入居者代表会議を構成するこ とができ る ｡ た
だ し､ 次 の 工区の入居予定者の 過半数が入居 したとき ほ ､ また入居者代表会読を構成 しな
けれ ばならない ｡
3.棟別代表者となる こ とがで きる資格は ､ 当該共同住宅団地内に継続 して 6月以上 (最初
の 入居者代表会諌を構成 したり ､ 第 2 項但書の規定に よる入居者代表会議 を構成するため
に棟別代表者を選出する場合を除く) 居住 して い る居住者で なけれ ばならない ｡
4. 入居者代表会話は会長 - 人を含む3人以上 の理事及 び1人以上 の監事をそ の構成員の中
か ら選出 しなければならない ｡
6.削除 (1998.12.31)
6.入居者代表会議はそ の構成員過半数の 賛成で次の 各号の 事項 を決定する
①管理規約改正案の提案及 び共同住宅の 管理 に必 要な諸規定の制定及び改正
②管理費予算案の確定 ､ 使用料の基準 ､ 監事の 要求と決算の 処理
③団地内の 電気 ･ 道路 ･ 上下水道 ･ 駐車場 ･ ガ ス 設備 ･ 冷暖房設備及 び昇降機 などの
維持及 び運営基準
④自治管理 をす る場合 ､ 自治管理機構の職人の 任免
⑤共同住宅の 共用部分､ 共同住宅 の入居者の 共同所有で ある付帯施設及 び福利施設の
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補修 ･ 交替及び改良
⑥共 同住奄 の 専有部分 ( 住宅団地全体に限る) 及び共用部分と入居者の 共同所有で あ
る付帯施設及び福利施設 に対す るリモ デリ ン グ (建築物の 老朽化抑止または機能向
上などの ため に増策 ･ 改輿 ･ 大修繕の行為) の提案
⑦入居者などの 相互間に利害が相反する事項の 調停
⑧その 他､ 管理規約で定める事項
7.入居尾者代表会蝕の 会長 ･ 理事及び監事の兼務範囲は建設変通部令で定める
8.入居者代用会鶴を相銀し ようとするときは ､ 相銀日の .5 日前に ､ 余儀の 目的 ･ 日時及び
場所 を入居者な どに個別通知または告示 しなければならない ｡
9.入居者代表会敢はその 金蔵で磯決 した事項､ 管理費の賦都内容及び入居者などの 授薬事
頓に対する措置結果 など主要業務の 推進事項を遅滞なく入居者などに通知 しまたは告示
しなけれ ばならな い ｡
10.第 7粂123の規定に該当する共同住宅 の入居者代表会蝕が法第39粂第7項l 別の規定に
ょ り ､ 市長などや事業主体に申告または通知 しなければならない 事項は次の各号 どおり
で ある ｡
①共 同住宅団地 の名称及び位置と入居者代表会談の名称及び所在地
②入居者代表会議の構成状況
③共同住宅 の管理方法
④管理規約
⑤そ の他 ､ 建設 交通部令で 定める事項
11膚 業主体は共同住宅の 入居者代表会議が構成でき る よう協力 しなければならない ｡
12. 入居者代表会議が第6項 の 規定による事項を決定するにおい て は ､ 共同住宅の 入居者
以外 の者に ､ 当該共 同住宅 の管理 に利害関係を有する者の基本的権利を侵 害して はなら
･23共同住宅管理令第7条【住宅管理業者などに よる義務管理対象共同住宅 の範囲】法第38
条第4項 の ”大統領令 で定める共同住宅
”とは ､ 次の 各号の 1 に該当する共同住宅をい う
①330世帯以上 の 共同住宅
②世帯数が 15 0世帯以上で昇降機 が設置されて い る共同住宅
③世帯数が 150世帯以上で中央集中式暖房方式の 共同住宅
･24住宅建設促進法第 39条第7項 【共同住宅管理に関する監督】 道知事
･ 市長などは入居
者代表会議 ･ 管理主体または住宅管理士 などに対 してその 業務の監督上必要なときに は ､
そ の 業務に関する事項を報告させ たり ､ 資料の提出 ､ その 他必要な命令をする ことができ ､
また､ 所属公務員に営業所 ･ 管理事務所などに出入り し共同住宅の施設
･ 帳符 ･ 書類など
を調査または検査を行わせ る ことができ る
2.第1項の 規定により 出入り ･ 検査などを行 う公務員はその権限を表示す る証票を持 ち､
関係人 に これを提示 しなければならない
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な い ｡
1 3入 居者代表会議はその 会議を開催 したときは､ 会議録 を作成 し管理主体に保管するよ
う に し､ 管理主体は共同住宅 の入居者な どがこれ の閲覧を請求 し､ または自己 の 費用で
複写 を要求 したとき は ､ これ に応 じなけれ ばならない ｡
14.入居者代表会議は住宅管理業者に対 して ､ 職員人事､ 労務管理 などの 兼務遂行 に不当
に 関与 して はならない ｡
本条にお い て検討す べ き点は､ 第 一 ､ 入 居者代表会議にその 過半数 の 賛成をも っ てリモ
デリ ン グ事業の提案を可能とさせて い る こ と､ 第二 ､ 提案す るリ モ デリ ン グ事業の 範陶は ､
共用 部分の みで は なく各 区分所有者の 専有部分 (住宅団地全体に 限る) まで にな っ て い る
こと ､ こ の 二点で ある｡
本条は､ リ モ デリ ン グ事業を提案でき る権限を入居者代表会議にも与 えて い るが ､ や は
り最終的 にリモ デリ ン グ事業推進 の 可否に つ い て判断する者は 区分所有者で あると理解す
る の が適切で あり ､ リ モ デリ ン グ事業推進 - の 可否 に つ い て の 判断に 対 し､ 住宅法も各区
分所有者及 び議決権の 5 分の 4 以上 の賛成でも っ てリ モ デリン グ事業 - の 遂行 を静めて い
る｡
提案で きる範囲を専有部分まで に して い るこ とに関連 して ､ 本条は､ 共同住宅団地全体
の リ モ デリ ン グを 一 括 して行おうとするとき の リモ デリ ン グ事業の 範囲を､ 共用部分の み
で なく 専有部分までも該当すると して い るが､ しか し､ 集合建物法が ､ 本来 ､ 想定 して い
る 専有部分 の復旧は ､ そ の滅失の 程度を問わず､ また滅失部分にお ける専有部分の 比 率を
問わず ､ 専有部分の 区分所有者が自らの 費用で 単独で行う こ とを前提と して い る｡ ただ し､
滅失 した専有部分の放置が共 同の 利益に反するとみられ る場合に は ､ 建物全体の保存上必
要な措置に つ い て の み ､ 他 の 区分所有者がその 区分所有者に対 し復旧する こ とを請求す る
こ とが許 され る125｡
そ の 費用負担の配分につ い て で あるが ､ たとえば､ 共同住宅 の 共用部分の み の リ モデリ
ン グを行うときは ､ その 費用負担の配分は 区分所有者及 び議決権の 比例で ､ わり と簡単に
各 区分所有者が負担する金額を算出す るこ とが可能で ある｡
しか し､ リ モ デリン グが専有部分まで の 範囲を含む事業に なるとそ の費用負担の 配分は
問題となる｡ 各専有部分の 損傷 ･ 滅失程度は世帯のす べ てが
一 律的 で はない からで ある o
125稲本洋之助 ･ 鎌野邦樹『コ ン メ ンタ ー ル マ ン シ ョ ン 区分所有法』日本評論社､ 1997､ p･306
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つ まり ､ 201号室 の滅失程度と 202 骨董 の滅失程度は､ 区分所有者の 使用具合によ･ っ て異
なるもの で ､ 従 っ て ､ 201骨壷の リモ デリ ン グに要する費用額と 202骨董 の その費用観と
は差が生 じる｡ 共同住宅 の リモ デリ ン グに関す る本規整はその 専有部分のリ モデリ ン グに
要する費用負担板の 配分に つ いて何 の 規定も定めて い ない の で ､ こ の間題 に つ いて ､ より
細部的で 明確な規定作り をす べ きで あると考えるo さらに ､ 各専有部分に要す るリ モデリ
ン グ費用を区分所有者各自の負担にすると ､ 各区分所有者は自己 の経済的余力などの 自己
の基準に合わせ る形で の 各区分所有者それ ぞれ異なる範囲 ･ 内容の 専有部分の リモ デリ ン
グを行うことは自明で あり ､ よ っ て ､ 入唐宥代表会髄に ､ 専有部分まで の リモ デリ ン グに
関する提案権限を与える こ とは ､ 特別な意味を持たない こととなる｡
故に ､ 入居者代表会髄の リ モ デリ ン グ提案権限に噂宥恕分を含ませる ことに つ い て ほ､
より慎重な検討が必要で あると考える｡
Ⅳ . 特別修繕積立金の リ モデリ ン グ事業 - の使用
本改正令は ､ 共 同住宅 団地全体の 専有部分に対する補修などに対 して長期修繕計画で定
めると ころにより典同住宅 の特別修繕積立金 の使用を羅めて い るo
改正 共同住宅管理令第23条 【特別修繕充当金126の積立など】
1.法第38粂の 2第1項127の 規定に より特別修繕充当金 を積み立て なければならない共同
住宅は次の 各号で ある ｡
(D300世帯以上の 共同住宅
②昇降機が設置され て い る共同住宅
③中央集中式暖房方式 の共 同住宅
2,3 削除
4.法第38粂の 2第3項 の規定に よる特別修繕充当金 の料率は ､ 当該共同住宅の専有部分
126日本で の ｢特別修繕積立金+ と韓国での ｢特別修繕充当金+ とは ､ そ の 両方 の用語 に意
味的差はない の で ､ 条文以外の 所で は 日本の 用語 に従う ことにする｡
127住宅建設促進法第38条の 2【特別修繕充当金 の積立】
1. 管理主体は共同住宅 の 主要施設の 交替及び補修に必要な特別修繕充当金 を入居者か
ら徴収 し積み 立て なけれ ばならない
2. 第1項 の規定によ る共同住宅 の主要施設 の範囲 ､ 交替及び補修時期と方法などに関し
て 必要な事項は建設交通部令で定める
3. 特別修繕充当金 の料率 ･ 使用手続き ･ 事後管理と積立方法などに関 して必要な事項は
大統領令で定め る
177
(住宅団地全体に限る) 及 び共用部分と入居者の 共同所有で ある付帯施設及び福利施設
に 対する長期修繕計画 (以下 ､ 長期修繕計画) で 定めると こ ろに よ る128o た だ し､ 長期
修繕計画が樹立されて い ない共同住宅 の場合､ その 特別修繕充当金 は ､ 第15粂第1項第
5号ない し第8 号129で 定めた費目の月別金額を合わせ た金額の 100分の 3以上 10 分の
20以下と し､ 特別修繕充当金 を使用 して代替しなければならない 施設の 耐久年限を勘案
して 管理規約で 定める ｡
5.削除
6.特別修繕充当金の使用は長期修繕計画によるもの と し､ その使用手続きは 管理規約 で定
める｡
7.特別修繕充当金 は共同住宅の使用検査後1年が経過 した 日から転月積み立て ､積み立 て
られ た特別修繕充当金 は入居者代表各義に入居者代表会議が指定する金融機関に預置し
て別途の 管理 しなけれ ばならない ｡
8.分譲されて い ない 共同住宅に対する特別修繕充当金 は事業主体が これ を負担する｡
本規定も ､ 韓国政府が共 同住宅にお けるリ モ デリ ン グ事業の活性化を図るた めに取り入
れた規定で ある｡
本規定は ､ ①現在特別修繕積立金 の使用を長期修繕計画 による用途の みか らリ モ デリ ン
グ事業にも使用可能とさせて い る こ と (団地全銀に限る)､ ②リ モデリ ン グ基準を長期修繕
計画に包含させリ モ デリ ン グ事業を中 ･ 長期観点で推進する よう誘導 して い る こ とに その
意味がある130. 参考まで に ､ 特別修繕積立金の額は長期修繕計画に よ る賦課時 ､ 1 m
2
当たり
つ き 1000ウォ ン (約 100円) - 1,500ウォ ン (約150円) となり､ こ の額は､ 日本の 123
円とそれほ どの差はな い額で ある131｡
団地全体の 一 括 したリ モデリ ン グ事業を推進するため に ､ 特別修繕積立金 を実際の 事業
に投入 しようとする時 には ､ 幾つ か クリア しなければならない 問題点が存在 して い るよう
にみえる｡
第 一 ､ 特別修繕積立金 の 専有部分 の修繕 - の使用 の 問題で あるo
修繕積立金 の 本来使われ る べ き用途は ､ ① 一 定年数 の経過 ごとに計画的に行う修繕､ ②
128月間世帯別特別修繕充当金 - 長逝塵産 地 塵腰盈塵盤 × 世帯別分譲面積
総分譲面積 ×12× 計画期間(午)
129共同住宅管理令第15条第1項第5号 - 昇降機維持費､ 第8号 - 修繕維持費
130 ｢共同住宅の リモ デリ ン グ活性化+､ 韓国国務調停室 (報道資料か ら参照)､ 2002. 1.1 4､
総3 ペ ー ジ
131『わかりやすい マ ン シ ョ ン 管理』､ 薄田博 一 ､ オ ー ム 社､ 平成14年 2月 ､ p.70
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不測の 事故そ の他特別 の 事由により必要となる修繕､ ③敷地及び共用部分などの 変更､ ④
その 他敷地及 び典用部分等の管理 に関 し区分所有者全体の 利益の ために特別 に必要となる
管理 ､ で ある182o
①の ト 定年数の 経過ごとに計画的に行う修繕+ には､ 外壁塗装工事 ､ 屋 上防水工 事､
給 ･ 配水管工事､ 鉄郎塗装工事な どがある ｡ ②の ｢不測の 事故その 他特別 の事由により必
要となる修縛+ とは ､ 火災な どの場合を指して い る｡ ③の ｢敷地及び典用部分の変更+ は､
階段室を改造 して エ レ ベ ー タ ー 塞に したり ､ 魔 の - 部をア ス フ ァ ル ト舗装して駐車場に し
たり ､ 遊戯施設 を撤去 したりするような場合が 考えられる138o
本規約の 内容によると ､ 修繕積立金の 使f削ま､ 敷地及 び共用部分の 修繕の 目的の場食の
み許されて い る こ とがわかる ｡ すなわち､ 専有部分の修縛の 目的と して修蹄横立金を使用
する ことは静められて いない の で ある｡
そうい う意味で ､ 改正共同住窄管理令が ､ 共同住奄団地全体の 専有部分に対する補修な
どに対 し､ 長期修繕計画 で定める所に よ り典同住宅 の特別修繕横立金の使用 を詠 めて い る
ことは ､ 今回改正令にお い てとても重要なポイ ン トにな っ て いるo
リモ デリ ン グを活性化する ための政策を展開しようとする現在の韓国の 政策的観点か ら
すると､ 団地全体 の建替えを 一 括 して行おうとす る時の 財源調達方法の難 しさか ら､ 本規
定が設けられたと考えられ る｡
第二 ､ 決議率の問題で ある｡
ソウル 市共同住宅標準管理規約第 47粂 【特別修繕充当金 の使用】 第 1項 は ､ ｢管理主体
が特別修繕充当金 を しようとする ときは､ 長期修繕計画により特別修繕充当金 の使用計画
書を作成 して入居者代表会議の 同意を得て使用す る+ と規定 して いる｡
また､ 共同住宅管理令第10条 【入居者代表会議】 第6項は､ 共同住宅の 共用部分､ 共同
住宅 の入居者の 共同所有で ある付帯施設及 び福利施設の 補修 ･ 代替及び改良を､ 入居者代
表会議の構成員の過 半数の 賛成で決めることができると して い るo
従 っ て ､ 特別修繕積立金の 使用は ､ 入居者代表会議構成員の過半数の 賛成でそれを決め
る こ とができる こ とがわか る｡
しか し､ リ モ デリン グを行うために特別修繕積立金 の使用 を承課する入居者代表会議構
成員の過 半数とい う決議率は ､ リ モ デリン グの議決定足数で ある区分所有者 5分の 4 以上
の 決議率と衝突す るようにみ える｡ 入居者代表会議が過半数の賛成をも っ て リモ デリ ン グ
132日本の 中高層共 同住宅標準管理規約第27条 【修繕積立金】 規定引用
133『中高層共同住宅標準管理規約の 解説 ､ 改正版』､ 民間住宅行政研究会編､ 大成出版社､
1999.3.30､ p.123
･124
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の ための 特別修繕積立金 の執行 を行うためには ､ まず､ 区分所有者及び議決権の 各5分の 4
以上 の 賛成がな い と不可能となる｡ しか しまた問題 は､ リ モデリ ン グ事業 - の反対者が今
まで 納めて いた特別修繕積立金 の処理で あるが､ リモ デリ ン グ事業に参加 しな い ､ すなわ
ち買受請求権の 資格を得る者は ､ 新 しく成立するリモ デリ ン グ組合に対 し､ 今まで納めて
い た特別修繕積立金 の 返還請求が 可能で あると考える の が妥当で ある0
Ⅴ . そ の他の リモ デリ ン グ関連 内容
以 上の リ モデリ ン グ事業に 関連する内容を､ その他の 関連内容と - 緒に表 にすると次の
ようになる ｡
《表20》 共 同住宅管理令におけるリ モデリ ン グ関連部分
区分 共同住宅管理令におけるリモ デリン グ関連部分
入居者代表会議
共 同住宅の 専有部分 (住宅団地全体に限る) 及 び典用部分と入
居着の 共同所有で ある付帯施設及び福利施設 に対するリモ デリ
ン グ (建築物の 老朽化抑止 または機能向上 などの ため の増築 ･
改築 ･ 大修繕の行為) の提案､
リ モ デリ ン グ事業対象
使用検査 を受けた後 10 年以上の 期間が経過 した共 同住宅(使用
検査 を受けた後 20 年未満の期間が経過 した共同住宅に対 して
となる共同住宅 は 増築行為を除外する)で ､ 市長などにより構造安全に異常が な
い と認 められた共同住宅
リ モ デリ ン グ事業同意率
区分所有者及び議決権の 各5分の 4､
棟または団地単位で事業可能
反対者に対する措置と して ､ 売渡し請求権を認 める
特別修繕積立金
リ モデリ ン グ事業にも使用可能､
リ モ デリ ン グ事業の 範囲 一 共同住宅 の専有部分 (住宅団地全体
に限る) 及び共用部分と入居者の 共同所有で ある付 帯施設及び
福利施設
長期修繕計画 リ モデリ ン グ基準を長期修繕計画 に含める
用途変更可能
知事は､ 使用検査後20年が経過 した共同住宅団地内の 付帯施設
及び福利施設 の中で ､ 相互 間の施設変更が可能な駐車場 ･ 造形
施設 ･ 子供 の遊び場などに対 して入居者の 同意 な ど 一 定の 許可
基準に該当する場合 は ､ そ の相互間の 用途変更を認める
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老弱者および 障賓者
の ための リモ デリ ン グ
老弱者や障害者の便利の ための 階段 の単層撤去などの軽微な行
為は ､ 入居者の 同意と市 ･ 道知事に対す る申告によりこれを行
うことができ る
Ⅵ . ソウル 市の共同住宅リモ デリ ン グ適用抵案
リ モ デリ ン グ
決諌
リモデリ ン グ
組合入居者代
表会談
- - ～ リモ デリ ン グ
計画樹立
- ト
施行者選定
工事費調達計画
進行計画樹立
建築計画
団地及び造成配置計画
団地及びと棟別増築計
交通及び駐車計画
造形計画
付帯施設用途変更計画
リモ デリ ン グ
計画受付
建築審議
(建築士鋭明､
専門家審査)
建築許可
工事着手
使用検査
行為許可申請書及び許可
番
リモデリング同意番
所有権関係番類
計画図面 (建築･ 構造)
法規検討
異議審査機構
→
《図 10》 建築審議を通 じたリ モ デリン グ認 ･ 許可の 流れ134
維持管理
18 4キ ム ･ ドニ ヨ ン 『ソウル市与件に適合 した共同住宅リモ デリン グ適用法案研究』 ソウル
市政開発研究院､ 2001
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第5節 リ モ デリ ン グ施行上 の制約要因
共同住宅にお けるリモ デリ ン グを施行 して いく ため に は ､ 様 々 な障害 ･ 制約要因を克服
しな けれ ばならない ｡ 住居環境の 特殊性 ､ 居住者の 意識 ､ 居住者の 多様性､ 構造形態 ､ 経
済的与件､ 法制度 - の理解などの 複雑な条件をすべ て クリア しなけれ ばならな い の で ある0
また､ 韓国の 共同住宅がもつ 特性､ つ まり ､ 共同住宅が全体住居建築に占め る比率が高
い こ と､ 1 9 80年代以後建 て られた共同住宅の 大部分が壁式鉄筋 コ ン クリ ッ ト構造で あ
る こと ､ 床温水 コ イル 暖房 シス テ ム に設計されて い るこ と ､ 分譲型共同住宅がほとん どで
ある こ と､ チ ョ ンセ制度が 一 般化されてお り賃借人の 構成比率が高い こ と､ 共同住宅 の 建
設が主に団地形式にな っ て い る こ と､ 全体共同住宅の ス トッ ク の相当量が 80年代か ら90
年代中盤 まで の 期間に大量供給されたこ となどを考え､ こ の ような実情を考慮 したリモ デ
リ ン グ案を設ける べ きで ある ｡ 135
以下で は ､ 共 同住宅に お けるリモ デリン グ施行上 の 制約要因を､ 社会､ 経済､ 制度, 技
術に わけて分類 ･ 整理 し､ リ モ デリン グの方向設定に つ いて検討するこ とにする｡
Ⅰ . 社会的要因
まず､ 区分所有者の 共同住宅 の 維持管理 へ の意識水 準が低 い こ とで ある｡ 韓国の建替え
事業は ､ 区分所有者に ､ 等価交換､ 財産権の増大が可能と い っ た経験か ら､ 強 い建替え志
向的性向を持たせ て い る｡ 建替え志向は ､ 共同住宅 の 維持管理 - の意識水準を著 しく低下
させ るもの と して作用 して い る｡
しか し､ ソウル ヨ ン ガ ン マ ン シ ョ ン の リモ デリ ン グの場合､ 1971年竣工 され ､ 5 - 7階の
約 300世帯の団地の ､ 骨造補修 ･ 補強工事 ､ バ ル コ ニ ー 4.5坪増築､ 内部構造及 び外観改善､
給水 ､ 暖房 ､ 電気､ 通信設備交替な どを内容とするリモ デリ ン グ事業に 対 して ､ 業界は ､
1 8坪基準で世帯当たり約 400 万円の負担が生 じるが ､ リモ デリ ン グ事業の施行が確定され
た以後､ 既 に500 万円ほ どの 住宅 の 価額上昇をみせ て い ると して い る｡
少なく とも こ の デ ー タ に よ ると ､ リ モ デリ ン グは ､ 必ず しも区分所有者に経済的価値を
付与 しない とは い えない こ とがわか る ｡
185ジ ョ ･ ミラ ン ｢共同住宅団地リモ デリ ン グの課題+ 建設技術人 11月 ･ 12月 (通巻 47
早)､ 2001年､ p.19
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一 方 ､ 韓国建設交通部が発表 して い る統計資料によると､ 2000.12現在､ 全国共同住宅世
帯数は 5,516,945戸で ､ こ のうち貸僚型共同住宅の 数は 712,017世帯で全体の 1字.9 %､ 分
譲型共同住奄 の 数は 4,803,928世帯で 87.1 %を占めて い ることがわかる｡ しか し､ 分譲型共
同住宅 の 占有形態は ､ チ ョ ンセ制度の 一 般化 に より ､ ある団地では貸借人 の割合が所有者
の 割合を越すほ ど､ 貸借人の 分譲型共同住宅にお ける構成比率が高い ｡ こ の 事実は ､ 共同
住宅 における典同体窓織の 不足 ､ 維持管理 - の 困難､ 居住者意織合意 - の 困難と い っ た現
状を生み出 して い るとも言われて い る｡ 従 っ て ､ リ モデリ ン グ事業に対する住民の 唐織合
意過程の 中で こ の間題 を解決 して行く の かがまた重要な裸題となるo
刀 . 経済的要因
リ モ デリン グ事業 - の経済的要因となるもの は ､ 住民の経済的負担額が大きい ことと ､
リモ デリ ン グ施行終了後の 経済的価値上昇効果の客観的評価の 困難､ の こ点にあると考え
る こ とができる｡
竣工後20年以上経過 した共同住宅の リ モ デリ ン グは ､ まずその事業範囲面だけにおい て
も ､ 専有部分､ 共用部分の 全体がその 事業の範囲となる ことが多い の で ､ か なりの 費用の
所要が予想 され る｡ また､ 特別修繕積立金 をリ モデリン グ事業に用 い る ことができ ると し
て い る住宅法 の規定に従うと して も ､ ほ とん どの 団地にお い て修繕積立金 が不足 して い る
現状から ､ リ モデリ ン グ費用調達時 ､ リモ デリ ン グ主体で ある区分所有者の自己負担額の
比率は ､ 当然高いも の とな る｡
上記 の 社会的要 因の とこ ろで ､ 18坪基準で ､ リモ デリ ン グ所要費用を約 40 万円､ そ し
て ､ リ モ デリ ン グ事業確定後価値上昇額が約 500万 円とい っ た業界からの 数値か ら､ リモ
デリ ン グも ､ 住宅 に対するある程度の 資産価値の 上昇をもたらすこ とが わか っ て い るが､
実際の 問題と して ､ そ の 事業に投入された工事費に比 べ て どれだけの経済的価値上昇の 効
果が あるか に つ い て の より客観的な数値を出すことは困難で ある｡
リ モ デリ ン グの 事業範囲が ､ 専有部分 ･ 共用部分を総網羅する範囲となると､ 居住者の
移住問題 が発生する｡ 韓国 の建替えの経験で は ､ 業者側 か ら住民らに ､ 無利子で移住費用
を提供する形で ､ 住民らの移住費用 に対す る負担を解消 してきたが ､ 建物の 新築に比 べ 業
者が得られる開発利益 がやや少ない と思われ るリモ デリ ン グ事業に ､ 果た して ､ 業者から
どれだけの 支援の 提供 を受ける こ とが でき るかが 不安要素になる｡
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Ⅲ . その 他の要因
その ほか の 制度的要因､ 技術的要因に関して は､ 以下 ､ 表 の とお りで ある｡
制度的要因 リ モ デリ ン グに対する法的行為 とそ の 手続
き及 び範囲に対する規定が不明確
費用投入 ( 専有部分と共用部分) に対する典
同費用負担の制度的根拠不足
前後面拡張 による 隣横間隔不 足に対する法
的緩和規定不備
技術的要因 埋立て型配管の 交換方法の 困難
面積の増加､ エ レ ベ ー タ ー ･ 階段 室の 増築に
伴う構造的安全性確保困難
構造補強を含む全体の リ モ デリ ン グ工 法及
び評価技法の 不在
《表21》 リモ デリン グ対象典同住宅の 施行上の 障害要因18¢
第6節 リ モ デリ ン グに対する区分所有者の意識
韓国の建替え事業は ､ 区分所有者に､ 等価交換､ 財産権の増大が 可能とい っ た経験 から､
強 い建替え志向的性向を持 たせ て い る｡ 経済的動機に よ る建替え志 向の傾向は ､ 共同住宅
の維持管理 - の意識水準を著 しく低下させ るもの と して作用 して い る｡
韓国首都圏に居住す る共 同住宅の底分所有者 を対象とする調査137によると､ 調査 区分所
有者の 26.6%が ､ 現在の共 同住宅に性能及 び住居水準 に対 して ､ ｢不満またはとて も不満+
と答え､ また竣工年度が長 い ほ ど不満が 高い ことがわか っ た｡
不満程度が高い 部門と して は､ 配管腐食が 57.7 % でも っ とも高く ､ 団地内駐車場不足が
186イ ム ･ ナム キ ､ キム ･ ジン ホ ､ ジ ョ ン ･ サ ン ジ ン ｢地方所在老朽低層ア パ ー トの建替え
とり モデリ ン グ比較分析+大韓建築学会論文集(構造系)､第17巻 11 号(第 157号)､2001.ll
187 ユ ン ･ ヨ ン ソ ン ､ バ ク ･ ヨ ン ソク ｢首都圏地域ア パ ー ト住民 の リモ デリ ン グに対する意
識+『建設産業動 向』 建設産業研究院､ 201.8
一 首都圏内 103個ア パ ー ト団地 の代表者206人を対象に ､ 201.l - 2 の期間に行われた調
査
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51.8 %､ 住民受流及び文化空間の 不足が47.9 %の 順で あっ た｡
建替えが難 しい場食の 向後計画に つ い ては､ 46.0 %の 区分所有者が｢移住する+ と､ 42.9%
は ｢部分または全面リモ デリン グを実施する+ と答えた｡
また､ リモ デリ ン グ施行の も っ とも大きい 制約要因と しては､ 47.7 %が ｢工事費+､ 33.6 %
が ｢住民意見同意の難 しさ+ と答えた｡
現在韓国で は ､ - 般住居地域細分化に従う容積率の 下向調整により建替え事業数の低下
が予想されて い るが ､ 建替えに対する区分所有有らの 選好度は ､ 建替え以降の住宅価格上
昇及び持分の 拡大な ど - の期待心理 から､ まだまだ商い とみられる ｡ リモ デリ ン グの 活性
化の ために は､ 収益確保可能 ､ 短期間移住､ 新頼または建替えより低い投資費用 などの リ
モデリ ン グ効果が適切 に区分所有者らに広報されなければならない の で あるo
また ､ 短期間で あると しても ､ 移住に対する 区分所有者の負担を減らすために は､ 住民
移住対策 - の 支援法案が諦究されるペ きで ある｡
第 7飾 共同住宅管理令にお ける行為許可 ･ 申告基準と維持 ･ 補修 ･ 大修繕関連内容
区分 許可基準 申告基準
1.
用途変更
共 同住宅
法令の 改正 または与件の変動などに
よ り住宅の建設基準などに関する規
定138に よる住宅 の 建設基 準に不適
合に なっ た共同住宅の 専有部分を同
規定に適合 した施設 に用途変更 しよ
うとする場合で ､ 全体入居者3分の
2以上の 同意
入居者共有で
ない 福利施設
住宅建設基準などに関
す る 規定 で 定 め た付
帯 ･ 福利施設 の設置基
準に適合 した範囲内で
138 ｢住宅建設基 準などに 関する規定+ 一 任宅建設促進法の 規定に より ､ 住宅の 建設基準､
付帯施設 ･ 福利施設の 範囲 ･ 設置基準､ 敷地造成基準 ､ 工業化住宅の認 定手続きなどに 関
して委任された事項 とそ の 施行に 関 して必 要な事項を定め る ことを目的で定められ た令｡
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用途を変更 しようとす
る場合
付帯施設
住宅建設基準などに関す る規定で 定 住宅建設基準などに関
めた付帯 ･ 福利施設の 設置基準の 2 す る 規 定で 定め た付
分の 1 の範囲内で付帯 ･福利施設(使 帯 ･ 福利施設 の 設置基
用検査を受けて 2 0年以上の 期間が 準 に適合 した範囲内で
経過 した共同住宅の付帯 ･ 福利施設 同規疋第5 衆第1骨な
･ 入居者共有の の うち､ 駐車場 ､ 造形施設 ､ 住奄団 い し第5骨 の 規定によ
福利施設 地内の道路､ 子供の 遊び場 ､ 住民運 る 施設139外 の 施設 に
動施設 をいう) に用途変更 しようと 用途変更 しようとする
する場合で ､ 全体入居者の 3分の 2 場合で全体入居者3分
以上の 同意を得た後そ の用途変更の の 2以上の 同意を得た
必要性を市長などが認めるとき とき
2.
改築(大修
繕 を 含
共同住宅
当該棟の入居者3分の 2以上 の 同意
を得たとき
入居者共有で 位置及び規模が従前の 建築物の 範囲
む)･ 再築 ない福利施設 内で あるとき
付帯施設
･ 入居者共有の
福利施設
全体入居者3分の 2以上 の 同意を得
たとき
3.
共 同住宅
危害の 防止 などの ため に市長 などが
や むを得ない と認 めた場合で 当該棟
の入居者3分の 2以上の 同意を得た
老弱者や 障害者の便利
の ため の 階段 の 断層撤
去 な ど の 軽 微 な行 為
で ､ 入居者代表会議の
同意を得 た とき
被損 ･
取 り壊 し
とき
入居者共有で 危害防止 などの ために市長な どがや
ない福利施設 むを得ない と認め るとき
付帯施設 危害の 防止 などの ために市長などが 老弱者や障害者の便利
139第1種近隣生活施設及び第2近隣生活施設 ､ 金融業所
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･ 入居者共有の やむを得ない と誰 めた場合で全体入 の ための 階段 の 断層撤
福利施設 居肴3分の 2以上の 同意を得たとき 去 な ど の 軽微 な行 為
で ､ 入居者代表会談の
同意を得たとき
4.
用途廃止
共同住宅
危寮の防止 な どの ために市長などが
やむを得ない と誰めた場合で 当該棟
の 入居者3分の 2以上の 同窓を得た
とき
入居者共有で 危審防止 な どの ために市長などがや
な い福利施設 むを得ない と絡めるとき
付帯施設 危啓の 防止 などの ために市長などが
･ 入居者共有の やむ を得ない と静 めた場食で全体入
福利施設 居者3分の 2以上の 同意を得たとき
共 同住宅 など
法第32粂の 規定により供給したが ､
全体性帯が分譲 され なく場合で ､ 市
長な どが静めるとき
5.
非 耐 力 壁
取壊 し
共同住宅
構造安全に異常が ない と市長などが
認めた場合で ､ 当該棟の入居者3分
の 2以上の 同意を得たとき
入居者共有で 構造安全 に以上がない と市長などが
な い福利施設 課 めたとき
付帯施設 構造安全に以上がない と市長などが
･ 入居者共有の 認 めた場合で ､ 全体入居者 3 分の 2
福利施設 以上の 同意を得たとき
6.
新築 ･
増築
共同住宅 新築または増築計画を法第 33条140
･ 入居者共有で の 規定に よる事業計画と して承認を
ない 福利施設 得た 場合で ､ 新築または増築しよう
とする建物の 位置 ･ 規模 ･ 用途(住宅
140住宅建設促進法第33条 【事業計画 の承静及び建築許可など】
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建設基準などに関する規定第 5 2粂
第1項141の 規定により 2 千世帯以上
の 住宅団地内に新築または増簸しよ
うとする幼稚園の 用途に限る)が ､事
業計画の 承認 を得た範囲内で ある と
普
付帯施設
･ 入居者共有の
福利施設
全体入居者3分の2以上の 同意を得､
建設交通部令で定める
軽微な事項で入居者代
許可を受けたとき 表会鶴の 同意を得たと
き
7.
共同住宅
使用検査 を受けた後 10 年以上の期
間が経過 した共同住宅を棟または住
宅団地単位で リモ デリ ン グ(使用検
査を受けた後 20 年未満の 期間が経
過 した共同住宅に対 して は増築行為
を除外する) 使用とす る場合で 次の
各日の事項を充足 し､ 棟また は団地
全体所有者の 同意142を得た後構造安
リ モ デ l) 全に支障がない と市長などが認 め る
ン グ とき. ただ し､ 市長などが､ 構造安
全に異常がある と判断されそ の補完
を要求 した場合は､ 申請者は ､ そ の
要求事項を履行 した後､ 関係専門家
の構造安全に対する確認 を経て 市長
などの 認定を得なけれ ばならない o
1. 別途の 棟の増築な どに より世帯
を増加 させる行為でな い こと
141 住宅建設基準などに関する規定第55条【幼稚園】 2千世帯以上の 住宅を建設す る住宅
団地に は幼稚園を設置でき る敷地を確保 し､ そ の施設 の設置希望者 に分譲し建築させたり ､
幼稚園を建築して これを運営 しようとする者に供給 しなけれ ばならない
142 住宅法政府案に より ､ 団地リ モ デリ ン グの 場合は ､ 区分所有者及び議決権の 5分の 4 に
改正
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2. 耐力壁 の 取壊 しにより低帯を合
する行為で ない こと
《表22》 共同住宅管理令別表2
〔共同住電とそ の付幣施設及び福利施設の 行為許可または申告基準〕
建物の寿倫長期化 の ための 情動は大きく維持保存と改良保存に分けてみることができる ｡
維持保存は日常的維持管理と補修の概念で ､ 改良保存は改修 ･ 改替(改良)または抵律的用静
で は改造､ 増韓､ 改築 ､ 大修繕などに 区分する ことができる｡ 143日常的期維持管理とは､
建碑物の 竣工後､ 滑掃 ･ 点検 ･ 交替など初期性能を維持するための 滑勤を意味する. 補修
とは ､ 各種施設物が老朽 ･ 破挽 ･ 故障などにより物理的耐用年数の 限界に達する場合､ 修
理 ･ 修鮮などを行 っ て ､ 竣工時点の水準まで建物の機能を回復させ る活動をいう. 144
補修は ､ 建築物の 施行類型と補修程度により ､ 督通修繕､ 計画修縛､ 特別修繕､ 改良修
繕の 4 つ に分けて考える ことができる｡
普通修繕は､ 比較的 ､ 簡単なまたは部分的な補修の ことで ､ たとえば ､ 蛍光灯､ ガラス ､
な どの 交換また は修繕を意味する｡ その 費用 の 区分は ､ 管理費項目の うちの 修繕維持費と
なる｡
計画修繕は ､ 建物や設備の耐用年数を事前に把握して ､ 適切な時期に ､ 建築物や設備性
能の 劣イヒに対 して新築当時 の性能に維持 ･ 修復する行為で ある｡ 計画修繕の 範囲は ､ 共同
住宅管理規則第 18条 の 【長期修繕計画 など】 の規定により ､ 建物外部 ､ 建物内部､ 電気 ･
消化 ･ 昇降機設備 ､ 給水 ･ 衛生 ･ ガ ス ･ 換気施設 ､ 暖房 ･ 給湯施設 ､ 屋外付帯施設の とこ
ろ に なる｡ そ の 費用 は､ 長期修繕計画 により ､ 特別修繕積立金を使用する ｡ 月間世帯別特
別修繕積立金 の算定方法は ､ ｢長期修繕計画期間中の修繕総費用額÷ (線分譲面積×12× 計
画期 間(午))× 世帯別分譲面積+ で ある｡ 長期修繕計画による計画修繕を実行するため に､
各部位を工事種別に 区分 して修繕周期を設定 して い るが､ 実際､ 各工事は互 い に連携され
て お り ､ 部位別 に修理期間が再調整され る必要性があるこ と ､ また ､ 特別修繕積立金の 積
立 に対す る強制性及び現実性の ある､ 金額の 積み立てに対する基準がない との 指摘がある｡
特別修繕は ､ 当該建物の 建設時に は予期で きなか っ た ､ 状況変化などの発生があっ た場
143ジ ョ ･ ミ ラ ン『共同住宅団地リ モ デリン グ方案研究』大韓住宅公社､ 住宅研究所 ､2000･6､
p .12
144ジ ョ ･ ミラ ン『共同住宅団地リモデリ ン グ方案研究』大韓住宅公社､ 住宅研究所 ､2000･6､
p.12
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合に対する修繕で ある｡ 安全診断 ､ 耐力構造部の 戦痕補修な どがその 範囲となる｡
改良修繕は ､ 社会環境の 変化 ､ 生活水準の向上､ 法的基準改正 な どに対応 し ､ 建物の機
能及 び性能を新 しく向上させ るため改補修を行うこ とで ある ｡ 改良保存行為は ､ 長期修繕
計画 に よる大規模修繕で の 計画修繕と混在し実施され る こ ともあり ､ また､ 建築物の機能
を社会的要求機能に相応 しい もの と し､ 建物の 寿命の 長期化 を図 る点で ､ リ モ デリ ン グ関
連活動 の 主な領域とも認識 されて い る｡ しか し､ 現行法令上にお い て ､ 費用棲み 立て に対
する規定､ 2戸 1化に対する内容､ 施行主体及びその 具体的手続きに対する内容 ､ 棟別工事
可能項目に対する項目などが定められて い ない ことが ､ 既存法令で の リ モデリ ン グの 限界
性 と指摘されて い るo 146
長期修繕計画は ､ 共同住宅管理規則第18条におい て その 内容が定められて い る o 本条で
は ､ ①共同住宅 の 主要施設 の 範囲 ､ 交替､ 補修時期と方法などは長期修繕計画 で定め ると
ころ によ る ､ ②共同住宅を建設 した事業主体は､ 使用検査 を申請するときは長期修繕計画
を使用検査権者に提出する ､ ③管理主体は ､ 長期修繕計画を 3 年ごとに調軽を行 い ､ 管理
上必要 となり入居者などの過半数の 書面同意を得た場合は ､ 3年が経過する前に長期修繕計
画 を調整する こ とができ る ､ と定め られて い る｡
145 ジ ョ ･ ミラ ン『共同住宅団地リモ デリ ン グ方案研 究』大韓住宅公社､住宅研究所 ､2000.6､
p.125
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第5草 リモ デリン グ類型 区分に関する法的考察
第1節 リやデリ ン グの類型
Ⅰ . - 棟 - 部世帯の リ モデリ ン グ
共同住宅の - 棟の - 部世帯をリ モデリ ン グする ことは ､ 住宅抜上 ､ 静 められ るもの であ
ろうか ｡ 共同住宅管理令別表 2 の ｢典同住奄とその 付衝施設及び福利施設 の行為許可また
は申告基準+ によると､ リ モデリ ン グ行親許可対象は､ 使用検査を受けた後10年以上の期
間が経過 した共同住奄 を棟または住宅団地単位でリモ デリン グ(使用検査を受けた後 20 年
未満の期間が経過 した共同住宅に 対 しては増躯行為を除外する)しようとする場合で ､ 次の
各事項を充足 し､ 棟または団地全体所有者の 同意を得た後146､ 構造安全に支障がない と市長
な どが瓢め る典同住宅で ある. 従 っ て ､ - 棟の 建物の - 世帯または棟の 全体世帯数を満た
さない 単位の 世帯によるリ モデリ ン グは ､ 瓢められない もの となる.
日本 の場合をみ るo - 棟の - 部 ､ たとえば ､ 階段室単位にも増築が可能で あるか という
問題 の 手続き的要件に関して ､ 日本の場合は ､ 敷地の 共有関係に基づく非増築者の 同意の
ほ か に ､ 一 棟の 中で建物の 共有関係 に基づく非増築者の 同意が必要 になるo
一 棟の建物に おける 一 部増築を行うと､ 一 棟の マ ン シ ョ ン の中で 一 部共用部分が増加 し
管理 を複雑にす るの みならず ､ 建物全体の 美観が問題となる｡ 147
- 棟の建物 の - 世帯が ､ たとえば､ 大修繕を行う目的で 専有部分の 非耐力壁を取り壊す
ため には ､ 共同住宅管理令別表 2 の規定 により ､ 構造安全に異常が ない と市長などが認 め
た場合で当該棟の 入居者 3分の 2以上の 同意を得たとき ､ そ の 実行が可能となるo
146団地に つ い て は ､ 本法におい て 5分の 4 に変更されて い るが これに つ い て は後述す るこ
とにする｡
147近江隆､ 大西誠 ､ 福見恒 ｢区分所有建物の 部分建替え (3) - 増築に つ い て - +『マ ン シ
ョ ン学14』 日本 マ ン シ ョ ン 学会 ､ 2002.11､ p.78
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Ⅲ . 棟別リモ デリン グ
1 . 棟別リモ デリン グの施行条件要件
共同住宅管理令別表 2 をみ てわか る ように ､ 共同住宅管理令は ､ 一 団地内に数棟の 建物
が あっ て その 中で各棟別にリ モ デリ ン グを施行する とする ､ い わ ゆる ､ 棟別リ モデリン グ
を認 めて い る｡ 棟別リモ デリ ン グを施行するために は､ まず､
① 使用検査を受けた後1 0年以上 の期間が経過 した共同住宅 を棟または住宅団地単位で
リモ デリ ン グ(使用検査 を受けた後 20年未満の期間が経過 した典同住宅 に対 しては
増築行為を除外する)しようとする場合で次の 各日の 事項 を充足するこ と
148
､
② 棟の 区分所有者全員の 同意を得る こと､
③ 構造安全に支障がない と市長などが認める こと の ､ こ の 3 つ の 要件を満たさなけれ
ばならな い ｡ また ､ 市長な どが ､ 構造安全 に異常があると判断 されその補完を要求
した場合は ､ 申請者は ､ そ の要求事項を履行 した後 ､ 関係 専門家の構造安全 に対す
る確認を経て市長 などの羅定を得なけれ ばならない ｡
しか し､ 棟別リ モデリ ン グの 場合は ､ その リ モデリ ン グの 内容が 大修繕で あるか ､ それ
とも ､ 増築で あるか を区分する必要がある｡ 149
リモ デリ ン グの 定義に つ い て ､建築法施行令第6条第1項の 5号と住宅法第2粂13号は ､
｢リ モ デリ ン グとは ､ 建築物の老朽化抑止 または機能 向上 などの た めに増築 ･ 改築 または
大修繕を行うこ と+ と定めて い る ｡ 改築 ･ 大修繕は ､ そ の 行為に よ っ て建築物の 面積の 増
減などは発生させ ない が ､ 棟別リ モ デリ ン グが増築に該当する場合は､ 当該棟の 面積の 増
加 に より他の 棟の 区分所有者と共有関係 の ある敷地利 用権をめぐる問題 が発生 して しまう｡
また ､ 増築を行う棟と行わ ない棟との 隣棟間隔の 変化も生 じる の で ､ 建築法 で定め て い る
隣横間隔 の確保 にまた影響を及ぼす結果 を招くo 従 っ て ､ 棟別リ モ デリ ン グを静め るため
に は ､ そ の リ モ デリン グ事業の 内容 に対 して ､ 大修繕､ 改築､ 増築の 区分を しなければな
らない の で ある｡
148次の 各目の 事項を充足す る こ と､ に つ い ては後述す る ことにする ｡
149大韓住宅公社編『共同住宅リモ デリ ン グ 一 法令解説及 び方向 - 』大韓住宅公社､2002.12､
p.1 3
192
2 . 決鵜率の 問題
まず ､ 梯別大修繕 ･ 改鋸 ･ 増韓の 場合の 決畿率の問題で あるが､ 棟の 全体で の 一 連のリ
モ デリン グ行為をするために､ 当骸棟の 区分所有者全員の 合意が必要で ある｡
団地全体の リモ デリ ン グを行うために は ､ 集合建物法第4 7粂 【建替え決故】 の 規定に
基づ い て ､ 区分所有者及び蝕決権の各5分の 4以上の 同意が必要で ある ｡ これ に対 して ､
たとえば､ 団地 の申の 共同住奄の うちその - 棟の建物に対 してリモ デリ ン グを行うような､
い わゆる ､ ｢棟別リ モ デリ ン グ+ ほ､ 典同住宅管理令別表2r の 規荘により､ 当骸棟の 区分所
有者全員の 同意が必要 となる｡
また､ 梯別リモ デリ ン グも ､ 団地全体の リモ デリン グの 場合と同じように ､ 当骸建物が､
まず使用検査後 10年以上の 期間が経 っ て い なければならず(増築の 場合は 2 0年の期間の
経過が必要)､ 管樽長からの リ モ デリ ン グ行為許可を受けなければならない ｡
リ モ デリ ン グ行為許可を受け､ リ モデリ ン グを行おうとする当骸棟の 区分所有者らは ､
そ の 全員を組合員とするリモ デリ ン グ組合を組織 し､ リ モデリン グ事業を施行することに
なる ｡
しか し､ 増築を行 うた めに は､ 以上の 合意の ほか に ､ 敷地 を典有して い る団地全体の 所
有者の 合意をまた必要 とす る｡ こ の場合 ､ 骸当棟の 区分所有者を除く団地全体区分所有者
の 同意率が問題 となる｡ こ の 間題に つ い て は､ 本節で主に 引用 して い る 『共同住宅リ モ デ
リ ン グ 一 法令解税及び方向 - 』 住宅公社編でもふれており ､ その 同意率につ い ては最小限
でも入居者代表会読 の 同意以上の もの にする ､ または ､ 該当棟の 区分所有者を除く団地全
体区分所有者の 5分の 4 の 同意率 を要す るとの 見解がみられる ｡
同 じ敷地 の中に数棟 の建物が ある ､ すなわち､ 団地の 場合にお い て は､ 必ずしも ､ 団地
を構成する数棟の 建物が その 最終的運命を共 に しなければならない とする法的強制はない ｡
そ の 建物の 老朽 ･ 穀損 ･ 滅失程度により ､ 同 じ敷地内の 建物で あるが､ ある建物の 区分所
有者はリ モ デリ ン グを ､ ある建物 の 区分所有者は建替えを選択す る こ ともあり得る｡ 従 っ
て ､ 現行法上､ 団地居住の 区分所有者らに は ､ 団地全体を 一 括 して行うリモ デリン グ､ ま
たは建替え､ 居住する棟の みで行うリモ デリン グ､ または建替え､ そ して現存維持とい っ
た選択範囲が存在する の である｡
そ して ､ どうい っ た内容の選択 を行うか によ っ て ､ その 決議率も異なる ｡
団地全体の リ モ デリン グは ､ まず､ 現行共同住宅管理令別表 2 にお い て ､ 団地全体の 区
分所有者の 同意を必要とす ると して い るが ､ 住宅法 にお い て ､ 集合建物法の建替え規定を
準用 し､ 区分所有者及び議決権の各5分の 4 に変わっ て いる｡ 団地全体の建替えの 場合も､
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やはり区分所有者及び議決権の 各 5 分の 4 以上の 同意とな っ て い る｡ 区分所有者らが ､ 自
分らが居住 して い る建物の 一 棟に対 して 建替えを行うためにも ､ 同 じく集合建物法の 建替
え規定により ､ 区分所有者及び議決権の各5分の 4以上の 同意を得なければならない ｡
しか し､ 棟別リ モデリ ン グの 場合は異な るの で ある｡ 共 同住宅管理令に より ､ 区分所有
者が ､ 自分が居住 して い る建物 一 棟に対 して リモ デリ ン グを行うため には ､ 当該棟の 区分
所有者全員の 同意を得なけれ ばリモ デリン グ事業の 施行は不可能となる｡
民法の 共有理論か らすると ､ 共用部分を含む - 株全体に対 して行うリモ デリ ン グ事業は
共有者全員の 同意が必要となるが ､ 共同住宅管理令でみられ る棟別リ モ デリ ン グの 場合は ､
まさに こ の共有理論を適用 して い るもの で ある｡ しか し､ ｢棟別建替え+ が 5分の 4の 特別
多数決 である こ とに対 して ､ ｢棟別リモ デリ ン グ+ は全員の 同意を必要とする ､ つ まり ､ 棟
別 リモ デリ ン グ決嵩率に棟別建替え決議率 よりさらに厳格な決議率を適用する こ とに ､ 問
題 がある の では なかろうか ｡
また ､ 老朽化 した共同住宅 の 将来に対する次なる選択を迫られる区分所有者らに ､ その
選択 の際､ 公平なる環境 ･ 基準を提供する ことは重要で ある｡
従 っ て ､ 棟別 リモ デリ ン グの 場合､ 全員の 同意を必要とする現行制度に対する ､ より細
部的な検討が行われる べ きで あると考え る｡
さらに ､ 棟別リ モ デリ ン グの 場合にお い て も､ 増築又 は分割と い っ た リ モ デリ ン グ行為
によ る世帯数の 増加 は認 められ ない ｡ しか し､ 2戸 1化の ような世帯統合の 場合にお いて
は ､ 耐力壁 の取 り壊 しに よるリモ デリ ン グでない 限り ､ そ れは許され る｡
第2節 増築
Ⅰ . 増築 一 団地全体の 増築型 リ モ デリン グ
1 . プ ロ セ ス
団地型共 同住宅 の 区分所有者らが団地全体の 増築型 リモ デリ ン グを行うため には ､ まず､
当該団地 の 共同住宅が ､ 共同住宅管理令の別表2 の規定で定 めて い る ､ ①使用検査 を受け
た後 1 0年以上の 期間が経過 した共 同住宅を棟または住宅団地単位で リ モ デリ ン グ(使用検
査 を受けた後 20年未満の 期間が経過 した共同住宅に 対 して は増築行為を除外す る)しよう
とする場合で次 の 各日の 事項 を充足する こ と ､ ②棟の 区分所有者全員の 同意を得るこ と､
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③構造安全に支障がない と市長などが静 める ことの ､ この 3つ の 実質的要件を満たさなけ
れ ばならない ｡
実質的要件を満た して い る団地の 区分所有者らは ､ 増築の 施行の ための 次の段階と して ､
手続き的要件の 完成の ため の決裁を行わなけれ ばならない ｡ しか し､ リモ デリン グ決議を
行うため の手続き要件に つ い て ､ 住宅法は何ら規定を設けて いない ｡ こ の 間題 に つ い て ､
住宅法の 実行 に かか わ っ て い る政府の 関係者は ､ ｢リモ デリ ン グ放談は区分所有者及び論決
権の 各 6 分の 4 以上 の 多数による典会決敢で行わなければならない o 住宅払はリモデリン
グ決親定足数に関 して何ら規定を設けて い ない の で ､ この 間琴に対 して は､ 熊合建物牡第
47粂 【建替え決故】 の規定を準用する の が妥当で ある｡ 一 方､ 住宅建紋促進法における決
敢定足数である ､ 各棟 3分の 2全体5分の 4 とい う規定は､ 集合住奄法の規定に対 して特
例規定で ある｡ しか し､ 住宅法はリモ デリ ン グの決故に関する どのような特例も設けて い
な い の で ､ 集合住宅牡を準用する+ と解釈 して いるようで ある｡
従 っ て ､ 団地型共同住宅 の 増築を施行するためには ､ 各棟区分所有者及び敢決権の 各5
分の 4以上の決練と い う手続き的要件を満足させなけれ ばならない ｡
また､ 増築の決俄に 賛成しな い 区分所有者に関する問題に つ い て ､ 住宅法は､ 第33粂【住
宅な どの 区分所有者に対する売渡 し諦求】 の規定にお いて ､ ｢静可を受けたリモ デリ ン グ組
合は､ その 組合の リ モ デリン グ決鼓に賛成 しな い者の住宅及び土地に対 し､ 集合建物の所
有及び管理 に関する法律第48粂【区分所有権などの 売渡 し請求など】 の 規定を準用して売
渡 し請求を行う こ とがで きる ｡ こ の 場合､ 区分所有権及 び敷地利用権は ､ リモ デリ ン グ事
業の 売渡 し請求の 対象となる住宅または土地の 所有権とその他の権利とみ なす+ と して い
る ｡
しか し､ ｢売渡 し請求権者+ に つ い て は ､ 住宅法と集合住宅法の間に相違がみ られるo 集
合住宅法は ､ 建替えに参加 しない 区分所有者に対する売渡 し請求を行う者は､ 建替え決議
に賛成 した各区分所有者 ､ 建替え決議の 内容 に よる建替えに参加す べ き旨を回答 した各区
分所有者(これらの者の 承継人を含む)､ また は これ らの者の 全員の合意に より 区分所有権及
び敷地利 用権を買い 受 ける ことができ る者と して指 定され た者(買受精定着)で あることを
定 めて い る｡
こ の 規定に対 して ､ 住宅法 は ､ 売渡し請求を行う者は ､ リモ デリン グ組合で あると定め
て い る｡ 本定めの 趣旨は ､ 増築に参加 しな い 区分所有者の 権利を買い 取る ことをリモ デリ
ン グ組合に委託す るこ とに より ､ 区分所有権者個人が買受指定者に なっ たときの 資力の 負
担 などの 問題 を軽減 し､ また ､ リ モ デリ ン グに参加する区分所有者ら全員でそ の 費用負担
を共有する目的が あると考えられる ｡
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2. リモ デリン グ組合
リモ デリ ン グ組合の 定義に つ い て ､ 住宅法第2条 【用語の 定義】 第9項の 4 で､ ｢リモ デ
リ ン グ住宅組合とは ､ 共同住宅の 所有者が当該住宅をリモ デリ ン グするために設立 した組
令+ の ことで ある と定めて い る｡
リ モ デリ ン グ組合は区分所有者に よ っ て構成され る｡ また､ リモ デリ ン グ組合の 設立 ､
変更 ､ 解散の行為 には ､ 認可 を得なければならない ｡ リモ デリン グ組合は ､ 住宅法第32粂
【住宅組合の設 立など】 で ｢多数の構成員が住宅を設 けたり ､ リ モデリン グするために住
宅組合を設立 しようとする場合は､ 管轄市長 ･ 郡守 ･ 区庁長 の静可を受ける こ とが でき る｡
認可 を受けた内容の を変更や ､･ 住宅組合を解散 しようとする場合は認可を受 けなけれ ばな
らない+ と定めて い る ｡
リ モ デリン グ行為許可申請主体に つ い て ､ 住宅法第42条 【共同住宅 の 管理な ど】第2項
は ､ ｢共同住宅 の入居者 ･ 所有者 ･ 管理主体が次の各号 の行為を しようとす る場合は､ 大統
領令が定 める基準(許可または申告と関連する入居者な どの 同意比率を含む)･ 手続きなどに
ょり ､ 市長 ･ 郡守 ･ 区庁長 か らの 許可また は申告が必要で ある ｡ ①共 同住宅を事業計画に
ょ る用途以外 の 用途に使用す る行為 ､ ②共 同住宅を新築 ･ 増築 ･ 改築 ･ 大修繕またはリモ
デリ ン グをする行為､ ③共同住宅 を破損または穀損したり ､ 当該施設の 全部または
一 部を
取り壊す行為(建設交通部令で定める軽微な行為
■を除く)､ ④その 他､ 共同住宅の 効率的な管
理 に支障を与 える行為で ､ 大統領令で定め る行為+ と定めて い る｡
また本条第3項は ､ ｢第2項 の 規定にか かわらず大統額令で定 める場合は､ 認 可を受けた
リ モ デリ ン グ住宅組合または所有者全員の 同意を受けた入居者代表会議が市長 ･ 郡守 ･ 区
庁長 の 認可を受けてリ モ デリ ン グを行うことができ る+ と定め て い る｡
Ⅱ . 増築と敷地利用権
増築の施行 により専有部分 の 面積が 増えた場合にお い て の ､ 増築と敷地利用権との 関係
をみる｡
住宅法第 48条 【共同住宅の リモ デリン グに対する特例】 第 1項 は ､ ｢共同住宅の 所有者
の リモ デリン グにより専有部分(集合建物法の 所有及び管理に 関する法律第2条第3号の 規
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定160に よる専有部分をい う)の 面積が増減する場合は､ 銀合建物の所有及び管理 に関する法
律第12条16 1及び第 20灸第1項162の 規定にか かわらず､ 敷地利用権は変わらない とする+
と定 められて いる ｡
建物 の 敷地 とは ､ 専有部分が属する - 棟の 建物が所在する土地及び規約に より建物の 敷
地とされた土地 をい う｡ ロ ー マ 法以来､ ｢地上物は土地 に属する+ とい っ た故原則により ､
建物は､ 土地の 構成部分となるこ とか ら独立 した取引対象に はならなか っ たo しか し､ 韓
国の 法制度は､ 日本も同様で ある が､ 土地と建物を別個の 不動産と して扱 っ て いる｡ これ
に よ ると ､ 理輪上 は､ 飽食建物の 専有部分と敷地利用権は別個 ･ 独立した権利で あるの で ､
それぞれを別途に処分する こ とができ る｡
しか し､ 集合建物法は節 20 粂 【専有部分と敷地利用権の - 体性】 にお いて ､ ｢区分所有
者の 敷地利用権は､ その 有する専有部分の 処分に従う+ と規定 しており ､ また第 2 頓にお
い て ､ ｢区分所有者は､ その有する専有部分と分離して 敷地利用権を処分することができな
い+ と規定する こ とに よ っ て ､ 専有部分と敷地利用権の - 体性とその 分離処分禁止 を明ら
かに して い る｡
韓国にお い て の 専有部分と敷地利用権の 不可分 - 体性 の 立洛的理 由は ､ 以下の 内容に よ
る｡
第 一 は､ 取引慣行と管理実務を考慮 したの で ある . つ まり ､ 法律上､ 建物と土地 に対す
る個別独立性を定めて いる にもか かわらず､ 一 般的に ､ 建物と土地を 一 体と して取引が行
われ て い るの で あるo 特に ､ 区分所有建物に関 しては ､ 専有部分と敷地利用権は 一 体と し
て 取引される こ とが社会通念上 ､ 当然視されて おり ､ 敷地利用権を伴わない 専有部分のみ
の 取引とい うこ とは ､ 誰もが考えない 事実上で ある ｡ また∴管理上の 問題 か ら､ 特 に分譲
マ ン シ ョ ン の 場合を考えても ､ 建物と敷地は 一 体と して 区分所有者全員で管理するこ とが
便利で あるこ とは明らかで ある｡ たとえば､ A が専有部分を持 ちB に敷地利用権がある場
合の よう に ､ 区分所有者と敷地利用権者の 間に ､ 一 部で あると して も､ 不 一 致が存在する
場合は ､ 区分所有建物全体の 管理上 ､ 多大な不便を受忍 しなければならなく なる ｡ 1由
15 0第2条 【定義】 第3 号 - ｢専有部分+ とは ､ 区分所有権の 目的たる建物部分をいうo
15 1第 1 2条 【共用部分 の 持分権】 各共有者の 持分は ､ そ の 所有する専有部分の 面積の比 率
よる ｡
2.前項 の場合にお いて ､ 一 部共用部分で床面積を有するもの が あるときは ､ その 一 部共
用部分の 床面積は ､ これを共用する区分所有者の 専有部分の床面積の 比率に従い配分して ､
それぞれそ の 区分所有者の 専有部分の床面積に参入する｡
152第20粂【専有部分と敷地利用権の 一 体性】第 1項 一 区分所有者の敷地利用権は､ その 有
する専有部分の 処分に従う｡
153金容漠 『改正民事法解説』 韓国司法行政学会､ 1983､ p.124
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第ニ ､ 公示機能の麻痩を考慮 したの で ある｡ つ まり ､ 専有部分と敷地利用権を法律上別
途処分する ことができ る以上 ､ 両者を同時に処分 して も ､ 権利関係を公示するためには建
物登記簿にそれぞれ登記を しなけれ ばならない ｡ こ の場合 ､ 区分所有建物に関して は各区
分所有部分別に登記用紡が区分され ており ､ 少なく とも ､ 個々 の 専有部分に 関する権利関
係 の 公示 は比較的に難 しく ない ｡ しか し､ その敷地 の 登記に関 して は何ら特別 な規定を設
けなか っ たため ､ 区分所有者が多数存在す る建物の 敷地登記簿には敷地に対する多数の 区
分所有者の 共有持分 (または､ 地上権 ･ 伝貴権 ･ 貸借権などの 準共有持分) 取得の 登記を
行わざるを得なく なるo また､ 各自の 持分の再移転 ･ 差押え ･ 仮差押え ･ 抵当権の 設定及
び抹消な どの 登記も､ 甲区 ･ 乙 区の 区分に より受付の 順番 をも っ て 記赦され る しかな い ｡
従 っ て ､ 登記簿は膨大化し ､ そ の 結果 ､ 特定共有持分の 対する利賓関係 が どの ようにな っ
て い る の か を把握する こ とは極めて 困難となる ｡ 登記簿はそ の 公示機能にお い て瀕 死状態
に陥り ､ 登記事務処理に も莫大な障害を起 こすことにな る. 164
日本で は､ 昭和 37年に制定され ､ 昭和 58年の 全面的改正まで使われて い た日本の 建物
の 区分所有などに関する法律にお い て も､ 専有部分と敷地利用権の 問題 に つ い て の ｢ 一 体
不可分+ とい っ た立法 はみられ なか っ たが ､ 昭和 38年 の 全面改正 により ､ 区分所有法第22
条【分離処分の禁止】規定を設 け､ は じめて 専有部分と敷地利用権の 一 体性 を定めて い るo
専有部分と敷地利用権の分離処分が 可能で ある こと に よ っ て起 こ り得る問題点に つ い て
は ､ まず､ 上で述 べ られた韓国で の 立法的理由と同様の 指摘がみ られ る｡ また ､ そ の 他の
指摘としては ､ 実態法上と関連 して 以下の 3 つ の 問題点が考えられて い る . 155
第 一 に ､ 専有部分または敷地利用権の 一 方に つ い て抵当権が実行され , 又 は強制執行が
なされた場合は ､ 法定地上権 (民法 388条､ 民事執行法81粂) の成立を認 め るの が実質的
に は妥当で あろうが ､ 共有持分の 上に地上権の 成立を認 めるこ とは ､ 現行法上困難で ある｡
第二 に ､ 数個の 専有部分と これ に対応する敷地利用権たる共有持分を有する者がそ の う
ち 一 個の 専有部分の上 に抵 当権を使用 しようとする場合に ､ そ の 者の 有する敷地共有持分
の うち当該専有部分の みに対応す べ き部分 (共有持分の 一 部) に抵当権を設定する こ とは
で きな い ､ と いう事態が発生す る｡
第三 に ､ 区分所有者が相続人 なく して 死亡 した ときは ､ 専有部分は家庭裁判所の 審判に
より特別縁故者に分与す る こ とがで き ､ 分与され なか っ たときは 国庫に帰属する こ とにな
る (民法 958条の 3､ 958粂) の で あるか ら､ 敷地利用権も同 一 の運命をた どる こととなる
154金容漢 『改正民事法解説』 韓国司法行政学会 ､ 1983､ p.125- 126
155演崎恭生 『建物区分所有法 の 改正』(財) 法曹界 ､ 平成元年8､ p.8
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の が適当で あるの に､ 敷地利用権たる共有持分は他の 共有者 (他の 区分所有者) に帰属す
る こととされて い る (民法256免)0
専有部分と敷地利用権の 以上の ような立駄態度によ ると ､ 増築行為により専有部分の 面
積が増加するとそ の 区分所有者の 有する敷地利用権も専有部分の増加に比例してその 分が
増える こ ととなる｡ しか し､ 住宅牲の 鰐48粂の共同住宅の リモ デリ ン グに対する特例によ
り ､ 共 同住宅 の 所有者の リ モ デリ ン グにより専有部分 の面積が増減しても敷地利用権は変
わらない の で ある｡
では何故､ 住唱法は第 48条の規定を設 けて い るの だろうか o 本共同住宅リモ デリ ン グに
対する特例を設 けて い る主な理由を､ 対価変更鋭 をも っ て祝明することができると考える｡
Ⅲ . 対価変更祝
専有部分と敷地利用権の 一 体不可分性を規定 して い る･集合建物法の原則か ら､ 増築に よ
り 専有部分の 面積に増減 (増築の 場合は増加) の 変化が生 じると､ 敷地利用権の 持分もそ
の 専有面積の増減の 比率に従い変化するの で ある｡
敷地利用権とは ､ 区分所有者が建物を所有するために得る建物の 敷地に関す る権利で ､
一 般的に ､ 所有権 ､ 地上権又 は貸借権などの とな っ て い るが､ たとえば専有部分の 面積の
増加 に よりそ の 面積に割り当てられた敷地利 用権 の 面嘩が増加すると､ 他 の 区分所有者の
敷地利用権の範囲と衝突 しその権利の縮小が生 じるの で ､ 結果的に ､ 増築を行 っ た区分所
有者は ､ 他の 区分所有者の敷地利用権に対する侵犯を行 っ たこ ととなるの で ある｡
こ の 間題 の解決 の た めに 二 つ の学鋭が存在する｡ 第 一 は､ 共有持分は専有部分の 大きさ
によ っ て決定されて い るの で ､ 専有部分の 大き さが変わ っ た以上 ､ 共有持分も変わる べ き
で あるとする ､ ｢持分変更説+ である｡ 第二 は､ 共有持分の 大きさはそのままに しておし｢て ､
増築者は敷地を より多く利用する との観点に 立 っ て ､ 利用する対価を非増築者より多く し
ようとい う ｢対価変更説+ で ある｡ 166
持分 変更説は ､ 共有持分 の 大き さが専有部分に よ っ て決まると して い る以上 ､ 専有部分
が増加 したの で あるか ら､ 共有持分も増加す べ きだとの考え方で ある 0 157しか し､ 専有部
166丸山英気 ｢マ ン シ ョ ン の 増築+『不動産法の 課題 と展望 (上)､ - 石 田喜久夫 ､ 西原道雄､
高木多事男先生還暦記念論文集 - 』 日本評論社､ 1990､ p.366- 367
157丸山英気 ｢マ ン シ ョ ン の 増築+『不動産法の 課題と展望 (上)､ 一 石 田喜久夫 ､ 西原道雄､
高木多春男先生還暦記念論文集 - 』 日本評論社､ 1990､ p.367
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分の増減比例に従う共有持分の 変更分に対 して ､ 区分所有者間の 売買が発生 し､ また ､ そ
の 売買される共有持分を登記 しなければならなく なるとの難点がある0
次は ､ 対価変更説で あるが ､ 現在 ､ 韓国住宅法の第 48条の 【共同住奄の リ モデリ ン グに
対する特例】第1項は､ ｢共同住宅の 所有者がリモ デリン グに より専有部分(典合建物法の所
有及 び管理に 関する法律第2条第3号の 規定158による専有部分をい う)の 面積が増減する場
合は ､ 集合建物 の 所有及び管理 に関する法律第12条159及び第20条第 1項160の 規定にか か
わらず､ 敷地利用権は変わらない とする+ との 規定をも っ て ､ 敷地利用権の 確保の 問題の
解決 を図ろうと して い る こ とで ､ 対価変更鋭 をと っ て い ると考えられ る｡
対価変更説は ､ 増築によ っ て 敷地 をよりたくさん使う分は ､ 使用料 (対価)の 増頼とい
う形で処理 しようとす るもの で ある｡ も っ とも ､ より多く使うと して も､ 厳密に い うと建
物 の共用部分に つ い ては 専有部分の利用者の 数に影響され る の で 当て はまらず､ 共有の敷
地だけをより多く使うとい う こ とになろう｡ 161
さらに ､ 敷地利用対価に関する具体的規定が設 けられ る べ き で あると考える｡ こ の 規定
が設 けられ て い な い ため ､ 今後 ､ 増築者と非増築者の 間で敷地利用権の 管理費用 をめ ぐる
紛争が発 生 して しまうこ とが充分予想され る｡ 従 っ て ､ 利用対価に関する具体的基準を明
示す る こ とに よ っ て ､ 増築 の 円滑な施行が図られ るで あろう｡
日本 の 増築例 にお い ても ､ こ の間題に対 して ､ 増築によ っ て 専有面積に変化が あっ ても
敷地持分は変更 しない とい っ た内容の 規約 改正 の た めの決議を行うこ とによ っ て 解決 して
い る こ とがわか る o 162
対価変更説 に も問題があるが ､ それ は ､ 増築者は ､ 自己 の 土地 の みならず他人 の 土地を
も利用す る こ とに なる の で ある から ､ 他人の 土地に対 して何らか の権利をも っ て い るとみ
なくて は ならな いが ､ それ は い かな る権利 なの か とい うことで ある｡ 自己 を含め た土地の
共有持 分に こ れらの 権利が成立 し得るの か ､ また ､ 敷地 に関する権利が賃借権 ･ 地上権で
158第2 条 【定義】 第3号 - ｢専有部分+ とは ､ 区分所有権の 目的たる建物部分をい う｡
169第12条 【共用部分の 持分権】 各共有者の持分は ､ そ の所有する専有部分の 面積の 比 率
よ る｡
2.前項の場合にお い て ､ 一 部共用部分で床面積を有するもの が あるときは ､ そ の 一 部共
用部分の 床面積は ､ これ を共用する区分所有者の 専有部分の 床面積の 比率 に従い 配分して ､
それぞれそ の 区分所有者の 専有部分の床面積に参入する ｡
160第20条【専有部分と敷地利用権の 一 体性】第1項 一 区分所有者の敷地利用権は ､ そ の 有
する専有部分の 処分に従う｡
161丸 山英気 ｢マ ン シ ョ ン の増築+『不動産法の 課題と展望 (上)､ 一 石 田喜久夫 ､ 西原道雄､
高木多喜男先生還暦記念論文集 -』 日本評論社､ 1990､ p.367
162近江隆､ 大西誠 ､ 福見恒 ｢区分所有建物の部分建替え (3) 一 増築に つ いて - + 『マ ン シ
ョ ン 学14』 日本 マ ン シ ョ ン 学会､ 2002.11､ p.76
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ある場食に､ 自己を含めた土地 - の貸借権 ･ 地上権の 準共有持分に何らかの権利が成立 し
得る の か を解決 しなければならない ｡ 加うるに ､ 敷地全体で はなく - 定部分 - 成立すると
みる べ きだが ､ これらは可能なの かも問題となる｡ すなわち､ 敷地が分有形態をと っ て い
れば ､ どの 部分が貸借権なり地上権を設慰 して い るか がは っ きりするが､ 典有形億をと っ
て いるときは ､ どの部分が対象にな っ て い るかが問題とならざるを得ない の で あるo 163
Ⅳ . 増車の類型別区分
現在 ､ 日本の 典同位奄 (マ ン シ ョ ン) の再生に関する親翰の中で ､ ｢増築+ は､ そ の再生
の ための 積極的改替方位と して ､ ｢建替え+ と並行 して研究されてい るo
日本で も､ 韓国と同様､ 許容容積率をほぼ満た して い る中高層住宅 の老朽化､ 等価交換
に よる建替え事業の不可能化､ 建替え - の 区分所有者の 合意の 困難､ な どの 問題点か ら､
建替え以外の選択ともな る､ 増築に対しその 関Jb が高まり つ つ あるo 増韓は ､ 未利用容積
率が残存 して い る必要がある こ と､ 合意が 困難だとい うこ となど､ 建替えと共通点も多い
が､ 動機が どちらか とい えば現実 の利用 にある こ となど評価する向きも多く ､ 制度と して
も見直されつ つ あるo 164
増築は ､ そ の類型を､ 形態､ 用途 ､ そ して権利的関係､ か ら考察することができる｡
形態的類型 によ る分類をす ると ､ 壁面接触型 ､ 屋上接触型 ､ ピ ロ テ ィ ー 接触型 ､ 別棟設
置型 ､ 複合型 が考えられる｡ 用途的類型 に は､ バ リア フ リ ー 型 ､ コ ミ ュ ニ ティ ー 型 ､ 経営
型 ､ 複合型がある ｡ 権利関係 からその類型 を考えると､ 個別的増築権､ 団体的増築権､ 側
面増築権､ 一 棟内 の 一 部の増築権が あり ､ また､ 団体的増築権には､ 一 棟単位の 団体的増
築権と団地全体の 団体的増築権の 二 つ に分けられ る｡
163丸山英気 ｢マ ン シ ョ ン の増築+『不動産法の課題と展望 (上)､ - 石 田喜久夫､ 西原道雄 ､
高木多善男先生還暦記念論文集 - 』 日本評論社 ､ 1990､ p.368
164丸山英気 ｢マ ン シ ョ ン の増築+『不動産法 の課題 と展望 (上)､ 一 石 田喜久夫､ 西原道雄､
高木多春男先生還暦記念論文集 - 』 日本評論社 ､ 1990､ p.354
201
1 . 世帯数増加型増築 (別棟の 増築､ 水平増築､ 垂直増築)
共同住宅 にお い て ､ 世帯数を増加 させ る増築の横型 と して 代表的な方放と して は､ 同 じ
敷地内に別 の棟を増築 し世帯を増やす方法､ 既存棟の 側壁 の
- 部を取り壊 して そ の 部分に
新 しい世帯 を接触 して 建て る い わゆる水平増築の 方法 ､ 敢上階の 上に新 しい 世帯を建て る
垂直増築の方法､ 以上の 3 つ の方法が考えられる｡
以下 ､ こ の 3 つ の増築方法 に対する韓国現行法の態度をみるo
第 一 に ､ 既存共同住宅と同 じ敷地の 中に別 の棟を建設 して世帯 の 数を増やす増築方法に
っ い て で ある｡ 共同住宅管理令別表2の 7 の共同住宅の リモ デリ ン グに つ い て ､ ｢別棟の 増
築をな どにより世帯数を増加 させ る行為で ない こと+ と規定 して い る ｡ 本規定の ような内
容 ､ すなわち､ 別棟の増築に よる世帯数の 増加を静 めない ことは､ ｢増築リ モ デリ ン グを通
して達成 しようとする目的 が既存住宅所有者の居住便宜性を向上させ るために住宅 団地全
体 の 快適性を 一 部侵害 して もこ れ を容認するとい うこ とで あ るの で ､ 単純に投資目的で悪
用される可能性 の ある世帯数増加を伴う増築リモ デリ ン グはまだ許されない+ 16と の 理由
により認 められ ない ｡
第二 に ､ 水平増築､ つ まり ､ 既存棟の 側壁 の
一 部を取り壊 して そ の 部分に新 しい 世帯を
接触 して 建て る増築方法に つ い て で ある｡ 水平増築も ､ それが新 しい世帯を増やすた めの
増築で ある限り ､ 現行法 は認 め て い ない の である｡ 上 の 共同住宅管理令別表規定にお い て ､
まず こ の 水平増築は認 め られ て い ない こ とがわか る｡
リモ デリ ン グの範囲 (増築を含む) に つ い て は ､ 建築法施行令第 6 条は､ リ モデリ ン グ
が必要な建築物に対 して ､ 管轄長が その緩和可否及び適用範囲を決定するにお い て 以下の
各号 を守る こ とに して い る｡ ①公共 の利益を阻害せず ､ 周辺 の敷地及 び建築物 に著し い不
利益 を与 えない こ と､ ②都市の 美観又 は環境を著しく 阻害 しない こ と､ ③増築は､ 機能向
上 などを考慮して ､ 建設交通部令が定め る範囲内の行う こ と､ ④改築は ､ 増築する部分と
既存建築物との 接触部分またはそ の接触する部分の 隣接部分に限 っ て行うこと ､ ⑤共同住
宅 の リモ デリ ン グは ､ 世帯数を増加又 は福利施設 を分譲する ため の もの でな い こ と､ と規
定して い る｡
③の とこ ろ の ､ 建設交通部令が定め る範囲とは ､ 建築法施行規則第 2 の 4 の規定によ る
と､ 共同住宅の 場合は ､ ①昇降機 ･ 階段 ･ 廊下 ､ ②各世帯内の 露台 ･ トイ レ
･ 倉庫 ･ 居室 ､
165大韓住宅公社編『共同住宅リモ デリン グ 一 法令解説及 び方向 - 』大韓住宅公社､20 02･12､
p.16
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③住宅建殴促進法に よる付帯施設､ ④住奄建改促進法による福利施設 ､ となる o 参考まで
に ､ 共同住宅以外の 建策物にお い ては ､ まず､ その増輿が延べ 面積合計の 10分の 1以内の
範囲にお い て ､ ①昇降機 ･ 階段 ･ 駐車施設､ ②老人及び障審者などの ため の便宜施設､ ③
外部壁体､ ④通倍施設 ･ 機械設備 ･ トイ レ ･ 浄イヒ追及び汚水処理施療が ､ その 範囲となるo
第三 に ､ 垂直増輿､ つ まり ､ 敢上階の 上に新 しい 世帯を建 てて世帯数を増加させる増車
の 方法に つ い て で ある ｡ 垂直増韓も ､ 水平増築の場合と同 じように､ 世帯の 数を増やす増
築で ある限り､ 現行法はそれ を許さない で い るの で ある｡
共同住宅管理令､ 建碑法施行令及びそ の施行規則など0?現行陰におい て ､ 世帯数の増加
を伴う増韓を静 めて い ない 理由に つ いて みる｡
まず､ すで に述 べ て いるように ､ ｢別棟の増築に よる世帯数の増加 を静 めない ことは､ 増
築ジャ デリ ン グを通 して達成 しようとする目的が既存住宅所有者の 居住便宜性を向上させ
るために住宅団地全体の 快適性を - 都債寮 して もこれを容落するというこ とで ある の で ､
単純に投資目的 で悪用され る可能性 の ある世帯数増加 を伴う増車リモ デリ ン グはまだ許さ
れ ない+ とい っ た内容が明らか に して いるように ､ リモデリン グの 主な目的は､ ｢居住性能
の 向上+ にあるとい う ことで ある｡
さらに ､ 増範の 対象となる共同住宅は ､ 使用検査後2 0年が経過 した建物がその 対象と
なるわけで あるが ､ 使用検査後 10年以上 20年未満の 共同住宅に対 して は増築の行為は除
外される｡ 果た して ､ 20年も経過 して い る建物が､ その 最上階の上に新しい建築物を付加
する こ と ､ また ､ 非耐力壁 で はあるもの の そ の 壁を撤去 しそ の部分に新しい 建築物を付加
するこ とに対 して ､ 構造的安定を保つ の か の疑 問も生 じる｡
また ､ 世帯数を増加 させ る増築を許可 した場合､ 既存建吻と新 しい増加部分との寿命差
により発生する問題点も勘案して い るの で ある｡ 16
2 . 世帯統合型増築
増築の 類型 には ､ 世帯増加型増築の ほか に ､ 世帯数を増やさない で ､ たとえば 201 号室
の専有部分と 202 号室 の専有部分を統合して専有部分と して使用する ことを目的とする､
世帯統合型増築が考えられ る｡
166大韓住宅公社編『共同住宅リ モ デリ ン グ 一 法令解説及び方向 - 』大韓住宅公社､2002･12､
p .16
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しか し ､ 共 同住宅の団地全体にお い て こ の ような世帯統合型増築を行うこ とは ､ 区分所
有権者が多数存在する団地の 特性上､ まず､ 無理で あると考える｡
共 同住宅令別表2 の 7 の とこ ろで の 共同住宅の リ モデリ ン グに関する規定をみ ると ､ 別
途の棟 の増築などにより世帯を増加させ る行為で ない こととい っ た規定とともに ､ ｢耐力壁
の撤去に より世帯を統合する行為でな い事+ との規定がみられる ｡ 本規定によ ると ､ たと
えば ､ 耐力壁 の 撤去がない ことを前提と して の い わゆる ｢2戸 1化+ を許可 して いる ように
み える ｡ 従 っ て ､ 法制度 ･ 理論上は ､ 団地全体の 共同住宅 を対象とする世帯統合型増築は
可能で ある o
Ⅴ . 増築は､ リモデリ ン グか共用部分の 変更か
韓国法にお いて ､ 増築は リモ デリ ン グで ある ｡ しか し ､ そ の増築が ､ 棟別 に施行され る
も の か ､ そ れとも団地全体に おい て施行されるもの か により､ 決議方紘が異なる とい うこ
とがわか っ た｡
一 団地内に数棟 の建物が あり ､ そ の数棟の建物 中の
一 棟にお い て行う増築の た めの決議､
すなわち棟別増築決議は ､ 共 同住宅管理令の 適用を受け ､ 区分所有者全員
- 致の 賛成によ
り増築の施行 が決ま るo これ に対 し､ 団地全体で施行される団地全体増築の決読 札 住宅
法にお い て リ モデリ ン グの 手続的要件に関する明確な定めがない の で ､ 集合建物法の 建替
え決議規定を準用 し､ 区分所有者及び議決権の各 5 分の 4 以上 の多数に よる集会決議で行
われ る こ とにな る｡ しか し､ 住宅法 で定め る ｢リ モデリ ン グ+ となる の でそ の 施行 に対す
る手続き は ､ 住宅法 に よるもの となる｡
日本で ､ 増築は ､ 共用部分の変更 にあた る｡ 167決議は､ ス ケル トン式建物の 増築型を除
く と､ 全て の増築の決議は ､ 区分所有法第17条 【共用部分の変更】 の 規定により行う｡ 本
条は ､ ｢共用部分の 変更 (改良を目的と し､ か つ ､ 著 しく多額の費用を要 しない も の を除く)
は ､ 区分所有者及 び議決権の 各4分の 3以上の 多数に よる集会の決議 で決する｡ 以下省略+
と規定 して い る｡
ス ケ ル トン式建物の 増築に つ い て は ､ 区分所有関係 の解消を要す る増築で ある の で ､ 民
法 の 共有理論 に基づく合意が必要となり ､ 増築をするた めに は､ まず ､ 区分所有者全員の
同意が存在 しなければならない ｡ ス ケ ル トン式建物の 本増築決議方式に対 して は ､ 建替え
167玉 田弘毅､ 森泉章､ 半田正夫 『建物区分所有権法』
一 粒社､ 1975､ p･138
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の 決議が区分所有者及びその 親決権の 5 分の 4 以上の特別多数決をと っ て いるの に､ 増雑
の 問題 を民法の 共有徐により全県合意と して い ることには法律の バ ラン ス が欠 けて い ると
の 指摘もある｡
ス ケル トン 式建物の 増築と韓国における棟別増築とは ､ その決親方式は同様で ある｡
しか し､ 棟別リ モデリ ン グの場合は異なる｡ 共同住宅管理令により ､ 区分所有者が､ 自
分が居住 して い る建物そ の - 棟に対 してリ モデリ ン グを行うためには ､ 当骸棟の 区分所有
者金魚の 同意を得なけれ ばリモ デリ ン グ事業の 施行は不可能となる｡
民法の 典有理翰か らする と､ 共用部分を含む - 株全体に対tJ て行うリ モデリ ン グ事業は
典有者全員の 同意が 必要となるが ､ 共同住宅管理令でみられ る棟別リモデリ ン グの場合は ､
まさに この 共有理輪を適用 してい るもの で ある ｡ しか し､ ｢棟別建替え+ が5分の 4 の特別
多数決で ある こ とに対 して ､ ｢棟別リ モデリン グ+ は全県の 同意を必要とする ､ つ まり､ 棟
別 リモ デリン グ決繊率に棟別建替え決鶴率よりさらに厳格な決話率を適用することに､ 間
慣 の 余地が あるの で はなか ろうか｡
また ､ 老朽化 した共 同住宅 の 将来に対する次なる選択を迫られる 区分所有者らに ､ その
選択の 際､ 公 平な る環境 ･ 基準 を提供する ことは重要で ある .
従 っ て ､ 棟別リモ デリ ン グの 場合､ 全員の 同意を必要とする現行制度に対する ､ より細
部的な検討が行われ る べ きで あると考える｡
さらに ､ 共用部分の変更と増築の 関係につ い てみる｡
共用部分の 変更とは ､ 一 般的に は共用部分 を構成する諸要素の 物的性状 を確定的に変え
る ことをいう｡ 物的性状 を確定的 に変えるが用途上の 変化はない とい う場合も原則と して
｢変質+ とみ る べ きで あるが ､ 実際には ､ 用途目的の 増進 に つ なが るもの は著 しく多額の
費用 を要 しない限り ｢変更+ とせず､ ｢改良+ と して敢決要件が緩和され る｡ 168
改良を目的と し､ か つ ､ 著 しく多額の費用 を要 しない ､ 軽微変更は､ 区分所有法第18条
の 【共用部分の 管理】 規定の 適用を受け､ 区分所有者及 びその議決権の 各過半数で決せ ら
れ る｡
増築の 手続きと して行 う共用部分の変更の ための決議 に つ い て , 丸山教授は､ 共用部分
の 変更決議は ､ 既存の外壁 を取り壊すため の 決議と未利用空間 (土地) の利用方法 を決定
するための決議､ の 二 つ の意味を含むとする｡ 169
前者につ い て丸 山教授は ､ ｢外壁 を取り壊して も再び外壁をつ く るの で ､ 共用部分の変更
168玉 田弘毅 ､ 森泉章､ 半田正夫 『建物区分所有権法』 一 粒社､ 1975､ p.1 58
169丸山英気 ｢マ ン シ ョ ン の増築+『不動産法 の課題と展望 (上)､ 一 石 田喜久夫､ 西原道雄､
高木多喜男先生還暦記念論文集 - 』 日本評論社､ 1990､ p.364- 365
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とまで い えない とする考え方も成り立ち得ない わけで はない が ､ 既存の 外壁 がなくなる の
で ､ 共用部分の 変更とみ るの が妥当で あろう｡ そうだとすると ､ 集会で議決権及び 区分所
有者の 各4分の 3以上の 多数決が必要だとい う ことになろう｡+ とする ｡ また後者につ い て
は ､ ｢前者は ､ すで に利用され て い る建物の共用部分に関するも の で あり ､ 後者は ､ まだ利
用され て い ない敷地空間の 利用方位の決定で ある. ただ し､ 決議 の 方法は前者と同
一 であ
ると考える べ きで ある+ と述 べ て いる｡
韓国法制度との相違と関連 して ､ まず､ 最初の 相違点と して ､ 増築の 対象となる典同住
宅が ､ 韓国の 場合の ように､ 増築の決議 を行うためには当該建物が使用検査後20年を経過
して い なければならな い とすろ許容年限規定が日本法 には存在 しない ことで ある｡ 当務建
物 に 対 して の 増築 - の判断を完全に当該区分所有者に委ねて い るこ とが ､ 韓国汝と比較 し
て の 日本の 区分所有抵の 大き な特徴で ある｡ 韓国の集合建物法も ､ 本来 ､ 私的自治の原則
を前提と して制定されて い る が､ 集合建物の中で も特に共 同住宅に対する国の 政策的反 映
か ら､ 今は ､ 公法 ･ 事業法と して の 住宅建設促進法や共同住宅管理令な どの法制度により ､
特 に管理面におい て は､ か なりの 範囲にお いて コ ン トロ
ー ル されて い る の が現状で あるo
第3節 増築に 関する 民事法的考察 (増築部分の 附合を中心 に)
Ⅰ . 増築部分と区分所有権
1 . 不動産の 附合
建物は不動産で あるが敷地 とは異なる工作物なの で ､ 構造上 ､ 利用上 の独立性の存否に
ょり取引上の 客体と して の 成立が決 定される ｡ 既存建物に新 しく建築行為を加 えて 生まれ
た増築部分 を､ 既存建物に附合す るもの と し別個の 所有権 の成立 を有しない とみ なす か ､
それ とも 区分所有権の 成立 を認 め独 立 した所有権の 客体と してみ なすか の 判断基準 は､ た
とえば ､ その増築部分 が ､ 抵 当権の 効力が 及ぶか否か ､ 競売に お い て の競売目的物 と認 め
られ所有権の 取得が 可能か否 か ､ の 問題 を判断する上でとて も重要で あ る｡
本章で は ､ 増築にみられ る いく つ か の形態 の うち､ 特 に ､ 既存建物に接触 して 建設す る
増築は ､ それ を既存建物の 一 部をなす構成部分と して ｢附合+ を静 める か ､ 完全 に別個の
物 と して独立性を静 め るか の 問題 に 対 して の ､ その 判断基 準はどう ある べ きか ､ とい うこ
と に対 して検討を行い ､ そ して ､ 法定地上権と増築部分と の 関係にまで考察を行うこ とを
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目的とする｡
増策部分の 既存建物 - の 附合の成否を調 べ る前に先立 っ て ､ 不動産及び動産 の 附合に つ
い てみ る ことにする｡
附合とは ､ 数個 の物 が自然的又 は人海的に附着 ･ 合体 して ､ その いずれか を駿捜するか
過分の 費用を費や さなければ分離し得ない 状態とな ることで ある｡ 物と物との物理的結合
を必要 とするが ､ 附合の成否 の判断は単に物理的な分離不可分によ っ て で はなく ､ 社会通
念に したがっ て行われ る｡ 170附食には ､ 不動産の 附食と動産の 附骨がある ｡
不動産の 附合に つ い て の 日本の 民牡規定をみる｡ 日本民放
,
242粂の【不動産の 附合】は ､
｢不動産ノ所有者 ハ 其不動産ノ従 トシ テ之 二 附合シ タ ル物ノ所有権ヲ取得ス 但権限 二 田リ
テ其物 ヲセ シメ タル 他人ノ植原 ヲ妨ケス+ と規定されて い る｡
本条を設 けた趣旨は ､ 不動産の 所有者と ､ それに付属せ しめられた動産 の所有者が異な
るときに ､ それらを分離する こ とはできると して も ､ 著しく社会経済上不利益が生ずると
考えられる場合､ それ を複数の所有者に帰属せ しめるよりも､ 一 個の物として単独所有権
に服 せ しめて しまうほうが ､ 社会経済的利益に合致するばか りでなく ､ 法律関係の簡明と
いう点か らみて も望ま しい とい う ことにある｡ 171
韓国の 民法 (以下 ､ 韓民) にも､ 不動産 の附合に関する規定がみられる ｡ 韓民第 256条
【不動産の 附合】､ ｢不動産の 所有者はそ の不動産に附合 した物権の所有権を取得する｡ 但
し､ 他人の 植原 によ っ て付属 した物はそうでな い+ と規定されて いる｡ 両国の 規定の 内容
に差は見 られな い ｡
附合の 要件は､ 不動産 に附合す る物は 動産で ある ことで ある ｡ 土地と建物を別個の不動
産 と して い る日本 ･ 韓国の 民法上 にお い て は ､ 不動産間の 附合は生 じ得な い ｡ また､ 物理
的社会的にみて分離不可能な程度に結合することも要件となる｡
分離不可能な程度の 結合とは ､ 主物で ある不動産または附合した動産 を穀損､ 若 しくは､
過分の 費用 を費やさなけれ ば分離できない程度に附着 ･ 合体して い る状態をいう｡ 172
附合するとは ､ それ まで独立 した所有権の 対象に なっ て い たもの が不動産 に附著 して独
立性 を失 い ､ 社会経済上不動産そ の もの とみられ るようになる ことで ある ｡ これ を分離復
旧す るこ とが社会経済上不利益な場合で あっ て ､ 必ずしも分離復旧が困難で あるこ とを必
要と しない ｡ 173
170稲本洋之助 『民法Ⅲ (物件)』 青林書院新杜､ 昭和 58年 ､ p.288
171遠藤浩 ･ 鎌田兼編､ 阿部浩 二 『基本法 コ ンメ ン タ ー ル 第五版､ 物権』 日本評論社､ p.107
172郭潤直 『新訂物権法』 博英社､ 1992年､ p.273
173我妻栄著､ 有泉享補訂 『新訂物権法』 岩波書店､ 1983年 ､ p.306 - 307
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分離復旧す ることが困難で ない 場合で も､ それ を分離する ことが社会経済的に不利とな
る場合は､ 附合を認 める｡ 結合の 程度には､ 本質的構成部分と非本質的構成部分をわけて
その 程度を考えるこ とができ る｡ 本質的構成部分とは ､ た とえば ､ 土地 にア ス フ ァ ル トを
敷く ､ または建物に新 しく屋根や窓を付け加 える ことを い う｡ 非本質的構成部分とは ､ 土
地 に樹木を植栽､ または ､ 建物 にボイラ - を設置する こ と 削 ､う｡ 従 っ て ､ 不動産で の附
合 の程度は､ 動産の 附合と比 べ ､ 弱 い物と理解され る ｡ 174
判例もや はり ､ 附合とは ､ 穀損 しなければ分離する ことができな い ､ または ､ 分離に過
分の 費用を費や さなければな らない 場合は勿論 ､ 分離すれば経済的価値を著 しく減損する
場合も含む と して い る ｡ 176
第 256条 【不動産の 附合】 の ｢但 し､ 他人の 権原 によ っ て付属 した物はそうでな い+ と
い う但 し書きを設 けて い る趣 旨に つ い て ､ 韓国大法院は ､ 附合物に関す る所有権帰属の 例
外 を規定した本規定は ､ 他人がその 植原 に より附属させ た物件で あ っ て も ､ そ の 附属され
た物件が分離 して経済的価値が ある場合に限り､ 附属させ た他人の 権利 に影響がな い とす
る趣旨で あり ､ 分離 しても経済的価値の な い場合は､ 元来の 不動産所有者の 所有に帰属さ
れ るも の で ､ この 経済的価値の判断は附属させ た物件に対する - 般社会通念上の 経済的効
用 の独 立性 の有無をそ の 基準とすべ きで ある+ と して い る｡ 176
日本民法第242 条と韓民 256 条の 規定に より ､ 不動産 の所有者は ､ そ の従と して附合し
た物の 所有権を取得する. 附合部分の 所有権は不動産の 所有権に吸収 ･ 合体され
一 個の 所
有権とな る｡
附合する動産 の価額が主物で ある不動産 の価額を越 えて い て も､ 動産所有肴が不動産所
有権を取得する こ とは できず､ 主物 である不動産を所有す る者が附合す る動産の 所有権を
取得する｡ 177
但 し ､ 動産が権原に よ っ て 附属 させ られ た物で あるとき は､ 不動産所有者の 所有に帰す
る こ と なく ､ 附属させたもの の所有に止まる(日本民法第242条と韓民256条の 但し書き)0
｢権原+ とは ､ 不動産 の 占有な い し利用権限 一 般で はなく ､ 不動産 に他の 物 を附属させ
て利用するこ とを目的とす る権利 ､ すなわち地上権 ､ 永小作権､ 工作物設置を伴う地役権､
賃借権などをい う｡ 178つ ま り ､ 権原とは ､ 他人の 不動産 に自己 の動産 を附属 させ て その 不
174バ ク ･ ジ ュ ン ソ編､ ジ ョ ン ･ ク オ ン ソプ著『注釈民法 ､ 物権法(1)』司法行政学会2001.3､
p.782
175 大法院､ 1962.1.31､ [4294T'dせ445]
176大法院､ 1975.4.8､ [74 ヰ1743]
177大法院､ 1957.2.8判決 ､ [42898B せ117/118】
178稲本洋之助 『民法Ⅱ (物件)』 青林書院新社､ 昭和 58年 ､ p.290
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動産 柳J用する ことが できる権利を意味して い るの で ある｡ しか し､ 附属した物件が 不動
産の 構成部分となる場合は ､ 附合が成立 し､ 例外は静 められない の で ある . 179
腰産物 ･ 樹木な どの場合､ 鹿産物又 は樹木が他人所有の 土地に附食する と､ これら物件
は ､ 本条の 規定に より､ 土地所有者の所有となるo しか し､ 例外的に ､ 貸借権などの植原
によ っ て附属させ た場創ま､ 但番条項により ､ 賓借人などがその 植栽した物の 所有権を有
するo 要するに ､ 植原なく他人が所有する土地に戯作物又 は樹木などを植栽 した者に､ そ
の戯作物や樹木 などに対する権利臥 彼 に止まらせな いとすることで あるo 180植原なく 土
地 を占有する甲から土地 を貸借する乙が甲の 承緒を受けその 土地に木を植えたら､ 特別 な
事情の ない 限り ､ 乙 臥 土地所有肴に対して ､ その 木の 所有権を主張する ことはできない o
18 1
附合物が常備人 の 所有となることは ､ 本条の但し番き規定によるもの である ことは勿翰､
これは 物件の 生成による所有権取得と して の 法律規定による物権変動で あるの で ､ 登記 を
必要と しない . 182
こ の 間題に 関する韓国の 判例をみても ､ 第 一 ､ 貸借人が植えた竹を土地所有者が貸借人
の 意思 に反 し窃取 した場合は ､ 窃盗罪が成立するo 第ニ ､ 18岬 の 土地に乙が使用貸借に基
づ いて樹木を植栽 した場合は ､ 当該土地が競売され 乙がその 土地の競落を受 けたと しても ､
丙はそ の樹木まで取得するも ので はなく乙が これを保有する｡ 第三 ､ 184所有権は独立 した
物件に対 して だけ成立する の で ､ 附合した物件が独立存在を有する場合､ それが不動産の
非本質的構成部分で ある物に の み適用される ｡ 第四 ､ 1紡不動産の本質的構成部分である物
に は本条但書は適用されない 186､ とするな どの判例が みられ るo
こ の 対抗要件の 問題 に対 して ､ 日本の 判例 は ､ 土地の 買主丙が移転登記 を しない で耕作
した稲立毛に対 して売主甲の 債権者 乙が強制執行を進めた事件にお い て ､ 乙の 第三者異議
の訴 えを認 めて いるo 187しか し､ そ の 後 ､ 最高裁 は ､ 土地の 二重譲渡で第 一 の 譲受人乙が
未登記 の まま立木を植栽 した事件におい て は､ 登記を得た第二 の譲受人丙に対 して立木 の
所有権を主張す るた めに は ､ 立木 に対 して の対抗要件 (明謬方法) を備 えなけれ ばならな
179郭潤直 『新訂物権法』 博英社､ 1992年､ p.274
180郭潤直 『新訂物権法』 博英社､ 1992 年､ p.275
181金曾漢著､ 金学束増補 『物権法』 博英社､ 1997､ p.167
182金曾漠著､ 金学東増補 『物権法』 博英社､ 1997､ p.168
183韓国大法院､ 1980.9.30､ 【80王 1874】
184韓国大法院､ 1990. 1.23､ 【89中ヲt21095】
185韓国大法院､ 1960.3.31､ 【4292 I,d せ574】
186金曾漢著､ 金学東増禰 『物権法』 博英社､ 1997､ p.168
187大判昭和 17.2.24､ 民集21巻1 51項
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い と判示 して い る｡ 188
判例は以上か らみられる相違に つ い て ､ ｢稲は ､ 植栽か ら収穫まで僅々 数ヶ月 を出ず､ そ
の 間耕作者の不断 の 管理 を必要と して占有の帰属する とこ ろが比較的明らかで ある点で ､
育成に数十年を予想 し､ 占有状態も右の 意味で は通常明白で な い 山林の 立木 とは適う+ と
鋭明する｡
以上 の ､ 植原に よ っ て物 を附属 させ た者が不動産に つ い て利害関係を有する に い た っ た
第三者に自己 の 所有権を対抗する に は ､ 対抗要件を備える ことを必要 とするか の 間牒 につ
いて ､ 第 一 ､ 対抗要件に関する 一 般論に従い ､ 従と して 附合 した物自体に つ き明瓢方法な
どの 対抗要件を備えるか ､ または ､ こ れ らの植原に つ き登記 ･ 引渡 しなどの 対抗要件を備
える こと を要するとする祝189､ 第二 ､ 稲毛などの植栽物が独立 の取引対象とならなくて も
植原 によ っ て 附属 せ しめた以上附合せず､ 従 っ て ､ 土地所有者は何 ら付 属物の 所有権を取
得 しない (無権利者) ため対抗問題 を生 じない とす る説190､ 第三 ､ 稲立毛は別と して ､ 附
食物 の 立木に つ い て は明認方法があれ ば所有権を主張できるとする鋭19l､ がみられる｡
も っ とも ､ 現在は ､ 農作物に つ いて は農地法の 18粂が､ 農地 ､ 採草放牧地の 貸貸借は ､
登記が なくて もその 引渡しが あれば､ そ の うちに物権を取得 した第三者に抵抗でき ると し
て い るため ､ 稲立毛に つ いて の 論争の 意味は大半失われて お り､ 主と して 山林立木だ けが
問題 になる o 192
2 . 動産 の附合
日本民法第 243条 【動産の 附合】 は ､ ｢各別ノ所有者 二 属 ス ル数個ノ動産ガ附合 二 因り穀
損ス ル ニ 非サ レ ハ 之ヲ分離 ス ル コ ト能ハ サ ル ニ 至 リタ ル トキ は其合成物ノ所有権 ハ 主 タル
動産ノ所有者 二 属ス 分離ノ為メ過分ノ費用 ヲ要 ス ル トキ亦同 シ+ と規定 して い る｡
韓民法も動産の 附合に対 して ､ 第257条【動産間の 附合】 で ､ ｢動産 と動産が 附合 し､ 穀
捜 しなけれ ば分離す るこ とは で きなく ､ また､ その 分離に過多な費用 を要する場合は ､ そ
の 合成物 の 所有者は ､ 主な動産 の所有権者に属する ｡ 附合 した動産の 主従を区別する こ と
188最高裁 35.3.1､ 民集14巻 3号 307項
189船橋淳 一 『物権法』 有斐閣 ､ 昭和 35年､ p.367
190稲本洋之助 『民法Ⅲ (物件)』 青林書院新社､ 昭和 58年 ､ p.290
191我妻栄著､ 有泉享補訂 『新訂物権法』 岩波書店､ 1983年､ p.309
192遠藤浩 ･ 鎌田薫編､ 阿部浩 二 『基本法 コ ン メ ン タ ー ル 第五版 ､ 物権』 日本評論社､ p.109
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がで きない ときは ､ 動産の 所有者は､ 附合当時の 価頼の比率で食成物を共有する+ と規定
して いる｡
後段 の ､ 附合 した動産の 主従を区別する ことができない ときは ､ 動産 の所有者は附合当
時の 価額の 比率で食成物を典有するとい う規整は ､ 日本民放第 244粂 【同前】 の規定と内
容を- - 致するもの で あるo
日本と韓国の 両民法とも､ 動産 の 附合の要件に関して は ､ 第 - ､ 各別 の 動産の所有者に
属する数個の 動産が附合 して ､ 教掬 しなければ分離することができなくなっ た こと ､ 第ニ ､
その 分離に過分 (過多) の 費用を要すること､ に は鼻輪はない ようで ある｡
動産 の 附合をみ る標準的なもの は ､ 社会経済上の観点でみるが ､ 取り外 しの容易な場合
は ､ その 附合は否 定される｡ たとえば､ 自転車の 車輪を取り外し､ これを他の 自転車 に取
り付けても両肴を分離でき ない 状億で 附脅せ しめたもの とはならないの で附合とは ならな
い ｡ 198
刀 . 増築部分の既 存建物 - の 附合
建物 の 増築部分は ､ 既存建物に対 し､ 附合するもの か ､ それとも ､ 独立 の 物件となるも
の か ､ の 問題 に つ い て検討を行う｡ 前述 したように､ 建物は不動産であるが敷地とは異な
る工作物 なの で ､ 構造上 ･ 利用上 の 独立性の 存否により取引上の 客体と して の成立が決定
され る｡ 既存建物 に新 しく建築行為を加 えて生まれた増築部分 を､ 既存建物 に附合するも
の と し別個の所有権の成立 を有しない とみなすか ､ それとも区分所有権の成立を静め独立
した所有権の客体と して みなすか の判断基準は ､ たとえば､ その 増築部分が ､ 抵当権の効
力が及ぶ か否 か ､ 競売にお い て の 競売目的物と認め られ所有権の 取得が可能か否か ､ の 問
題を判断す る上で とても重要で ある｡
1 . 増築部分 の附合成否 の判断基準
増築部分の 附合成否 の 判断基準に対する ､ 日本そ して韓国の 態度をみ るこ とにする｡
韓国大法院の 判断に よ ると､ 原審が ､ 第 - ､ 増築部分が既存建物 の束側 ･ 北側に接触し
198最判昭和 24.10.20､ 刑集3 巻10号 1660項
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て建て られ外観上 一 つ の建物にみえる こと､ 第ニ ､ 既存建物の 階段 を通 して 増築部分 - と
の往来が 可能で ある こと､ 第三 ､ 既存建物の屋 上が境界区分なく増築部分の 3階住宅 へ の
通路と使用されて い る こ と､ か ら､ 既存建物 の 外壁 に接触 して建て られた増築建物が ､ 既
存建物より延 べ 面積が多い と しても ､ 物理的構造や用途､ そ して機能などに照らし独立 し
た建物とみ る ことは できない とした判断に対 して ､ 増築部分 の既存建物に対する附合成否
の 判断基準は ､ 増築部分が既存建物に附着せ しめられた構造だけで はなく ､ その 用途と機
能の 面 で ､ 既存建物と独立 した経済的効用 を有し取引上別個の 所有権の 客体となる ことが
で きるか の可否をも っ て判断 しなけれ ばならない と し､ 増築部分が堅固に建て られて い て
既存建物部分より延 べ 面積が多い と して も ､ 物理的構造上 ､ 用途､ 機能､ 取引の 観念上 ､
当該増築部分は､ そ れ自体で は独立性 は なく既存建物部分に附合 して
- 体をな し - つ の 建
物とな っ て いると､ 増築部分の既存建物に対する附合成否 の判断基準を明らかに して い る｡
194
同 じ事項に対 して ､ ほ か の 大法院の 判例をみて も､ 建物 が増築された場合､ 増築部分の
既存建物 - の附合の成否は ､ 増築部分が既存建物に附着せ しめられた物理的構造だけでは
なく ､ その用途 と機能の 面 で既存建物と独立 した経済的効用 を有 し､ 取引上別個の所有権
の 客体と成る こ とがで き るか の 可否及び増築 して これ を所有 しようとする者の 意思な どを
総合 して判断 しなければならな い ､ とやは り同 じ趣 旨の 判断を して い る ｡ 195
また ､ 増築部分が区分琴物となるた めの 要件に対す る判例をみ ると ､
一 棟 の建物の 区分
され た各部分が ､ 構造 上 ･ 利用上独 立性 を有 して い る場合 ､ その 各部分を
一 個の 区分建物
とす る ことも可能で ､ また ､ そ の 一 棟全体を 一 個の 建物とす る こ とも可能で あるため ､ こ
れ を区分建物にするか否 か は ､ 特別 な事情の ない 限り ､ 所有者の 意思 に より決定され るも
の で ある ｡ 区分建物 となるた め には ､ 客観的 ､ 物理 的側面で ､ 区分建物が構造上 ･ 利用性
の独立性 を有しな ければならず､ そ の建物 を区分所有権の 客体と して使用する意思表示 ､
すなわち､ 区分行為がある べ きで ､ 所有者が既存建物に増築を した場合にも増築部分が構
造上 ･ 利用上の 独立性 を有 して い る事由だけで 当然､ 区分所有権は成立す るとする こ と は
で きず ､ 所有者の 区分行為が あ っ て は じめて 区分所有権が成立す るもの で ､ こ の 場合､ 所
有者が既存建物に既に行 っ た登記 を､ 増築 した建物 の 現況とあわせて
一 棟の 建物 と して増
築によ る建物表示 変更登記 を終えたとき は､ これを区分建物とせず､ そ の全体を
一 棟の建
物 と しようとする意思で あ っ たと判断す る こ とが相当で ある ､ として い る｡ 196
19 4大法院 1985.ll.12 [85中外 246] 所有権確認
195大法院1994.6.10[94 ヰ 11606] 配当異議
196大法院1999.7.27 [98斗35020] 不当利得金 返還
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2 . 貸借人が行っ た増鞍部分に対する附合の成否
貸借人が ､ 貸借 した建物にそ の 植原 により増額を した腸合､ その増築部分が ､ 構造上
.
利用 上 ､ 既存建物と区分された独 立性が ある場合 ､ その 増軽部分が独立 した所有権の客体
となれ るか ｡
大法院は､ 贋借人が ､ 貸借 した建物にそ の植原 により増築を した場合､ 増築部分が附合
に より既存建物 の構成部分とな っ たときは ､ 増築部釧 こ別個の 所有権が成立する ことはで
きないが ､ 増韓部分が構造上 ･ 利用上既存建物とは区分され る独立性があるときは ､ 区分
所有権が成立 し増鞍部分は独立 した所有権の 客体となる､
一
と して い るo 197
本判決は ､ 原告か ら当初の仮建物を僚僻 した僚傭人らが､ 彼らの 店舗部分 を改乳 増車
を し ､ 当初の 建物と比 べ そ の 面横と規模が大きく増えたの であれば､ 貸借人 らが当初の 建
物に増解 した部分は原 告所有の 当初の 仮建物に附合されず､ 区分所有権の 客体となり独
立
した所有権が成立 したとみる余地が あると し､ 増
･ 改雑の 事実だけで増築部分の 附合を静
めた原審の判断に は適法があると して ､ 破棄差し戻 して い る o
日本の 判例は ､ 墳主の 同意を欠く貸借人の 増鰍 こつ き ､ その殆どが附合を静 めて いるo
貸借人が平家12.75坪に ､ 2･5坪の 甲部分と2坪の 乙部分を増築 した事例で ､ 乙部分は附
合するが ､ 甲部分は附合しない と した原審判断 を､ 屋根の部分が主家と接して築造され
て
い る から ､ 機能的にも主家と - 体的 に利用されて い るの であれば､ 附合 したもの とい う
べ
きで あると して ､ 原審判決 を破棄差し戻 して い る ｡ 198
またほ か の判例で ､ 第 - ､ ｢貸借人が貸借建物を増 ･ 改築したときは､ 賃貸人の 承諾 の有
無に かか わらず ､ そ の 部分が無条件的に賃貸人 の所有に帰属される+ とした約定の意味と
その 効力 ､ 第二 ､ 増 ･ 改築部分に対する貸借人 の 買受請求権行使の 可否 ､ 第三 ､ 賃借人が
増 ･ 改築 した貸借建物の 明渡 し請求と権利混用 の該当成否､ をめぐる争い に対 して ､ 大法
院は ､ 第 一 の争い に つ い て ､ ｢貸借人が賃借建物を増
･ 改築したときは ､ 賃貸人の 承諾の 有
無 にか か わらず ､ そ の部分が 無条件的 に賃貸人の 所有に帰属される+ とした約定札 貸借
人が原状回復義務を免れる代わり､ 投入費用 の 弁償や権利主張を放棄する内容が含まれた
と みる の が相当で あり ､ こ の ような約定は特別な事情の ない 限り有効で あると したo 第
二
の争い に つ い て ､ 建物自体の 修繕ない し増 ･ 改築部分は ､ 特別の 事情の ない 限り ､ 建物自
体の構成部分をな し､ 独 立部分 であるとはみられない の で ､ 賃借人の 帰属物買受請求権の
･97大法院1999.7.27[99中 14518] 建物明け渡しなど
198最小 - 判 ､ 昭和 43.6.13､ 民集22巻6号1183項
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対象に ならな い と して おり､ 最後に ､ 第三 の 争い に つ い て は ､ 貸借人が建物を貸借 し相当
な部分を増 ･ 改築 したとして も､ 特別 な事情の ない限り ､ その 事実だ けで は､ 建物の 所有
権が貸借人 に帰属され るとは考えられない の で ､ こ の ような事情だけで ､ 貸傭人 か ら建物
を買収 し所有権保存登記を終えたも の が ､ そ の所有権に基づ い て 明渡 しを求めるこ とが権
利渡用になるとする ことはできない ､ と判断して い る｡ 199
学説の 態度をみる ｡ 建物を増築または改築 した場合 ､ その 増 ･ 改築部分は､ 民法 の 不動
産 の 附合の 規定に より ､ 建物所有者に帰属する ｡ しか し､ 建物の 貸借人な どが建物所有者
の承諾を得て増 ･ 改築をしたときは､ 第256粂但番で いう､ ｢梅原により附属された+ 場合
に該当 し､ その 増 ･ 改築部分は貸借人 の所有となる｡ しか し､ 物権の 目的物は､ 独立性 を
有する こ とが要求 される の で ､ そ の 増 ･ 改築部分が経済的にみて ｢独立性+ を有 しな いと
きは､ 第 256条の但 し書きは適用されず､ 同条本文だけが適用 され ､ 増 ･ 改築部分は建物
所有者の 所有に な る｡ しか し､ 増 ･ 改築部分が ｢独立性+ を有す るとき は ､ 建物区分所有
が成立する ｡ 増 ･ 改築部分が ｢独立性+ を有するか否か に対する判 断基準 は ､ 社会通念な
い し引取り観念に よらなければならない o 200
Ⅲ . 競売目的物
既存建物 の競落人が競売 目的物 と評価されて い ない増築部分 ( 附合物)に対する所有権
を取得する か否 か の 争い に つ い て ､ 大法院は ､ 建物が増築された場合 ､ 増築部分が本来の
建物に 附合 され ､ 本来 の建物 と分離 して は ま っ たく別個の独 立物と して の 効用を有 しない
と判断で きる場合は ､ こ の 増築部分に関 して は別途の 保存登記 が終えられ ､ 本来の 建物に
対する競売手続き におい て競売目的物と評価されて い ない と しても ､ 競落人 はそ の 附合さ
れた増築部分の 所有権を取得する ､ と して い る｡ 201
っ まり ､ 競売の 目的とな るか否 か の判断 は ､ 競売手続きで の評価目録で決定 され るの で
はなく ､ 附合の成否に かかわ るもの で ある｡
199大法院 1983.2.22[80中589] 建物明け渡 し
200郭潤直 『新訂物権法』 博英社 ､ 1992年 ､ p.274
2 01大法院 1981.ll.10[80中2757] 所有権保存登記抹消
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Ⅳ . 増韓と抵当権
抵当権の 効力が及ぶ抵当不動産 の従物とは ､ 韓民第100粂 は 物､ 従物】｢物件の 所有者
がそ の物件の 常f削こ供するために自己所有の 他の物件をこれに属させ たときは､ その物件
は従物で ある ｡ 従物は主物の 処分に随う｡+ で規定する従物と同 じ意味で ､ ある建物が主な
建物の 従物であるためには主物の 常用に供せ られる関係でなければならず､ こ こ で の 主物
の 常用 に供すると いうことほ ､ その自体の 経済的効用を果たさせる ことをい い ､ 主物の 所
有者や利用者の 常用に供され て い ても主物それ自体の 効用と は直接関係の ない物件は従物
で は ない ｡ 202
既存建物に設定 され た抵当権上 の建物増範部分に対す る効力は ､ 抵当権が設定された既
存建物に増築を した場合､ その 増韓部分が独立 した別個の部分と静 められず ､ 既存部分の
附合物と静 められ ､ そ の建物全体が増範前後 を通 じて 同 一 性が維持される 一 つ の建物とみ
られる場食は､ 既存建物に対する抵当権の 効力は､ その増築部分にも当然及ぶ. 208L
Ⅴ . 増築と地上権
抵当権当時建物が存在 した以上 ､ 建物が改 ･ 増築､ または､ 滅失若 しく は撤去後建物が
再 ･ 新築された場合も ､ 法定地上権が成立する のだろうか｡
法定地上権が成立す るためにほ ､ 抵当権設定当時の 目的となる土地の 上に建物が存在し
なければならず ､ 抵当権設定当時建物が存在 した以上 ､ その 後､ 建物を改 ･ 増築する場合
は もちろ ん ､ 建物 が滅失や撤去された後再 ･ 新築する場合も､ 汝定地上権は成立する ｡ こ
の場合 ､ 法定地 上権の 内容で ある存続期間 ､ 範囲などは ､ 旧建物を基準と して その利用に
一 般的に必要な範囲内に制限され る . 204
202大法院1994.6.10[94ヰ11606] 配当利益
203ソウル高等法院 1976.12.24 [76叶2 574] 損害賠償請求事件
204大法院90.7.10[90中ヲt6399] 建物撤去など
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第6章 終わりに
第 - . 団地 一 括建替え時に お ける 一 部建物の 存置またはリ モ デリ ン グ規定に関する考察
団地内建物にお ける建替え制度は､ 日本法と韓国法で は異なる｡
団地内集合住宅 の 建替えに つ い て ､ 日本の 2002年の 改正 区分所有法は､ 棟別建替え制度
と 一 括建替え制度を新設 した.
2002 年の改正 区分所有法は ､ 69条で ､ 団地管理組合の集会で 4分の 3以上の 多数に よ る
承認 の 決議を得れ ば､ 団地内の 一 部の 建物 だけで の建替えを可能に して お り(棟別建替え)､
他方 ､ 70条で ､ 一 定の 要件を満たす団地 (そ の要件とは ､ ①団地内の 建物が全て 区分所有
建物で あ るこ と ､ ②そ の敷地 が全部の 建物の 区分所有者に属する こ と､ ③各建物が団地管
理組合の 規約で団地管理組合 の管理の 対象とされて い る こ と､ で ある0) で は ､ 団地管理組
合 の集会におい て 団地建物所有者及び議決権の各 5 分の 4 以上 の 賛成を得る ことで (この
場合 ､ 棟ごとの 区分所有権及び議決権の 各 3分の 2 以上 の 賛成が必要で ある｡)､ 団地内の
区分所 有建物の 一 括建替えを可能 と して い る.
日本法が 団地内建物 の棟別建替えと 一 括建替えを並存させて い る こ と (二本立て) に対
して ､ 韓国の建替え関連法 は ､ 団地内建物 の 区分所有者が 建替えをする には 一 括建替え し
か認められ ない と して 一 本化 して い るo ただ し､ 韓国 の 2003年 の都市住居整備法 は ､ 団地
内建物の 一 括建替えしか選択肢が ない こ との難点を克服す るた めに ､ 団地内建物の 一 括建
替えに お いて ､ 一 部建物の 存置制度を設 けた.
2003年 7月 1 日から施行され始めた都市住居整備法 は ､ 住宅建設促進法上の建替え関連
条項と都市再開発法 ､ 都市低所得住民 の住居環境改善の ため の 臨時措置法 を統合 した法律
で ある が ､ 今回の 都市住居整備法 が有する ､ 住宅の 建替えに 関連 して の 最も注目す べ きと
こうは ､ 必要な場合､ 住居環境整備施行者が 一 部建物 の存置または リモ デリ ン グに関す る
内容が含まれた事業施行認 可を申請できる とする特例規定を含め て い るとこ ろにある｡
前述 して い るように ､ 本特例規定を設けて い る趣旨は ､ 団地規模で行 われて い る建替え
事業 の施行時 ､ 団地内の 店舗専用 区分所有建物 の 所有者らに よる当該建物 の 取壊 しに代わ
る 時価を無視 した高い 補償価額の 要求に対するため に と､ それ に従う団地の 一 括建替え事
業の 遅延 に よる損害を防ぐこ とにある｡
団地 内建物の - 括建替えにお い て ､ ある棟で建物の 現存維持やリ モ デリン グを希望する
理 由か ら建替えに賛成 しな い 区分所有者が 多数を占めたときに は ､ 団地全体の 建替え決議
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が成立 しな い こ とになる こと ､ 特に ､ 団地内の 建物が同 - の 輿年数を有するもの でほない
場合にはその ような こ とが充分ありうる こと､ - ･部 の 建物を存優しつ つ 団地の 建替えを進
める ことは､ きわめて実効性の ある制度で あると思われる｡
もう 一 つ の ありうる問題点を指摘すると ､ - - 団地 の 中に ､ 居住用 区分所有建物と店舗専
用区分所有建物が混在する場合 ､ 特に ､ 店舗専用区分所有建物の所有者は ､ 団地 一 括建替
えに よる ､ 将来持続的な､ 現在より大きな経済的収益の 発生 (たとえば､ 売り上げの 増加
など) の保証が ない 限りは ､ 団地 を- 一 括して 行う建替えには反対することとなるo 従 っ て ､
団地内建物の - 括建替えの 際､ 店舗専用 区分所有放物を居住専用雑物と - 括に扱うことは
無理 があり､ 好ま しいもの ではないと思われる ｡
敢後に ､ 日本法が梯別建替えと 一 括建替えを銀存させて い ることに対 して ､ 韓国の都市
及 び住居環境渡備法が - 括建替えに - 本化 しながら - 都連物 の存置制度を設けて い ること
は , 団地内建物 の 建替えを現実に促進 し得る点で ､ 積極的に評価できる｡ この 制度は､ 将
来の 日本の 制度設計にも大い に参考となると思われる｡
とこ ろで ､ 現実的に生 じうる問題 に､ - 団地の - 括 した建替え事業時における 一 部建物
の存置またはリ モデリ ン グを含む事某となるための決故率 の問題があると考えられるo
団地内建物の - 括建替え決敵は ､ 各棟 3分の 2以上全体5分の 4以上 の多数決で成立す
る ｡ この 場合､ 全体 5分の 4 という同意率を､ 一 部建物存置など希望する建物を除くか ､
含めるか が間潜となりうる｡ これ に対する関連法上の 具体的規定は設 けられて い ない よう
で ある｡ しか し､ 考えると ､ 本間題は ､ 結局 ､ 建替えを選択 した建物及 び 区分所有者と建
替えを選択 しな い存置などを選択 した建物及びその 区分所有者の 間の 団地関係が ､ 最終的
にも維持されるか ､ それとも解消されるか ､ により判断すべきである0
前述 したように ､ 両者の 団地関係は ､ 第 一 ､ 建替え決諌の 強制的拘束か ら離脱 しようと
する ､ またそ の 離脱 により建替えの 円滑な実施を図らせようとす る区分所有者の判断及び
政策的判 断には その 合理性 を認められ る こ と､ 第 ニ ､ それ を選択す る区分所有者は団地関
係 の 離脱まで を想定 して い ない こ と､ 第三 ､ 建物の利用及び維持状況 は異なるものあ r 一
団地内に数棟の建物が あっ て ､ そ の 団地内の 土地及び附属建物が当該区分所有者の 共有に
属 して い る ､ す なわち､ 団地関係+ がそ のまま維持され続けられて い る こ と ､ などの 理由
か ら､ 団地関係 は解消されず従前と同 じように団地関係が維持され るとみ る ことが当然で
ある｡
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第二 . 土地分割申請規定に関する考察
都市住居整備法 における土地分割申請制度にお い て は､ 土地及 び建物に関連する土地な
どの 所有者の 数が団地全体の 10分の 1以下で ､ か つ ､ 分割され た場合に建物がそ の分割線
上に位置しない こ となどの要件の もとで ､ 団地内建物の 一 括建替え事業の 施行時に ､ 建替
え事業施行者または建替え推進委員会は ､ 裁判所に当該土地に つ い て の分割申請をする こ
とができるもの と して い る｡ 同申請による土地の分割の成否 に つ いて は ､ 裁判所 が判断 し､
そ の 結果､ 分割が羅め られず､ これ まで の 団地関係が継続される場合もあるo
土地分割申請規定 による と､ たとえば､ 現実的に起こりうる問題 と して ､ 団地 の中心部
に位置する建物の 土地に対 して も ､ 土地分割申請で きる か の ことがある ｡ 都市住居整備法
で 土地分割規定を設 けて い る趣旨は ､ 前述 して いるように ､ 団地内 の
一 部店舗専用区分所
有建物の 所有者らの 建替え事業 - の反対 か ら生ず る団地全体の 建替え事業の不 可能 の 問題
を未然に防ぐことで ､ 団地 に お ける建替え事業の 円滑化を図る こ とにある｡ その 中で の 土
地分割関連規定は ､ 分割され る土地及び その 上 の建築物 の 目的と位置に つ い て は特に制限
規定を設 けて いな い ｡ しか し､ 都市住居整備法第 41条第 1 項は､ ｢事業施行者または推進
委員会は ､ 住宅建設促進法第 33条205第1項の 規定に より事業計画承罷 を受け建設 した 2以
上 の建築物がある住宅団地に住宅建替え事業をする場合､ 第16条第2項206の規定 による組
合設 立 の 同意要件を満たすために 必要な場合は ､･ その 住宅団地内の
一 部土地 に対 し､ 建築
法第49 条207の 規定にか かわらず､ 分割 しようとす る土地面積が同法同条で 定めて い る面積
に達 しない場合で も土地分割を請求する こ とが でき る+ とし､ 土地分割請求権者を､ 事業
施行者または推進委員会として い る の で ､ 現実的に ､ 建替え推進委見会などの 土地分割請
求権者によ る団地 内中心部に位置する 区分所有建物に対す る土地分割申請の 可能性は極め
て低い ｡
とに かく ､ 団地 内建物の 一 括建替え事業にお ける 一 部の 建物の 存置は ､ 建替えを望む団
205住宅建設促進法第33条 (事業計画 の承認及び建築許可 など) 条文省略
206住宅建替え事業の推進委員会が組合を設立 しようとするときは ､ 集合建物の 所有及び管
理 に関する法律第47条第1項及び第2 項の規定にもか かわらず､ 住宅団地内の共 同住宅 の
各棟 (福利施設 の場合は住宅団地 内の福利施設全体を 一 つ の棟とみなす) 区分所有者及び
論決権の 各5分の 4以上の 同意を得て 定款及び建設交通部令で定め る書類を添付 し市長 ･
郡守 の認可 を受けなければならない ｡ 認可を受 けた事項を変更 しようとするときもまた同
じであ る｡
207建築法第49条 【敷地 の分割制限】 建築物の ある敷地は大統領令が定 め る範囲内で ､ 当
該地方自治団体の 条例が定め る面積に満たさなくする分割を行うこ とができ ない ｡ 第2項
省略
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地内建物の 円滑な建替えを可能とするもの で はあるが ､ 他方 ､ 建替え事莱が終了すると､
建 て替えられた新 しい建物と存置された既存建物の 間に､ 将来の 維持 ･ 管理にかか る費用
や手法に おい て顕著な差を生 じさせうると予想され る｡ こ の 場合､ 新しい建物と存置され
て い る既存建物との 間の関係の 継続は､ 必ず しも好ま しい もぁとはい えない o
団地の 拘束的関係か ら離脱するこ とを可能とする土地分割綿求制度を藩 めた ことは ､ 将
来､ 矧斡起こりうる問題に対処できる点で意凝を有し､ これか らの 団地 の あり方 に極めて
大きな意味を阜えるもの で あると考える｡
本制度も ､ これ か らの 日本の団地に関する政策や立韓の 参考となり得るもの であると思
われ る｡
第三 . 建称えの 代案と して のリ モデリ ン グの 限界
建替えの 本来の趣旨は､ 区分所有者自らが ｢老朽 ･ 不良化 した住宅+ を撤去 し新たな建
物 を自らの ために再韓する ことで ある｡ しか し､ 本給文を通 じて韓国にお ける建替え事業
の 現状を考察す る限り ､ 韓国にお ける建替えとい うの は ､ そ の 趣旨がやや歪曲されて い る
にみ られ る ｡ 韓国にお ける建替え事業は､ 住宅畳と宅地の 不足 ､ 容積率の緩和 ､ 建替えに
よる開発利益 の発生な どの 解決手段と して羅識 されて いるo このような静織か ら､ 20年も
経過 して い ない集合住宅が建て替えられて いる の である｡
リモ デリ ン グは ､ 建替え事業に対する政府の規制強化か ら､ その 代案と して の 可能性が
強調 されて い る ｡ しか し､ 区分所有者の リ モ デリ ン グに対する理解不足 と今まで の建替え
中心 で あっ た集合住宅 に居住する 一 般区分所有者らの認織に変化 を期待する ことはまだま
だ難 しい の が現実で ある｡
また ､ 建替えに よ る開発利益の 発生を経験 して い る区分所有者らは ､ リモ デリ ン グ事業
に対 しても建替えと同様､ リモ デリン グ事業による開発利益を期待 して い るように なるが､
現実的に ､ 新規分譲世帯の 確保 により開発利益を発生させて い る建替え事業方式とは異な
るリ モデリ ン グ事業は ､ 建替えほ どの開発利益を期待する ことは難 しく ､ 従 っ て ､ 大多数
の 区分所有者らは ､ リモ デリ ン グよりは建替えを希望する こととなる0
従 っ て ､ リモ デリ ン グに対 して ､ 単純に ､ 開発利益的観点から建替えと比 較し考える限
り は ､ リ モ デリ ン グ事業にはそ の事業を拡大と円滑な遂行に 限界が生 じると考えられ るの
で ある｡
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第 臥 建替えを前提 としない 区分所有関係の解消(終了)に関する駄的制度の導入
に関する検討208
韓国の 集合住宅 関連法は ､ 建 替え及 びリモ デリ ン グの 決議要件を､ 区分所有者及 び議決
権 の各 5分の 4 以上の 賛成と し､ 政策的理由か ら両者を同
一 の 割合と して いる . 現段階で
は ､ 韓国に おい て は ､ 平均 17年の集合住宅q)短い寿命､ 等価交換方式 に よる建替え事業の
困難化 ､ 建替え へ の合意の 困難性 などの理 由に より ､ リモ デリ ン グ優先とい う政策を展開
して い ると思われる｡
本論文 では ､ 建替えを湛択する か ､ リ モ デリン グを選択する か は､ あくまで も ､ 区分所
有者の判断に委ね る べ きも の で あるとの 立場をとる｡
建替えかリモデリ ン グかは ､ 区分所有者の 5 分の 4 以上 の判断に委ねる べ きもの で ある
が ､ どちらにも 5 分の 4 以上 の 区分所有者の賛成が得られな い場合が現実には 大い に考え
られ る｡ こ の 場合 ､ 日本と韓国の 現行法上によ ると､ 老朽化 した建物に つ い て は ､ そ の ま
ま管理 しな いで 放置する か ､ それ とも過分な費用をか けて維持 ･ 管理 を継続する か とい っ
た手段 しか取れ ない ことに なる｡
基本的に建替えの 制度を有しな い諸外国で は､ こ の ような状態 に至 っ た場合にお い て集
会で の過半数決議とともに各区分所有者に分割請求権を静め る法制 (ドイ ツ) や､ こ の よ
うな状態 に至 らなくて もい つ で も特別多数決 (80
'%以上) により 一 括売却 ･ 金銭分割を認
める法制 (アメ リカ) な どが ある｡
こ こで は ､ 建替えとリ モデリ ン グの ほ か に ､ 区分所有者に与 える べ きもう - つ の選択肢
と して ､ 多数決 による 区分所有の 終了制度に つ いて の検討が 必要で ある ｡ この 終了制度に
関 して は ､ 既に 日本で学税上そ の議論が行われて い るが ､ 韓国にお いて も ､ そ の検討が必
要 で あると考える｡
208鎌野邦樹 ｢マ ン シ ョ ン の 修繕 ･ 再建 (復旧 ･ 建替え) 及び終了をめぐる比較法的考察+『マ
ン シ ョ ン学 11』 日本マ ン シ ョ ン 学会､ 第11号 ､ 2001.4.25､ 参照
鎌野邦樹 ｢マ ン シ ョ ン の建替え､ 一 法は どう変わり現実は どう変わるか - + 法学教室 5
月 号 ､ No.272､ 2003.5.1､ 参照 L
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